
「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発／

木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの

開発」

中間評価報告書

平成２７年１１月

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

研究評価委員会



 
平成２７年１１月 

 
 
国立研究開発法人新エネルギー･産業技術総合開発機構 
理事長 古川 一夫 殿 

 
 
 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 委員長  小林 直人 

 
 
 
 
ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、別添のとおり評価結

果について報告します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発／ 

木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの

開発」 

中間評価報告書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２７年１１月 
 
 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 

 

 

 



 
 

 
 
 
 

目 次 
 

はじめに 1 
審議経過 2 
分科会委員名簿 3 
評価概要 4 
研究評価委員会委員名簿 6 
研究評価委員会コメント 7 
 
第１章 評価 

１．総合評価 1-1 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
２．３ 研究開発成果について 
２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しについて 
３．評点結果 1-13 

 
第２章 評価対象事業に係る資料 

１．事業原簿 2-1 
２．分科会公開資料 2-2 

 
参考資料１ 分科会議事録 参考資料 1-1 
参考資料２ 評価の実施方法 参考資料 2-1 
参考資料３ 評価結果の反映について 参考資料 3-1 
 
 
 



1 
 

はじめに 
 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。 
 
本書は、「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発／木質系バイオマスから化学品

までの一貫製造プロセスの開発」の中間評価報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会

等規程第３１条に基づき、研究評価委員会において設置された「非可食性植物由来化学品製

造プロセス技術開発／木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発」（中間

評価）分科会において評価報告書案を策定し、第４５回研究評価委員会（平成２７年１１月

２０日）に諮り、確定されたものである。 
 
 
 

平成２７年１１月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 
 
● 分科会（平成２７年９月２日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他、 
１０．閉会 

 
● 現地調査会（平成２７年８月４日） 

国立大学法人京都大学 宇治キャンパス生存研木質ホール（京都市宇治市） 
 
● 第４５回研究評価委員会（平成２７年１１月２０日） 
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「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発／ 

木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発」 

中間評価分科会委員名簿 
 

（平成２７年９月現在） 

 氏名 所属、役職 

分科会長 廣瀬
ひ ろ せ

 重雄
し げ お

 
福井工業大学 環境情報学部環境・食品科学科  

教授 

分科会長 
代理 近藤

こんどう

 昭彦
あきひこ

 
神戸大学 大学院工学研究科応用化学専攻 

バイオ生産工学研究室 教授 

委員 

筒井
つ つ い

 俊
とし

雄
お

 鹿児島大学 産学官連携推進センター 特任教授 

中村
なかむら

 嘉
よし

利
とし

 
徳島大学 大学院ソシオテクノサイエンス研究部 

教授 

西野
に し の

 孝
たかし

 
神戸大学 大学院工学研究科応用化学専攻  

高分子制御化学研究室 教授 

松村
まつむら

 晴
はる

雄
お

 
株式会社旭リサーチセンター  常務取締役  

主席研究員 

三輪
み わ

 浩司
こ う じ

 月島機械株式会社 産業事業本部  技監 

敬称略、五十音順 
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評価概要 
 
１． 総合評価 
 化学製品の原料を、計画的更新が可能なバイオマスとすることは、産業の持続的発展の観

点から極めて重要であり、国の施策として本事業を推進することは妥当であると考えられる。

木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発を産学官の知識や実績を活か

して、主要な製紙会社、化学会社が連携して進めていることに意義がある。 
テーマ１（リグノセルロースナノファイバーの開発）、テーマ２（化学原料一貫製造プロ

セスの開発）とも、ラボスケールでの研究開発においては、十分に満足すべき結果が得られ

ている。今後の、実用化に向けての、ステップアップがスムーズに進むことが期待される。 
リグノセルロースナノファイバーの製造プロセスとしては、セルロースナノファイバーの

課題である水による性能低下、熱による着色等に対処しながら、簡便で、原料の違いなどが

あっても製品の性能の再現性確保やばらつきの極小化などが確保できるプロセスに仕上げ

てもらいたい。化学品原料一貫製造プロセスについては、コストを考えて、前処理と後段の

化学品製造のバランスをどうとるかが最大の課題である。今後、要素技術の統合による一貫

プロセス化を目指すうえで、PL をサポートする推進体制の強化を検討してほしい。 
本プロジェクトの実用化のためには、原料調達から製品製造までの一貫製造プロセスのマ

スバランス、エネルギーバランス、コストバランス、LCA 等を検討することが重要である。

単に従来法に対する価格競争力だけでなく、将来社会における役割を踏まえて、石油ベース

品の代替量と製造コストの関係を明らかにし、資源・環境の維持コストも含めた総コストが

有利となるビジネスモデルを検討しておくことを望む。 
 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
 本プロジェクトは、原料供給メーカーと化学品原料製造企業を有機的に組み合わせてトー

タルコストの最適化を図るものであり、バイオマスを活用するトータル技術の開発という広

範囲な技術開発は個々の企業では担い難く、また、国際的にも競争が激化して強力な推進が

求められており、現在の本邦の優位を確保する観点、公共性の観点から、NEDO の事業と

して進めるのは妥当である。 
 林産業のグローバル化を図る上で本プロジェクトは重要な位置づけにあり、当該事業の成

功時には、市場規模が大きく、環境調和の政策にも寄与することから、投じた研究開発費は

十分に補って余りあると期待できる。 
 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
戦略的な目標や達成度が明確にされており、また、各グループの技術的なバックグラウン

ドを踏まえており、研究開発目標・計画ともに妥当である。 
テーマ１（リグノセルロースナノファイバーの開発）に関しては集中研を中心に密接な連
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携がとられており、テーマ２（化学原料一貫製造プロセスの開発）に関しては PL を中心に

多くの研究開発テーマを集約する努力が行われている点は、高く評価できる。また、PL の

指導のもと、指揮・責任体制は明確であり、十分機能している。実績を有する多機関が所属

しているが、頻繁に会合を持つことで実施者の連携・競争関係が有効に機能していると判断

できる。 
今後、要素技術の統合が課題となるため、テーマ１とテーマ２の連携、テーマ２内部での

連携に関する仕組みを強化することが、より重要になると考え、それに向けた推進体制を構

築してほしい。その際、経済性等を勘案して、当初計画を再検討することも必要である。 
開発管理は、定期的な会合などを通じて様々な技術ハードルを解決するよう有機的に連携

されており、加速予算も適宜投入して研究開発の促進がなされている。 
知財に関するルールも整備されている。 

 
２．３ 研究開発成果について 
すべての項目で中間目標達成あるいは達成予定である点は、高く評価できる。また、世界

初の試みも数多く成功しており、他国のチームを凌駕するレベルに達している。最終目標達

成に向けて、着実に前に進んでいただきたい。なお、他の前処理との比較検討など、成果に

ついて競合技術と比較した優位性についての明示が望まれる。 
成果の普及は、シンポジウムの開催など積極的に行っている。 

知財は適正に管理されていると判断できる。ただし、PCT 出願が 1 件というのは少ないと

いう印象を受ける。2 つのテーマはともに海外展開が必要なものなので、海外も含めて、可

能な限りより多くの知的財産の権利化が行われることを期待する。 
 
２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しについて 
十分大きな成長が期待できる複数の市場が想定されている。リグノセルロースナノファイ

バー、化学品原料製造ともに、製紙産業と化学産業が連携して事業化に進む基本構想が、具

体的でかつ明確に示されている。製紙産業と化学産業の連携という基本構想に沿ってどの様

に利益を相互に確保して事業化が行えるか、具体的につめていく試みが重要であり、今後い

くつかの具体例の構築が望まれる。製品のコストが重要な判断材料であることから、製造プ

ロセス等におけるコスト低減が、関係機関においてなされることを期待する。個々の化学品

の製造に関するフィージビリティー、製品価格設定などは今後の課題である。 
一貫プロセスでの商業化が望ましいが、個々の技術での商業化も今後検討頂きたい。特に、

セルロースナノファイバーは、日本再興戦略の重要テーマの一つに選ばれているだけでなく、

多くの企業が期待を持ってみている技術であり、できるだけ速やかに製造技術を確立し、ユ

ーザー評価を促進すべきと考える。その際、プロジェクトに参画していない企業からのサン

プル提供の要望にも柔軟に応えることも検討すべきである。 
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研究評価委員会 
委員名簿（敬称略、五十音順） 

 

職 位 氏 名 所属、役職 

委員長 小林 直人 早稲田大学 研究戦略センター 副所長／教授 

委員 

浅野 浩志 一般財団法人電力中央研究所 社会経済研究所 副研究

参事 

安宅 龍明 国立研究開発法人産業技術総合研究所 イノベーション

推進本部 上席イノベーションコーディネータ 

稲葉 陽二 日本大学 法学部／大学院 法学研究科 教授 

亀山 秀雄 東京農工大学 名誉教授／シニア教授 

佐久間一郎 東京大学大学院 工学系研究科 附属医療福祉工学開発

評価研究センター センター長／教授 

佐藤 了平 大阪大学 産学連携本部 名誉教授／特任教授 

菅野 純夫 東京大学大学院新領域創成科学研究科 メディカル情報

生命専攻 教授 

丸山 正明 技術ジャーナリスト 

宮島  篤 東京大学 分子細胞生物学研究所 教授 

吉川 典彦 名古屋大学 大学院工学研究科 マイクロ・ナノシステム

工学専攻 教授 
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研究評価委員会コメント 
 
第４５回研究評価委員会（平成２７年１１月２０日開催）に諮り、以下のコメントを評価

報告書へ附記することで確定した。 
 

● 石油代替による経済性評価のみに留まることなく、将来生ずる可能性がある利点や

課題を視野に入れて事業全体を進めていただきたい。 
 
 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1 章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
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１．総合評価 
化学製品の原料を、計画的更新が可能なバイオマスとすることは、産業の持続的発展の

観点から極めて重要であり、国の施策として本事業を推進することは妥当であると考えら

れる。木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発を産学官の知識や実績

を活かして、主要な製紙会社、化学会社が連携して進めていることに意義がある。 
テーマ１（リグノセルロースナノファイバーの開発）、テーマ２（化学原料一貫製造プ

ロセスの開発）とも、ラボスケールでの研究開発においては、十分に満足すべき結果が得

られている。今後の、実用化に向けての、ステップアップがスムーズに進むことが期待さ

れる。 
リグノセルロースナノファイバーの製造プロセスとしては、セルロースナノファイバー

の課題である水による性能低下、熱による着色等に対処しながら、簡便で、原料の違いな

どがあっても製品の性能の再現性確保やばらつきの極小化などが確保できるプロセスに

仕上げてもらいたい。化学品原料一貫製造プロセスについては、コストを考えて、前処理

と後段の化学品製造のバランスをどうとるかが最大の課題である。今後、要素技術の統合

による一貫プロセス化を目指すうえで、PL をサポートする推進体制の強化を検討してほ

しい。 
本プロジェクトの実用化のためには、原料調達から製品製造までの一貫製造プロセスの

マスバランス、エネルギーバランス、コストバランス、LCA 等を検討することが重要で

ある。単に従来法に対する価格競争力だけでなく、将来社会における役割を踏まえて、石

油ベース品の代替量と製造コストの関係を明らかにし、資源・環境の維持コストも含めた

総コストが有利となるビジネスモデルを検討しておくことを望む。 
 
〈肯定的意見〉 
・ 化学製品の原料を、計画的更新が可能なバイオマスとすることは、産業の持続的発展

の観点から極めて重要である。従って、国の施策として本事業を推進することは妥当

であると考えられる。 
・ バイオマス由来化成品の個々の製造技術はこれまで数多く報告されてきたが、木質系

バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発を産学官の知識や実績を活かし

て行い、その実用化を目指す国家プロジェクトは初めての試みなので、本事業は大変

評価できる。 
・ 本技術開発は将来の人類社会のあり方や化学産業の姿にかかわる大きなテーマに取り

組んでおり、主要な製紙会社、化学会社が連携して進めていることに意義があると思

う。また、製紙工場の設備をベースとした原料調製や、リグニン、セルロース、ヘミ

セルロース由来の化学品製造法の開発に、多くの検討成果が出つつあることは評価で

きる。 
・ 「紙･パルプと化学の融合による新たな産業の創出」という大きなコンセプトの下、各

参加者が有機的に開発を進めている点は評価できる。各テーマにより将来の展望がは

っきり見えているもの、まだはっきりとはしていないものがあるが、最終目標である
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「量産化に向けた一貫製造プロセスを開発し、ベンチスケールで実証する」に向かっ

て進めていただきたい。 
・ テーマ１（リグノセルロースナノファイバーの開発）、テーマ２（化学原料一貫製造プ

ロセスの開発）とも、中間評価時の目標をすべて達成あるいは達成予定であり、順調

に開発は進んでいると評価できる。テーマ１は集中研での開発が効果的に行われてい

る。テーマ２は、かなり多くの個別テーマから構成されているが、PL により一体感を

持って推進されている。 
・ ラボスケールでの研究開発においては、十分に満足すべき結果が得られている。今後

の、実用化に向けての、ステップアップがスムーズに進むことが期待される。 
・ 本邦が現状優位にあるセルロースナノファイバーを近い将来にグローバル展開し、世

界席巻を目的として、製紙メーカーと化学メーカーが連携し、一貫製造プロセスが有

機的に構築されており、国の主導するプロジェクトとして高く評価できる。 
・ リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスは、日本がリードしているセル

ロースナノファイバーの実用化に向けたものであり、いち早く製品化をするために必

要な基礎となる製造技術である。課題を網羅的に抽出し、着実に開発が進められてい

る。 
・ 木質バイオマスからの各種化学品原料の一貫生産プロセスは、世界でも数少ない本格

的なバイオリファイナリーを目指した野心的なプロジェクトである。コストを考えて、

前処理と後段の化学品製造プロセスのバランスをどうとるかが最大の課題である。 
 
〈改善すべき点〉 
・ 本プロジェクトの実用化のためには原料調達から製品製造までの一貫製造プロセスの

マスバランス、エネルギーバランス、コストバランス、LCA 等を詳細に検討する必要

がある。 
・ セルロースナノファイバーの展開を図る上でも、コスト競争力の観点からも、リグニ

ンの有効利用が重要となるが、セルロースナノファイバーの研究開発の進捗に比較し

て、未だ不明確な部分が多い。セルロースナノファイバーの有する本質的な課題（水

による性能低下、熱による着色等）を明確にしないと、折角の性能の利用分野を狭め

る原因となる恐れがある。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 本技術開発の本質は、バイオマスからスタートする方が安価になる製品さがしではな

い。単なる製造コストの比較で、従来の石油ベースの製品に対して優位となる化学品

は医薬や機能食品など高付加価値品に限られ、持続可能社会における低炭素化の量的

インパクトはわずかであると思われる。持続可能社会の産業技術としてのバイオマス

利用を目指すのであれば、資源・環境の維持コストも含めた物品製造の“総コスト”

を考える必要があろう。現在はまだ実現していないが、化石資源の利用は CO2 増加

に対するペナルティーとして社会維持コストの負担が求められるであろう。バイオマ
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スの本格的利用はそのような状況の到来とともに始まると考えられる。その時点で、

総コストで優れたバイオマスからの化学品生産法を確立すべく、石油ベース品の代替

量と製造コストの関係を明らかにし、総コストが有利となるビジネスモデルを検討し

ておくことが本技術開発の本当の目的ではなかろうか。 
・ 単に従来法に対する価格競争力だけでなく、将来社会における役割を踏まえたビジネ

スモデルを構築されることを望む。 
・ この開発から商業化される技術を数多く生み出して欲しい。商業化という成果を挙げ

ることはすばらしいが、その一方で今後に向けて技術の幅を広げることも重要なこと

である。本事業において将来の可能性を提示することも重要な成果と思う。期待して

いる。 
・ リグノセルロースナノファイバー製造と化学品原料製造でのシナジーがあると良い

と考える。特に 3 成分分離を出発点として、両者の製造を、どの様にインテグレート

できるか、プロジェクト全体として検討できる体制があると良いと考える。 
・ セルロースナノファイバーは長所と短所が顕著な素材である。単なるバイオプレミア

ムに留まらず、本プロジェクトの成否は、本邦における林産分野の今後の帰趨を大き

く左右することから、セルロースナノファイバーを世に出す上で、長所を生かす分野

を明確にターゲットとして社会実装を目指していただきたい。研究の進捗に伴い、課

題の洗い出しとそれらの克服対策も後半に期待したい。研究の進捗は順調であり、「既

存材料と比較して性能が同等以上」の達成が大いに期待できる。同等以上に留まるこ

となく、セルロースナノファイバーならではの展開も併せて期待したい。 
・ リグノセルロースナノファイバーの開発は、製造プロセスとしてなるべく簡便なプロ

セスにしていく必要がある。その際、原料の違いなどがあっても製品の性能の再現性

確保やばらつきの極小化などが確保できる強靭なプロセスに仕上げてもらいたいと

思う。 
・ 化学品原料製造については、トータルシステムとしての最適化を図り、現実的な製造

コストを実現してほしい。  
・ 費用対効果や研究開発期間の問題もあり、バイオリファイナリーの前処理を 1 つに絞

り込む必要があることはわかるが、後段の化学合成との関係からは必ずしも選択した

前処理方法が最適とは限らないので、少し融通性を持たせたものにした方がよいと考

える。 
・ 個別企業の研究開発を、バイオリファイナリー建設に向けた取り組みにどうつなげる

か、具体的に検討する仕組みがあると良い。立地も含めて総合的に検討するワーキン

ググループの設置も必要と考える。 
・ 今後、要素技術の統合による一貫プロセス化を目指すうえで、PL をサポートする推

進体制の強化を検討してほしい。 
・ 一貫製造プロセスのマスバランス、エネルギーバランス、コストバランス、LCA 等を

詳細に検討する専門家を加えた方が良いと思われる。 
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２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
本プロジェクトは、原料供給メーカーと化学品原料製造企業を有機的に組み合わせてトー

タルコストの最適化を図るものであり、バイオマスを活用するトータル技術の開発という広

範囲な技術開発箱々の企業では担い難く、また、国際的にも競争が激化して強力な推進が求

められており、現在の本邦の優位を確保する観点、公共性の観点から、NEDO の事業とし

て進めるのは妥当である。 
 林産業のグローバル化を図る上で本プロジェクトは重要な位置づけにあり、当該事業の成

功時には、市場規模が大きく、環境調和の政策にも寄与することから、投じた研究開発費は

十分に補って余りあると期待できる。 
 
〈肯定的意見〉 
・ 本プロジェクトは原料供給メーカーと化学品原料製造企業を有機的に組み合わせて、ト

ータルコストの最適化を図るものであり、NEDO がコーディネートする必要のあるプロ

ジェクトである。 
・ バイオマスを活用するトータル技術の開発という広範囲な技術開発は個々の企業では

担い難く、NEDO の事業として進めるのは妥当である。 
・ 国際的にも、多くの国で大規模な政府の研究開発投資が行われ、競争が激化しており、

強力な推進が求められる。 
・ 海外の競争は激しさを増しており、現在の本邦の優位を確保する観点、公共性の観点か

ら NEDO の関わるプロジェクトとして高く評価でき、これを推進することは時期とし

ても妥当であると判断できる。 
・ 林産業のグローバル化を図る上で本プロジェクトは重要な位置づけにあり、当該事業の

成功の暁には、市場規模が大きく、環境調和の政策にも寄与することから、投じた研究

開発費は十分に補って余りあると期待できる。 
・ 化学製品の原料を、計画的更新が可能なバイオマスとすることは、産業の持続的発展の

観点から極めて重要である。従って、国の施策として本事業を推進することは妥当であ

ると考えられる。 
・ 事業内容は適切と考える。特に、非可食バイオマスからの化学品や材料製造は重要かつ

緊急の課題と考えられ、この目的を達成するに当たって、3 成分を分離して統合的に利

用する点は、適切な研究開発である。 
・ 統合的なバイオマス利用技術を確立して事業化する上で、製紙産業と化学産業が融合す

ることは極めて重要であり、これを達成しようとする事業目的は妥当である。またこの

様な産業をつなぐ試みは、民間だけでは難しく、NEDO の関与が重要な事業と考える。 
・ 温暖化に対する世界的認識に対応し、日本の化学工業がバイオマスを活用する基礎技術

を開発し、事業コンセプトの策定を行うことは意義が大きい。 
・ 本事業は我国の石油資源の供給リスクを克服するために早急な実用化が望まれる課題

である。それゆえ、本事業の目的は妥当である。 
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・ 民間活動のみでは開発リスクが大きく、産学官の知識や実績が必要であるので、それら

を統括する NEDO の関与がぜひ必要である。 
・ 木質バイオマスを原料として扱っている紙パルプ工業と今後原料を化石原料からサス

テイナブルな資源に転換する必要に迫られている化学産業の融合という新しい概念で

の産業活性化は共感でき、国のプロジェクトとして支援すべき内容と理解している。 
・ 参加企業のメンバーもそれぞれのリーディングカンパニーが含まれており、各メンバー

がこの目的に向かって意欲を持って取り組んでいると感じた。 
・ セルロースナノファイバーは、日本、欧州（北欧）、北米が商業化を急いで競争してい

る産業分野であり、加速するためには NEDO の資金を活用することが必要である。ま

た、化学品原料製造については、バイオコハク酸などが欧米で商業化されており、日本

が遅れている研究開発分野である。企業が単独でキャッチアップすることが難しい状況

にある。 
 

〈改善すべき点〉 
・ 化石資源に代わり再生可能な資源とくにバイオマスを活用する社会の姿や、受容すべき

条件等について、国としての基本方針が明確にされておらず、本技術開発の将来戦略が

見えない。我が国を代表する化学会社や製紙会社が参画していることから、具体的検討

に基づいてその戦略性を描き出していくべきと思われる。 
・ 同業他社を含む多数の企業が参画しており、利害・知財を含む諸々の調整が後半に向け

て益々重要になると予想できる。PL のリーダーシップのもと、経済産業省の各部局と

の調整に加えて、 NEDO としても積極的に関与・提言・助言いただくことを希望する。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 
戦略的な目標や達成度が明確にされており、また、各グループの技術的なバックグラウン

ドを踏まえており、研究開発目標・計画ともに妥当である。 
テーマ１（リグノセルロースナノファイバーの開発）に関しては集中研を中心に密接な連

携がとられており、テーマ２（化学原料一貫製造プロセスの開発）に関しては PL を中心に

多くの研究開発テーマを集約する努力が行われている点は、高く評価できる。また、PL の

指導のもと、指揮・責任体制は明確であり、十分機能している。実績を有する多機関が所属

しているが、頻繁に会合を持つことで実施者の連携・競争関係が有効に機能していると判断

できる。 
今後、要素技術の統合が課題となるため、テーマ１とテーマ２の連携、テーマ２内部での

連携に関する仕組みを強化することが、より重要になると考え、それに向けた推進体制を構

築してほしい。その際、経済性等を勘案して、当初計画を再検討することも必要である。 
開発管理は、定期的な会合などを通じて様々な技術ハードルを解決するよう有機的に連携

されており、加速予算も適宜投入して研究開発の促進がなされている。 
知財に関するルールも整備されている。 

 
（１）研究開発目標の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 戦略的な目標や達成度が明確にされており、研究開発目標・計画とも妥当である。 
・ 開発目標、開発計画に関しては各グループの技術的なバックグラウンドを踏まえた妥当

なものである。 
・ 各研究開発項目の目標は適切に設定されていると考える。 
・ 物性値などを設定することで、達成度定量化のための明確な目標を設けている。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 目標設定が、従来の石化品より高品質・高機能で低価格という、近視眼的な目標を掲げ

ているのが気にかかる。将来戦略に立った目標を掲げるべきと思う。 

・ 化学製品が石油由来の従来品よりもバイオマス由来の製造法で低コストになるのは、医

薬や機能食品など少量生産品に限られ、大量生産品では困難と思われる。したがって、

バイオマスを石油代替資源として有意な数量レベルで使うシチュエーションというの

は、石油ベース品の生産または消費にペナルティーが課せられる（その必要に迫られる）

ときだと考えられる。そのときに、バイオベース品が石油ベースの従来品に対する代替

量すなわち生産量と、生産コストの増加分の関係がどの程度になるか、すなわち、代替

による社会負担が代替による社会利益の中に納まるかを評価できることが重要であろ

う。 

・ リグノセルロースナノファイバーのコストは実用化を考えた場合に少し甘い目標設定

になっているという印象を受ける。実用化が近づけばコストパフォーマンスが明らかに

なっていくと思うので、適宜目標を見直す必要があるかもしれない。 
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（２）研究開発計画の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 研究計画、スケジュール、開発費は目標達成のために妥当と判断できる。 
・ 戦略的な目標や達成度が明確にされており、研究開発目標・計画とも妥当である【再掲】 
・ 開発目標、開発計画に関しては各グループの技術的なバックグラウンドを踏まえた妥当

なものである【再掲】 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 多くの研究課題があり大変興味深いが、実用化に耐えうる化成品製造にそろそろ絞るべ

きと思われる。 
・ リグニンの有効利用、ひいてはコストが本プロジェクト全体の成否の鍵であることは論

をまたない。出口によって優劣は当然であるが、経済性を考えると、前処理としては製

紙工程の利用など既存手法の展開にならざるを得ないと判断されるがいかがであろう

か。早急な一本化、想定製品の見極めを行い、後半に向けての進捗促進を望む。 
・ 高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造技術と部材化技術開発は、まだ開発

途上と思われるが、化学変性システムの設備化が次の課題である。商業設備化並びに製

造コスト低減に向けて開発の舵を取っていただきたい。 
 
（３）研究開発の実施体制の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ テーマ１に関しては集中研を中心に密接な連携がとられており、テーマ２に関しては

PL を中心に多くの研究開発テーマを集約する努力が行われている点は、いずれも高く

評価できる。 
・ PL の指導のもと、指揮・責任体制は明確であり、十分機能している。実績を有する多

機関が所属しているが、頻繁に会合を持つことで実施者の連携・競争関係が有効に機能

していると判断できる。 
・ 本事業には多くの機関が参画しているが、研究進捗に向けたマネジメントも的確であり、

各関係機関同士の連携も良好である。 
・ 実施体制として参画企業や研究機関を幅広く選んでいる点、通常情報交換が難しい企業

間の連携を PL がとっていることは評価できる 
・ 産学官の多くの機関の知識や実績を活かして事業を行っており、多くの知見が得られて

いることは評価できる。 
・ 多数の企業、研究機関が参加しているプロジェクトであるが、プロジェクトリーダーお

よびサブリーダーのもとに連絡を密にとっており、堅実なマネジメントが行われている。 
・ メンバー間の会合も豊富で、チーム間の情報提供も良く行われている。 
 
〈改善すべき点〉 
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・ 参加企業によって取組みの温度差があるように思われた。 
・ 産学官の多くの機関が参画していることは評価できるが、一部の研究課題では目標を達

成してない部分もあるので、今後努力してほしい。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 今後、要素技術の統合が課題となるため、テーマ１とテーマ２の連携、テーマ２内部で

の連携に関する仕組みを強化することが、より重要になると考え、それに向けた推進体

制を構築してほしい。 
・ これまでの技術の蓄積の絞込みが重要となってくる後半に向けて、より一層綿密な関係

構築に努められることを希望する。 
・ 今後実用化が見えてくると、各社の思惑などが絡んでくるのではと懸念する。現在のよ

うなオープンな環境をキープして、目標に向かっていただきたい。 
 
（４）研究開発の進捗管理の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 開発管理に関しては、定期的な会合などを通じて様々な技術ハードルを解決すべく、有

機的に連携されている。 
・ 加速予算も適宜投入されており、研究開発の促進がなされている。 
 
（５）知的財産等に関する戦略の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 知財に関するルールも整備されている。 
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２．３ 研究開発成果について 
すべての項目で中間目標達成あるいは達成予定である点は、高く評価できる。また、世界

初の試みも数多く成功しており、他国のチームを凌駕するレベルに達している。最終目標達

成に向けて、着実に前に進んでいただきたい。なお、他の前処理との比較検討など、成果に

ついて競合技術と比較した優位性についての明示が望まれる。 
成果の普及は、シンポジウムの開催など積極的に行っている。 
知財は適正に管理されていると判断できる。ただし、PCT 出願が 1 件というのは少ない

という印象を受ける。2 つのテーマはともに海外展開が必要なものなので、海外も含めて、

可能な限りより多くの知的財産の権利化が行われることを期待する。 
 
（１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

〈肯定的意見〉 
・ 研究開発項目は多いが、すべての項目で、中間目標達成あるいは達成予定である点は、

高く評価できる。 
・ 中間目標はおおむね順調に達成されており、最終目標の達成できると推定できる。世界

初の試みも数多く成功しており、 他国のチームを凌駕するレベルに達していることは

高く評価できる。 
・ ラボスケールにおける研究開発はおおむね計画通りに進捗していると判断される。これ

らの成果に基づいて、次の段階への移行がスムーズに行われることを期待する。 
・ 各研究機関とも、おおむね中間目標を達成する成果を出している。このプロジェクトが

なければこのような成果は出ていないと思われる。 
・ 成果は、中間目標をある程度達成しており、成果発表や知的財産権等の確保も積極的に

行っていることは大変評価できる。 
・ リグノセルロースナノファイバー、化学品原料製造ともに成果は中間目標を概ね達成し

ている。 
・ 木質系バイオマスを用いた材料開発と化学品製造プロセス開発を同時に取り上げた大

型開発プロジェクトであり、世界に発信する価値を持った技術開発と思う。ほぼ平成２

７年度の中間目標に掲げられた目標を達しており、順調に進んでいる。 
・ 製造コスト面ではまだまだ工夫しなければならないと思うが、技術的には絵に描いたモ

チではなく手の届くところまで具体化されている。 
 
〈改善すべき点〉 
・ 成果が競合技術と比較して優位性があるかについて明示してほしい。たとえば他の前処

理との比較検討など。 
・ 達成目標自身、ならびにそれらの妥当性についての根拠が希薄に感じる。たとえば、1％

熱分解温度を指標とする根拠は明示されたが、1％でも熱分解すると試料片は黄変する。

そうすると利用展開分野が制限されることになる。 
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〈今後に対する提言〉 
・ 目標達成も重要であるが、セルロースナノファイバーの本質的に抱える課題の洗い出し

とその克服対策を同時に進める必要がある 
 
（２）成果の最終目標の達成可能性 

〈肯定的意見〉 
・ 中間目標はおおむね順調に達成されており、最終目標の達成できると推定できる【再掲】 
 
〈今後に対する提言〉 
・ リグニン利用などまだゴールがはっきり見えない感はあるが、難しいテーマであり、着

実に前に進んでいただきたい。 
・ 化学品原料製造に関しては、前処理方法と後段のバランスがどのようになるのかがわか

らないので現時点で最終目標が達成できるかは判断しにくい。 
 
（３）成果の普及 

〈肯定的意見〉 
・ 成果発表や知的財産権等の確保も積極的に行っていることは大変評価できる。 
・ 成果の普及活動も適切に行っている。 
・ 成果の普及についても、シンポジウムの開催など積極的に行っている。 
 
（４）知的財産権等の確保に向けた取り組み 
〈肯定的意見〉 
・ 知財の出願、成果の公表なども進んでいる。 
・ 知財は適正に管理されていると判断できる。 
 
〈改善すべき点〉 
・ まだ 2 年半の段階なので何とも言えないが、PCT 出願が 1 件というのは少ないという

印象を受ける。2 つのテーマはともに海外展開が必要なものなので、戦略的に特許出願

をしていってほしい。 
・ 最終的には知的財産権の出願・審査請求・登録等が国内外での実用化・事業化のための

キーポイントとなると思われるので、多くの知的財産権の取得をお願いする。 
・ 知的財産の権利化は、研究開発成果の一部として、重要である。海外も含めて、可能な

限りより多くの知的財産の権利化が行われることを期待する。 
・ 後半に向けて特許件数の飛躍的な増加が望まれる。場合によっては共同出願など、本プ

ロジェクトにおける協調関係が明確となる事例の出現を期待する。 
 
〈今後に対する提言〉 
他物質との比較の観点から、国際標準として 5％重量減少温度の併記が望まれる。
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２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しについて 
十分大きな成長が期待できる複数の市場が想定されている。リグノセルロースナノファイ

バー、化学品原料製造ともに、製紙産業と化学産業が連携して事業化に進む基本構想が、具

体的でかつ明確に示されている。製紙産業と化学産業の連携という基本構想に沿ってどの様

に利益を相互に確保して事業化が行えるか、具体的につめていく試みが重要であり、今後い

くつかの具体例の構築が望まれる。製品のコストが重要な判断材料であることから、製造プ

ロセス等におけるコスト低減が、関係機関においてなされることを期待する。個々の化学品

の製造に関するフィージビリティー、製品価格設定などは今後の課題である。 
一貫プロセスでの商業化が望ましいが、個々の技術での商業化も今後検討頂きたい。特に、

セルロースナノファイバーは、日本再興戦略の重要テーマの一つに選ばれているだけでな

く、多くの企業が期待を持ってみている技術であり、できるだけ速やかに製造技術を確立し、

ユーザー評価を促進すべきと考える。その際、プロジェクトに参画していない企業からのサ

ンプル提供の要望にも柔軟に応えることも検討すべきである。 
 
〈肯定的意見〉 
・ 十分大きな成長が期待できる複数の市場が想定されており、実用化・事業化の戦略は明

確である。 
・ リグノセルロースナノファイバー、化学品原料製造ともに、製紙産業と化学産業が連携

して事業化に進む、基本構想が示されている点は評価できる。 
・ 成果の実用化・事業化のために多くの樹脂メーカー、機械メーカーがアドバイザーとし

て参画していることサンプル提供を行うことにより実用化の可能性を探る戦略を取っ

ていることは大変評価できる。 
・ 3 成分の同時活用に向けて産学官が有機的に連携することで、従来未解決であった多く

の課題を克服しており、顕著な波及効果が期待できるレベルに達している。 
・ リグノセルロースナノファイバーは、ユーザー企業をアドバイザーとして巻き込んでサ

ンプル評価を進めており、早期の実用化が期待できる。化学原料製造についても今後ユ

ーザーを巻き込んだ開発を行う予定であり実用化の可能性がある。 
・ 本事業での実用化・事業化の考え方は、具体的でかつ明確に示されている。 
・ 基礎技術を作る段階と考えれば、各テーマ、各参加企業において最小限の実用化計画は

作成されている。 
・ 各製品に関しても市場のニーズは見込め、その後の戦略も理解できる。 
 
〈改善すべき点〉 
・ 競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位性を確保する具体的取

り組みについて明示してほしい。 
・ 中間評価の段階では致し方ないが、リグニン、ヘミセルロースの活用に関して、市場ニ

ーズ・ユーザーニーズに合致すると想定される製品が十分に絞り込まれていない現状が

ある。 
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・ ビジネスモデルとしてはまだ十分とは言い難い。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 今後、製紙産業と化学産業が、基本構想に沿って、どの様に利益を相互に確保して、事

業化が行えるか、具体的につめていく試みが重要と考える。いくつかの具体的な例が構

築されることが望まれる。 
・ バイオリファイナリー化するにあたって、国内外における立地を、早期に十分検討する

必要がある。国内のバイオマス利用は、コスト的にかなり厳しいため、国際的な視点か

ら検討する必要があると考える。立地が決まれば、早生広葉樹をバイオマス原料の中心

と考えるか、針葉樹を中心と考えた開発を行うか、戦略も決まってくる。 
・ 最終的な、製品のコストは、重要な判断材料であることから、製造プロセス等における

コスト低減が、関係機関においてなされることが期待される。 
・ 個々の化学品の製造に関するフィージビリティー、製品価格設定などは今後の課題であ

る。 
・ 従来品より安価のしばりを絶対視することなく、従来品に対してどれほどの製造コスト

でどれほどの量を代替できるかの検討結果も加えてはどうか。 
・ 一貫プロセスでの商業化が望ましいが、個々の技術での商業化も今後検討いただければ

と思う。 
・ 木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発は、今後前処理技術は絞

込みが計られるとのことであるが、リグニン、セルロース、糖の 3 成分の有効利用を考

えた場合、各々にとっての最適な前処理条件が異なることは十分考えられる。一貫プロ

セスを考える場合、全体最適と部分最適のどちらが現実的かの判断が必要になると思う。

本プロジェクトで掲げられている「紙パと化学産業の融合」のコンセプトは、広義には

木質バイオマスの利用、狭義では紙パ業界で行われている蒸解技術を利用したプロセス

構築と思う。前処理において、蒸解法を基軸にした展開を期待する。一貫プロセスを構

築するうえで、前処理由来で生成する不純物が後工程である 3 成分の有効利用の阻害要

因となると懸念される。特に微生物を扱う工程ではその影響が顕著になる。不純物耐性

を増すための対応が必要と思う。 
・ セルロースナノファイバーは、日本再興戦略の重要テーマの一つに選ばれているだけで

なく、多くの企業が期待を持ってみている技術であり、できるだけ前倒しで実用化を目

指してほしい。 
・ リグノセルロースナノファイバーは、できるだけ速やかに製造技術を確立し、ユーザー

評価を促進すべきである。その際、現在はプロジェクトに参画していない企業からのサ

ンプル提供の要望にも柔軟に応える体制にできるとよいと思う。 
・ サンプル提供については参画機関だけでなく種々の分野のメーカーに行うことにより、

広い分野における将来のユーザー形成および、実用化・事業化に繋げてほしい。 
・ 日本の国プロではあるが、必要に応じて海外企業からのサンプル提供に応じることも必

要かと考える。 
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３．評点結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性について 2.6 A A B A A B B 
２．研究開発マネジメントについて 2.7 B A B A A A A 
３．研究開発成果について 2.4 A A B B A B B 
４．成果の実用化・事業化に向けた 
取り組み及び見通しについて 2.0 A B B B B B C 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化・事業化に向けた 
取り組み及び見通しについて 

・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

2.0 

2.4 

2.7 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化・事業化 に向

けた取り組み及び 見通 し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要 性

平均値 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 



   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発／ 

木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発」 

 

 

 

事業原簿【公開】 

 
担当部 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機 

電子・材料・ナノテクノロジー部 
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概 要 
最終更新日 平成 27年 7月 31日 

プログラム（又は

施策）名 
科学技術・イノベーション  

プロジェクト名 
非可食性植物由来化学品製造プロセ

ス技術開発 
プロジェクト番号 P13006 

担当推進部/ 

ＰＭ、担当者 

電子・材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 三宅邦仁（平成 25年 5月～平成 26年 4月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 森田保弘（平成 25年 5月～平成 27年 7月現在） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 ＰＭ 氏名 畠山修一（平成 27年 1月～平成 27年 7月現在） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 浦野 章（平成 26年 5月～平成 27年 7月現在） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 河中裕文（平成 26年 10月～平成 27年 7月現在） 

０．事業の概要 

 エネルギー多消費産業である化学産業の製造プロセスの革新的な省エネ化を目指すため、非可食

性バイオマス原料から化学品を製造する一貫製造プロセスを開発する。 

【研究開発項目】 

①非可食性バイオマスから化学品製造までの実用化技術の開発（助成(2/3）、4年）  

前処理技術が簡易で、早期実用化が期待できる、草本系バイオマス等の非可食性バイオマスから

化学品までの一貫製造のための実用化技術を開発し、ベンチスケールで一貫製造プロセスを実証す

る。  

②木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発（委託、7年）  

前処理技術や有効成分を無駄なく活用するプロセスの要素技術開発等、実用化までに時間を要す

るが、原料調達面で安定的に大量入手の可能性がある木質系バイオマスから化学品までの一貫製造

プロセスを開発し、ベンチスケールで実証する。  

なお、本中間評価は、委託事業である研究開発項目②木質系バイオマスから化学品までの一貫

製造プロセス開発を対象とする。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

【背景】 

我が国の化学品の大半は石油由来の原料から製造されており、現状では石油消費量の約 23％を

原料として使用するなど化学産業は化石資源を大量に消費している。さらに、我が国の化学品製造

では産業部門全体の約 13％、日本全体の約 5％の CO2 を排出している。一方、世界的に石油消費量

が拡大する中、石油の価格上昇や枯渇リスク、CO2 排出量の増大に伴う温暖化問題等の課題を乗り

越えていくためには、非可食バイオマスの利用等、様々な非石油由来原料への転換が必要である。  

【目的】 

これまでに、非可食性バイオマスからの化学品製造プロセス基盤技術開発が進められているものの

実用化に達しているものは少ない。本事業では、実用化のために重要と考えられる、コスト競争力

のある非可食性バイオマスから最終化学品までの一貫製造プロセスを構築し、非可食性バイオマス

原料への転換を目指す。また、再生可能な原料である非可食性バイオマスを利用した省エネルギー

な化学品製造プロセスの実現による二酸化炭素の排出量削減により、持続可能な低炭素社会を目指

す。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 
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事業の目標 

【アウトプット目標】 

非可食性バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスを構築し、石油由来化学品と比較し

て、性能が同等以上かつコスト競争力のある化学品を開発する。  

【アウトカム目標】 

 非可食性バイオマスへの原料転換による石油枯渇等のリスク低減に資する。  

 

 研究開発項目②「木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセス開発」（委託事業）の達

成目標は、以下の通り。 

【平成 27年度末目標】 

 想定される木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセス構築に向けた実験室レベルの要

素技術を開発する。 

 開発した要素技術から得られる化学品の収率、性能等の実験結果を踏まえ、想定される一貫製造

プロセスが、代替する石油由来化学品と比較して、性能で同等以上かつコスト競争力があるとの見

通しを得る。 

【平成 29年度末目標】 

 コスト競争力の見通しが得られた要素技術を活用し、木質系バイオマスから最終化学品までの実

験室レベルでの一貫製造プロセスを実証する。 

開発した一貫製造プロセスから得られる化学品の収率、性能等の実験結果を踏まえ、一貫製造プ

ロセスが、代替する石油由来化学品と比較して、性能で同等以上かつコスト競争力があることを示

す。 

【最終目標】 

平成 29 年度までに開発した実験室レベルの一貫製造プロセスの知見を活用し、量産化に向けた

技術を開発し、ベンチスケールで一貫製造プロセスを実証する。 

開発した一貫製造プロセスから得られる化学品の収率、性能等に加えて、設備投資や生産性等の

実験結果を踏まえ、一貫製造プロセスが、代替する石油由来化学品と比較して、性能で同等以上か

つコスト競争力があることを示す。 

事業の計画内容 

テーマ 1）高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開発 

主な実施事項 H25fy H26fy H27fy H28fy H29fy H30fy H31fy 

リグノ CNF用成分分離技

術の開発 
 

  
 

 
 

 

リグノ CNF変性技術の開

発        

リグノ CNF・樹脂複合体製

造プロセスの開発        

リグノ CNF および樹脂複合体 

の計測・評価技術の開発   
 

    

テーマ 2）木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発 

成分分離技術        

成分利用技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

開発予算 

（会計・勘定別） 

（単位：百万円） 

 
契約種類： 
○をつける 
（委託（○ ） 

会計・勘定 H25fy H26fy H27fy H28fy H29fy H30fy H31fy 総額 

一般会計 477 － －     477 

特別会計 

（需給） 
－ 1,014 1,187     2,201 

総予算額 477 1,014 1,187     2,678 

（委託） 477 1,014 1,187     2,678 

一貫製造 

プロセス 

の確立 

要素技術の 

組み合わせ 

実用化 

技術開発 

一貫製造 

プロセス 

構築 

スケール 

アップ 
セルロース利用

糖利用 

リグニン利用 
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開発体制 

経産省担当原課 製造産業局化学課、紙業服飾品課 

プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 

【プロジェクトリーダー】国立大学法人京都大学 工学研究科 教授：前 一廣 

【サブプロジェクトリーダー】一般財団法人バイオインダストリー協会 つくば研究室

長：小林良則、日本製紙株式会社 研究開発本部 主席研究員：種田英孝 

委託先（＊委託

先が管理法人の

場合は参加企業

数及び参加企業

名も記載） 

テーマ 1）高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと 

部材化技術開発 

国立大学法人京都大学、王子ホールディングス株式会社、日本製紙株式会社、

星光ＰＭＣ株式会社、地方独立行政法人京都市産業技術研究所 

 

テーマ 2）木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発 

日本製紙株式会社、独立行政法人森林総合研究所、独立行政法人産業技術総合

研究所（バイオマスリファイナリー研究センター）、国立大学法人東京大学、

住友ベークライト株式会社、国立大学法人京都大学（工学研究科）、宇部興産

株式会社、ユニチカ株式会社、国立大学法人京都大学（生存圏研究所）、日本

化学機械製造株式会社、日本化薬株式会社、大陽日酸株式会社、東レ株式会

社、旭硝子株式会社、三井化学株式会社、新潟バイオリサーチパーク株式会

社、学校法人新潟科学技術学園新潟薬科大学、帝人株式会社、三菱化学株式会

社 

情勢変化への対

応 

  事業の運営管理として、研究開発の進捗状況や技術推進委員会の結果を踏まえ、優れた技術的成

果を上げ、更なる追加予算を行い、加速的に研究を進捗させることにより、当該技術分野における

国際競争力の優位性確保が期待されるテーマに関して、開発促進財源（加速予算）の配分を行っ

た。 

  また委託テーマ 1「高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開

発」は、平成 26年 6月 24日閣議決定「『日本再興戦略』改訂 2014」にセルロースナノファイバー

の研究開発等によるマテリアル利用の促進が記載されたため、平成 27年度予算を重点配分し、研

究開発の促進を図った。 

中間評価結果へ

の対応 
－ 

  
評価に関する事

項 

事前評価 平成 25年度実施  （担当部） 電子・材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 【委託】平成 27年度、平成 29年度 実施予定、【助成】予定無し 

事後評価 【委託】平成 32年度 実施予定、【助成】平成 29年度 実施予定 
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Ⅲ．研究開発成果

について 

テーマ 1）高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開発 

研究開発項目 中間目標 成果
達
成
度

今後の
課題と

解決方針

①リグノCNF用成分分離技術の開発
①-1 原料・成分分離方法の開発
①-2 ナノ解繊手法の検討

熱分解ピーク温度:365℃
1%重量減少温度:265℃

熱分解ピーク温度: 366℃
1%重量減少温度: 268℃

○
－

②リグノCNF変性技術の開発
②-1 耐熱性向上技術の開発
②-2 熱流動性向上技術の開発

熱分解ピーク温度:385℃
1%重量減少温度: 300℃

熱分解ピーク温度: 384℃
1%重量減少温度:成分分離と化学変性の複合
処理で、原料GPの193℃から297℃まで100℃

も向上

○ －

③リグノCNF成形体製造プロセスの
開発
③-1 リグノCNF・高融点樹脂複合化
プロセスの開発

③-2 高植物度成形体製造・成形プロ
セスの開発

PA6において
曲げ弾性率：5.0GPa,
曲げ強度:140MPa, 

引張弾性率：4.0GPa,
引張強度:90MPa, 
線熱膨張係数:30ppm/K

高植物度成形体におい

て
曲げ弾性率：14GPa,
曲げ強度:200MPa, 
線熱膨張係数:40ppm/K

実用化が容易な変性でCNF強化PA6において
中間目標を達成。
変性パルプは二軸混練後PA樹脂中でナノ解

繊し、均一に分散することを確認。高濃度パル
プ溶融押出法、微細発泡方法を開発。
高植物度成形体について、熱流動性を向上

させたリグノパルプを用い、透明感のある成形
体の製造に成功。線熱膨張は目標値を大きく

上回る15ppm/Kを達成。曲げ弾性率、強度は
目標値に達していないが、動的弾性率で
14GPaを達成。
さらに、製造プロセス検討を進め、日産10kg

の試料作成プラント製造に着手。

◎ －

④リグノCNFおよび樹脂複合体の計
測・評価技術の開発

リグノCNF構造・反応性
評価手法の検討

評価手法確立に向けた基礎的検討を実施 ○ －

 
◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達 

テーマ 2）木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発 

技術開発項目 中間目標 成果 達成度
今後の課題と
解決方針

前処理技術の一本化

コスト、サンプルの
適応状況、更に客
観的な評価データ
に基づき、最適な
技術に絞り込む

コストデータの
比較、サンプ
ル評価結果を
集計中

△
（平成28年3
月達成予定）

前提サンプルの変
更により、現時点
で対応が難しい成
分利用技術の加
速・推進

成分利用技術開発

※詳細は
各グループで報告

グループ名
達成度（目標数）

◎ ○ △ ×

前処理Ｇ ０ ３ １２ １

セルロースＧ １ ６ ２ ０

リグニンＧ ３ １０ ４ ０

糖利用Ｇ １ ６ １５ ０
 

◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達 

投稿論文 「査読付き」7件、「その他」0件 

特  許 「出願済」18件、「登録」0件、「実施」0件（うち国際出願 1件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

「新聞・雑誌等への掲載」8件、「展示会への出展」5件、 

「フォーラム等の開催」2件 

Ⅳ．実用化・事業

化の見通しに

ついて 

 既存の紙パルプ工場及び化学工場の強みを十分に活かして一貫製造プロセスを開発し、実用化・

事業化に取り組んでいく。テーマ毎の実用化・事業化に向けた戦略を以下に示す。 

テーマ 1）高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開発 

・成分分離はパルプ化設備を利用することで設備投資を抑制 

・既存のパルプ化設備の改造とリグノ CNF製造設備の新設：リグノ CNFの一貫製造 

・製紙工場の利点（原料、立地、水、現有設備）を十分に生かす 

・紙製造も並行して可能 

テーマ 2）木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発 

製紙工場、化学工場の強みを生かしたシナジー効果で日本の産業力強化を図る。 

＜製紙工場の強み＞ 

・原材料（集荷力、植林技術、社有林） 

・水（用水設備、排水処理など） 

・エネルギー設備（エネルギー回収） 
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・現有設備活用可能性 

＜化学工場の強み＞ 

・コアケミカルズからの多種製品への展開能力 

・現有ユーティリティの利用 

・製品の海外販売展開力 

 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

 

作成時期 平成 25年 5月 作成 

変更履歴 平成 26年 3月 改訂（根拠法変更に伴う修正） 
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プロジェクト用語集  
 
テーマ 1 
「高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開発」  
用語（日本語）  English 用語の説明  
セルロース  
ナノファイバー  

Cellulose nanofiber 植物繊維をナノサイズまでほぐした次世 
代バイオマス素材。鋼鉄と比較して 5 分

の 1 の軽さで、その 5 倍以上の強  度、ガ

ラスの 50 分の 1 の低線熱膨張性など優れ

た力学的特性を有している。  
リグノセルロー  
スナノファイ  
バー  

Lignocellulose nanofiber 成分分離過程で、セルロース表面にリグ

ニンを残し製造するセルロースナノファ

イバー。セルロースナノファイバーより

耐熱性に優れている。  
ポリプロピレン  
・ポリエチレン  

Polypropylene,  
Polyethylene 

自動車部品や家電部品で多用されてい

る、軽量の熱可塑性樹脂  
ナイロン 6 Nylon 6 (Polyamide 6) 高耐熱性、高耐衝撃性の熱可塑性樹脂  

繊維強化樹脂  Fiber reinforced plastic 強度、衝撃特性などの向上を目的とし、

繊維で強化した樹脂材料  
二軸押出機  Twin screw extruder 二本のスクリュー間で溶融した樹脂など

を混練する装置  
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テーマ 2 
「木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発」  
用語（日本語）  English 用語の説明  
ソーダ蒸解  Soda process 化学パルプ製造法の一つで、木材および

その他の繊維原料を水酸化ナトリウムを

主成分とする蒸解液で蒸解する。アント

ラキノン化合物を蒸解助剤として使用

し、ソーダアントラキノン蒸解と呼ばれ

る事もある。  
クラフト蒸解  Kraft process 木材およびその他の繊維原料を、水酸化

ナトリウムと硫化ナトリウムを主成分と

する薬液で蒸解するパルプ製造法。ナト

リウム分の補充に硫酸ナトリウムを使用

し、これは回収工程で還元されて硫化ナ

トリウムとなる。よって、硫酸塩法とも

呼ばれる。  
アントラキノン  Anthraquinone C14H8O20 カルボニル基の位置により 3

種類の異性体が存在するが、通常 9,10-ア
ントラキノンを指す。製紙関連では、蒸

解時の脱リグニン促進剤および収率向上

剤として使用される。パルプのアルカリ

蒸解助剤としては、アントラキノン(AQ)
とジヒドロキシアントラセン (DDA)が有

名である。  
リグノブースト  
法  

Lignoboost process 二酸化炭素で黒液を中和し、フィルター

プレスで固形分を分別後、ろ液を硫酸で

酸性化して、リグニン単離とアルカリ回

収の両工程を両立させたリグニン回収プ

ロセス。  
苛性化  Causticizing パルプ工業で、クラフト法やソーダ法の

回収薬品から調製した緑液に含まれる炭

酸ナトリウムを生石灰（酸化カルシウ

ム）と反応させて水酸化ナトリウムに再

生するプロセス。生石灰は炭酸ナトリウ

ムとイオン交換して炭酸カルシウム（消

石灰）になり、これは石灰キルンで焼成

され生石灰に再生される。  
H ファクター  H-factor 100℃における脱リグニン反応速度を 1

として他の温度における相対速度をアレ
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ニウス式（＝43.3-16113/T)より求め、そ

の温度における時間との積を H ファク

ターとする。  

 
       （t は時間）  

パルプ粘度  Pulp viscosity パルプを銅エチレンジアミン液に溶かし

た溶液の粘度。この希釈溶液の粘度から

セルロース重合度を計算する（JIS P8101
など）。  

黒液  Black liquor クラフトパルプ法などのアルカリパルプ

化法の排液。黒色で、蒸解液に含まれて

いる無機物と植物から溶出したリグニン

などの有機物を含む。大部分は回収さ

れ、蒸解液を再生するのに使用される。  
回収ボイラー  Recovery boiler クラフトパルプ製造時に、蒸解排液（黒

液）を濃縮し燃焼してアルカリとイオウ

をスメルトとして回収すると共に、蒸気

と電気をエネルギーとして生産するボイ

ラーを回収ボイラーという。  
クラーソンリグ  
ニン  

Klason lignin リグニンの単離・定量法の一つ。試料を

硫酸で加水分解して糖分を除き、得られ

た残渣をリグニンとする。  
直接苛性化  Direct causticizing ソーダ蒸解の黒液と酸化鉄粉を混合し、

高温の流動床で反応させて鉄酸ソーダを

生成し、後水蒸気で水酸化ナトリウムを

再生する方法。カルシウム化合物による

イオン交換を伴わないので直接苛性化と

呼ばれる。イオウ分を含むクラフト法に

は適用できない。  
GC-MS 法  GC-MS method ガスクロマトグラフ質量分析：ガスクロ

マトグラフを直結した質量分析計であ

り、有機物が混合した物質の化学組成を

分析する手法。  
GPC 法  GPC method ゲル浸透クロマトグラフィー：分子サイ

ズの違いに基づき分離を行なう液体クロ

マトグラフィーの一種。物質の平均分子
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量、分子量分布を測定する分析手法。  

TMA 法 TMA method 熱機械分析：温度、荷重に対する材料の

機械的特性を評価する分析手法。  
DSC 法  DSC method 示差走査熱量測定：測定試料と基準物質

との間の熱量の差を計測することで、融

点、ガラス転移点、反応熱などを測定す

る分析手法。  
セルロース  Cellulose β-D-グルコース(分子式 C6H12O6)がβ-1,4

結合により直鎖状に重合した天然高分子

であり、分子式  (C6H10O5)n で表される炭

水化物（多糖類）のこと。植物中に存在

する主成分の一つ。  
α-セルロース α-cellulose セルロースのうち、17.5%水酸化ナトリ

ウム水溶液に溶解しない部分。  
オリゴ糖 Oligosaccharide 数個の単糖（グルコースに代表されるヘ

キソースやキシロースに代表されるペン

トース等）が重合した低分子ポリマー。  
グルコース Glucose 分子式 C6H12O6 で表される単糖の一種。

ブドウ糖とも呼ばれる。天然高分子であ

るセルロースやデンプンの構成成分。  
レブリン酸  Levulinic acid 4-オキソペンタン酸とも呼ばれる有機

酸。分子式 C5H8O3 で表される。本プロ

ジェクト中では GVL の合成原料であ

る。  
レブリン酸エス

テル  
Levulinic acid ester アルコールの水酸基とレブリン酸のカル

ボキシル基が脱水縮合して得られるエス

テル化合物。レブリン酸メチルやレブリ

ン酸エチル等がある。本プロジェクト中

では 4-MP の合成原料である。  
γ－ブチロラク

トン（GVL）  
γ−Valerolactone 分子式 C5H8O2 で表される 5 員環の環状エ

ステル化合物。レブリン酸、又はレブリ

ン酸エステルを還元・環化させることで

得られる。本プロジェクト中では 4-MP
の合成原料である。  

4－メチルペン

テン酸（4-
MP）  

Methyl 4-Pentenoate 分子内にオレフィン部位とエステル部位

を有する二官能化合物。分子式 C6H10O2

で表される。本プロジェクト中では、エ

ンプラ用モノマーの合成原料である。  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%88%86%E5%AD%90%E5%BC%8F
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エンプラ用モノ

マー  
Monomer for engineering 
plastic 

エンジニアリングプラスチック（強度や

耐熱性に優れたプラスチックの一群、略

してエンプラ）の構成成分。  
フミン質  Humins 糖類の水熱分解における中間体等が重縮

合することで生成する暗色（褐色から黒

色）で無定形の有機物。  
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について  
1.事業の背景・目的・位置付け   

1.1 事業の背景  
 我が国の化学品の大半は石油由来の原料から製造されており、現状では石油消費

量の約 23％を原料として使用する等、化学産業は化石資源を大量に消費している。

さらに、我が国の化学品の製造では、産業部門全体の約 13％、日本全体の約 5％の

CO2 を排出している。  
 

出典：独立行政法人国立環境研究所 温室効果ガス排出量・吸収量データベース出典：石油連盟「今日の石油産業2012」より作成

エネルギー
転換部門

鉄鋼

機械

窯業
土石

化学
5,152万トン

運輸部門

民生
部門

その他

CO2総排出量
11億4457万トン/年

（2009年度）

7.9%

14.3%

6.0%

33.0%

20.1%
その他
産業

11.3%

2.8%
2.6%

4.5%
自動車
44.7%

化学用原料
47,342
23.3%

家庭・業務
9.8%

鉱工業
9.4%

電力
5.5%

農林・水産
2.7%

航空機
2.5%

運輸・船舶
2.0%

石油総消費量
203,076千kl
（2010年度）

 
 

 
 
一方、世界的に石油消費量が拡大する中、輸入に頼る石油の価格上昇や枯渇リス

ク、CO2 排出量の増大に伴う温暖化問題に直面しており、化学品製造の革新的イノ

ベーションの実現により、こうした課題を乗り越えていくことが急務となっている。

将来的に石油資源の供給リスクを克服し、かつ、持続可能な低炭素社会を実現して

いくためには、再生可能な原料である非可食性バイオマスの利用等、様々な非石油

由来原料への転換が必要である。  
このような背景から、非石油由来原料として、非可食性バイオマスを活用した化

学品製造プロセス開発が世界的に活発化してきている。例えば、米国において、平

成 12 年頃から木皮由来フェノールからの木材接着剤の開発等の非可食性バイオマス

由来の化学品製造が検討されている。またヨーロッパにおいて、平成 20 年頃から木

材の前処理技術の開発や、木質系バイオマス複合材の開発等の非可食性バイオマス

由来の化学品製造が検討されている。  

図Ⅰ-1 石油製品の用途別消費量 図Ⅰ-2 我が国のエネルギー起源 CO2 排出割合  
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国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO」とい

う。）では｢グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発｣において平成

21 年度から平成 24 年度まで、非可食性バイオマスの利活用による化学品製造プロセ

スを開発した（プロジェクト名称「化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グ

リーン技術の開発」）。このプロジェクトにおいては、例えば、木質系バイオマスか

ら抽出したリグニンを活用したリグニン樹脂の開発等、非可食性バイオマスから得

られるセルロース、ヘミセルロース、リグニン等を個別に活用する化学品製造プロ

セスの基盤技術開発を推進した。  

 
 
 

図Ⅰ-3 事業のイメージ 
 

図Ⅰ-4 「化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発」全体像 
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1.2 事業の目的及び意義  
国内においては、非可食性バイオマスからの化学品製造プロセス開発は、これま

でに、基盤技術開発が進められているものの実用化に達しているものは少ない。  
したがって、このような開発を促進し、早期の実用化を加速することは、石油枯

渇等の原料リスクを早期に低減するために重要である。  
また、再生可能な原料である非可食性バイオマスを利用した省エネルギーな化学

品製造プロセスの実現は、二酸化炭素の排出量削減につながり、持続可能な低炭素

社会を実現するために、重要である。  
そこで、本プロジェクトでは研究開発項目①として、前処理技術が簡易で、早期

実用化が期待できる、草本系バイオマス等の非可食性バイオマスから化学品までの

一貫製造のための実用化技術の開発を助成事業により実施する。  
一方、非可食性バイオマスのうち木質系バイオマスは、原料調達面で安定的に大

量入手の可能性があるため、その活用は重要である。しかしながら、その実用化に

は、石油由来化学品に対してコスト競争力が必要であり、木質系バイオマスから得

られるセルロース、ヘミセルロース、リグニンの 3 成分を無駄なく有効活用できる

プロセス等の開発が重要である。また、木質系バイオマスの利用においては前処理

技術の難易度が高い等、多くの開発要素が残されている。  
そこで、研究開発項目②として、実験室レベルでの前処理技術や有効成分を無駄

なく活用するプロセスの要素技術開発、それらの要素技術を活用した一貫製造プロ

セスの構築、実験室レベルからベンチスケールへのスケールアップ技術の開発等、

実用化までに時間を要する木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセス開

発を、委託により実施する。  

【事業期間】
平成２５～３１年度（最長７年間）

【研究開発項目】

①非可食性バイオマスから化学品製造までの実用化技術の開発（助成事業(2/3）、4年）
前処理技術が簡易で、早期実用化が期待できる、草本系バイオマス等の非可食性バイ

オマスから化学品までの一貫製造のための実用化技術を開発し、ベンチスケールで一貫
製造プロセスを実証する。

②木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発（委託事業、7年）
前処理技術や有効成分を無駄なく活用するプロセスの要素技術開発等、実用化までに

時間を要するが、原料調達面で安定的に大量入手の可能性がある木質系バイオマスから
化学品までの一貫製造プロセスを開発し、ベンチスケールで実証する。

【事業計画】

Ｈ２５ＦＹ Ｈ２６ＦＹ Ｈ２７ＦＹ Ｈ２８ＦＹ Ｈ２９ＦＹ Ｈ３０ＦＹ Ｈ３１ＦＹ

研究開発項目① （助成事業）

研究開発項目② （委託事業）

実用化技術開発／ベンチスケール実証

要素技術開発 ラボスケール実証 ベンチスケール実証

中
間
評
価

中
間
評
価

 

 図Ⅰ-5 事業の概要（その 1） 
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【研究開発テーマ】

研究開発項目①（助成事業）

●助成テーマ１
植物イソプレノイド由来高機能バイオポリマーの開発
＜日立造船＞

●助成テーマ２
非可食性バイオマス由来フルフラール法ＴＨＦ製造技術開発
＜三菱化学、王子ホールディングス＞

研究開発項目②（委託事業）

●委託テーマ１
高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開発
＜京都大学、他４機関＞

●委託テーマ２
木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発
＜日本製紙、他１８機関＞

 

  
 

 本プロジェクトは、非可食性バイオマスの特徴を生かしやすいポリアミドといっ

た高性能プラスチック等の高付加価値品を主なターゲットとし、非可食性バイオマ

ス原料への転換を目指す。  
 

■バイオマス原料調達～化学品までの一貫製造プロセス開発

○製紙メーカーと化学メーカー等が連携して技術開発推進

■バイオマス由来成分の分子構造を最大限に活用

○Ｃ５、Ｃ６といった木質成分の特徴的な構造を活用

○主要３成分を無駄なく同時活用

（セルロース、ヘミセルロース、リグニン）

■高機能化・高付加価値化

○ポリアミドなどの高付加価値品を主なターゲットとする

24%

22%

14%

7%

11%

14%

6%

2%

出典：化学工業統計年報（2010）より作成

本事業の対象領域

ポリエチレン

ポリプロピレン

ポリ塩化ビニル

PET

生産量計：
1250万t

ポリスチレン

熱可塑性
樹脂

熱硬化
性樹脂

その他

＜化学工業における品種別生産量比率＞

 
 

 
 

図Ⅰ-6 事業の概要（その 2） 
 

図Ⅰ-7 事業の特徴 
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1.3 事業の位置付け  
1.3.1 政策的位置付け  

  本事業は、経済産業省が推進する 7 つの「イノベーションプログラム」のうち、

「ナノテク・部材イノベーションプログラム」の一環として取り組まれた「グリー

ンサステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発」の 4 テーマのうちの 1 つ「化学

品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発」を継承するものであ

る。  
 

出典：経産省  
  

 
近年では、図Ⅰ-9、Ⅰ-10 に示すように、バイオマス活用推進基本計画（平成 22

年 12 月 17 日、閣議決定）、第四期科学技術基本計画（平成 23 年 8 月 19 日、閣議

決定）やバイオマス事業化戦略（平成 24 年 9 月 6 日、バイオマス活用推進会議）

などにバイオマスリファイナリーの推進が明記されるとともに、バイオマテリアル

に関する研究・実証・実用化に向けたロードマップが示されている。  
 

 

 
 
 
 
 

図Ⅰ-8 ナノテク・部材イノベーションプログラムの概要 
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■ バイオマス事業化戦略（平成24年9月6日、バイオマス活用推進会議）
「Ⅱ バイオマスを活用した事業化のための戦略 戦略３ 出口戦略(需要の創出・拡大) 
（６）付加価値の高い製品の創出による事業化の推進」
化学品等の付加価値の高い製品の製造・販売や、糖等の汎用物質を基点に多様な化学品やエネ
ルギーを効率的に併産するバイオリファイナリーの構築による事業化を推進する。

■ バイオマス活用推進基本計画（平成22年12月17日、閣議決定）
第４ バイオマスの活用に関する技術の研究開発に関する事項 ５．低炭素社会の実現に向けて
長期的に取り組むべき技術開発の方向性②バイオマス・リファイナリーの構築
バイオマスを汎用性のある化学物質に分解・変換する技術の開発を進めるとともに、バイオマス

製品等の用途に応じてこれらの物質から高分子等を再合成する技術の開発を体系的に推進する。

■ 第四期科学技術基本計画（平成23年8月19日、閣議決定）
Ⅱ．将来にわたる持続的な成長と社会の発展の実現 ３．グリーンイノベーションの推進
（１）目指すべき成長の姿
世界各国が将来の成長の鍵として、脱化石燃料に向けた熾烈な競争を展開する中、これらの技

術やシステムの国内外強力に推進し、我が国の持続的な成長を実現する。
（２）重要課題達成のための施策の推進

製造部門における化石資源の一層の効率的利用を図るため、・・・グリーンサステイナブルケミス
トリー、バイオリファイナリー、革新的触媒技術に関する研究開発を推進する。

 

 

 

出典：バイオマス事業化戦略（平成24年9月6日、バイオマス活用推進会議）  

 
 

1.3.2 国内外の研究開発の動向と比較  
  本事業への活用を目的に NEDO 調査事業「バイオマスを活用した化学品製造プロ

セス開発に係る最新動向分析」（平成 26 年 6 月）を実施した。同調査結果より、バ

イオマスを活用した化学品の研究開発動向、バイオマス由来化学品の開発状況、バ

イオマスの前処理技術の研究開発・実用化の動向等を示す。  
 

図Ⅰ-10 主要なバイオマス利用技術の現状とロードマップ（抜粋）  

図Ⅰ-9 バイオマス原料に係る研究開発に関する主要な閣議決定文書等  
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(1) 国内外の研究開発動向  
バイオマスを活用した化学品の研究開発・実用化事例は、アジア、欧州、北米で

の事例が多い。国別では、米国と日本が突出しており、ドイツ、中国、フランスが

続く。  
 
 

地域 事例数 国別

アジア 123 日本(88)、中国(20)、台湾(5)、その他(10)

欧州 107 独(33)、仏(20)、蘭(17)、伊(12)、英(8)、その他(17)

北米 97 米(91)、加(6)

南米 16 ブラジル(16)

オセアニア 1 オーストラリア(1)

アフリカ 1 南アフリカ(1)

合計 345
 

 
 

地域・
国

主管 分野
プロジェ
クト数

助成金額 時期

米国 DOE/EERE 糖・炭化水素派生品 3 $6.6M 2013年1月～

米国 DOE/EERE 統合バイオリファイナリ 6 $213M

米国 USDA/NIFA 12 $12.6M以上 2012年～

米国 USDA/ARS 14 不明 2007年～

欧州 FP7 17 不明 2007年～

DOE Department of Energy (エネルギー省)
EERE Office of Energy Efficiency & Renewable Energy（エネルギー効率・再生可能エネルギー局)
USDA    United States Department of Agriculture (アメリカ合衆国農務省)
NIFA     National Institute of Food and Agriculture (国立食糧農業研究所)
ARS      Agricultural Research Service
FP7      Seventh Framework Program for Reserch (第7次研究枠組み計画)  

 
(2) バイオマス由来化学品の開発状況  

主要ポリマーの開発状況は図Ⅰ-11 の通りである。商業化に至っている化学品で

も生産能力の合計は数千～数万 t クラスのものが多い。  
 

表Ⅰ-1 バイオマスを活用した化学品の研究開発・実用化事例数（地域・国別）   

表Ⅰ-2 欧米におけるバイオマス由来化学品開発国家プロジェクトの状況   
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モノマーおよび中間体の開発状況をマップ化したものは図Ⅰ-12 の通りである。

商業化に至っている製品の中には、生産能力の合計が数十～数百万 t クラスのもの

も複数あり、比較的大規模に生産が始まっている化学品も見受けられる。  
非可食性のバイオマスに由来する化学品に目を向けると、商業化しているのはエ

ピクロロヒドリン（グリセリン由来）やセバシン酸（ヒマシ油由来）などの植物油

脂に由来する化学品が大半である。  

図Ⅰ-11 バイオマス由来ポリマーの開発状況概観 
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(3) バイオマスの前処理技術の研究開発・実用化の動向  

表Ⅰ-3 にバイオマスの前処理技術に関する研究開発・実用化の動向を示す。  

 
 

No 社名 国・地域 技術分類
可食/
非可食

開発
フェーズ

業態

1 Kior 米国 メカノケミカル＋触媒処理 非可食 商業化 再生可能燃料製造

2 Direvo Industrial
Biotechnology ドイツ 酵素処理 非可食 商業化 生物化学関連技術開発

3 Qteros 米国
微生物利用
(システム開発）

― バイオエタノール製造

4 Du Pont 米国 有機溶媒処理 可食 商業化 化学品製造

5 Michigan State
University 米国 アンモニア爆砕処理 実証

バイオマス利用技術開発
3成分利用

6 Shell 英/蘭 蒸解処理 可食 実証 石油・天然ガス製品製造

7 Andritz オースト
リア

水蒸気爆砕処理 非可食 商業化 プラント関連サービス

8 Jinan Shengguan
Group Share-holding 中国 酸処理 非可食 商業化

農業廃棄物を原料とするファウ
ンドリ材料製造。3成分利用

9 Renmatix 米国 超臨界加水分解処理 非可食 実証 セルロース系糖の製造

10 Beta Renewables イタリア 水熱処理、水蒸気爆砕処理 非可食 実証
前処理、化学品製造技術開発
3成分利用

11 Aphios 米国
超臨界CO2による爆砕処
理

非可食 研究開発
医薬品製造、バイオマス前処理
技術開発。3成分利用

 

図Ⅰ-12 バイオマス由来モノマー／化学品の開発状況概観 

表Ⅰ-3 前処理技術関連キープレーヤーの状況  
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3 成分を分離する技術において達成すべき主な事項は、次の 3 点である。  
▸ ヘミセルロースとリグニンの低分子化あるいは除去  
▸ セルロースの結晶性を下げる  
▸ セルロースを多孔性にし、酵素との接近性を高める  

ここで、目指す化学品や抽出する成分によって、最も重要な事項が 3 つのうちい

ずれであるかは異なる可能性がある。たとえば、後段でリグニンを活用してエポキ

シ樹脂を製造するようなケースでは、セルロースの結晶性低下や酵素との接近性向

上などの目的を達成する重要度が低くなると考えられる。このように、どの成分を

抽出し、最終製品として何を目指すかによって最適な前処理は変化すると考えられ

る。  
なお、全成分を有効活用することを目指す場合はこの限りではなく、すべての成

分をうまく抽出分離可能な前処理技術を選ぶ必要がある。  
 

(4) まとめ  
現在、バイオマス由来化学品の製造技術開発が盛んに行われているが、現在商業

化に漕ぎ着けているのは、主として可食性のバイオマスである。非可食性のバイオ

マスに由来する化学品の製造技術開発は、ようやく実証段階にたどり着こうかとい

う状況であり、特にリグニンを活用した化学品やセルロースナノファイバーなどを

製造する設備として、大規模なものはまだ建設されていない。  
 現時点で比較的研究開発が進んでいる事例では、熱分解技術やガス化技術などの

アプローチがとられている。日本として、これらのアプローチといかに差別化を図

り（あるいは図らず）どのような点に優位性を見出すかを十分に検討する必要があ

ると考えられる。なお、海外事例において、熱分解やガス化の技術が先行している

理由として、セルロース系バイオマスの前処理技術が未確立であることが挙げられ

る。あるいは、技術的にある程度確立していてもコストが割高であるケースも存在

する。こうした状況を打破すべく取り組む企業のうちいくつかは、実証規模の前処

理プラントを建設し始めているため、これらの企業の動向が今後注目される。  
 海外あるいは国内の先行事例を見ると、研究開発の初期段階から、サプライ

チェーン全体を意識した取り組みが行われていることが明らかになった。また、コ

ストダウン、機能性評価や用途開発、スケールアップなども常に意識して研究開発

が実施されていた。このように、化学品の製造プロセスそのものだけにとらわれず、

常に商業化までを見据えた幅広い視点が重要であることが示唆されている。  
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2.NEDO の関与の必要性・制度への適合性  
2.1NEDO が関与することの意義  
 これまで国内におけるバイオプラスチック研究開発では、①原料安定調達源の確

保、②製造コストの低減、③バイオ由来化学品の高付加価値化・高機能性付与と

いった課題が存在した。  
こうした課題を克服するため、原材料から中間体を担当する製紙メーカー、中間

体から最終化学品を担当する化学メーカー等、業界全体が連携して取り組む必要が

ある。  
更に研究開発の難易度が高く、開発期間も長期にわたること、研究開発投資規模

が大きいことが予想されるため、民間企業だけの開発ではリスクが非常大きい。  
また国内外のバイオマス資源の活用あるいは石油枯渇リスクや CO2 削減等の環境

問題の解決に貢献できることから、民間投資のみに任せるのではなく、産官学の科

学的知見、研究開発力を結集して、NEDO がもつ知識、実績を加味した国家プロ

ジェクトとして実施する必要がある。  
こうすることで、石油由来化学品と比較して、性能が同等以上かつコスト競争力

のある非可食性植物由来化学品の一貫製造プロセスの構築が可能となる。  
 

○ 業界横断的かつ川上から川下までの垂直連携が必要

○ 研究開発の難易度：高

○ 投資規模：大＝開発リスク：大

○ 内外の資源・環境問題の解決に貢献

ＮＥＤＯがもつこれまでの知識、実績を活かして推進すべき事業

非可食性バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発

 
 
 

2.2 実施の効果（費用対効果）  
 実施の効果は以下の通りである。なお、売上、効果は平成 42 年度（2030 年度）時

点の NEDO 集計値。  
(1) プロジェクト費用 68 億円（7 年間推定）  
(2) 売上予測    1932 億円/年  
(3) CO2 削減効果  118 万 tCO2/年 ※製造プロセスと原料転換の合計効果  

図Ⅰ-13 NEDO が関与することの意義 



  

Ⅱ-1 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて  
1.事業の目標  

【アウトプット目標】  
  非可食性バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスを構築し、石油由来  

化学品と比較して、性能が同等以上かつコスト競争力のある化学品を開発する。  
【アウトカム目標】  

   非可食性バイオマスへの原料転換による石油枯渇等のリスク低減に資する。  
 

研究開発項目②「木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセス開発」（委

託事業）の達成目標は、以下の通り。  
【平成 27 年度末目標】  
 想定される木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセス構築に向けた

実験室レベルの要素技術を開発する。  
 開発した要素技術から得られる化学品の収率、性能等の実験結果を踏まえ、想

定される一貫製造プロセスが、代替する石油由来化学品と比較して、性能で同等

以上かつコスト競争力があるとの見通しを得る。  
 
【平成 29 年度末目標】  
 コスト競争力の見通しが得られた要素技術を活用し、木質系バイオマスから最

終化学品までの実験室レベルでの一貫製造プロセスを実証する。  
開発した一貫製造プロセスから得られる化学品の収率、性能等の実験結果を踏

まえ、一貫製造プロセスが、代替する石油由来化学品と比較して、性能で同等以

上かつコスト競争力があることを示す。  
 

【最終目標】  
平成 29 年度までに開発した実験室レベルの一貫製造プロセスの知見を活用し、

量産化に向けた技術を開発し、ベンチスケールで一貫製造プロセスを実証する。  
開発した一貫製造プロセスから得られる化学品の収率、性能等に加えて、設備

投資や生産性等の実験結果を踏まえ、一貫製造プロセスが、代替する石油由来化

学品と比較して、性能で同等以上かつコスト競争力があることを示す。 

   
  非可食性バイオマス原料から機能性を有するバイオマスプラスチック等の化学品

製造を目指すには、既存の石油由来化学品と比べ、「性能に優れ（付加価値を付け

る）、かつ、コスト競争力がある」または「性能が同等、かつ、コストが同等以

下」である必要があり、これを事業の目標とした。  
 
 これらの事業目標に従い設定したテーマ毎の研究開発目標と根拠を表Ⅱ-1 に示す。

テーマ内の更に具体的な研究開発項目および目標は、非公開資料の中で示す。  
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研究開発
テーマ

研究開発目標（テーマ全体） 根拠

テーマ１）

高機能リグノ
セルロースナ
ノファイバーの
一貫製造プロ
セスと部材化
技術開発

［第一中間目標（平成27年度）］
試料作製プラント（10kg/日）を製造し、要素技術を開発
PA6の曲げ弾性率5.0GPa、曲げ強度140MPa
［第二中間目標（平成29年度）］
試料作製プラントの生産能力を50kg/日に引き上げ

射出成形用リグノCNFを1,300円/kg、バルクモールド・押
出成形用リグノCNFを1,000円/kgを見通す
［最終目標（平成31年度）］
一貫製造するプロセスを構築し、平成33年度からのパイ
ロットプラント建設および平成36年度からの本プラント建

設の見通しを得る

成形体の強度特性については、現行のガラス繊維強
化材料や植物繊維強化材料に対して、比重、強度で優
位性が明らかになる数値としている。
最終目標は、原料、成分分離、化学変性、複合化のす
べて過程で達成された要素技術をベストマッチングし

たプロセス開発により、社会実装可能な高性能リグノ
CNF強化材料製造システムが構築されることで達成可
能な目標である。

テーマ２）

木質バイオマ
スから各種化
学品原料の一
貫製造プロセ
スの開発

［第一中間目標（平成27年度）］
並行して開発を進める前処理技術の中から最も効率が
高いものを選定する
［第二中間目標（平成29年度）］
前処理と各成分利用技術を結合し、実験室レベルでの

一貫製造プロセスを構築する
［最終目標（平成31年度）］
ベンチスケールプラントによる生産性確認、各最終製品
のコスト確認を行う

木質バイオマスの前処理技術の開発は数多く試みら
れているが、3成分の一部の利用を目的としており、化
石資源由来製品にコスト面で対抗できない場合が多
かった。
本テーマは木質バイオマスを3成分に分離し、各成分

が化学品原料につながるプロセスを開発し、全体のコ
ストダウンを図ることで、石油由来に対抗できる化学品
一貫製造プロセスの開発を目標とする。

 

 
2.事業の計画内容  

2.1 研究開発の内容及び全体スケジュールと予算  
2.1.1 研究開発の内容  
(1)テーマ 1 
「高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開発」   

研究開発項目
平成

25年度
平成

26年度
平成

27年度
平成

28年度
平成

29年度
平成

30年度
平成

31年度

［1］リグノＣＮＦ
用成分分離技
術の開発

［2］リグノＣＮＦ
変性技術の開
発

［3］リグノＣＮＦ
・樹脂複合体
製造プロセス
の開発

［4］リグノＣＮＦ
および樹脂複
合体の計測・
評価技術の開
発

プ
ロ
セ
ス
最
適
化
・要
素
技
術
の
絞
り
込
み

成分分離法、ナノ解繊手法

ＣＮＦ、リグニン変性技術

解繊、成形手法

試
料
作
製
能
力
（10

k
g/

日
）

試
料
作
製
能
力
（50

k
g/

日
）

構造解析技術の開発、反応性評価

要素技術の
組み合わせ

一貫製造プロ
セスの確立

 
  図Ⅱ-1 テーマ 1 の研究開発スケジュール 

表Ⅱ-1 テーマ毎の研究開発目標と根拠 
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(2)テーマ 2 
「木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発」  

 

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

成分分離
技術

成分利用
技術

ベ
ン
チ
ス
ケ
ー
ル

一貫プロセス構築

要素技術開発 絞
り
込
み

▲
実用化技術開発

ラ
ボ
ス
ケ
ー
ル

前処理
スケールアップ

▲

▲

▲
要素技術開発 実用化技術開発ｾﾙﾛｰｽ

利用

ﾘｸﾞﾆﾝ
利用

糖利用

スケールアップ

絞
り
込
み

 
 
 

2.1.2 全体スケジュールと予算  
  表Ⅱ-2 に事業全体およびテーマ毎の予算を示す。  
 
 

（単位：百万円）

研究開発テーマ
平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

平成
28
年度

平成
29
年度

平成
30
年度

平成
31
年度

合計

テーマ１）

高機能リグノセルロースナノ
ファイバーの一貫製造プロセ
スと部材化技術開発

１０９
（１０９

/０）

２６７
（１８３
/８４）

６０７
（４５０

/１５７）
４５０ ４５０ ４５０ ４５０

２，７８３
（２，５４２

/２４１）

テーマ２）

木質バイオマスから各種化学
品原料の一貫製造プロセスの
開発

３６８
（３６８

/０）

７４７
（６５６
/９１）

５８０
（５８０

/０）
５８０ ５８０ ５８０ ５８０

４，０１５
（３，９２４

/９１）

合 計
４７７
（４７７

/０）

１，０１４
（８３９

/１７５）

１，１８７
(１，０３０

/１５７)  
１，０３０ １，０３０ １，０３０ １，０３０

６，７９８
（６，４６６

/３３２）

（本予算／加速）

※平成25、26年度は実績  

 
 
 

表Ⅱ-2 プロジェクト費用 

図Ⅱ-2 テーマ 2 の研究開発スケジュール 
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2.2 研究開発の実施体制  
本事業は、NEDO が本邦の企業、研究組合、大学、公益法人等の研究機関から公

募によって、研究開発実施者を選定した。  
図Ⅱ-3～図Ⅱ-5 に事業全体および委託テーマの実施体制を示す。  

 

【委託テーマ１】

高機能リグノセルロースナノファイバー
の一貫製造プロセスと部材化技術開発
＜京都大学、他４機関＞

ＮＥＤＯ
プロジェクトリーダー(PL)

京都大学 前 一廣 教授

サブプロジェクトリーダー(SPL)
バイオインダストリー協会

小林 良則 室長

日本製紙 種田 英孝 主席研究員

指示

協議
技術推進委員会

ＰＬ、ＳＰＬ、実施者、外部有識者

【委託テーマ２】

木質バイオマスから各種化学品原料の
一貫製造プロセスの開発
＜日本製紙、他１８機関＞

【助成テーマ１】

植物イソプレノイド由来高機能
バイオポリマーの開発
＜日立造船＞

【助成テーマ２】

非可食性バイオマス由来フルフラール
法ＴＨＦ製造技術開発
＜三菱化学、王子ホールディングス＞

委託

委託

助成

助成

プロジェクトマネージャー（ＰＭ）

畠山 修一 主任研究員

 

 
 
 

研究開発項目［1］リグノＣＮＦ用成分分離技術の開発
研究開発項目［2］リグノＣＮＦ変性技術の開発
研究開発項目［3］リグノＣＮＦ・樹脂複合体製造プロセスの開発
研究開発項目［4］リグノＣＮＦおよび樹脂複合体の計測・評価技術の開発

●王子ホールディングス
●日本製紙
●星光ＰＭＣ
●京都大学

NEDO

委託

集中研：京都大学

研究開発項目［1］

●東京大学

研究開発項目［4］

●産業技術総合研究所

研究開発項目［3］

●京都市産業技術研究所

連携

再委託

再委託

 
 
 

図Ⅱ-3 事業全体の実施体制 

図Ⅱ-4 テーマ 1 の実施体制 
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技術開発項目１：

日本製紙
森林総研
東京大学
産総研(中国)
住友ベークライト
日本化学機械製造
京都大学(生存圏研究所)
宇部興産
京都大学(工学研究科)

NEDO

委託

３成分分離方法の確立

技術開発項目２－３：

日本化薬
住友ベークライト
日本化学機械製造
京都大学(生存圏研究所)
大陽日酸
帝人
日本製紙
東京大学
京都大学(工学研究科)

リグニン利用技術の開発

技術開発項目２－１：

宇部興産
京都大学(工学研究科)
ユニチカ
日本製紙

技術開発項目２－２：

東レ
三井化学
新潟BRP
新潟薬科大学
旭硝子
三菱化学

セルロース利用技術の開発 糖利用技術の開発

 

 
 
 

2.3 研究開発の運営管理  
事業全体の管理・執行に決定権を有する NEDO は、経済産業省及び研究開発実施

者と密接な関係を維持しつつ、本事業の目的および目標に照らして適切な運営管理

を実施した。また、毎年度 NEDO が実施する技術推進委員会にて、外部有識者の評

価を受け、研究開発計画の見直しを行った。  
平成 25 年度の技術推進委員会での助言を受け、広範囲にわたる研究開発に対して、

俯瞰的な立場で事業全体を指示、指導、調整するためのプロジェクトリーダー（PL）、
サブプロジェクトリーダー（SPL）を設置した。  

表Ⅱ-3 に運営管理に関する会議体等の実績を示す。会議体での進捗確認や成果の

評価は勿論だが、プロジェクトリーダーや NEDO プロジェクトマネージャー（PM）

らによる実施者ヒヤリングを適宜行い、個別の実施者に対する進捗確認、技術指導

をきめ細かく実施した。  
 

PL ：京都大学工学研究科 教授  前 一廣  
SPL：（一財）バイオインダストリー協会 つくば研究室長  小林良則  
SPL：日本製紙株式会社 研究開発本部 主席研究員  種田英孝  
PM：NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主任研究員 畠山修一  

   
     
 
 
 
 

図Ⅱ-5 テーマ 2 の実施体制 
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主な会議体等 開催頻度 メンバー＊ 内容 実績＊

全
体

技術推進委員会 年１回 実、Ｐ、委、Ｎ 外部委員による進捗 ２回

テ
ー
マ
１

全体会議 年１回 実、（Ｐ、）Ｎ、外 ユーザーを含めたＰＪ進捗共有 ２回

研究開発推進委員会 ３ヶ月に１回 実、Ｎ ＰＪ進捗管理、方針決定 ７回

研究実務者会議 月１回 実、Ｎ、外 詳細研究進捗共有、技術議論 ２２回

テ
ー
マ
２

幹事会 月１回 実、Ｐ、Ｎ 方針決定、グループ間情報共
有

２０回

グループ会議 ３ヶ月に１回 実、（Ｐ、Ｎ） 詳細研究進捗共有、技術議論 １８回

全体会議 年２回 実、Ｐ、Ｎ ＰＪ進捗共有、方針確認 ４回

他 実施者ヒヤリング 随時 実、Ｐ、Ｎ 個別の進捗確認、技術指導等 ４回

＊メンバー 実：実施者、Ｐ：ＰＬ、ＳＰＬ、PM、委：外部評価委員、外：外部アドバイザー、Ｎ：ＮＥＤＯ

＊実績 平成２７年６月３０日現在  

 
2.4 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性  

毎年度 NEDO が主催する技術推進委員会で外部有識者の意見をマネジメントに反

映し、目標値の追加・見直しや追加予算（加速予算）の投入を行うことで、研究開

発を促進し、実用化・事業化の早期実現に繋げている。  
 
 

年度
（月日）

テーマ
研究開発項目
／実施者

主な指摘事項 対応内容／方針

Ｈ２５ＦＹ
（2/24）

１ 全体

①樹脂コンパウンドメーカーの外部評価が重要。
この役割を誰が果たすのか明示。

②将来的に用途展開先の絞り込みが必要。
そのスケジュール感を具体化。

①技術、実績のある現行ＰＪメンバーが担当。
一貫製造プロセス開発に研究員を増員。

②各機関の代表で用途展開先を議論。
スケジュールを提示。

２ 全体

①テーマの規模が大きく、より良い管理のため、
俯瞰的にテーマを見れるＰＬが必要。

②目標コストの前提や試算方法を明確にすべき。
③セルロースをＣ６糖まで分解しない開発ター

ゲット追加を検討。

①非可食ＰＪ全体として、ＰＬ、ＳＰＬを設置。
②実施者内で目標コスト前提や計算方法

（固定費、変動費）を統一し、コスト試算。
③追加ターゲットを選定。

Ｈ２６ＦＹ
（3/2、3）

１ 全体

①樹脂メーカー、機械メーカーの知見が有効。
研究体制、スケジュールの前倒しを検討。

②絞り込んだ要素技術とその生産性・コスト
見通しを明示。

①樹脂メーカーがアドバイザーとして参画。
試料作製プラント増強に加速財源を投入。

②コスト試算を行う体制をプロジェクト内に
作り、コスト計算を開始。

２ 全体

①前処理で得られる3成分について収率、特性、
用途を体系的に明確化

②前処理で得られる各成分の成分利用適合性
評価の迅速化

③対石化由来化学品価格優位性を明確化

①マテリアルフローを示し体系化する
②サンプル提供を加速し評価を進める
③目標値及びコストを化石由来品と比較して

示す

 

 
また、Ⅲ章の「（4）成果の普及」で述べるように、展示会での展示・発表、シン

ポジウムの開催や講演会での発表等を通じて、事業と成果の PR を行い、将来のユー

ザー形成に向けた取り組みを実施している。  
さらに平成 28 年度にはユーザーネットワークを立ち上げ、バイオマスプラスチッ

表Ⅱ-3 会議体等による運営管理の実績 

表Ⅱ-4 技術推進委員会でのマネジメント反映実績 
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クの早期普及に繋げるべく、開発機関である製紙メーカー、化学メーカーとユー

ザー企業との連携を促進する計画である。  
 

ユーザーネットワークの構築

【ユーザーネットワークの目的】

バイオマスプラスチックの早期普及を図るため、ユーザー企業との連携を促進する

開発段階からサンプル（中間体、最終化学品）提供

サンプル仕様、要望、評価結果等のフィードバック

開発機関
製紙メーカー
化学メーカー

ユーザー企業

【今後の予定】

•展示会等でユーザーネットワーク構想PR、参加企業募集

•H28年度 ユーザーネットワークを立ち上げ、分離成分サンプル提供開始

•H29年度以降 化学品サンプル提供開始
 

 
 
3.知的財産権等に関する戦略（知財戦略、知財委員会）  

委託事業は、NEDO プロジェクトにおける知財マネジメント基本方針に沿って、委

託先からなる「知財委員会（ないしは同機能）」を整備し、知財の取り扱いや方針等

を決定するとともに、委託先間の知財の取り扱いに関する合意事項が含まれ文書を作

成した。これより、事業実施後の実用化に向けた出口戦略を構築・実現するにあたり、

戦略的な取り組みを関係者の合意の下で進めている。  
 
4.情勢変化への対応  

事業の運営管理として、研究開発の進捗状況や技術推進委員会の結果を踏まえ、優

れた技術的成果を上げ、更なる追加予算を行い、加速的に研究を進捗させることによ

り、当該技術分野における国際競争力の優位性確保が期待されるテーマに関して、開

発促進財源（加速予算）の配分を行った。  
また委託テーマ 1「高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと

部材化技術開発」は、平成 26 年 6 月 24 日閣議決定「『日本再興戦略』改訂 2014」に

セルロースナノファイバーの研究開発等によるマテリアル利用の促進が記載されたた

め、平成 27 年度予算を重点配分し、研究開発の促進を図った。  
 
 

図Ⅱ-6 ユーザーネットワーク構想 
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

年度 テーマ 実施者
金額

(百万円)
加速内容 目的／効果

Ｈ２６

１
京都大学、
京都市産
技研

８４

成分分離、変性リグノＣＮＦ強化樹脂の
大量製造および化学変性の効率化、最
適化を図る
・リファイナー、化学変性装置等の導入
・外注費、人件費の増額

・平成27年度予定のテストサンプルの本格的
供給を前倒し

・原材料から複合材料化、部材化に関する
研究開発を促進

２

日本製紙、
森林総研、
産総研、
住友ベー
クライト

９１

他成分の変質を最小限に抑えつつ、リ
グニン抽出条件の最適化を図る
・熱処理装置、軟化点測定装置、等の
導入
・外注費、人件費の増額

・成分抽出実験の加速及び、抽出物の評価
迅速化

Ｈ２７ １
京都大学、
京都市産
技研

１５７

平成27年度に完成させる試料作製
プラントに関連して以下を増強する

（技術推進委員会指摘事項の対応）
・プロセスの効率化を図る装置の導入
・成形加工装置の導入

・外注費、人件費の増額

・第二中間目標（試料の生産能力向上）の
達成に向け、確度の向上や時期の前倒し

・試料作製プラントの安定的生産を実現
・成形加工技術開発および微細発泡による

高機能材料開発により用途開発を促進

 
 
5.評価に関する事項  

NEDO は、（1）事業の位置付け・必要性、（2）研究開発マネジメント、（3）研究開

発成果、（4）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みの 4 つの評価項目につい

て、外部有識者による中間評価及び事後評価を実施する。  
中間評価は、研究開発項目②を評価の対象とし、平成 27 年度及び平成 29 年度に実

施する。事後評価は、研究開発項目①及び②を対象とし、研究開発項目①については

平成 29 年度に、研究開発項目②については、平成 32 年度に実施する。  
なお、中間評価等の結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止、及

び助成事業への移行等の見直しを迅速に行う。評価の時期については、当該研究開発

に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況に応じて、前倒しする等、適宜

見直すものとする。  

表Ⅱ-5 開発促進財源（加速予算）投入実績 
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Ⅲ．研究開発成果について  
1.事業全体の成果  
(1)中間目標の達成度  
 テーマ毎に第一中間目標と達成度を表Ⅲ-1、Ⅲ-2 に示す。ほぼ全ての研究開発項目

に対して、第一中間目標を達成した。詳細は、テーマ毎に後述する。  
 
 

研究開発項目 中間目標 成果
達
成
度

今後の
課題と

解決方針

①リグノCNF用成分分離技術の開発
①-1 原料・成分分離方法の開発
①-2 ナノ解繊手法の検討

熱分解ピーク温度:365℃
1%重量減少温度:265℃

熱分解ピーク温度: 366℃
1%重量減少温度: 268℃

○
－

②リグノCNF変性技術の開発
②-1 耐熱性向上技術の開発
②-2 熱流動性向上技術の開発

熱分解ピーク温度:385℃
1%重量減少温度: 300℃

熱分解ピーク温度: 384℃
1%重量減少温度:成分分離と化学変性の複合
処理で、原料GPの193℃から297℃まで100℃

も向上

○ －

③リグノCNF成形体製造プロセスの
開発
③-1 リグノCNF・高融点樹脂複合化
プロセスの開発

③-2 高植物度成形体製造・成形プロ
セスの開発

PA6において
曲げ弾性率：5.0GPa,
曲げ強度:140MPa, 

引張弾性率：4.0GPa,
引張強度:90MPa, 
線熱膨張係数:30ppm/K

高植物度成形体におい

て
曲げ弾性率：14GPa,
曲げ強度:200MPa, 
線熱膨張係数:40ppm/K

実用化が容易な変性でCNF強化PA6において
中間目標を達成。
変性パルプは二軸混練後PA樹脂中でナノ解

繊し、均一に分散することを確認。高濃度パル
プ溶融押出法、微細発泡方法を開発。
高植物度成形体について、熱流動性を向上

させたリグノパルプを用い、透明感のある成形
体の製造に成功。線熱膨張は目標値を大きく

上回る15ppm/Kを達成。曲げ弾性率、強度は
目標値に達していないが、動的弾性率で
14GPaを達成。
さらに、製造プロセス検討を進め、日産10kg

の試料作成プラント製造に着手。

◎ －

④リグノCNFおよび樹脂複合体の計
測・評価技術の開発

リグノCNF構造・反応性
評価手法の検討

評価手法確立に向けた基礎的検討を実施 ○ －

 

 
 

技術開発項目 中間目標 成果 達成度
今後の課題と
解決方針

前処理技術の一本化

コスト、サンプルの
適応状況、更に客
観的な評価データ
に基づき、最適な
技術に絞り込む

コストデータの
比較、サンプ
ル評価結果を
集計中

△
（平成28年3
月達成予定）

前提サンプルの変
更により、現時点
で対応が難しい成
分利用技術の加
速・推進

成分利用技術開発

※詳細は
各グループで報告

グループ名
達成度（目標数）

◎ ○ △ ×

前処理Ｇ ０ ３ １２ １

セルロースＧ １ ６ ２ ０

リグニンＧ ３ １０ ４ ０

糖利用Ｇ １ ６ １５ ０

◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達  

表Ⅲ-1 テーマ 1「高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと  
部材化技術開発」の第一中間目標と達成度  

 

表Ⅲ-2 テーマ 2「木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発」  
の第一中間目標と達成度  
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(2)最終目標の達成可能性  
 テーマ毎に最終目標の達成可能性を表Ⅲ-3、Ⅲ-4 に示す。詳細はテーマ毎に後述す

る。  
 
 

研究開発項目 現状
最終目標

（平成31年度末）
達成見通し

①リグノCNF用成分分離
技術の開発

ナイロン6などの高融点樹脂の加
工に必要な耐熱性を達成。

想定される実生産設備で
の適用可能なリグノCNF
強化熱可塑性樹脂材料を
一貫製造するプロセスを
構築し、平成33年度から

のパイロットプラント建
設および平成36年度から

の本プラント建設の見通
しを得る。

第一中間期において、木材成
分の分離システムを導入し、
耐熱性、ナノ解繊性に適した
リグノパルプ製造条件を明ら
かにしている。さらに、各要

素技術を、製造プロセス全体
を俯瞰し最適化し、組み合わ
せることで、様々なCNF強化

樹脂成形体を、原料から射出
品まで高効率で連続的に製造

する試料作製プラントの製造
が可能となった。平成27年度
中に当初目標の10倍の生産量
(10kg/日）の試料作成プラン

トを完成させるとともに、
50kg/日までの生産性拡大が可

能なシステム補強を行い、ア
ドバイザーへのサンプル供給
を加速するため、社会実装可
能な技術として達成可能。

②リグノCNF変性技術の
開発

耐熱性と樹脂中での解繊性に優れ
たパルプの変性技術を開発。

③リグノCNF成形体製造
プロセスの開発

リグノCNF・樹脂複合体の目標物

性値を概ね達成。それを踏まえ、
製造プロセス検討を、原料選択、
成分分離、化学変性、複合体製造
を含む範囲にまで拡大し、プロセ

ス全体を俯瞰した各要素技術の改
良、融合を行い、生産能力：
10kg/日の試料作成プラントの製
造を可能にした。

④リグノCNFおよび樹脂

複合体の計測・評価技術
の開発
（H27より新規追加）

リグノCNF構造・反応性評価手法の
確立に向けた検討を実施中。

 

 
 
 

技術開発項目 現状
最終目標

（平成31年度末）
達成見通し

前処理技術開発 川下の各技術に満遍なく可
能なサンプルを提供できる技
術はなく、どの辺で折を付け
るか。

ベンチスケール規模でのコスト
目標達成

できるだけフレキシブル
な対応をとり、可能なも
のから実用化レベルに
近づける。

ベンチスケールでの
生産性検証

H30年に設計・製作予定 一貫生産技術の生産性を実証
する

前処理の対応をうまくす
れば、達成可能と思わ
れる

 
 
(3)研究開発の成果と意義  
 テーマ毎に後述する。  
 
 
 
 

表Ⅲ-3 テーマ 1「高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと  
部材化技術開発」の最終目標の達成可能性 

表Ⅲ-4 テーマ 2「木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発」  
の最終目標の達成可能性 
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(4)成果の普及（論文、外部発表等）  
 
 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読

付き  

その

他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレ

ス発

表  

その他  

H25FY 1 0 8 2 0 0 0 0 1 

H26FY 5 0 25 5 0 0 4 1 1 

H27FY 1 0 16 1 0 0 1 0 0 

合計  7 0 49 8 0 0 5 1 2 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  
 
(5)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  
 
 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

H25FY 0 0 0 

H26FY 14 0 1 

H27FY 3 0 0 

合計  17 0 1 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  
 
 

表Ⅲ-5 論文、外部発表等の件数（内訳）  【平成 27 年 6 月末現在】  
 

表Ⅲ-6 特許の件数（内訳）  【平成 27 年 6 月末現在】  
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2.テーマ毎の成果  
2.1 テーマ 1 
「高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開発」   
2.1.1 テーマの概要  
(1)背景と目的  

セルロースナノファイバー（CNF、幅 10-50nm）は、すべての植物細胞の基本骨

格成分で、木質系バイオマスの約半分を占める持続型資源である。軽量（密度：

1.6g/cm3 は鋼鉄の 1/5）、高強度（弾性率：140GPa は鋼鉄の 2/3、強度：3GPa は鋼鉄

の 7-8 倍）、低熱膨張（線熱膨張係数：0.2ppm/k はガラスの 1/40 倍）の特徴を有す

るナノ繊維であることから、補強用繊維としての利用が期待されている。  
「日本再興戦略」改訂 2014 にセルロースナノファイバーの研究開発等によるマ

テリアル利用の促進に向けた取組を推進することが明記され、我が国では CNF に

関する社会的な関心が急速に高まっている。例えば、企業 160 社が参加するナノセ

ルロースフォーラムの創設、政策連携のためのガバニングボードとしてのセルロー

スナノファイバー関連省庁連絡会議の発足、県あるいは地域経済産業局のリードに

よる公設試を拠点とした地域 CNF 材料開発の促進など、である。その状況は北欧、

北米、中国も同様であり、CNF 強化樹脂材料の開発において、日本の優位性が確保

されているうちに、いち早く、高性能 CNF および高性能 CNF 樹脂複合材料を安定

的に製造できる装置・プロセスの開発、ユーザーの求める機能の開発という高い

ハードルを越え、他国が追いつけない状況まで引き離すことが重要である。 

本研究開発では、原料の木質資源から最終成形品までを俯瞰し、原料選択、成分

分離技術、化学変性技術、樹脂複合化・成形技術といった各要素技術の開発に取り

組み、自動車メーカー、ハウスメーカーの評価を得て、要素技術のベストマッチン

グにより、高性能で社会実装可能な CNF 強化樹脂材料の一貫製造プロセスを早期

に開発することを目的とする。  
 

(2)位置付け、目標値  
高性能 CNF 強化樹脂材料の実現には、CNF の均一分散を様々な樹脂中で実現す

るための“ナノ分散性”と、多様な樹脂との複合化を CNF の強度的ポテンシャル

を損なわずに実現するための“耐熱性の向上”が必須である。このため、耐熱性に

優れたリグニン被覆 CNF（リグノ CNF）をベースとし、原料選択、成分分離技術、

化学変性技術、樹脂複合化・成形技術といった要素技術の開発を進める。並行して、

開発品について自動車メーカー、ハウスメーカーの評価を得ながら各要素技術を組

み合わせた素材の作り込み、プロセス開発を進め、自動車分野や家電、建築分野で

占める割合が大きく、今後大きな市場の伸びが期待される高機能樹脂製品を対象と

する高性能リグノ CNF およびリグノ CNF 強化樹脂材料の製造プロセスを構築する。 
上記の目標を達成するための、第一中間目標（平成 27 年度末）、第二中間目標

（平成 29 年度末）、最終目標（平成 31 年度末）の目標は以下の通りである。  
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【第一中間目標】  
平成 27 年度までに、リグノ CNF、リグニン、ヘミセルロースの 3 成分分離や、

リグノ CNF に関する化学修飾（リグニンおよびセルロースの化学修飾）、添加剤、

パルプ解繊および構造化に関する要素技術を開発し、それらを組み合わせ、セル

ロースナノファイバーの実用加工温度を現行の 200℃より 30℃向上させる。また、

10wt%の変性リグノ CNF 添加で融点 230℃の PA6 の曲げ弾性率（全乾状態）：2GPa
を 2.5 倍 up の 5GPa に、曲げ強度（全乾状態）：90MPa を 1.5 倍 up の 140MPa にす

る。リグノ CNF と PP 樹脂との複合化においても、これまでの化学変性 CNF 以上

の補強効果を達成する技術を開発し、それらに基づき、リグノ CNF 強化熱可塑性

樹脂材料を 10kg/日製造する試料作製プラントを製造する。並行して、高植物度で

バルクモールド、押出成形が可能な熱流動性リグノ CNF を開発する。また、プロ

セス開発に向けて、リグノパルプ、リグノ CNF および分離成分の構造解析、リグ

ノ CNF の化学変性における各種成分の反応性評価を進める。  
 
【第二中間目標】  

平成 29 年度までに、試料作製プラントを用い、リグノ CNF 強化樹脂材料のユー

ザー評価を求めながら、一貫製造プロセスの構築に向けて、第一中間目標で確立し

た要素技術やその組み合わせについて研究開発を進め、射出成形用リグノ CNF を

1,300 円/kg、バルクモールド・押出成形用リグノ CNF を 1,000 円/kg で製造するこ

とが見通せる一貫製造プロセスを確立する。  
 
【最終目標】  

平成 31 年度までに、試料作製プラントを用い、第二中間目標で得られた技術を

活用し、想定される実生産設備での適用可能なリグノ CNF 強化樹脂材料を一貫製

造するプロセスを構築し、平成 33 年度からのパイロットプラント建設および平成

36 年度からの本プラント建設の見通しを得る。  
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研究開発

項目  

第一中間目標  

（平成 27 年度末）  

第二中間目標  

（平成 29 年度末）  

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

①リグノ

CNF 用成

分分離技

術の開発  

 

 

熱分解ピーク温度 : 

365℃  

1%重量減少温度 : 

265℃  

第一中間目標で確

立した要素技術を

組み合わせ、原料

から最終成形品ま

での製造プロセス

開発を進め、射出

成形用リグノ CNF

を 1,300 円 /kg、バ

ルクモールド・押

出成形用リグノ

CNF を 1,000 円 /kg

で製造することが

見通せる一貫製造

プロセスを確立。  

試料作製プラント

を用い、第二中間

目標で得られた技

術を活用し、想定

される実生産設備

での適用可能なリ

グノ CNF 強化熱可

塑性樹脂材料を一

貫製造するプロセ

スを構築し、平成

33 年度からのパイ

ロットプラント建

設および平成 36 年

度からの本プラン

ト建設の見通しを

得る。  

汎用プラスチックお

よびエンジニアリン

グプラスチックの加

工に必要な温度。特

に実用加工温度とし

ては 1%重量減少温

度が重要と考えてい

る。  

②リグノ

CNF 変性

（化学修

飾）技術

の開発  

 

 

熱分解ピーク温度 : 

385℃  

1%重量減少温度 : 

300℃  

③リグノ

CNF・樹

脂複合体

製造プロ

セスの開

発  

PA6 において  

曲げ弾性率：

5.0GPa、曲げ強度：

140MPa、  

引張弾性率：

4.0GPa, 引張強

度 :90MPa, 線熱膨張

係数 :30ppm/K  

高植物度成形体に

おいて曲げ弾性

率：14GPa, 曲げ強

度 :200MPa, 線熱膨

張係数 :40ppm/K 

パルプの変性技術に

よる解繊性促進とマ

スターバッチ製造技

術の開発により、溶

融混練時にパルプの

ナノ化と均一分散を

同時に行うことで、

低コストで高物性の

樹脂複合材料を得る

ことができる。高植

物成形体は、細胞壁

のナノ構造を活かし

た次世代ナノ材料の

位置づけ。  

④リグノ

CNF およ

び樹脂複

合体の計

測・評価

技術の開

発  

プロセス開発に向

けて蒸解液の分

析、リグノパルプ

の反応性評価、リ

グノ CNF の形状評

価を行う。  

蒸解液の成分分析

法、リグノ CNF 形状

評価手法の検討を進

めるとともに、リグ

ノ CNF の化学反応性

について解析を進め

ている。  

 

表Ⅲ-2.1.1-1 研究開発目標と根拠  
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(3)全体計画  
第一中間期の平成 27 年度末までに、原料からスタートしリグノ CNF およびリグ

ノ CNF 樹脂複合材料を一貫製造する試料作製プラント（生産能力：10kg/日
@10%CNF 複合樹脂材料。当初計画の 10 倍に修正）を製造し、アドバイザーとし

て参加する複数のユーザーにサンプルを提供する。また、平成 27 年度より新たに

研究開発項目[4] リグノ CNF および樹脂複合体の計測・評価技術の開発を追加し、

事業化をより確かなものとする。  
第二中間期である平成 28-29 年度では、試料作製プラントの生産能力を 50kg/日

（当初計画の 50 倍）にまで引き上げ、随時、サンプル評価のアドバイザーを増や

し（現在の 4 社から 20-30 社程度を予定）、評価を受け、プロセス開発にフィード

バックし、高性能で社会実装可能な CNF 強化樹脂材料の一貫製造プロセスを確立

する。  
最終期間である平成 30-31 年度では、生産能力を 50kg/日の試料作製プラントを

フル活用し、ユーザーへのサンプル供給を拡大し評価を受けながら、想定される実

生産設備に適用可能なレベルでの一貫製造プロセスを確立し、平成 33 年度からの

パイロットプラント建設および平成 36 年度からの本プラント建設の見通しを得る。  
 

 (4)実施体制  
京都大学、王子ホールディングス(株)、日本製紙(株)、星光 PMC(株) 、京都市産

業技術研究所が、京都大学に「集中研」を置き、一部、東京大学および産業技術総

合研究所に再委託して、リグノ CNF の木質系バイオマスからの分離、化学修飾に

関する基礎研究を共同で行う。また、構造化・部材化に関するプロセス技術研究を

京都大学集中研および京都市産業技術研究所において行う。さらに、外部アドバイ

ザーとして、トヨタ車体(株)、(株)デンソー、ミサワホーム(株)、三菱ケミカルエン

ジニアリング（株）が参画し、リグノ CNF 材料・化成品の評価を行う。その評価

結果を研究開発にフィードバックすることで、出口のニーズ、用途に応じたリグノ

CNF の材料設計を異分野垂直連携の体制で進める。
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【共同研究】（京都府宇治市／京都府京都市）  

研究開発項目[1] リグノ CNF 用成分分離技術の開発  

[1]-1：原料・成分分離方法の検討  

（京都大学生存研、王子ホールディングス、日本製紙）  

[1]-2：ナノ解繊手法の検討（京都大学生存研）  

研究開発項目[2] リグノ CNF 変性技術の開発  

[2]-1：耐熱性向上技術の検討  

（京都大学生存研、王子ホールディングス、星光 PMC）  

[2]-2：熱流動性向上技術の検討  

（京都大学生存研、日本製紙、星光 PMC）  

研究開発項目[3] リグノ CNF・樹脂複合体製造プロセス

の開発  

[3]-1：リグノ CNF・高融点樹脂複合化プロセスの開発

（京都大学生存研、京都大学工学研究科、星光 PMC）  

[3]-2：高植物度成形体製造・成形プロセスの開発  

（京都大学生存研、王子ホールディングス、日本製紙）  

研究開発項目 [4] リグノ CNF および樹脂複合体の計

測・評価技術の開発  
（京都大学生存研）  

京都市産技研・有機系材料チーム

（京都府京都市）  

研究開発項目[3] リグノ CNF・

樹脂複合体製造プロセスの開発

[3]-1：リグノ CNF・高融点樹脂

複合化プロセスの開発  

[3]-2：高植物度成形体製造・成

形プロセスの開発  

京都市産業技術研究所 

ＮＥＤＯ 

委託先：京都大学、王子ホールディングス（株）、日本製紙（株）、 
星光 PMC（株）、京都市産業技術研究所 

委託 

再委託 

外部アドバイザー： 

トヨタ車体、デンソー、ミサワ

ホーム、三菱エンジニアリング

プラスチック 

外部技術アドバイザー： 

臼杵有光（豊田中研） 

大島一史（バイオインダストリー

協会） 

佐野博成（三菱化学） 

 

 

 

 
東京大学大学院  
農学生命科学研究科  

京都大学 生存圏研究所（集中研）／工学研究科 

 

産業技術総合研究所  
バイオリファイナリー研究センター  

研究開発項目[4]リグノ CNF および樹脂複

合体の計測・評価技術の開発  

研究開発項目 [1]リグノ CNF

用成分分離技術の開発 

研究開発責任者：  
京都大学生存圏研究所  

教授 矢野 浩之  
研究開発副責任者： 
王子ホールディングス（株）  

上級研究員 河向 隆  

プロジェクトリーダー：  
京都大学工学研究科  

教授 前 一廣  
サブプロジェクトリーダー：  
（一財）バイオインダスト

リー協会つくば研究室長  

小林 良則 

日本製紙（株）研究開発本部

主席研究員 種田英孝  
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(5)運営管理  
a．会議体等  
・研究開発推進委員会（2～3 ヵ月に 1 度/随時、7 名）：委託先の管理メンバーで構

成。研究戦略、方針決定、管理関係の議論事項を議論し、決定している。  
・研究実務者会議（月 1 回、約 30 名）：委託先の研究担当および外部技術アドバ   

イザーで構成。研究進捗の全体管理を行っている。  
・全体会議（年 2 回/半期、約 40 名）：外部アドバイザー（技術およびサンプル評

価）も含めた研究担当者で構成。研究進捗の全体管理、情報共有、および議論

を行っている。  
・知財/契約 WG（随時）：委託先の知財メンバーもしくは管理メンバーで構成：出

願した特許の出願実務、契約締結実務を行っている。  
 

b．進捗管理  
・研究担当者週報メーリングリスト（週 1 回/週末期限）：研究担当者全員。A4 で

2-4 ページ程度の各報告書により、週単位の進捗管理、情報共有を行っている。  
・研究担当者打合せ（週 1 回/月曜、8-10 名）：上記報告書をベースに、週単位の

調整および打合せを行っている。  
・研究実務者会議（月 1 回/月末、約 30 名）：全体の情報共有、議論および研究進

捗管理を行っている。  
・全体会議（年 2 回/半期、約 40 名）：サンプル評価アドバイザーも含めた情報共

有、議論、及び進捗管理を行っている。  
 

c．情報共有の管理  
・議論項目によって、情報共有者の個人名を定め、秘密情報管理を行っている。  

 
(6)実施の効果  

  以下の実施の効果を見込んでいる。  
 
   プロジェクト費用の総額 28 億円（7 年間推定）  
   売上予測        260 億円／年  

  CO2 削減効果      29.9 万 t CO2／年（製造プロセス＋原料転換の効果）  
省エネルギー効果     3.6 万 Kl／年（製造プロセスの効果のみ）  
 

 ※売上、効果は平成 42 年度（2030 年度）の推定値  
前提：複合用変性パルプ単体、事業開始当初の試算   
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2.1.2 研究開発成果  
(1)中間目標の達成度  

原料選択、成分分離技術、化学変性技術、樹脂複合化・成形技術といった各要素

技術に関する第一中間目標を概ね達成した。さらに、これらの技術を組み合わせた

生産プロセスの検討を進め、高効率で高性能リグノ CNF 強化樹脂材料を生産する

プロセスを開発した。それにより、試料作製プラントの生産能力を当初目標の 1kg/
日から 10 倍の 10kg/日まで平成 27 年度中に引き上げることが可能となり、高性能

リグノ CNF 強化樹脂材料の社会実装をより確かなものとするための、ユーザー評

価に基づく部素材の作り込みを加速的に行える体制が整いつつある。  
 

 

研究開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）  
研究開発成果  

達

成

度

※  

原因・課題

と解決方針  

※未達の場

合のみ  

①リグノ CNF 用

成分分離技術の開

発  

熱分解ピーク温度 : 

365℃  

1%重量減少温度 : 

265℃  

熱分解ピーク温度 : 366℃  

1%重量減少温度 : 268℃  

 

 

○  

－  

②リグノ CNF 変

性（化学修飾）技

術の開発  

熱分解ピーク温度 : 

385℃  

1%重量減少温度 : 

300℃  

熱分解ピーク温度 : 384℃  

1%重量減少温度 :成分分離と化学変性

の複合処理で、原料 GP の 193℃から

297℃まで 100℃も向上  

 

○  

－  

③リグノ CNF・樹

脂複合体製造プロ

セスの開発  

PA6 において  

曲げ弾性率：

5.0GPa、曲げ強度：

140MPa、  

引張弾性率：4.0GPa, 

引張強度 :90MPa, 線

熱膨張係数 :30ppm/K  

高植物度成形体にお

いて曲げ弾性率：

14GPa, 曲げ強

度 :200MPa, 線熱膨張

係数 :40ppm/K 

実用化が容易な変性で CNF 強化 PA6

において衝撃強度を低下させずに、

目標値を達成。  

変性パルプは二軸混練後 PA 樹脂中で

ナノ解繊し、均一に分散することを

確認。高濃度パルプ溶融押出法、微

細発泡方法を開発。  

高植物度成形体について、熱流動性

を向上させたリグノパルプを用い、

透明感のある成形体の製造に成功。

線熱膨張は目標値を大きく上回る

15ppm/K を達成。  

 

 

 

 

 

◎  

－  

④リグノ CNF、樹

脂複合体の計測・

評価技術の開発  

リグノ CNF 構造・反

応性評価手法の検討  

評価手法確立に向けた基礎的検討を

実施  

 

○  －  

  ※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

表Ⅲ-2.1.2-1 第一中間目標と達成度  
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(2)最終目標の達成可能性  
第一中間期で、各研究開発項目について目標を達成するとともに、各研究開発項

目の成果を組み合わせ、原料から最終部材までの製造プロセスを俯瞰して、化学変

性プロセスの開発が進んだ。それにより、平成 27 年度中に当初計画の 10 倍の生産

量の試料作製プラントが製造できる様になった。第二中間期でユーザーへのサンプ

ルワークが加速されることから、今後、プロジェクト参加企業と連携してユーザー

開拓を進めることで、最終目標は達成可能との見通しを得ている。 
 
 

研究開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

①リグノ CNF 用成

分分離技術の開発  

ナイロン 6 などの高融点樹脂の加工

に必要な耐熱性を達成。  

各要素技術のベス

トマッチングによ

り想定される実生

産設備での適用可

能なリグノ CNF 強

化熱可塑性樹脂材

料を一貫製造する

プロセスを構築

し、平成 33 年度か

らのパイロットプ

ラント建設および

平成 36 年度からの

本プラント建設の

見通しを得る。  

第二中間期以降、

プロジェクト参加

企業と連携して

ユーザー開拓を進

めることで、最終

目標は達成可能と

の見通しを得てい

る。  

②リグノ CNF 変性

（化学修飾）技術

の開発  

耐熱性と樹脂中での解繊性に優れた

パルプの変性技術を開発。  

③リグノ CNF・樹

脂複合体製造プロ

セスの開発  

リグノ CNF・樹脂複合体の目標物性

値を概ね達成。それを踏まえ、製造

プロセス検討を、原料選択、成分分

離、化学変性、複合体製造を含む範

囲にまで拡大し、プロセス全体を俯

瞰した各要素技術の改良、融合を行

い、生産能力：10kg/日の試料作製

プラントの製造を可能にした。  

④リグノ CNF およ

び樹脂複合体の計

測・評価技術の開

発（H27 より新規

追加）  

リグノ CNF 構造・反応性評価手法

の確立に向けた検討を実施中。  

 

 

表Ⅲ-2.1.2-2 最終目標の達成可能性  
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(3)研究開発の成果と意義  

平成 25-26 年度の第一中間期では、木材成分の分離システムを導入し、耐熱性、

ナノ解繊性に適したリグノ CNF 製造条件を明らかにするとともに、化学変性およ

び樹脂複合化に関する京都大学保有技術と組み合わせ、高融点の PA6 樹脂を高効

率で補強する製造プロセスを開発した。10%の CNF 添加で PA6 樹脂の弾性率は

2.5 倍に、強度は 1.6 倍にまで増大した。また、同じプロセスを用い、PP 樹脂につ

いて、高濃度 CNF のマスターバッチを PP 樹脂で 10%CNF 濃度まで希釈後、射出

成形し、引張弾性率：4.4GPa、引張強度：65MPa の成形体を得ることに成功した。

これは自動車において広く用いられているタルク 20%添加 PP 品の 2 倍の強度であ

る。さらに、成分分離（蒸解）、化学変性、樹脂複合化に関する各要素技術を、

製造プロセス全体を俯瞰し最適化し、組み合わせることで、解繊性と樹脂との相

溶性に優れたリグノパルプを開発し、様々な CNF 強化樹脂成形体を、原料から射

出品まで高効率で連続的に製造する一貫製造プロセスを開発した。これにより、

平成 27 年度中に、事業化をより確かなものとするための試料作製プラント（当初

計画の 10 倍の生産量：10kg/日）の製造が可能になるとともに、50kg/日までの生

産性拡大が可能なシステム補強を行い、アドバイザーへのサンプル供給を加速出

来るようになった。  

 
研究開発項目[1] リグノ CNF 用成分分離技術の開発：   
（実施者：京都大学生存圏研究所、王子ホールディングス（株）、日本製紙（株）、 

星光 PMC（株）、東京大学（再委託先））  
 [1]-1 原料・成分分離方法と解繊性の検討   

針葉樹を原料とし、各種薬液による蒸解により 3 成分（リグノパルプ、変性の少

ないヘミセルロースおよびリグニン）の分離方法を検討した。蒸解条件によるセル

ロース分子量、耐熱性、成分組成の変化を明らかにするとともに、複合材料中での

解繊性を評価した。その結果、蒸解条件が厳しくなると顕著なセルロース分子量低

下が起こること、薬液や蒸解条件の選択により分子量低下の抑制や耐熱性の向上を

図れることがわかった。さらに、セルロース分子量と耐熱性の両方が高いリグノパ

ルプを用いると、複合材料製造工程において熱やせん断力での分解による短繊維化

を抑制できることが明らかになった。解繊性も良好であった。  
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図Ⅲ-2.1.2-1  蒸解条件とセルロース分子量の関係 

図Ⅲ-2.1.2-2  成分分離方法による耐熱性の改善 
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 [1]-2 ナノ解繊手法の検討  
 ビーズミルにより、各成分分離法で得たパルプの解繊性を評価し、複合化技術の

基礎データとした。  

 
研究開発項目[2] リグノ CNF 変性（化学修飾）技術の開発：   
（実施者：京都大学生存圏研究所、王子ホールディングス（株）、日本製紙(株)、  

星光 PMC（株））  
 [2]-1 耐熱性向上技術の検討  
 リグノパルプ（リグノ CNF 用中間体）について、化学修飾による耐熱性の向上

を熱重量分析（TGA）  により検討し、耐熱性を向上させる複数の化学修飾を見出

した。さらに、前項の成果に基づく耐熱性に優れたパルピング（成分分離）と化学

修飾の組み合わせについて検討し、原料の GP（原料木材）と比較して、１％重量

減少温度を最大で 99℃（198℃➝297℃）、分解ピーク温度を最大で 24℃（360℃➝

384℃）向上させる技術を開発した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2.1.2-4 成分分離＋化学修飾(変性 B)による耐熱性向上 

図Ⅲ-2.1.2-3 成分分離(NaOH)＋化学修飾(変性 A)による耐熱性向上 

変性 
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[2]-2 熱流動性向上技術の検討  
砕木パルプ（GP）を用いてリグノ CNF の熱流動性、成形性を検討した。リグニ

ンの構造変換、セルロース、へミセルロースの化学修飾で、未処理 GP と比較して

50℃以上も成形温度を低下できることを見出した。それにより、熱流動性も向上し

た。  

 
研究開発項目[3] リグノ CNF・樹脂複合体製造プロセスの開発：  
（実施者：京都大学生存圏研究所、京都市産業技術研究所、  

王子ホールディングス（株）、日本製紙（株）、星光 PMC （株））  
[3]-1 リグノ CNF・高融点樹脂複合化プロセスの開発  
（実施者：京都大学生存研、京都市産技研）  

研究開発項目[2]の成果に基づき、社会実装可能な化学変性を選別し、ポリアミ

ド 6（PA6）、ポリアセタール（POM）、ポリ乳酸(PLA)，ポリプロピレン（PP）
およびマレイン酸変性 PP（MAPP）をマトリックスとした変性リグノ CNF/熱可塑

性樹脂複合材料を検討した。複合化は、混練時におけるパルプのナノ解繊と樹脂

中への均一ナノ分散の同時達成を目指し、変性パルプと樹脂を二軸押出機内で溶

融混練することで行った。  
図Ⅲ-2.1.2-5 に変性リグノ CNF10wt%強化 PA6 複合材料の曲げ弾性率と置換度

（DS）の関係を示す。DS により曲げ弾性率が大きく変化し、PA6 では DS0.5 付近

でピークを示した。曲げ弾性率の最大値は 5430MPa であり、ニート PA6 の 2.5 倍、

未処理リグノセルロースの 1.6 倍であった。同様に曲げ強度は 159MPa であり、

ニート PA6 の 1.8 倍、未処理リグノセルロースの 1.4 倍の高い補強効果を示した。

図Ⅲ-2.1.2-6 に PA6 複合材料から PA6 を抽出し得られた変性リグノ CNF の電子顕

微鏡写真を示す。樹脂との溶融混練時に変性パルプがナノ解繊し、最終射出成形体

では、サブミクロン以下の CNF により構成されており、それらがネットワークを

構成していた。これが複合材料の高い力学的特性を発現させていると考えられる。

以上より、220℃以上の高融点材料に対しても高い補強効果を発揮する高耐熱の変

性リグノ CNF の開発に成功したといえる。POM, PLA,PP についても各々最適 DS 値

が存在し、高い補強効果が得られた。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2.1.2-5 曲げ弾性率と置換度（DS）の関係 

DS
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以上の成分分離（蒸解）、化学変性、樹脂複合化に関する成果をもとに、

10%CNF 強化樹脂材料を日産 10kg 製造するプロセスの開発に取り組んだ。各要素

技術を、製造プロセス全体を俯瞰し、最適化し、組み合わせることで、CNF 強化

PA6 樹脂を効率的に製造するプロセスを開発した。さらに、同じプロセスを用い、

PP 樹脂について、30%濃度のマスターバッチを PP 樹脂で 3 倍に希釈後、射出成形

し、引張弾性率：4.4GPa、引張強度：65MPa の成形体を得ることに成功した。また、

解繊性と樹脂との相溶性に優れた、解れやすく切断されにくいリグノパルプの製造

技術に関する大きな進歩により、低コストで高強度 CNF を原料から射出成形体ま

で連続的に製造する試料作製プラントの製造が可能となった。  

 
 [3]-2 リグノ CNF 樹脂複合材料の発泡技術開発  
（実施者：京都大学生存圏研究所、京都市産業技術研究所）  

ナイロン樹脂（PA6）及びポリアセタール樹脂（POM）を対象にリグノ CNF/熱可

塑性樹脂複合材料の発泡成形について検討した。図Ⅲ-2.1.2-7 に PA6 系の曲げ弾性

率を示す。未発泡 PA6 に比べて、変性リグノ CNF を 10%複合化した発泡体は 2 割

の比重低下にも関わらず約 1.8 倍の弾性率を示した。変性リグノ CNF が発泡セルを

効果的に補強することにより発泡体が高剛性化するといえる。図Ⅲ-2.1.2-8 に PA6
系の動的粘弾性測定による貯蔵弾性率の温度依存性を示す。未発泡 PA6 の 100℃に

おける貯蔵弾性率と同等の値を、変性リグノ CNF を 10%複合化し比重が 2 割低減

した発泡体では 35℃高い温度において示した。変性リグノ CNF を複合化すること

で熱変形しにくくなると言える。以上より、本検討により、軽量性、高剛性、高耐

熱性を有する構造部材として利用できる PA6 系発泡材料の開発に成功した。POM
系発泡材料については、変性リグノ CNF を複合化することで気泡径が微細化する

ことや線熱膨張率が低下することを確認しており精密部品用材料への適性が示され

た。  

図Ⅲ-2.1.2-6 変性リグノ CNF/PA6 複合材料から得られた  
  変性リグノ CNF の電子顕微鏡写真  
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[3]-3 高植物度成形体製造・成形プロセスの開発  
（実施者：京都大学生存圏研究所、星光 PMC（株））  

[2]-2 において熱流動性を向上させたリグノ CNF を用いて熱圧成形体の製造・成

形プロセス技術の検討を行った。リグニンの構造変換およびリグニン、ヘミセル

ロースの水酸基への化学修飾を行った変性リグノ CNF において、植物度約 85％の

熱圧成形体の製造に成功した。物性値は線熱膨張係数：14.0ppm/K、曲げ弾性率：

12.0GPa を達成した。さらに上記変性リグノ CNF を用いて、光を透過する 3 次元成

形体の作製に成功した（図Ⅲ-2.1.2-9）。  

 

図Ⅲ-2.1.2-8 変性リグノ CNF/PA6 発泡体の動的粘弾性測定 

0
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○未発泡変性リグノCNF10%

●発泡変性リグノCNF10%

◇未発泡未変性リグノCNF10%

◆発泡未変性リグノCNF10%

□未発泡 PA6

弾性率：約1.8倍
比重：2割低減

図Ⅲ-2.1.2-7 変性リグノ CNF/PA6 発泡体の力学特性 
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図Ⅲ-2.1.2-9 リグノ CNF を用いた高植物度・高弾性低熱膨張 3 次元成形体 

 
 
【一貫製造プロセスの検討】  

研究開発項目[1]から研究開発項目[3]において開発した各要素技術を、製造プロ

セス全体を俯瞰し、最適化し、組み合わせることで、極性が大きく異なる様々な樹

脂について、高強度 CNF 複合樹脂材料を製造できる様になった。これにより、リ

グノパルプの製造と化学変性、樹脂複合化からなる試料作製プラントの構成を定め

ることが出来た。そこで、試料作製プラントの製造に向けて、製造プロセスのス

ケールアップを図るための、リグノパルプ変性技術の開発に取り組んだ。  
開発技術により、乾燥パルプシートから作製した変性パルプが二軸混練工程でナ

ノ化することを確認するとともに、補強効果は、ネバードライパルプ（未乾燥パル

プ）の水分を CNF の凝集を防ぎながら溶媒置換し、注意深く変性した場合とほぼ

同等であった。  
これまでは、ネバードライのパルプ（未乾燥パルプ）を、CNF の乾燥凝集を抑制

しながら化学修飾して使うことが、樹脂混練時のパルプのナノ化を促進し、高強度

ナノコンポジットの作製に不可欠であると考えられていた。しかし、本成果により、

リグノパルプを使えば、変性前に乾燥シート化しても、変性パルプは樹脂との混練

時にナノ化し、高強度ナノコンポジットが得られることを新たに見出すことができ

た。乾燥パルプシートの作製プロセスは、製紙会社において日常的に行われている

抄紙工程である。今回の知見は、製紙会社で行われているこのような製紙工程をそ

のまま活用して、高性能のリグノ CNF 複合樹脂材料を製造できることを示唆する

ものであり、効率的な一貫製造プロセスの構築に向けての大きな進歩である。今後

は、更なる技術の向上と、来年度からのサンプル供給へ向けてスケールアップの検

討を行っていく。  

 
研究開発項目④リグノ CNF および樹脂複合体の計測・評価技術の開発について

は、蒸解液の成分分析法、リグノ CNF 形状評価手法の検討を進めるとともに、リ

グノ CNF の化学反応性について解析を進めている。また、アドバイザー企業への

テストサンプル提供・評価方法システムに関し、コンソーシアム形式のサンプル供

給方法に関する調査、ナノセルロース関連特許に関する調査研究、特許調査・整理、

国際・国内関連技術に関する調査研究を行った。  
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(4)成果の普及（論文、外部発表等）  
 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読

付き  

その

他  

学会  

発表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プレ

ス発

表  

その他  

H25FY 1 0 5 0 0 0 0 0 1 

H26FY 2 0 15 3 0 0 2 0 1 

H27FY 0 0 7 0 0 0 0 0 0 

合計  3 0 27 3 0 0 2 0 2 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  
 

平成 26 年 3 月 25 日に第 250 回生存圏シンポジウムとして、また、平成 27 年 3
月 20 日に第 280 回生存圏シンポジウムとして、セルロースナノファイバーに関す

るシンポジウムを主催し、本プロジェクト成果を紹介した。それぞれ 532 名および

600 名の参加者があり、いずれも 8 割以上が製紙産業、化学産業、木材・木質材料

産業、繊維産業、エレクトロニクス産業、自動車産業、家電産業、住宅産業、高分

子成形加工業、食品産業、等々の産業界からの参加であった。セルロースナノファ

イバー材料がバイオマス由来の大型産業資材として、様々な分野から注目されてい

ることがわかる。  

 

 
(5)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  

 
区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

H25FY 0 0 0 

H26FY 2 0 0 

H27FY 0 0 0 

合計  2 0 0 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

表Ⅲ-2.1.2-2 特許の件数（内訳）   【平成 27 年 6 月末現在】  
 

表Ⅲ-2.1.2-1 論文、外部発表等の件数（内訳）  【平成 27 年 6 月末現在】 
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2.2 テーマ 2「木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発」  
2.2.1 テーマ全体の概要及び成果  
【テーマ全体の概要】  
(1)背景と目的  

世界的人口増加、食糧、水不足、輸入に頼る化石資源のリスクといった長期的環

境制約に対し持続的な低炭素社会を実現していくためには、非可食性バイオマスの

活用等、非石油由来原料への転換が必要である。非可食性バイオマス資源として安

定し、供給体制が整っているのは木材資源であるが、国産資源の使用量は減少して

きており、価格も低下傾向である。また国内製紙各社は資源確保のために海外植林

を進めてきたが、最近の国内紙消費量の減少を受けて、生産設備や資源の余剰が見

られるようになった。一方で石油価格は上昇傾向が続き、資源安全保障の観点から

も、石油資源に依存する化学品、プラスチックという状況を変える必要に迫られて

いる。  

 国内産業という点からは、前述のとおり製紙産業は国内需要の低迷を受けて、生

産設備の余剰が発生している。また化学産業では安価な資源の確保のために、工場

が資源産出国に移転しており、天然ガスのあるサウジアラビアやシェールガスのあ

る米国に化学工場が建設されている。化石資源を持たない日本としては、日本独自

の資源を使った高機能性化学品の開発は今後の国内産業の育成からも重要である。

さらに国際的な競争力を保っている素材産業が新しい道を開くことで、部品産業を

通して、自動車、家電に波及する効果も大きいと期待される。  

 本プロジェクトでは、非可食性バイオマスである国内森林資源あるいは国内製紙

会社が保有する海外資源(準国産資源)を活用して、化学産業が木材中の 3 成分をそ

れぞれ原料とした垂直連携の下で、新規技術と製造プロセスを開発する。1 成分に

つき数社が複数の化学品原料開発することで、開発のリスクを分散し、事業化の際

に大規模化が可能となり、既存の石油由来製品に対抗できるコストを実現しやすく

なる。  

 

(2)位置付け、目標値  
 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

3 成分分離技術の

確立  

コスト、サンプル

汎用性の面で最も

優れた技術を選択

する  

実験室レベルでの一

貫製造プロセスを実

証する。  

ベンチスケールで

一貫製造プロセス

を実証する。  

木質バイオ

マスを 3 成

分に分離

し、各成分

が多様な化

学品原料に

つながる一

貫製造プロ

成分利用技術の開

発  

各要素技術目標の

達成  

実験室レベルでの一

貫製造プロセスを実

証する。  

ベンチスケールで

一貫製造プロセス

を実証する。  

ベンチプラント  －  －  経済性評価を実施

表Ⅲ-2.2.1-1 テーマ全体の研究開発目標と根拠  
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する  セスの実証

例なし。  

 

(3)全体計画  

 

 
初期 3 年間では、既存、新規開発技術の中から最も適した 3 成分分離法を選択す

ると共に各成分利用要素技術を開発する。27 年度にはコスト、実現可能性、成分利

用技術とのマッチング性により、成分分離技術を絞り込み、新規体制を構築する。

そこで得られる 3 成分について連続製造プロセスを構築するためのすり合わせによ

り、一貫技術を構築する。H30 年度には製造コストを含むコスト評価を行うために

ベンチプラントを建設し、実用化に向けての経済評価を完了する。  

 
(4)実施体制  

下記構成図に示すように、同一サンプルを用いて開発を行う 4 グループ（前処理、

セルロース、リグニン、糖利用）を中心に活動し、それをサポートする仕組みとし

て、連携幹事会、知財委員会を設置した。また NEDO が設置した組織として、PL

並びに SPL、推進委員会がある。  
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・日本製紙
・森林総合研究所

・東京大学
・京都大学

・住友ベークライト
・宇部興産

・日本化学機械製造
・産業総合研究所

前処理G

NEDO

PJリーダー

京都大学 工学研究科

前 一廣 教授

PJサブリーダー

日本製紙

種田英孝

バイオインダストリー協会

小林良則

指示

協議

推進委員会

ＰＬ、実施者、外部有識者

委託

委託

・日本製紙
・東京大学

・住友ベークライト
・京都大学

・帝人
・日本化薬
・大陽日酸

・日本化学機械製造

リグニンG
・宇部興産

・京都大学
・ユニチカ
・日本製紙

セルロースG

・東レ
・三井化学

・新潟バイオリサーチパーク
・新潟薬科大学

・旭硝子
・三菱化学

糖利用G

委託

委託連携幹事会

知財運営委員会

各グループ知財委員

 
 

(5)運営管理  
技術開発の進捗・管理は同一サンプルを用いて開発を行う 4 グループ（前処理、

セルロース、リグニン、糖利用）を基本単位として行う。各グループは定期的なグ

ループ会議を開催し、情報の共有と進捗管理、推進に必要な事項を検討している。

更に半年に 1 回、プロジェクトメンバー全員で全体会議を実施し、プロジェクト全

体の進捗状況・情報の共有と運営方針の決定を行っている。  

PL、SPL、NEDO 担当者、各グループ幹事が出席して幹事会を毎月開催しており、

具体的な運営方針、プロジェクト運営管理を議論している。  

  
(6)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

2000 年のピークに比べて 2011 年の紙の消費量は約 340 万 t 減っており、原料で

ある木材に換算すると 500 万 t になる。本提案技術により、この原料を化学品原料

に変換した場合の規模を試算すると、木材（C：50%）の純炭素として 250 万 t は石

油に換算すると 3,300 千 kl に相当する。化学品原料には国内石油消費の 23%、

53,000 千 kl が使用されており、このおおよそ 7%が置換可能である。更に積極的に

森林資源を活用することで、化学品向け石油使用量の 10%、国内石油使用量の 2%

を削減することも視野に入る。  
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【テーマ全体の研究開発成果】  
(1)中間目標の達成度  

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

前処理技術の一本

化  

コスト、サンプル

の適応状況、更に

客観的な評価デー

タに基づき、最適

な技術に絞り込む  

コストデータの比較、

サンプル評価結果を集

計中  

△（平

成 28

年 3 月

達成予

定）  

前提サンプルの変更に

より、現時点で対応が

難しい成分利用技術の

加速・推進  

成分利用技術開発  各目標の達成  各 Gr で報告  －  －  

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

(2)最終目標の達成可能性  
 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

前処理技術開発  川下の各技術に満遍なく可能なサ

ンプルを提供できる技術はなく、

どの辺で折を付けるか  

コスト達成が第一

ステップになるの

で、高付加価値化

戦略の更なる推進

が必要  

できるだけフレキ

シブルな対応をと

り、可能なものか

ら実用化レベルに

近づける。  

ベンチスケールで

の生産性検証  

H30 年に設計・製作予定  一貫生産技術の生

産性を評価する  

前処理の対応をう

まくすれば、達成

可能と思われる  

 

(3)研究開発の成果と意義  
各実施テーマの欄に個別に記載。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅲ-2.2.1-2 第一中間目標と達成度  

表Ⅲ-2.2.1-3 最終目標の達成可能性  
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(4)成果の普及（論文、外部発表等）  
 

区分  

 

 

 

年度  

論文  その他外部発表  

展示会

への出

展  

受賞  

フォー

ラム等

※  

査読

付き  

その

他  

学会  

発表・

講演  

新聞・

雑誌等

への  

掲載  

プレ

ス発

表  

その他

H25FY 0 0 3 2 0 0 0 0 0 

H26FY 3 0 10 2 0 0 2 1 0 

H27FY 1 0 9 1 0 0 1 0 0 

合計  4 0 22 5 0 0 3 1 0 

※実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 

(5)知的財産権等の確保に向けた取り組み（戦略に沿った取り組み、取得状況）  
 

区分  

年度  

特許出願  

国内  外国  PCT 出願※  

H25FY 0 0 0 

H26FY 12 0 1 

H27FY 3 0 0 

合計  15 0 1 

※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  

 

表Ⅲ-2.2.1-4 論文、外部発表等の件数（内訳）  【平成 27 年 6 月末現在】

表Ⅲ-2.2.1-5 特許の件数（内訳）  【平成 27 年 6 月末現在】
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2.2.2 前処理グループの概要及び成果  
【グループの概要】  

木質系バイオマスからセルロース、ヘミセルロース、リグニンの 3 成分を分離す

る前処理の要素技術を開発する。具体的には、ソーダ AQ 蒸解、アルカリ酸素蒸解、

アセトン水処理、高温高圧水処理、マイクロ波処理、水熱・メカノケミカル処理の

前処理技術を検討する。これらの前処理技術により得られるセルロース、ヘミセル

ロース、リグニンの 3 成分を川下の化学品製造プロセスの原料として評価を進める。

また産総研バイオマスリファイナリーセンターが行う技術評価結果および川下技術と

の整合性、トータルコストを踏まえた点で実用化に適した技術を一つに絞り込む。  

 
【グループの成果】  
2.2.2.1 ヘミセル抽出前処理蒸解  
(1)背景と目的  

木質バイオマスの主要 3 成分（セルロース、ヘミセルロース、リグニン）をバイオ

プラスチック等の化学品製造に不可欠な基幹化学品の原料として利用可能な形態で分

離することを目的に、ソーダ蒸解を主体とした成分分離技術の開発を行う。  

黒液に含まれるリグニン（以下、ソーダリグニンと標記する）の高付加価値化には分

子量 1000 以下のオリゴマーおよびモノマーレベルまで低分子化することが必須となる

ため、低分子化が容易なソーダリグニンを製造できる 3 成分分離技術の開発を目指す。

この際、プロセス全体のコストダウンを図るため、リグニンの一部を付加価値用途

（エポキシ・フェノール樹脂やバニリン酸など）に利用し、残渣からエネルギーを回

収するシステムを構築する。これにより、各成分の純度は低いが、化学品原料として

産業利用が可能な 3 成分を目標収率とコストで製造できるプロセス基盤を確立する。  

 
(2)位置付け、目標値  

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

1-1-1 

ヘミセル抽出前処理

蒸解の開発  

(i) 木材中含まれる

ヘミセルロース

50%以上、セル

ロースとリグニン

は 70%以上の収率  

(ii) 分子量 1000 以

下の低分子リグニ

ン比率 50%以上  

成分分離と成分利用

技術を繋ぎ込みつ

つ、スケールアップ

を検討する  

川下企業のデマン

ドに応じた成分分

離を目的にアルカ

リ酸素とソーダの

スイッチング蒸解

できる一貫プロセ

スを構築し、経済

性を評価する  

 

－  

2-1-3-1 

固体酸触媒による

開発開始時の TiO2

触媒の 3 倍以上の

－ －  欧米における先行

生産技術での HMF

表Ⅲ-2.2.2-1 研究開発目標と根拠  
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HMF 合成  

 

反応速度を達成  製造コストは 500

円 /kg を上回る 

 

2-1-3-2 

固体酸－希硫酸ハイ

ブリッド糖化法の開

発  

硫酸濃度、固体酸

量、反応温度等の

各パラメータを最

適化し、セルロー

スにおける糖収率

を改善する 

目標糖収率は 80％

以上。 

－ 

現在の糖化コスト

と同等 

2-3-1 

ソーダリグニン低分

子化技術開発  

リグニンモデル化

合物を対象とし

て、触媒活性サイ

トの構造・状態

（密度、陽電荷

等）を総合的に評

価し、調製条件の

最適化によって触

媒高性能化の指針

を見出す 

得られたソーダリグ

ニンを用いて触媒性

能を評価し、実用化

における課題を抽出

する 

分子量 1000 以下の

低分子リグニン比

率 50%以上を達成

する触媒プロセス

を実現 
－ 

 

(3)全体計画  
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(4)実施体制  
 

 

 

(5)中間目標の達成度  
 

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針  

※未達の場合のみ  

1-1-1 

ヘミセル抽出前処理

蒸解の開発  

 

(i)  木材中含まれ

るヘミセルロース

50%以上、セルロー

スとリグニンは

70%以上の収率  

(ii) 分子量 1000 以

下の低分子リグニ

ン比率 50%以上  

各成分の目標収率は達

成できた。  

分子量 1000 以下の低分

子リグニン比率 40％を

確認済み  

 

△（平

成 28 年

3 月達成

予定）  

 

樹脂利用できるリグニン

を溶剤抽出で分画する。

ソーダリグニンの低分子

化は難しいので、高付加

価値のモノマーを製造で

きるアルカリ酸素蒸解法

を検討する。  

2-1-3-1 

固体酸触媒による

HMF 合成 

 

開発開始時の TiO2

触媒の 3 倍以上の

反応速度を達成 

 

開始時の TiO2 触媒の 3

倍以上の反応速度を達

成。収率は 50％を達成

 

○   

表Ⅲ-2.2.2-2 第一中間目標と達成度  



  

Ⅲ-2.2-9 

 

2-1-3-2 

固体酸－希硫酸ハイ

ブリッド糖化法の開

発  

硫酸濃度、固体酸

量、反応温度等の

各パラメータを最

適化し、セルロー

スにおける糖収率

を改善する 

新たな糖化法を開発 ○   

2-3-1 

ソーダリグニン低分

子化技術開発  

リグニンモデル化

合物を用いて、触

媒活性サイトの構

造・状態（密度、

陽電荷等）を総合

的に評価し、調製

条件の最適化に

よって触媒高性能

化の指針を見出す 

TiO2 をベースにした触

媒により、活性・選択

性の高い触媒プロセス

の構築に成功した 

○   

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

(6)最終目標の達成可能性  
 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

1-1-1：ヘミセル抽出前

処理蒸解の開発  

 

糖成分の利用に大きな課題はない

ものの、リグニンの低分子化は困

難で、樹脂に利用できない。  

 

川下企業のデマン

ドに応じた成分分

離を目的にアルカ

リ酸素とソーダの

スイッチング蒸解

できる一貫プロセ

スを構築し、経済

性を評価する  

アルカリ酸素蒸解の装

置開発、黒液からの芳

香族モノマー抽出の基

盤技術を確立できれ

ば、目標達成できる  

2-1-3-1 

固体酸触媒による

HMF 合成  

開始時の TiO2 触媒の 3 倍以上の反

応速度を達成。収率は 50％を達成  

最終目標コスト達

成可能性の確認。 

達成の見通しが高い  

2-1-3-2 

固体酸－希硫酸ハイブ

リッド糖化法の開発  

新たな糖化法を開発  現在の糖化コスト

と同等。 

3 成分分離によって得

られたセルロースを検

討する必要あり  

2-3-1 

ソーダリグニン低分子

化技術開発  

TiO2 をベースにした触媒により、

リグニンモデル化合物に対して活

性・選択性の高い触媒プロセスの

構築に成功した  

黒液中に含まれる

リグニンの 50%を

低分子化 

実際のソーダリグニン

に対して検討する必要

あり  

表Ⅲ-2.2.2-3 最終目標の達成可能性  
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(7)研究開発の成果と意義  
技術開発項目 1-1-1：ヘミセル抽出前処理蒸解の開発  
a. 前加水分解とソーダ蒸解による三成分の分離  
成果：スギとユーカリでは蒸解性が大きく異なるため、個別に成果を述べる。  
スギ  

前加水分解（ヘミセル抽出前処理）とソーダ AQ（0.1%対木材チップ）蒸解を組

み合わせ（図Ⅲ-2.2.2-1）、収率の目標を満たす 3 成分分離条件を検討した。  

 

水のみで処理した前加水分解(表Ⅲ-2.2.2-4)において、ヘミセルロースは目標未達

だったが、塩酸を加えると 3 成分すべてで目標の収率をクリアすることができた。  

 

さらに、塩酸を加えなくても、液比を上げる（2→7.5）ことで、前加水分解でのヘ

ミセルロース収率が向上  (41→52%)することを確認した。  

 

b. 前加水分解のリグニン分子量への影響の検討  
前加水分解でリグニンの縮合が起こることを示唆する文献（Joege L, Colodette et 

al., Puipability and Bleachability of Xylan-Depleted Eucalyptus Wood Chip, Industrial & 

Engineering Chemistry Research 50: 1847-1852  (2011)）などの情報から、前加水分解

によりリグニンの高分子化や軟化点の上昇が懸念されたため、その影響を調べた。  

 黒液からリグニンを単離する方法として、クラフトリグニンの単離・精製で実用

化されているバルメット社のリグノブーストを用い、得られた粗リグニンをアセト

ン抽出し、アセトン可溶リグニンを得た（図Ⅲ-2.2.2-2）。  

 

 

 

 

表Ⅲ-2.2.2-4 前加水分解(塩酸)+ソーダ蒸解による 3 成分の収率(%) 
セルロース ヘミセルロース リグニン

70 50 70

0 79 38 93
25 77 75 85

塩酸濃度
(mM)

目標

図Ⅲ-2.2.2-1 前加水分解+ソーダ蒸解プロセス  
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 リグニンの分子量を GPC 測定したところ、前加水分解（塩酸無添加）により、

各精製段階のリグニンの分子量が大きくなり、アセトン可溶リグニンの軟化点は高

くなった。  

  

 以上の結果より、当初想定していたヘミセルロース分離方法である前加水分解

が、リグニンの樹脂利用を一層難しくすると考え、蒸解によってパルプ（セルロー

ス+ヘミセルロース）と黒液（リグニン）として成分を二つに分ける方向で検討を

進めることとした。また、前加水分解処理を行わないソーダ AQ 蒸解黒液の低分子

化適性を評価するため、黒液をアルカリ酸素処理した。UF 膜 1,000(分子量 1,000 以

上カット)を通過する画分の割合を GPC の面積比(280nm 吸光度)から求めたところ、

もとの黒液では 15%だったのに対し、アルカリ酸素処理後は 41%となり、目標

(30%)をクリアした。  

  

 
c. リグノブースト条件の検討  
 粗リグニン、アセトン可溶リグニンの収率を上げるべく、リグノブーストの条件

を検討し、リスラリーの pH を変更(pH5→pH2)することにより、粗リグニンの収率

が上がり（55%→66%：木粉中のリグニンに対する粗リグニン中のリグニン）、アセ

トン可溶率が向上した（75%→90%）。同時に、アセトン可溶リグニンの分子量は大

きく（2600→2800）、軟化点は高く（154℃→181℃）なったものの、製造コスト

（リスラリーで損失したリグニンは燃料として回収不可、排水処理の対象となる）

やリグノブースト操業性（リグニンの洗浄・脱水性の悪化）を考えると pH2 の操業

が好ましく、以後のリグノブースト処理はリスラリーを pH2 で行うこととした。  

 

表Ⅲ-2.2.2-5 前加水分解の有無がリグニンに及ぼす影響（スギ）  
黒液リグニン 粗リグニン※

分子量 分子量 分子量
軟化点(℃)
目標：120

なし 2800 4500 2400 152

あり 3700 6800 3800 195

※リグノブースト処理のリスラリーはpH5で実施した。

アセトン可溶リグニン

図Ⅲ-2.2.2-2 リグノブーストとアセトン抽出によるリグニン精製のフロー  
（スギ）  

 リグノブースト 
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d. ソーダ AQ 蒸解による 2 成分分離条件の検討  
 前加水分解を行わないスギのソーダ蒸解（AQ 添加率 0.1％）において、ヘミセル

ロースはパルプとして分離されるが依然として収率が課題であった。そこで、ヘミ

セルロースの収率向上とリグニン分子量の低下を目的に、ソーダ蒸解における AQ

増添の影響を調べた。AQ 添加率を 0.1%から 5%に増加すると、パルプ収率は向上

し、カッパー価（パルプの残留リグニン量の指標）は低減したことから、AQ2%、

5%添加で、各成分の収率は、目標を達成した(表Ⅲ-2.2.2-6)。さらに黒液中のリグニ

ンの分子量が低減し、この効果は、粗リグニン（リグノブースト精製）や精製(アセ

トン抽出)リグニンまで保持されることを確認した。  

 

意義：  
以上より、収率の目標を満たしながら、リグニンを低分子化できるソーダ AQ

蒸解の条件を見出せたと考えた。そこで、AQ5%添加ソーダ蒸解黒液から得られ

た粗リグニンの樹脂用途での適性を化学メーカーで評価した。その結果、樹脂用

途での指標となる軟化点が 150～180℃(目標 120℃以下)と高く、フェノール樹脂

及びエポキシ樹脂用途では利用できないとの評価だった。  

 

技術開発項目 2-1-3-1：固体酸触媒による HMF 合成  
成果：  
 TiO2 粒子触媒の調製条件、種々の反応に対する性能、活性サイトの構造・状態

（密度、陽電荷等）、反応制御分子（リン酸エステル）の固定化量を総合的に評価

することによって活性サイトの構造・状態・反応性の相関を解明した。これらの知

見に基づき構造を最適化し、目標を達成した。  

 上記研究により、TiO2 粒子触媒において、Sc(OTf)3 のルイス酸強度に匹敵する水

中機能ルイス酸サイト TiO4 とリン酸エステル基（-O-P(OH)2O）が表面に共存する

とき、高い HMF 収率・選択率を実現できることが明らかになった。この表面リン

酸エステルは糖類のカルボニル基と水素結合をつくることによって分子間の副反応

を抑制していることが赤外分光法から示唆された。上記の結果から、高密度の TiO4

サイトと固定化リン酸エステル基をもつリン酸エステル固定化 TiO2 触媒(P-TiO2)の

構築を目標達成のために推進した。この過程で、最適な触媒を構築する重要なファ

クターは TiO2 粒子触媒の調製条件（オルトチタン酸テトライソプロピルの加水分解

温度）、及びリン酸エステル固定化に際してのリン酸濃度、温度、反応時間である

ことが見出された。図Ⅲ-2.2.2-3 にバッチ式反応器で最適 P-TiO2 触媒を使用した場

合の HMF 生成を示す。最適触媒は目標を達成する高効率触媒として機能すること

表Ⅲ-2.2.2-6  AQ 添加率と 3 成分収率、リグニン分子量  

セルロース ヘミセルロース リグニン 黒液 粗リグニン アセトン可溶

0.1 84 45 91 2520 3330 3470

2.0 83 55 96 2230 2890 3240
5.0 59 59 96 1800 2300 2800

AQ添加率
(%)

チップ中の各成分に対する収率(%) リグニンの分子量
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が確認された。  

 また、P-TiO2 により高濃度のグルコース水溶液から選択的に HMF を合成するア

プローチの一つとして、HMF の表面濃度の低減を試みた。最も簡単な方法として、

HMF を溶解する疎水性有機溶媒と高濃度グルコース水溶液の 2 相からなる 2 相反

応系を採用した。この場合、水相（高濃度グルコース水溶液）で生成した HMF は

速やかに疎水性有機溶媒相に移動するため、水相の HMF 濃度が低減する。これは

触媒表面の HMF 濃度を直接低下させる。  

 

 

技術開発項目：2-3-1 ソーダリグニン低分子化技術開発  
成果：  
 従来のリグニン分解活性を有する触媒は安価な酸素や過酸化水素を酸化剤として

利用できる酸化還元型の遷移金属（Mn、Fe、Co、Cu、V など）を活性サイトに有

することが多い。しかし、酸化反応で分解の対象となるリグニン構造は限られてお

り、不均一構造を有するリグニンの低分子化には限界がある。リグニン低分子化を

更に進めるには従来型の触媒と異なる反応部位を攻撃し、従来型触媒との併用でリ

グニン分解のシナジー効果を期待できる新しい触媒の開発が必要である。本開発で

はリグニン分解活性のある固体ルイス酸触媒の高機能化は 4 族(Ti、Zr)、5 族(Nb、

Ta)遷移金属酸化物が希土類ルイス酸触媒と同様に水中でもルイス酸触媒として機能

するだけでなく、リグニンのエーテル結合開裂反応を効率的に進められる可能性が

高い。  

今回はリグニンのモデル化合物 Guaiacylglycerol-β-guaiacyl ether の分解を各種酸

図Ⅲ-2.2.2-3 P-TiO2 による HMF 合成  
TiO4 サイト：0.2 mmol g-1, リン酸エステル：1.0 mmol g-1, 

反応温度: 393 K, 触媒重量: 5 g, グルコース: 2 g, 
水溶液 200 ml:THF180 ml + 水 20 ml 

目標値  
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触媒で検討した。表Ⅲ-2.2.2-7 が示すように、硫酸、Sc(OTf)3 は Guaiacol の選択性

が低いが、水中で機能するルイス酸を持つ 4 族(TiO2)、5 族(Nb2O5)遷移金属酸化物

は 70％程度の高い選択率で Guaiacol を生成した。この結果は当該触媒が選択的に

リグニンを分解する触媒能を持つことを意味している。  

 

意義：  
 水中機能固体ルイス酸がリグニンのモデル化合物を選択的に分解できたことは、

リグニンの有効利用に展開できることを意味している。  

 

 

技術開発項目：2-1-3-2 固体酸－希硫酸ハイブリッド糖化法の開発  
成果：  

当該開発の推進中、より高性能な糖化法を見出した。結晶性セルロースと固体酸

触媒を水中に分散し、170℃で加熱した。反応時間を最適化することによってセル

ロースの全てを可溶化することに成功し、その一部（約 10％）はグルコースまで加

水分解していた。  

 
意義：  

上記成果は全く新しい効率的なセルロースバイオマス糖化法に繋がる。実バイオ

マスを使用した場合、リグニンとオリゴ糖-単糖水溶液を効率的に分離生産できるこ

とが予想される。  

 

2.2.2.2 ソーダ（AQ）蒸解  
(1)背景と目的  
 ソーダ蒸解はアントラキノンを触媒として添加するが、その脱リグニン効率はクラ

フト蒸解に及ばない 1）。特に針葉樹では高い温度と長い時間を必要とするので、パルプ

表Ⅲ-2.2.2-7 リグニンモデル化合物の分解 2 相反応系における HMF 生成  
触媒：0.05 g，基質量：0.05 g，水量：10 mL 

ガラス製耐圧容器に導入し、150 ºC，2 h の加熱攪拌  
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粘度が低下して製紙用パルプには使用できない。しかし、イオウ系薬剤を使わないた

めリグニンは分離が容易で、化成品原料としてもクラフトリグニンより使いやすい。

そこで、本項目では、ソーダ（AQ）蒸解について、チップサイズの小型化または木粉

化によりその低い蒸解効率を向上させ、クラフト蒸解なみに改善することを目的とす

る。また、ソーダ（AQ）蒸解排液（黒液）を酸性にして沈殿させたリグニン中には針

葉樹で 2％以上、広葉樹で 10%以上のヘミセルロースが含まれている。このヘミセル

ロースはリグニンを化成品原料として利用する場合の阻害要因となるので、黒液の pH

調整や有機溶媒添加により分別沈殿させて取り除き、ヘミセルロース含有量の少ない

リグニンの調製法を開発することをも目的とする。  

 
(2)位置付け、目標値  
 ソーダ（AQ）蒸解は、既存のクラフト蒸解によるパルプ製造プラントを転用できる

ので、パルプ工場での実施に適している。これらクラフトおよびソーダ（AQ）蒸解な

どのアルカリ蒸解法によるパルプ製造工程（製紙工程は除く）の特徴として、リグニ

ンからのエネルギー回収により消費エネルギーの全量を賄って尚エネルギー余剰とな

るので、その分に相当する黒液を化成品原料へと転用することができる。ソーダ

（AQ）蒸解の場合、イオウを回収する必要が無くなるので、間接苛性化を直接苛性化

に変更すれば石灰キルンに使用する重油（CaO 1t あたり 140L）を削減することも可能

となり、さらなる二酸化炭素排出を削減できる。ここで得られた成果は同じソーダ

（AQ）蒸解を基本としてヘミセルロース前抽出を加えた 3 成分分離法を開発する日本

製紙株式会社（2.2.2.1）に提供し、効率的なソーダ（AQ）蒸解としてそのコスト削減

に貢献することで、実用化に寄与する。また、2.2.2.1 ではセルロースを前抽出するた

め、蒸解黒液中に含まれるヘミセルロースは極めて少量であるが、その前抽出は蒸解

とほぼ同量のエネルギーを消費し、かつ特に針葉樹でその蒸解性を悪化させることが

知られており、川下の技術開発によってはヘミセルロース利用に対する費用対効果の

再検討が必要となる。リグニンを回収する場合、Lignoboost2）などの既存のリグニン分

離プラントを導入することになると推定するが、前抽出を行わない場合にはヘミセル

ロースの混入したリグニンが製造されるので、そのヘミセルロースを除去する技術も

必要となる。  

 
 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

1-1-2 

効率的ソーダ蒸解

法の開発  

木粉および小型化

チップによるソー

ダ蒸解最適条件

を、実験計画法的

に決定し、広葉樹

でパルプ収率 50%

参画予定なし  参画予定なし  2.2.2.1 ヘミ

セル抽出前

処理蒸解

（日本製紙

株式会社）

プロセスに

表Ⅲ-2.2.2-8 研究開発目標と根拠  
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以上、リグニン

18%（対木材、黒液

有機分として）以

上、ヘミセルロー

ス 10%以上、針葉

樹でパルプ収率

45%以上、リグニン

20%以上、ヘミセル

ロース 7%以上の収

率の達成と H ファ

クター10%以上の削

減を行う。   

 

データを提

供するた

め、その目

標値に準拠  

1-1-3 

ソーダリグニンの

分離精製法の開発  

ヘミセルロースを

除いたリグニンを

精製する手順・方

法を開発し、ヘミ

セルロース分 2%以

下のリグニンの回

収率を 40%以上と

する   

 

参画予定なし  参画予定なし  スギソーダ

（AQ）リグ

ニンから界

面活性剤を

製造する場

合に、許容

されるヘミ

セルロース

量は 2%で

あった。  

 

(3)全体計画  
 本プロジェクトではパルプ（セルロース）は製紙用ではなく糖化原料となるため、

繊維長やパルプ粘度を考慮する必要はない。そこで、チップサイズを小さくする又は

粉砕木粉とすることにより、従来法と比較して蒸解性を改善し、H ファクターを低減し

て蒸解の効率化を図る。これを達成するためには、各々の原料サイズに関する蒸解条

件を実験計画法的に見直す必要がある。そこで日本製紙（株）より供給される製紙用

チップから粉砕チップや木粉を調製し、ソーダ（AQ）蒸解によりセルロースおよびリ

グニンの目標回収率、広葉樹でパルプ収率 50%以上（セルロース収率 40%対木材以上）、

リグニン 18％(対木材、黒液有機分として）以上、針葉樹でパルプ収率 45%以上（セル

ロース収率 37%対木材以上）、リグニン 20％以上(対木材、黒液有機分として）および

H ファクター10%以上軽減を達成できる条件を探索し、成果を 2.2.2.1 へフィードバッ

クする。さらに、ヘミセルロースについても粉砕チップや木粉で前抽出条件の検討を

行い、針葉樹で 7%以上および広葉樹で 10%以上（対木材）の回収目標を達成できる条

件を決定する。  

 一方、リグニン精製であるが、黒液中に残留する広葉樹の高分子ヘミセルロースは
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リグニンよりも高い pH で不溶性になるので、黒液を酸性にしてリグニンを沈殿させる

従来の方法では分離できない。そこで、まずソーダ蒸解黒液から分離したリグニンと

市販のヘミセルロース（キシラン）それぞれを溶解したアルカリ水溶液に炭酸ガスや

硫酸等を添加して沈殿し始める pH を精査する。或いは、メタノールや 2-プロパノール

などの安価で低沸点の有機溶媒を添加し分別沈殿させ、純度の高いリグニンを調製す

る方法を開発する。さらにヘミセルロースを除いたリグニンをろ過、遠心分離および

自然沈降とデカンテーション等により脱塩・精製する手順・方法を開発する。  

 

 (4)実施体制  

 

実施体制は、上図に示すように、日本製紙(株）が検討するヘミセルロース前抽出蒸

解にチップサイズを変えたソーダ(AQ)蒸解の基礎データを提供し、そのプロセス開

発に貢献することを目的に、緊密に連絡・情報交換を行い課題検討を進める。  

 

(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  
 ソーダ(AQ)蒸解法でセルロース、ヘミセルロースおよびリグニンを分離する場合、

木材処理量を 250t/日とし年間 280 日稼働と仮定すると、チップ製造、前抽出、蒸解、

酸素処理、黒液濃縮、回収ボイラー運転、直接苛性化および排水処理を含めた一連

の過程での消費蒸気は 325.3t/日、電気は 57.6MWh/日と推定される 3）。これに対し

て黒液から回収されるエネルギーは蒸気 551.1t/日と電気 94.8MWh/日となり、蒸気、

電気とも約 40%が余剰となる。この余剰分に値する黒液はリグニン回収原料として

用いることができる。このように、プロセスで消費されるエネルギーはバイオマス

起源となるので、その分が CO2 削減にカウントされ、ボイラー効率 69%で A 重油

から蒸気を発生させたと仮定すると、蒸気分が CO2 換算 24528t/年、電気分が 6244t/

年となり、30772t/年の削減となる。  

 

     
図Ⅲ-2.2.2-4 効率的ソーダ蒸解法およびソーダリグニン生成法の開発に関する  

実施体制  
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 (6)中間目標の達成度  
 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）  
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

1-1-2 

効率的ソーダ

蒸解法の開発  

木粉および小型化チップに

よるソーダ蒸解最適条件

を、実験計画法的に決定

し、広葉樹でパルプ収率

50%以上、リグニン 18%

（対木材、黒液有機分とし

て）以上、ヘミセルロース

10%以上、針葉樹でパルプ

収率 45%以上、リグニン

20%以上、ヘミセルロース

7%以上の収率の達成と H

ファクター10%以上の削減

を行う。   

広葉樹パルプ収率

53%、リグニン

23%、ヘミセル

ロース 12%、針葉

樹パルプ収率

46%、リグニン

27%、ヘミセル

ロース 8%、およ

び両者ともチップ

の小型化により H

ファクター20%以

上減   

△   

1-1-3 

ソーダリグニ

ンの分離精製

法の開発  

ヘミセルロースを除いたリ

グニンを精製する手順・方

法を開発し、ヘミセルロー

ス分 2%以下のリグニンの回

収率を 40%以上とする。   

イソプロパノール

70%水溶液で分別

し、リグニン中の

ヘミセルロースを

広葉樹で 1.3%、

針葉樹で 0.6%ま

で削減。精製リグ

ニン収率 50%を達

成。   

△   

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

(7)最終目標の達成可能性  
 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

1-1-2 

効率的ソーダ蒸解

法の開発  

収率目標は達成し、効率化の基礎

となるエネルギー収支を算定中。  

次年度以降参画の

予定はない。   

 

1-1-3 

ソーダリグニンの

分離精製法の開発  

収率目標は達成し、さらに基材や

薬剤のコストダウンを行うための

検討を継続中。   

次年度以降参画の

予定はない。  

 

表Ⅲ-2.2.2-9 第一中間目標と達成度  

表Ⅲ-2.2.2-10 最終目標の達成可能性  
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図Ⅲ-2.2.2-5 スギ木粉および細片チップの静置蒸解による蒸解性の差異 

 
(8)研究開発の成果と意義  
技術開発項目 1-1-2：効率的ソーダ蒸解法の開発  
 日本製紙(株)より供給されたスギおよびユーカリの製紙用チップを、以下に示す

2 種類の試料に粉砕し、本課題の検討に供した。  

   ① 木粉：1.5mm 以下 ② 細片チップ：3～8 メッシュ（8-3mm）  
 
a. 静置オートクレーブによるスギ木粉および細片チップのソーダ (AQ)蒸解効率の

比較  
 スギのソーダ(AQ)蒸解は、ユーカリに比較して高い温度と長い蒸解時間を必要と

するので、原料サイズの変更による蒸解の効率化はスギを中心に行った。まず、

150ml のオートクレーブを用いて木粉と細片チップを蒸解し、得られたパルプの収

率とクラーソンリグニン(KL)量を図Ⅲ-2.2.2-5 に示した。蒸解条件は、製紙チップ

の蒸解条件を参考に液比を 6 と 10 の 2 種類、蒸解時間を 0.5，1.0 及び 2.0 時間の 3

種類、アルカリ濃度を 3.5、3.9 及び 4.3%の 3 種類設定し L18 直交表を用いて実験

計画法的に検討した。脱リグニンを指標とした蒸解性において木粉と細片チップの

差は小さく、同じアルカリ濃度では細片チップの蒸解性が若干良好であった。分散

分析では、蒸解時間の寄与率が 90%以上と高く、蒸解結果を左右する主要因であっ

た。  

 
b. 静置オートクレーブによるスギ製紙チップおよび細片チップのソーダ (AQ)蒸解

効率の比較  
 上記検討において、スギの場合木粉より細片チップの蒸解性が若干良いとの結果

を得たので、次に製紙チップと細片チップの蒸解性を比較した。まず製紙チップに
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ついて、製紙用ではなく化成品原料としてパルプ物性より生産効率を重視し、蒸解

時間を通常の 1/2 に短縮した 60 分蒸解結果を表Ⅲ-2.2.2-11 に示した。活性アルカリ

を通常の 16 および 18%に対して 28%まで増加させると、未蒸解残渣（粕率）およ

び KL 量も低下した。次に、表Ⅲ-2.2.2-12 に細片チップの蒸解結果を示した。製紙

チップの③と細片チップの⑧はほぼ同じ KL 量であるが、細片化することにより、

蒸解時間は 15 分短縮され、パルプ収率は 44%から 46%へ 2 ポイント向上した。ま

た⑧の KL は対木材換算で 3.5%となり 26 ポイント以上のリグニンが黒液へ溶出し

た。結果として H ファクターは約 20％効率化され、(2)位置付け、目標値に示した

針葉樹に関する収率目標を達成した。

 
c. ユーカリのチップサイズによるソーダ(AQ)蒸解効率の比較  
 スギと同様にユーカリも製紙チップ、細片チップおよび木粉の 3 種類の原料サイ

ズについてその蒸解効率を検討した。まず、蒸解温度 140℃、活性アルカリ 15.5%、

蒸解時間 2 時間の蒸解について比較し、図Ⅲ-2.2.2-6 に結果を示した。スギと同様

に、パルプ収率と粕率および欄外に示した KL 量から判断した木粉の蒸解性は最も

低く、細片チップの蒸解性が高いことが明らかとなった。木粉の蒸解性の悪さは、

静置型オートクレーブのため蒸解液の対流によるアルカリ濃度の均一化に難がある

からと推定する。次に、ユーカリ製紙チップと細片チップについてその蒸解結果か

ら、限界蒸解条件と H ファクターを求め、図Ⅲ-2.2.2-7 に示した。製紙チップでは、

H-ファクター250 が蒸解の限界点であったが、細片チップでは H-ファクター160 が

蒸解の限界点となり、チップの小型化により例えば 140℃で 3.5 時間が 2 時間、

145℃で 2 時間が 1.2 時間、150℃で 1 時間が 0.5 時間へと蒸解時間の短縮が可能で

あった。

表Ⅲ-2.2.2-11 スギ製紙チップの蒸解性 

       

表Ⅲ-2.2.2-12 スギ細片チップの蒸解性 
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d. チップサイズの小型化によるヘミセルロース前抽出の効率化  
 スギおよびユーカリ木粉を用いて、温度、時間、液比の 3 条件を設定し L27 直交

表を用いて実験計画法的に各因子の検討を行った。その結果、スギでは 170℃，30

分で 8%、ユーカリでは 12%の中性糖を抽出可能なことが判った。また、これらの

分散分析から、スギでは結果に対する温度の寄与率が 77.2%であったが、ユーカリ

は 67.2%と少し低く、代わりに時間因子との間の交互作用が 25.0％となり、時間因

子も無視できないことが明らかとなった。次に、スギおよびユーカリの細片チップ

についてそれぞれ L9 直交表を用いて 170℃で前抽出を行った。木粉の場合と比較

すると、抽出される中性糖量はかなり低下し、試料粒度が大きな影響を与えている

事が解る。これらデータの分散分析では、スギの場合液比の寄与率が 40.9%、抽出

時間が 15.3%であったのに対し、ユーカリでは 19.1%と 55.6%になり寄与する主因

子が異なっていることが明らかとなった。これらの結果より、スギでは液比 15，90

分の処理で 8%（対乾燥チップ）、ユーカリでは液比 15，60 分処理で 10%の中性糖

           
図Ⅲ-2.2.2-6 ユーカリのチップサイズによる蒸解性の差異 

       
図Ⅲ-2.2.2-7 ユーカリの細片チップと製紙チップにおける蒸解効率 

（限界 H ファクター）の差異 
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が回収可能であり、ともに収率目標を達成した。  

 

技術開発項目 1-1-3：ソーダリグニンの分離精製法の開発  
a．黒液の pH 調製によるヘミセルロースの選択分離  
 スギでは 17.3%、ユーカリでは 20%のヘミセルロースが含まれている。ソーダ

(AQ)蒸解中、その大部分はアルカリにより分解されるが、一部は黒液中に残留する。

この黒液を限外濾過膜により 4μS-1 まで脱塩した固形分中にはスギで 2~8%、ユー

カリで約 10%のヘミセルロース性糖分が含まれていた。そこで、まず最初にヘミセ

ルロースとリグニンそれぞれの沈殿する pH を、スギ黒液から回収したリグニンの

5%水酸化ナトリウム水溶液と、ブナから抽出したヘミセルロースを 5％水酸化ナト

リウム中 155℃で 1 時間加熱処理した溶液それぞれの pH を調整することで検討し

た。この時、キシランは pH12.8 で明確な沈殿を示したが、リグニンは pH8.5 でも

明確な沈殿は生じなかった。そこで、ユーカリのソーダ(AQ)蒸解黒液を pH 調整し

てヘミセルロースの沈殿を確認したところ、先のヘミセルロース蒸解液とは異なり、

pH9.5 で沈殿が完了した。しかし、この pH でも黒液固形分中には依然として約 7%

の糖分が残留しているため、次に、より分別できるアルコール系有機溶媒による分

別沈殿を検討した。  

 
b. アルコール系有機溶媒の添加によるヘミセルロースの分別沈殿  
 分別沈殿は、ガラスカラム（ジーエルサイエンス GT クロマト管 2cm×30cm）の

1/4 長まで XAD16 樹脂を充填し、3/4 長まで 50~75%の 2-プロパノール水溶液を貯

留し、そこへ黒液 25ml（固形分 15%）を添加し、同じ濃度の 2-プロパノール水溶

液で溶出させる方法を用いた。この操作で樹脂のヘッド部分に残留した沈殿は溶離

液を水に代えて洗い出し、その後も残留する沈殿は 100%の 2-プロパノールで洗浄

し、三画分を採取した。それぞれは、酸不溶性分と糖分を分析し、分別による糖の

除去効果を確認した。結果は図Ⅲ-2.2.2-8 に示すように、スギ（●）ユーカリ

（■）とも 2-プロパノール濃度 70 容量%において溶出分中のクラーソンリグニン

(KL)量が黒液中の全 KL 量の 50%、その糖含量は 2%以下となり、スギ、ユーカリ

とも目標値を達成した。また、2-プロパノールに代えてより安価なメタノールを使

用し同様の検討を行った。スギに関して同図にあるように、メタノール濃度

70~80%でリグニン収率が 40%を超え、同時に糖含有率が 2%以下となったが、ユー

カリはメタノール濃度が 70%を超えると黒液固形分が樹脂に固着し、溶出が困難と

なった。これを防いで、リグニンの回収率を向上させるため及びコストダウンのた

めに、XAD16 樹脂からポリエチレン粒（ビーズ）に代えて現在検討を進めている。
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成果の意義：  
 本課題は(2)位置付けに記述したように、ヘミセルロース前抽出の後ソーダ(AQ)蒸

解を行い 3 成分を分離するプロセスを開発中の日本製紙（株）にデータを提供して、

その開発を支援する目的を持つ。チップサイズを変更して蒸解を効率化する検討で

は、木粉までの粉砕よりチップ形状を残した原料のほうが蒸解性が良いとの結果を

得た。現行のパルプ製造プラントを流用してバイオリファイナリーを行うことを考

えると、木粉ではストレーナー目開きや可動部のギャップサイズの見直しなど実用

化へのハードルがかなり高くなるので、粉砕の必要はあるがチップ形状を維持する

べきとの結果は重要であると考える。  

 

技術開発項目：2.2.2.3 アルカリ酸素蒸解  
(1)背景と目的  

リグニンの酸化分解は、成分分離（バイオリファイナリー）技術として、また、

リグニンを有用物質へと導く技術として有望であるが、現状では化学パルプの漂白

技術として実用化されているだけであり、今後、木材成分の総合的利用を支える技

術として、大いに発展させられるべきものである。そこで、本項目では、酸化剤の

中でも最も安価な酸素を用いて、チップ状の形態の木材試料から脱リグニンを効率

的に行うための諸条件を検討し、成分分離法として完成させることを目標とした。 

その後研究を進める中で、リグニン利用研究の主要な目標化合物の一つである芳香

族アルデヒド類が、酸素・アルカリ脱リグニン法を用いた成分分離過程で直接生産

できる可能性が示唆されたので、成分分離と有用芳香族化合物の生産を両立させる

システムとしての構築を目指すこととした。  

 
 
 
 
 

 

図Ⅲ-2.2.2-8 スギ（●）およびユーカリ（■）黒液の 2-プロパノール(iPA)及びメ

タノール溶液によるリグニンとヘミセルロースの分離  
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(2)位置付け、目標値  
 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

1-1-4 

酸素アルカリ蒸解

による分離 

 

酸素-アルカリ脱リ

グニン法を基礎と

した木質バイオリ

ファイナリー法を

完成させるととも

に、バイオリファ

イナリー過程その

もので直接、有用

な低分子芳香族化

合物を得る。酸性

基に富む排液中の

リグニン・ヘミセ

ルロース分解物を

効果的に分離する

手法を開発する。 

ベンチスケールでの

システムの設計に必

要な反応諸条件を明

らかにする。 

バイオリファイナ

リー過程と一体化

した芳香族アルデ

ヒド・カルボン酸

の生産法としてベ

ンチスケールでの

システムを構築す

る。 

酸素‐アル

カリによる

バイオリ

ファイナリ

－過程で比

較的高収率

でバニリン

が得られる

ことが確か

められたた

め、バイオ

リファイナ

リーと有用

低分子芳香

族化合物の

生産を一体

化したシス

テムの構築

を、目標の

重要な柱と

して定め

た。 

 

(3)全体計画  
H27 年度末までに、酸素・アルカリ脱リグニン法を、木質バイオマスの成分分離

法として、また、有用芳香族化合物の直接生産のプロセスとして完成させるための

要素技術を構築する。H28～29 年にかけてベンチスケールでの実験にスケールアッ

プさせるための諸条件を明らかにするとともに、化成品原料にいたる一貫プロセス

としての経済性を検討する。その後 H31 までの 2 年間で、スケールアップしたベン

チスケールでの技術的・経済的な総合評価を行う。  

 

(4)実施体制  
他のアルカリ系蒸解を担当している森林総合研究所、日本製紙(株)と密接に連絡

を取り合い、得られた実験結果を直ちに共有し必要な場合は追試を行うなどにより、

効率的に研究を進めて来た。3 者が保有している反応装置は異なっているので、普

遍的な反応条件を確立していく上で、このような協力体制は非常に有効であった。

今後も、この体制を堅持して開発に臨みたい。  

表Ⅲ-2.2.2-13 研究開発目標と根拠  
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 (5)中間目標の達成度  
 

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

(6)最終目標の達成可能性  
 

 

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

1-1-4 

酸素アルカリ蒸解

による分離 

 

酸素-アルカリ脱リ

グニン法を基礎と

した木質バイオリ

ファイナリー法を

完成させるととも

に、バイオリファ

イナリー過程その

もので直接、有用

な低分子芳香族化

合物を得る。酸性

基に富む排液中の

リグニン・ヘミセ

ルロース分解物を

効果的に分離する

手法を開発する。 

バイオリファイナリー

法としての評価では、

パルプ収率・脱リグニ

ン度ともに化学パルプ

化法にひけを取らない

ものであった。 

△ 

（H27

年 10

月達成

予定）

排液中の有機物は、有

機炭素量による評価

で、40％が酸沈殿可能

であり、溶解部分の

94％（排液全体の

47％）が分子量 1000

以下のものであった。

この低分子溶解部分に

ついて、効果的に脱塩

する手法を検討中であ

る。 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）
達成見通し  

1-1-4 

酸素アルカリ蒸解

による分離 

 

現在、収率のさらなる向上、およ

び、バイリフィファイナリー法と

しての確立のための酸化・脱リグ

ニン助剤の検討を進めている。 

バイオリファイナ

リー過程と一体化

した芳香族アルデ

ヒド・カルボン酸

の生産法としてベ

ンチスケールでの

システムを構築す

る。 

基本的な手法であ

る酸素・アルカリ

脱リグニン法に、

適切な酸化・脱リ

グニン助剤を組み

合わせることによ

り、目標が達成さ

れると考えてい

る。 

表Ⅲ-2.2.2-14 第一中間目標と達成度  

表Ⅲ-2.2.2-15 最終目標の達成可能性  
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(7)研究開発の成果と意義  
○バイオリファイナリー法としての完成  

前項に記した反応ルートの考察にしたがって、酸素・アルカリ脱リグニン法を成

分分離法として完成させるために、これまで、次のステップで実験を進めてきてい

る。  

 (a) アルカリ－酸素・アルカリ 2 段蒸解  

 (b) 酸素・アルカリ 1 段蒸解  

  (c) 助剤添加酸素・アルカリ 1 段蒸解  

 

これらについて、今まで得られた実験結果を説明する。  

最初に(a) アルカリ－酸素・アルカリ 2 段蒸解を検討したが、脱リグニンが効果

的に進行せず、成分分離法としては不十分であった。  

ついで、(b)酸素・アルカリ 1 段蒸解、および、(c)助剤添加酸素・アルカリ 1 段蒸解

を日本製紙及び森林総研との綿密な情報共有のもとに試みた。   

スギ材を用いた実験結果から次のことの比較が可能となった。  

酸素が存在すると、芳香族アルデヒド類の生成に対する効果は顕著であるが、単純

アルカリ脱リグニンに比べて、脱リグニンを少し抑制する。この傾向は、助剤添加

アルカリ蒸解に酸素を加えた場合も同様であった。  

しかし、酸素による脱リグニンの抑制は、助剤を添加することによって改善され、

他の条件が同一であれば、パルプ収率の増大にも寄与している。  

酸素が脱リグニンを阻害するのかと言うと、必ずしもそうではなく、助剤添加酸素-

アルカリの系では、酸素圧を 0.3、0.5、0.7MPa とあげていくと、脱リグニンは促進

され、パルプ収率は増大した。つまり、助剤の添加効果が酸素の添加によって増大

したことになる。芳香族アルデヒド類の収率も酸素圧の増大とともに高くなった。  

東大で現在所有している反応装置を用いた範囲での最良の成分分離結果では、パル

プ収率および脱リグニン度は化学パルプ化の結果に匹敵しており、成分分離法とし

て完成していると言える。  

このように、助剤を用いることにより、酸素・アルカリ脱リグニン法が成分分離

法として成立することが確かめられ、また、芳香族アルデヒド類の生産と両立しえ

ることも確かめられた。これらは、現象としては非常にクリアに観測されたが、合

理的に理解するためには、基礎研究の進展が必要である。  

なお、成分分離工程で直接芳香族アルデヒド類を得るメリットは、チップの中に

存在する全リグニンを対象として反応を行えると言うことである。成分分離後に単

離したリグニンを対象として反応を行う場合、仮に、その反応収率が高いとしても、

その前のリグニンの単離収率が低いと、チップからの収率は低い値にとどまる。こ

のことは、結果の評価法として非常に重要である。  

一方、ユーカリ材を用いて酸素・アルカリ脱リグニンによる成分分離を行った場

合は、助剤添加を行わなくても、化学パルプ化に匹敵する優れた成分分離結果を与

えている。また、芳香族アルデヒド類の収率もスギ材に比べて高いものであった。  
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○いくつかの基礎的な検討  

本プロジェクトを進める上で重要と考えられた基礎的な検討をいくつか行ってい

る。一つは、樹種によるリグニンの原材料としてのポテンシャルの違いである。も

う一つは、リグニンの酸化反応のうち、非フェノール性のユニットの酸化（先の図

のルートⅲ）をいかに効率的に進めるかと言うことである。  

このうち、樹種によるリグニンのポテンシャルの違いについては、次図に一例を示

す。  

 

図Ⅲ-2.2.2-9 リグニン芳香各構造の割合と芳香族アルデヒドの原料としての  
ポテンシャル  

 

これは、アカシア属およびユーカリ属に属する多数の樹種のリグニン構造の分析結

果である。同じ属であっても、芳香核に占めるシリンギル核の割合（Syringyl 比）

は大きく異なっており、この値に対応して、ニトロベンゼン酸化によって得られる

芳香族アルデヒドの収率が大きく異なっていることがこの図からわかる。ニトロベ

ンゼン酸化によって得られる芳香族アルデヒド収率は、リグニンの有用芳香族化合

物の原料としてのポテンシャルを示すので、この図から、樹種の選択の重要性が理

解できる。また、広葉樹材の場合、芳香核構造としてシリンギル型とグアイアシル

型の両方があり、得られる芳香族アルデヒド類も、この二つの違いを反映している。

生成物の分離・生成という観点からは、芳香核構造はどちらかに偏っていることが

望ましい。この点から見て、Syringyl ratio が高いリグニンは、芳香核構造がシリン

ギル型に偏っているので、原材料として有利である。  

すなわち、横軸に示す Syringyl ratio の高いリグニンの方が高い方が、期待される有

用性生物の収率と言う面からも、生成物の単純性という点からも有利である。  

本研究の成分分離試験に用いたユーカリ材はE. Eurograndis であり、Syringyl ratio

は約0.75と言う高いものであった。Syringyl ratioの高い樹種はアルカリ系の脱リグ

ニンも容易であることがすでに分かっているので、E. Eurograndisと言う樹種の選択
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が、前項の良好な実験結果につながったのは間違いない。今後さらにSyringyl ratio

の高い樹種を選択することにより、いっそう良好な結果が期待できる。  

 

2.2.2.4 水熱処理  
(1)背景と目的  
  木質バイオマスの主成分であるセルロース、ヘミセルロース、リグニンは細胞壁を

構成し複雑に絡み合っているため、それらをバイオマス中に存在する形のままで完全

に 3 成分に分離することは非常に困難であり、その技術は確立されていない。ここで

開発する分離技術とは、ある成分を何らかの溶液に溶かすことができるように変換し、

固体と分ける技術を意味する。ここでは、水熱条件下（加圧された熱水）で 3 成分の

うちのある成分を分解物の形で溶液側に分離するプロセスの開発を目的とする。  

 
(2)位置付け、目標値  
 プロセスとしてアセトン /水処理、高温高圧水処理、直接酸糖化の 3 つを提案する。

それぞれ、用いる溶媒とそれに溶ける成分が異なる。下表に研究開発目標と根拠を示

す。  
 

技術開発項目  第一中間目標  

（平成 27 年度末）  

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  

根拠  

1-1-5-1(a) 

アセトン/水処

理法による成

分分離最適条

件の検討 
（京都大学）

原料固体濃度

15wt%、アセトン/

水=2:3 で可溶化リ

グニン収率 70% 

原料固体濃度

18wt%、アセトン/

水=1:2 で可溶化リ

グニン収率 70% 

原料固体濃度 50wt%

で低分子リグニン

収率 70%以上 

コストに大きな

影響を及ぼす使

用アセトン削減

量とリグニン生

産量とのバラン

スによる 
1-1-5-1(b) 

連続プロセス

によるアセト

ン/水処理法を

用いた成分分

離の検討（産

総研東北） 

濃度 10%で樹脂原料

収率 50%、セルロー

ス収率 50%を満足す

るアセトン水溶液

濃度を決定。  

濃度 15%で樹脂原料

収率 50%、セルロー

ス収率 50% 

連続処理において

リグニン収率：60%

以上 

・エンジニアリ

ング検討により

実現可能で既往

の結果を上回る

固形物濃度と収

率。 
・コストを考慮

した時の下限収

率。 
1-1-5-1(c) 

アセトン/水処

理法のリグニ

ンの評価・分

離精製法に関

リグニンの制御方

法 ,品質スペック決

定。リグニン収率

60%以上、不純物 5%

以下。

リグニン収率 60%以

上、不純物 5%以下 

可溶性リグニン収

率 60%以上、不純物

5%以下。コスト

\170/kg 

熱硬化性樹脂原

料（低分子リグ

ニン）のコスト

目標を満たすた

めの下限リグニ

表Ⅲ-2.2.2.-16 研究開発目標と根拠 
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する検討（住

友ベークライ

ト） 

ン収率、熱硬化

性樹脂原料とし

て樹脂化・樹脂

特性に影響を及

ぼさない不純物

量上限値。

1-1-5-1(d) 

アセトン /水処

理法の固体セ

ルロースの評

価・分離精製

法に関する検

討  

（宇部興産）  

レブリン酸原料と

してリグニン残存

固体セルロースの

品質とプロセス評

価  

スケールア ップ検

討、成分利 用技術

との繋ぎこみ  

 

セルロース 45 円 /kg

（低分子リグニン

170 円 /kg）以下で

提供するプロセス

構築、成分利用技

術と合わせた一貫

製造プロセス構築  

 

後段のレブリン

酸原料価格から

算出した下限価

格  

 

1-1-5-2(a) 

連続プロセス

による高温高

圧水処理法を

用いた成分分

離の検討（産

総研東北） 

固形物 20%で樹脂原

料収率 60%、糖など

のホロセルロース

由来有価物収率向

上の条件決定。 

固形物 25%で樹脂原

料収率 60% 

濃度 25%の連続処理 
ホロセルロース収

率に影響を与える

条件の明確化 

・エンジニアリ

ング検討により

実現可能で既往

の結果を上回る

固形物濃度と収

率。またホロセ

ルロース収率が

最終的なコスト

に与える影響が

大きいため処理

条件を検討

1-1-5-2(b) 

高温高圧水処

理法にて分離

されたリグニ

ンの評価、応

用プロセスの

検討（住友

ベークライ

ト） 

リグニンの制御方

法 ,品質スペック決

定。リグニン収率

60%以上、不純物 5%

以下。 

リグニン収率 60%以

上、不純物 5%以下 

可溶性リグニン収

率以上 60%、不純物

5%以下。コスト

\170/kg 

熱硬化性樹脂原

料（低分子リグ

ニン）のコスト

目標を満たすた

めの下限リグニ

ン収率、熱硬化

性樹脂原料とし

て樹脂化・樹脂

特性に影響を及

ぼさない不純物

量上限値。

1-1-5-3(a) 

直接酸糖化法

の確立とオリ

多糖類基準でオリ

ゴ糖収率 80% 

多糖類基準でオリ

ゴ糖収率 90% 

オリゴ糖 45 円/kg

以下のプロセス構

築 

レブリン酸収率

からみた収率下

限値 
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ゴ糖生成最適

条件の検討 
(京都大学)

1-1-5-3(b) 

直接酸糖化法

の最適プロセ

スの開発と生

成オリゴ糖の

評価・分離精

製に関する検

討（宇部興

産）  

オリゴ糖成分の有

効利用率評価、多

糖類基準でオリゴ

糖収率 80% 

 

スケールアップ検

討、成分利用技術

との繋ぎこみ  

オリゴ糖 45 円 /kg

（低分子リグニン

170 円 /kg）以下で

提供するプロセス

構築、成分利用技

術と合わせた一貫

製造プロセス構築  

 

後段のレブリン

酸原料価格から

算出した下限価

格  

 

 
(3)全体計画  

 

第 1 中間目標のある平成 27 年度までは、回分式あるいは連続式の最適反応条件

の検討を実施し、テストサンプルを水熱チーム内で評価するとともに、成分利用 Gr

にも評価していただく。絞込み後は、共通コスト目標を達成すべくスケールアップ

やエンジニアリング検討を行う。  

 
(4)実施体制  
 下図に示すとおり、4 機関が連携して 3 成分分離法の開発を進める。  

 

(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  
 現時点でのコスト試算は前処理 Gr としてまとめているのでここでは省略する。  

 

NEDO

京大工学研究科住友ベークライト 宇部興産 

産総研東北センター 

最適条件の検討

1-1-5-1 アセトン／水処理法

委託

再委託 

リグニンの評価 セルロースの評価

最適条件の検討
オリゴ糖の評価

連続化の検討

分離精製法の検討 分離精製法の検討

1-1-5-2 

高温高圧水処理法 分離精製法の検討

1-1-5-3 直接酸糖化法

成分利用の各研究機関へのサンプル提供
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(6)中間目標の達成度  
 平成 27 年度までの目標と達成度を下表に示す。  

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  達成度※

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

1-1-5-1(a) 

アセトン/水処理

法による成分分離

最適条件の検討 

（京都大学） 

原料固体濃度

15wt%、アセトン/

水=2:3 で可溶化リ

グニン収率 70% 

回分式原料固体濃度

30wt%で樹脂原料リ

グニン収率 80% 

 ○  

1-1-5-1(b) 

連続プロセスによ

るアセトン/水処

理法を用いた成分

分離の検討（産総

研東北） 

濃度 10%で樹脂原料

収率 50%、セルロー

ス収率 50%を満足す

るアセトン水溶液

濃度を決定。  

濃度 27%の連続処理

において、樹脂原料

収率 50%以上、セル

ロース収率 40%以上

を達成 

△ 

(H28.3 達

成見込み)

セルロースの高温暴露

時間を短縮させた検討

により収率の向上を目

指す 

1-1-5-1(c) 

アセトン/水処理

法のリグニンの評

価・分離精製法に

関する検討（住友

ベークライト） 

リグニンの制御方

法 ,品質スペック決

定。リグニン収率

60%以上、不純物 5%

以下。 

固液－液液分離の 2

段精製で、収率 70%

以上で可溶性リグニ

ンを分離。可溶率、

軟化点、ホルムアル

デヒド反応性の品質

評価手法を検討。 

△ 

(H28.3 達

成見込み)

連続プロセスでの適用

検証、不純物含有率の

定量。精製条件を最適

化し、品質評価法確立

とスペック設定を行

う。 

1-1-5-1(d) 

アセトン /水処理

法の固体セルロー

スの評価・分離精

製法に関する検討  

（宇部興産）  

レブリン酸原料と

してリグニン残存

固体セルロースの

品質とプロセス評

価  

セルロース収率 40%

（原料基準）達成、

レブリン酸合成原料

として使用可（残存

リグニンの影響・小

を確認）  

 

△  

（H28 年

3 月達成

見込み）  

 

本法由来セルロースか

ら合成したレブリン酸

（又はそのエステル）

の GVL 原料としての

品質評価の実施  

 

1-1-5-2(a) 

連続プロセスによ

る高温高圧水処理

法を用いた成分分

離の検討（産総研

東北） 

固形物 20%で樹脂原

料収率 60%、糖など

のホロセルロース

由来有価物収率向

上の条件決定。 

・濃度 23%の連続処

理において、樹脂原

料収率 60%以上を達

成 

・急速昇温、および

反応時間短縮により

樹脂原料、ホロセル

ロース収率増加を確

認 

△ 

(H28.3 達

成見込み)

前加水分解によるヘミ

セルロース除去サンプ

ルの高温高圧水処理の

追加検討 

表Ⅲ-2.2.2-17 第一中間目標と達成度 
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1-1-5-2(b) 

高温高圧水処理法

にて分離されたリ

グニンの評価、応

用プロセスの検討

（住友ベークライ

ト） 

リグニンの制御方

法 ,品質スペック決

定。リグニン収率

60%以上、不純物 5%

以下。 

連続処理プロセス 

(産総研東北)で可溶

性リグニン収率 60%

以上を達成。軟化

点、ホルムアルデヒ

ド反応性の観点から

樹脂原料に最適。 

△ 

(H28.3 達

成見込み)

不純物含有率の定量。

収率と樹脂特性から品

質スペック設定を行

う。副産物（糖液、不

溶残渣）の利活用方法

を探索。 

1-1-5-3(a) 

直接酸糖化法の確

立とオリゴ糖生成

最適条件の検討 

(京都大学) 

多糖類基準でオリ

ゴ糖収率 80% 

2 段処理を実施する

ことでオリゴ糖収率

80%を確保。 

△ 

(H28.3 達

成見込み)

原料固体濃度増大の検

討 

1-1-5-3(b) 

直接酸糖化法の最

適プロセスの開発

と生成オリゴ糖の

評価・分離精製に

関する検討（宇部

興産）  

オリゴ糖成分の有

効利用率評価、多

糖類基準でオリゴ

糖収率 80% 

 

オリゴ糖収率 80%

（セルロース基準）

を達成、レブリン酸

合成原料として使用

可  

 

△  

（H28 年

3 月達成

見込み）  

 

酸使用量の削減・回

収・再利用性の検討、

残渣リグニンの利用性

評価の実施  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 
(7)最終目標の達成可能性  

絞込みにおいて採用された場合の最終目標と達成可能性を下表に示す。  

 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

1-1-5-1(a) 

アセトン/水処理法

による成分分離最

適条件の検討 
（京都大学）

回分式原料固体濃度

30wt%で低分子リグニン

収率 80% 

原料固体濃度 50wt%で低

分子リグニン収率 70%以

上 

リグニン生産量を維持

しつつ、アセトンのリ

サイクルにより達成の

見込み 

1-1-5-1(b) 

連続プロセスによ

るアセトン/水処理

法を用いた成分分

離の検討（産総研

東北）

濃度 27%の連続処理にお

いて、樹脂原料収率 50%

以上、セルロース収率共

に 40%以上を達成 

連続処理においてリグニ

ン収率：60%以上 
反応時間、アセトン濃

度等の条件を検討する

ことにより達成見込み 

1-1-5-1(c) 

アセトン/水処理法

可溶性リグニン収率 70%

以上（バッチ）。 
可溶性リグニン収率以上

60%、不純物 5%以下。コ

分離精製条件を適正化

による不純物量を削減

表Ⅲ-2.2.2-18 最終目標の達成可能性 



  

Ⅲ-2.2-33 

 

のリグニンの評

価・分離精製法に

関する検討（住友

ベークライト）

熱溶融性、反応性良好。 スト\170/kg 、プロセスに用いるア

セトンの再利用技術が

確立できれば達成可能

と見込まれる。 
1-1-5-1(d) 

アセトン /水処理法

の固体セルロース

の評価・分離精製

法に関する検討

（宇部興産）  

セルロース収率 40%（原

料基準）達成、レブリン

酸合成原料として使用可

（残存リグニンの影響・

小を確認）  

 

セルロース 45 円 /kg（低

分子リグニン 170 円

/kg）以下で提供するプ

ロセス構築、成分利用技

術と合わせた一貫製造プ

ロセス構築  

アセトンの使用量低

減、回収率向上、回収

アセトンの再利用性が

最終目標達成に不可欠  

 

1-1-5-2(a) 

連続プロセスによ

る高温高圧水処理

法を用いた成分分

離の検討（産総研

東北） 

・濃度 23%の連続処理に

おいて、樹脂原料収率

60%以上を達成 
・急速昇温、および反応

時間短縮により樹脂原

料、ホロセルロース収率

増加を確認

濃度 25%の連続処理

ホロセルロース収率に影

響を与える条件の明確化

前加水分解によるヘミ

セルロース除去、スラ

リー化検討、反応時間

等の検討により達成見

込み 

1-1-5-2(b) 

高温高圧水処理法

にて分離されたリ

グニンの評価、応

用プロセスの検討

（住友ベークライ

ト）

可溶性リグニン収率 60%

以上（連続）。 
熱溶融性、反応性良好。

可溶性リグニン収率以上

60%、不純物 5%以下。コ

スト\170/kg 

処理プロセスで併産さ

れる糖液、不溶残渣の

有価物利用技技術が確

立できれば達成可能と

見込まれる。 

1-1-5-3(a) 

直接酸糖化法の確

立とオリゴ糖生成

最適条件の検討 
(京都大学)

2 段処理を実施すること

でオリゴ糖収率 80%を確

保。 

オリゴ糖 45 円/kg 以下

のプロセス構築 
リグニンの高品位化と

酸溶媒量の削減、リサ

イクルが必要 

1-1-5-3(b) 

直接酸糖化法の最

適プロセスの開発

と生成オリゴ糖の

評価・分離精製に

関する検討（宇部

興産）  

オリゴ糖収率 80%（セル

ロース基準）を達成、レ

ブリン酸合成原料として

使用可（残渣リグニンの

利用性に課題有り）  

 

オリゴ糖 45 円 /kg（低分

子リグニン 170 円 /kg）

以下で提供するプロセス

構築、成分利用技術と合

わせた一貫製造プロセス

構築  

残渣リグニンの利用

性、酸の使用量低減、

回収率向上、回収した

酸の再利用性が最終目

標達成に不可欠  
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(8)研究開発の成果と意義  
技術開発項目 1-1-5-1(a)：アセトン/水処理法による成分分離最適条件の検討 

（京都大学） 

 リグニンの樹脂原料化のためには、できるだけ不活性な変質を避けながら脱リグ

ニンを行わなければならない。それに対して我々は 200℃以上のアセトン水溶液で

処理する手法を提案してきた。これまでの、アセトン/水処理法の標準条件は 220℃、

1 時間、アセトン濃度 50 wt%水溶液、原料固体濃度 10 wt%である。一方、経済的

な観点からは本プロセスで使用する溶剤量を削減することが望ましく、これには固

体原料濃度の増大がキーポイントとなる。そこで、固体原料濃度を 30 wt%まで増大

させたときの生成物分布を調べた。反応温度は 220℃、反応時間は 1 時間である。

反応後、固体残渣、アセトン可溶分および水可溶分に分け、各画分の重量を測定し

た後、残りは揮発分とした。ユーカリの原料基準のアセトン可溶分収率は 28%、固

体収率は 42%、スギのアセトン可溶分収率は 32%、固体収率は 48%であった。ユー

カリの固体収率は、ほぼセルロース含有率に等しく、元素分析値もセルロースのそ

れと同等であったので、アセトン/水処理によりほぼセルロースが固体として残って

いると考えられる。一方、スギについては、成分利用のセルロース評価においてク

ラソンリグニンが 2 割程度残存していることが判明している。セルロースの脱水も

一部進行していることを考え合わせると、アセトン可溶リグニンは 80%以上の収率

で回収できたことになる。よって、第一中間目標は完全に達成された。  

 次に、前抽出による脱ヘミセルロースの影響を調べた。180℃、1 時間の水熱処理

でヘミセルロースはほぼ水溶性成分に分解されることがわかっている。この処理の

有無によるアセトン可溶分収率は、脱ヘミセルロース処理有りと比べ、処理無し

（直接アセトン/水処理）は固体残渣収率が小さく、アセトン可溶分収率が数%大き

くなった。これは、脱ヘミセルロース処理をしない条件では、ヘミセルロースから

生じる有機酸等がリグニン抽出処理において共存しており、リグニンの分解が促進

されたためと考えられる。したがって、ヘミセルロースの前抽出は、アセトン/水処

理によるリグニン可溶化のためには不要であることが明らかになった。今後は、最

終目標達成のため、さらなる溶剤使用量の削減について検討していく予定である。 

 
技術開発項目 1-1-5-1(b)：  連続プロセスによるアセトン/水処理法を用いた成分  

分離の検討（産業技術総合研究所 東北センター）  
a. 木質スラリーの連続処理  

従来のカッティングミルではなくボールミルで微粉砕した木粉とアセトン水溶液

とを混合することで、長時間安定で均質なスラリーを調整できた。本方式で調整し

た 27%木粉スラリー（50%アセトン水溶液）を用いて水熱処理を実施した。反応条

件は 230℃、9MPa、30 分、スラリー流量 20g/min とした。その結果、樹脂原料収率

50%以上、セルロース収率 40%以上を達成した。以下に、連続処理、回分式処理の

固形物分析の結果を記す。  
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表Ⅲ-2.2.2-19 連続処理と回分式処理の比較  

 
連続処理 

回分式（電気

炉） 

回分式（サンドバ

ス） 

固形物残存率 (%-投入固形物） 52.9 42.2 41.1 

樹脂原料収率 (%-投入リグニン) 97.0 111.7 115.0 

セルロース収率 (%-投入セルロー

ス) 
43.5 63.2 67.2 

 

 連続処理では回分式処理にくらべて樹脂原料、セルロース共に収率が低下してい

る。樹脂原料に関しては可溶化の抑制と考えられるがセルロースに関しては原因不

明である。今後は再現性も含めて、温度、サンプル回収方法等の条件を精査してい

く予定である。  

 
技術開発項目 1-1-5-1(c)：アセトン/水処理法により分離されたリグニンの評価・  

分離精製法に関する検討（住友ベークライト）  
本研究項目では、アセトン/水処理法により木質バイオマス原料から分離されるリ

グニンに関して、効率的なリグニンの分離精製法の確立および樹脂原料への適用性

の検証を目的とした。  

リグニンを分離精製する基本プロセスとしては、濾過による固液分離にて固形セ

ルロースを除去、リグニン含有アセトン水溶液からアセトンを留去し、貧溶媒化し

た液相中で相分離した有機相（リグニン含有）を水相（ヘミセルロース等の水溶性

分解成分を含有）を液液分離して回収することで、収率 52%で可溶性リグニンを単

離できることを明らかにした。さらに、分離された固形セルロース中に残存する可

溶性リグニンをアセトン水（50/50wt%）を用いて室温で洗浄抽出し、同様に分離回

収することで、トータルの可溶性リグニン収率 74%を達成した。  

アセトン /水処理法（バッチ処理：230℃ /5MPa/0.5h）により得られた可溶性リグニ

ン（原料樹種：スギ、ユーカリ）について、元素分析、芳香族/脂肪族比率（熱分解

GC-MS 法）、平均分子量（GPC 法）、軟化温度（TMA 法）、水酸基当量（滴定法）、

ホルムアルデヒド反応性（ヘキサメチレンテトラミン 15 重量部配合組成物の DSC

分析）について分析評価を行った。得られた可溶性リグニンは、芳香族を主体とし

た化学構造を有しており、数平均分子量は 700 以下で、軟化温度も 100～110℃と一

般的なフェノール樹脂の反応温度域内であり、DSC 法を用いた熱分析にてホルムア

ルデヒドとの良好な反応活性も確認された。これら結果から、アセトン/水処理法に

より得られたリグニンは、樹脂合成反応に適用可能な特性を有することが検証され

た。  

 

技術開発項目 1-1-5-1(d)：アセトン/水処理法により分離された固体セルロースの  
評価・分離精製法に関する検討（宇部興産）  

本項目では、アセトン/水処理法の分離条件とセルロース収率や取得セルロース中
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の残存リグニン量の関係を調査し、得られた固体セルロースをレブリン酸合成反応

に供することで、レブリン酸製造原料としての品質を評価した。図Ⅲ-2.2.2-11 に示

す通り、アセトン /水処理時（220℃、1 時間）のアセトン濃度を調整することで残

存リグニンの少ないセルロースを収率 43%（残存リグニン率< 1%）で取得できた。

また、取得セルロースをレブリン酸合成反応に供したところ、原料がグルコースの

場合のレブリン酸収率と同程度の値を示した。以上の結果から、本法によりレブリ

ン酸製造原料として十分使用可能な固体セルロースを収率 40%以上で分離できるこ

とが明らかとなった。   

今後は本法由来セルロースから合成したレブリン酸（又はそのエステル）の GVL

製造原料としての品質評価を実施することで、第一中間目標（平成 27 年度末）を

達成見込みである。最終目標（平成 31 年度末）達成の為には、使用アセトンのコ

スト削減が不可欠であり、アセトンの使用量低減、回収率向上、回収アセトンの再

利用性に関する検討を進める予定である。  

 

技術開発項目 1-1-5-2(a)：連続プロセスによる高温高圧水処理法を用いた成分分離  
の検討（産業技術総合研究所 東北センター）  

a. 連続処理  

木粉・水スラリーにおいても、木粉の微粉砕加工により長時間安定・均質な木粉-

水スラリーが調整可能であり、固形物濃度 23%での連続実験を実施した。その結果、

目標としていた 60%以上の樹脂原料収率を達成した。また下表に示す通り、回分式

処理の結果と収率がほぼ同じであった。これは回分式処理で起こっている現象を連

続処理でも忠実に再現できていることを示唆している。今後は、前加水分解により

ヘミセルロースを回収し、ヘミセルロースを除去した木粉を原料としてホロセル

ロース収率を向上させられる条件の検討を行う。  

 

 

 

図Ⅲ-2.2.2-11 アセトン/水処理法におけるアセトン濃度の影響

（原料ユーカリ）  
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表Ⅲ-2.2.2-20 連続処理と回分式処理の比較  

 
連続処理 

回分式 

（電気炉） 

回分式 

（サンドバ

ス） 

固形物残存率 (%-投入固形物） 46.5 50.1 46.6

樹脂原料収率 (%-投入リグニン) 63.0 67.7 67.7

 

b. 経済性試算  

本プロセスの実用性を評価する上で非常に重要となる経済性試算を実施した。ここ

では、リグニンとセルロースの両方を回収することができるアセトン水溶液処理につ

いて記載する。基準は回分式試験の結果（樹脂原料収率：117%（対投入リグニン）、

セルロース収率：70%（対投入セルロース））に基づいて検討を行った。なお木材中の

50%がセルロース、20%がヘミセルロース、30%がリグニンと仮定した。試算は、スラ

リー濃度を 25%、アセトン水溶液のアセトン濃度は 50%、木材チップ処理量 10 万 t/年

のプラントとした。コスト試算を行ったフローを下図に示す。  

木質スラリー

因子：固形物
濃度、アセト

ン濃度

ポンプ軸動力
考慮

追加予熱器

反応器
アセトン水溶液

230℃
持込熱量の20%

を加熱

熱交換器1

反応器流出
熱量の1/2を

熱回収

固体セルロース
を分離

減圧

アセトン水溶液

リグニン、ヘミ
セルロース溶

解状態

アセトン再利用

【課題6】

アセトン回収率向上によ
るメイキャップ量削減

【課題3、4】

リグニン収率、セ
ルロース収率を

向上させる。

【課題2】

固形分濃度を
向上させる。

セルロース回収
100℃以上の温度

を保持して減圧し
て同時に乾燥

セルロース

熱交換器2

反応流体を室温
まで冷却すると同
時に熱媒に排熱

回収

熱媒

熱
媒

リグニン乾燥
回収熱源利用

リグニン濃度70%
In アセトン溶液

回収熱源
有効利用可能熱源

アセトン蒸発
回収熱源利用

アセトンメイキャップ
アセトン流量の8%

樹脂
原料

リグニン
アセトン溶液

ヘミセルロース
水溶液

【課題5】

アセトン濃度を
低減する。

【課題1】

プロセス処理
量どの程度と

するか？

蒸発アセトンの回収

リグニン同伴量の半分
を回収

全体アセトンの8%相当

 

図Ⅲ-2.2.2-12 コスト試算フロー（アセトン水処理）  
 

 なお、設備費は既知の下水汚泥処理プラント（処理量 5t/day）の装置費用を 0.7

乗則で推算し、ランニングコストは上図に記載の電気、加熱用重油、初期アセトン、

メイキャップアセトン（年 12 回全交換＋リグニン回収時の排出アセトン）、人件

費を考慮した。その結果、木材処理コストは¥71/kg となり、セルロースを¥45/kg と

した際のリグニンコストは¥184/kg となった。木粉濃度、アセトン濃度、樹脂原料

収率、セルロース収率、アセトンメイキャップ量をパラメーターとしてコストへの

影響を検討した。木材濃度は、試算時が 25%であったが、現在スラリー化検討で

30%程度の安定スラリー化に目処を付けた。今後実験を行い収率などの評価を行う

ことで、処理コストをアップデートしたいと考えている。同じ収率を得られると仮
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定した場合、木粉濃度、樹脂原料収率、セルロース収率が上がると、コストは下が

る。一方、アセトン濃度を変化させてもアセトンは 92%を回収再利用する前提であ

るため、それほどコストに影響はない。むしろメイキャップ量が微増するだけでコ

ストは高くなる。アセトン水溶液処理において、アセトン再利用性を確認し、アセ

トン再利用率がプロセス全体の実現性を左右することが改めて再確認された。  

 高温高圧水処理においては、樹脂原料収率は目標である 60%を満足したが、ホロ

セルロース収率は低く、過分解されることが分かった。コスト試算を行ったものの、

ホロセルロース分解物の有効利用がなされない限り、目標のコストには程遠い結果

となった。  

 

技術開発項目 1-1-5-2(b)：高温高圧水処理法にて分離されたリグニンの評価・  
応用プロセスの検討（住友ベークライト）  

本研究項目では、高温高圧水処理法により分離されるリグニンの樹脂原料への適

用性の検証を目的とした。また水熱処理温度の低温化、リグニン収率向上を目的に、

高温高圧水処理におけるフェノールの添加効果を明らかにすることを目的とした。  

高温高圧水処理法（バッチ処理：300℃ /9MPa/1h）により得られたアセトン可溶

リグニン（原料樹種：スギ、ユーカリ）について、技術開発項目 1-1-5-1-(c)と同様

の分析評価を行った。得られた低分子リグニンは、芳香族を主体とした化学構造を

有しており、数平均分子量は 500 以下で、軟化温度も 90~100℃と一般的なフェノー

ル樹脂の反応温度域内であり、DSC 法を用いた熱分析にてホルムアルデヒドとの良

好な反応活性も確認された。これら結果から、高温高圧水処理法により得られたリ

グニンは、樹脂合成反応に適用可能な特性を有することが検証された。  

高温高圧水処理法において、原料のスギ木粉に対して 10 重量%相当のフェノール

を添加し、230℃にて高温高圧水処理を実施した。分離回収した可溶性リグニンの

収率は、フェノール未添加の従来条件（300℃/9MPa 処理）の系に比べて 3%向上し、

反応温度をアセトン/水処理法と同じ 230℃にまで低温化して同等以上の収率が得ら

れることを明らかにした。  

 

技術開発項目 1-1-5-3(a)：直接酸糖化法の確立とオリゴ糖生成最適条件の検討  
(京都大学) 

 アセトン /水処理では脱リグニンをしたのち各成分の転換という一般的な従来型の手

順を踏んでいるが、ここでは発想を転換して、木質バイオマスのセルロースを直接オ

リゴ糖へ加水分解する直接酸糖化法を提案する。ギ酸などの有機酸であれば、高濃度

の無機酸を使用しないため廃酸は生じない点にメリットがある。セルロース固体の反

応性の高い非晶部分からオリゴ糖を選択的に取り出しながら分離する。この提案法の

ポイントは、高温高圧水の pKa 値を温度と添加したギ酸によって調節し、リグニンの

溶解を極力抑えた雰囲気でプロトン供与能を高めオリゴ糖化を促進する点にある。ま

た、使用するギ酸はレブリン酸製造時に同時に生成されるため、それをリサイクルで

きる点でも無駄がない。以上の観点から、初年度である平成 25 年度では種々の反応条

件で糖化を試みたが、目標収率 80%のところ、60%程度に留まった。溶剤流通式では収
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率が増加する知見を有していたため、平成 26 年度には多段処理を試みた。このコンセ

プトの意義は 1 段目において高濃度のギ酸により 140℃付近で処理することでセルロー

スの結晶構造を膨潤させ、2 段目は高温の水熱処理によってオリゴ糖化しようとすると

ころである。2 段目を 200℃の水熱処理、それぞれの反応時間を 2 時間としたとき、

ユーカリ、スギからそれぞれ原料基準のオリゴ糖収率について 1 段目と 2 段目の和は

67%と 56%となり、多糖類基準では 80%以上と目標値を達成した。同時に、リグニンは

平均分子量から低分子化しておらず、樹脂原料としては不適であった。ギ酸使用量も

コストに大きな影響を与えるため、原料固体濃度の増大とリグニン利用法について今

後の課題としてあげられる。  

 

技術開発項目 1-1-5-3(b)：直接酸糖化法の最適プロセスの開発と生成オリゴ糖の  
評価・分離精製に関する検討（宇部興産）  

本項目では、酸（ギ酸や硫酸）のセルロース溶解力とブレンステッド酸としての

特性を利用して、効率的にセルロースの加水分解反応を進行させ、溶解性の高いオ

リゴ糖を合成する技術開発（ギ酸糖化法、硫酸糖化法）を実施した。得られたオリ

ゴ糖はレブリン酸製造原料としての品質を評価した。  

ギ酸糖化法では、セルロース溶解に高濃度ギ酸や高い反応温度が必要である為、

生成オリゴ糖の過分解やフミン質生成によりオリゴ糖収率が低い事、ギ酸の溶剤コ

ストが高い事、残渣リグニンの利用性、反応器への耐食性材質使用の必要性等の課

題が明らかとなった。硫酸糖化法では、原料がユーカリの場合にオリゴ糖収率

81.5%（セルロース基準）を示し、目標収率を達成した。使用した硫酸はレブリン

酸製造の触媒として使用可能な為、酸を含むオリゴ糖液をレブリン酸合成反応に供

したところ、原料がグルコースの場合のレブリン酸収率と同程度の成績を示した。  

以上の結果から、本法によりレブリン酸製造原料として使用可能なオリゴ糖を収率

80%以上で分離できることが明らかとなった。残渣リグニンについては低分子化技

術開発や利用性評価を進めることで、第一中間目標（平成 27 年度末）を達成見込

みである。最終目標（平成 31 年度末）達成の為には、酸のコスト削減が不可欠で

あり、酸の使用量低減、回収率向上、再利用性に関する検討を進める予定である。  
 

2.2.2.5 水熱・メカノケミカル処理  
(1)背景と目的  
 再生可能資源である木質系資源を、従来の石油資源由来の化学品原料を代替すべ

く利用するため、木質資源の主成分であるセルロース、ヘミセルロース、リグニン

を分離し、それぞれの成分を有効利用する技術に適した原料に変換する技術を開発

する必要がある。  

 これまで木質資源の一部、特に糖の利用のみの有効利用が進められてきた。しか

しながら、従来の石油資源からの化学品にコストの面で劣り、普及に至っていない

のが現状である。  

 本開発項目では、バイオエタノール製造で実証試験が行われている、水熱処理技

術と粉砕技術を組み合わせた水熱・メカノケミカル処理を酵素糖化の前処理技術と
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して用いることにより、木質資源の 3 成分分離を達成することが目的である。従来

の水熱・メカノケミカル処理においては、水熱時にアルカリを添加してリグニンの

分離・分解を行い、他の技術と同様にリグニンは熱回収され、それ以上の有効利用

が検討されてこなかった。本プロジェクトでは、アルカリ等化学品を使わずに処理

することにより、他の技術とは異なった特性のリグニン成分を分離し、その有効利

用を検討する。  

 

(2)位置付け、目標値  
 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

1-1-7. 

水熱・ﾒｶﾉｹﾐｶﾙ・

酵素処理法  

生産物単価（セル

ロース・ヘミセル

ロースで 45 円

/kg、粗リグニン 70

円 /kg）に耐えうる

処理技術の開発  

スケールアップ検討

ならびに分離された

成分のそれぞれの利

用技術への繋ぎこみ

各成分を化学品原

料として利用した

化学品一貫製造プ

ロセスの開発。  

海外の競合

する技術

（例えば

Lignol 社）

での生産物

単価（単糖

で 40～50 円

/kg）と同レ

ベルである

こと。ま

た、製紙産

業のクラフ

トパルプ法

と同程度の

トータルな

経済性（60

円 /kg-パルプ

に基づい

て、粗リグ

ニン 70 円 /kg

を算出）を

有するこ

と。  

 

 

 

 

 

表Ⅲ-2.2.2-21 研究開発目標と根拠  
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(3)全体計画  

 

 

(4)実施体制  
 本開発項目は、国立研究開発法人産業技術総合研究所が研究開発を実施し、分離

した成分を逐次成分利用グループ（糖利用グループ、リグニングループ、セルロー

スグループ）にサンプル提供して各利用技術の原料としての妥当性を評価してもら

い、その結果に基づいて処理技術の改良を行う体制となっている。また、日本製紙

株式会社より提供されたプロジェクト共通原料であるスギチップならびにユーカリ

チップを 3 mm 以下に粉砕し、各前処理技術を担当する機関に提供する。  

 

 (5)中間目標の達成度  
 

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

1-1-7. 

水熱・ﾒｶﾉｹﾐｶﾙ・

酵素処理法  

糖収率 0.5（セル

ロース、ヘミセル

ロース換算）。生産

物単価（セルロー

ス・ヘミセルロー

スで 45 円 /kg、粗リ

グニン 70 円 /kg）に

耐えうる処理技術

の開発  

糖生成物収率は目標達

成（0.58）。生成した糖

の価格を 45 円 /kg とす

ると、処理コストをペ

イするためには粗リグ

ニンが 110 円 /kg 以上で

あることが必要。  

× 消費電力の減少と熱回

収による生産コストの

低減ならびに生成物の

高付加価値化（各成分

利用技術に適した原料

に変換）が課題。消費

電力に関しては、水熱

処理温度を高くするこ

とで粉砕に係わる消費

 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019  

 1. 既存プラントで 

の運転データ取得 

 2. 省エネ化・ロス 

低減 

 3. 生成物利用技術 

との整合性検討 

 4. 一貫プロセス 

開発 

 5. ベンチプラント 

設計・建設 

 6. ベンチプラント 

運転試験 

前

処

理

技

術

の

一

本

化

一貫製造 

体制の構築 

プラント 

実証 

表Ⅲ-2.2.2-22 第一中間目標と達成度  
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電力の低減が可能。生

成物の高付加価値化に

関しては、現在利用技

術担当機関にサンプル

を提供し、評価依頼

中。  

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

(6)最終目標の達成可能性  
 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

1-1-7. 

水熱・ﾒｶﾉｹﾐｶﾙ・酵

素処理法  

処理コストの低減、特に消費電力

の低減ならびに生成物の高付加価

値化が必要  

各成分を化学品原

料として利用した

化学品一貫製造プ

ロセスの開発。  

水熱処理条件の最

適化（条件を厳し

くする）により消

費電力量（粉砕動

力）の低減が可

能。熱回収の検

討。低分子リグニ

ンの製造が可能で

あり、現在リグニ

ン G で評価中。以

上の点をクリアで

きれば達成が可

能。  

 

(7)研究開発の成果と意義  
a. プロジェクト標準試料の乾燥・粉砕と分析  

・乾燥と粉砕   

プロジェクトで使用する標準試料として、日本製紙(株)より供されたスギおよび

ユーカリ製紙用チップ（含水率約 45%）を、含水率が約 10%になるまで天日乾燥

した。天日乾燥したチップを、増幸産業（株）製カッターミル（MKCM-5）を使

用して 3 mm 以下に粉砕し、各前処理技術を担当する機関に送付した。  

・試料の分析  

スギチップ、ユーカリチップのカッターミル粉砕物（< 3 mm、以後スギ粉末、

ユーカリ粉末と言う）について、成分分析を行った。結果を表Ⅲ-2.2.2-24 にまと

めて示す。含水率はハロゲン水分計（メトラー・トレド社、HB43-S）にて測定し

た。それ以外の項目は、木質科学実験マニュアル（日本木材学会編、文永堂出版

（2010 年））に従って測定を行った。  

表Ⅲ-2.2.2-23 最終目標の達成可能性  
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表Ⅲ-2.2.2-24 スギならびにユーカリカッターミル粉末の成分分析結果  

項目  スギ  ユーカリ  

含水率  7.5% 5.7% 

灰分  0.3% 0.4% 

ソックスレー抽出物  2.9% 0.7% 

Klason リグニン  32.1% 26.1% 

ホロセルロース  80.0% 84.5% 

α セルロース  43.6% 44.7% 

ヘミセルロース（計算値） 36.4% 39.8% 

構成単糖  

mg/g-dry 

Glucose 558 540 

Xylose 61 183 

Galactose 16 29 

Arabinose <10 <10 

Mannose 101 <10 

 

b. 既存施設によるユーカリ糖化液の製造  

 水熱・メカノケミカル・酵素処理法は、水熱処理と湿式粉砕処理（例えばカッ

ターミル、ディスクミル、リファイナー等）を組み合わせ、その処理物を酵素糖化

して糖化液（単糖、グルコースやキシロース等）と糖化残渣（リグニン主体）に分

離する技術である。既存施設によりユーカリ粉末、スギ粉末を成分分離した結果を

以下に述べる。  

 

・水熱処理  

内容積 1.70 m3 の地球釜（（株）ヤエス）にユーカリ粉末 15.96 kg（15 kg 乾燥重

量）、水 80 kg を加え、2 rpm で回転させながら 150℃（480 kPa）で 4 時間水熱処

理を行った。水熱処理後、冷却した。水熱処理物の全量は、261.48 kg、pH は

3.21 であった。  

・湿式微粉砕  

水熱処理試料を湿式高速カッターミル（増幸産業（株）製  3M7-40）により、固

定刃 L100 （クリアランス 0.8 mm）、回転数 9,000 rpm の条件下で湿式微粉砕を

行った。カッターミル処理物は水を加えて固形分濃度を 5%に調節した。  

・磨砕処理（ディスクミル）  

湿式微粉砕処理物をディスクミル（増幸産業（株）、MKZA15-40J）を用いて摩砕

処理を行った。ディスク回転数 1,800 rpm で 10 パス処理した。回収した処理物の

全量は 272.42 kg（固形分：4.85%）、pH は 3.30 であった。  

・酵素糖化  

ディスクミルで処理したスラリー試料 240.48 kg（固形分：4.85%）を糖化タンク

（容量：400 L）に投入し、2N-硫酸と 2N-水酸化ナトリウムを用いて pH5.0 に自
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動的に調整し、アクレモニウムセルラーゼ酵素（明治製菓（株））を 20 FPU/g-dry

サンプル、Optimash BG（ジェネンコア社）を 50 mL 添加した。タンク内の撹拌

速度を 200 rpm に、温度を 50℃に設定して、92 時間糖化反応を行った。糖化反応

後、糖化試料として 238.02 kg 回収した。試料の pH は 5.05 であった。  

・固液分離  

酵素糖化で得られた糖化試料は、フィルタープレス（藪田産業（株）製、50D-

16）を用いて速やかに固液分離を行った。回収した液相は 219.6 kg、固相は 8.6 

kg（固形分：45%）であった。  

・ユーカリ糖化液の組成分析  

ユーカリを原料とした糖化液の糖ならびに有機酸等の定量分析結果を表に示す。

また、同様に処理したスギ粉末からの生成物も合わせて表Ⅲ-2.2.2-25 に示す。  

 

表Ⅲ-2.2.2-25 ユーカリ糖化液ならびにスギ糖化液中の成分濃度  
成分  ユーカリ

g/l

スギ  

g/l 

グルコース  22.69 10.49 

キシロース  7.81 1.84 

ガラクトース  1.10 1.29 

アラビノース  0.43 0.49 

マンノース  0.39 3.98 

ギ酸  0.34 0.28 

酢酸  2.78 0.84 

5-HMF 0.03 0.06 

フルフラール  0.18 0.08 

 

 糖化タンクへのユーカリディスクミル処理物の投入量は 11.7 kg-dry、糖化後のグ

ルコース、キシロース生成量はそれぞれ 5.7 kg、2.0 kg であるので、それぞれの収

率は 0.48 kg/kg-原料、0.17 kg/kg-原料であった。一方、スギを原料として同様に処

理した場合、糖化液中のグルコースの濃度はユーカリの場合の半分以下であり、ス

ギを原料とした場合には酵素糖化性が悪いことが分かった。  

 

c. 既存施設による糖化液製造後に生成した糖化残渣の分析  

・ユーカリ、スギ酵素糖化残渣の組成分析  

   上述の既存施設において酵素糖化後の処理物を固液分離後に得られた糖化残渣の

組成分析を表Ⅲ-2.2.2-26 に示す。  
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表Ⅲ-2.2.2-26 糖化残渣の組成分析（乾燥重量当たりの割合）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ユーカリを原料とした糖化残渣では、リグニンの含有率が 83%以上と高く、構成

糖としてグルコースが検出されたため、セルロースが含まれているもののその含有

率は低い。一方、スギを原料とした糖化残渣では、酵素糖化性が悪かったため、構

成糖としてグルコースやキシロース、マンノースが検出されていることから、セル

ロースやヘミセルロースが残存しており、そのためリグニン含有率も約 50%と低

かった。  

 ユーカリを原料とした糖化残渣中にも糖が確認されていることから、糖を除去し

てリグニン含有率をさらに上げるため、糖化残渣中の糖を加水分解するために水熱

処理を行った。得られたリグニンがリグニン Gr で利用されるためには、有機溶媒

へ溶解することが求められている。そのため、水熱処理条件と処理後の固形分から

の有機溶媒への溶解率を検討した。その結果、糖化残渣を 190℃、1 h で処理するこ

とによりテトラヒドロフラン中にユーカリ粉末中のリグニンの約 40%が溶解するこ

とが分かった。このテトラヒドロフラン溶解サンプルをリグニン Gr の住友ベーク

ライト (株 )（フェノール樹脂）ならびに日本化薬 (株 )（エポキシ樹脂）に提供し、

評価を依頼した結果、フェノール樹脂原料としては硬化せず不適、エポキシ樹脂原

料としては硬化が認められたものの収率が 50%と低いことが指摘された。その原因

として、分子量が高い（Mn: 998、Mw: 2,334）ことが考えられた。抽出溶媒をアセ

トンに変えることにより、分子量の低下（Mn: 817、Mw: 1506）が認められたが、

糖化残渣の水熱処理は水熱処理液中に約 15%のリグニン成分が溶解しており、その

回収や加水分解によって生じた糖成分を含んだ水熱処理溶液の処理について実用化

の面から困難が予想される。  

 一方、ユーカリを原料とした糖化残渣では、ソックスレー抽出物が 19.4%と非常

に高い値であった（表Ⅲ -2.2.2-26）。ユーカリ粉末では 0.7%の含有であったので

（表Ⅲ-2.2.2-23）、28 倍に増えたことになる。ソックスレー抽出物中の成分を調べ

るため、ソックスレー抽出物を乾燥後、適量をアセトンに溶解させて GC-MS 分析

項目  ユーカリ スギ  

灰分  0.54% 0.30% 

ソックスレー抽出物  19.41% 3.92% 

Klason リグニン  83.01% 49.93% 

ホロセルロース  1.70% 42.26% 

α セルロース  測定できず 14.20% 

ヘミセルロース  測定できず 28.05% 

 

構成糖  

mg/g-dry 

 

グルコース  50 393 

キシロース  <10 23 

ガラクトース  <10 <10 

アラビノース  <10 <10 

マンノース  <10 51 
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をおこなったところ、ソックスレー抽出物にはリグニン由来の芳香族化合物である

シリンガアルデヒドのピークが顕著に表れた。また、他のリグニン由来の芳香族化

合物も検出されていた。このことから、水熱・メカノケミカル・酵素処理法で得ら

れた糖化残渣から、リグニン成分が抽出しやすいことが考えられる。  

 

d. 実用化に向けたシステムの構築  

 本技術を用い、10 万 t/年処理規模でのコスト試算を行った結果を表Ⅲ-2.2.2-27 に

示す。ただし、高速湿式カッターミルならびにディスクミルは大規模化が困難であ

るため、製紙産業で用いられているリファイナーを用いて試算を行っている。  

 

表Ⅲ-2.2.2-27 水熱・メカノケミカル・酵素処理法のコスト試算  

項目 単位   

設備費 
設備費 億円 56  

初期費用 億円 0  

固定費 

労務費 人 28  

保守費 億円 2  

保険など 円   

比例費 

電力費 億円 12  

燃料費 億円 8  

原料（木材） 億円 22  

他 億円 24  

生産物 

リグニン 万トン 1.1 

糖類 万トン 6.5 

燃料化 万トン 2.4 

木材処理コスト 円/kg 木材 75  

生産物の価格 円/kg 木材 41  

 
項目比例費の他は市販酵素ならびに薬品類である。また、生産物の価格は糖類を

45 円/kg、糖化残渣の水熱処理物のアセトン可溶分を粗リグニンとして 70 円/kg、燃

料化を 15 円/kg として計算したものである。現状では、木材処理コストが高く、処

理コストの低減と生産物の高価値化が必要である。  

 
2.2.2.6 マイクロ波利用  
 (1)背景と目的  

本事業では、木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発を目

的とする。  

本研究は、木質バイオマスからリグニン由来芳香族オリゴマーおよびモノマーの原

料をマイクロ波反応で生産し、高機能フェノール・エポキシ樹脂、機能性芳香族モ

ノマーを開発することを目的とする。  



  

Ⅲ-2.2-47 

 

水系マイクロ波反応では、前処理物を酵素加水分解して、発酵原料となる糖を得

るとともに、残滓としてリグニンを分離する。この成分分離法は、酵素糖化性が高

く、分離したリグニンは変性が少ない特徴がある。そこで、このリグニンを標準リ

グニン試料として提供するとともに、反応条件を最適化し、プロセスの改良を進め

る。  

また、バイオマスからの化学品原料生産にとって有用な有機溶媒反応に対応できる

大型マイクロ波反応装置を設計開発し、リグニン分解反応を実施する。大型のマイ

クロ波反応装置は市販されておらず、国際的に優位性がある工業規模でのマイクロ

波プロセスを我が国で実現するため、早期の大型装置の開発が必要である。水系で

の現装置までの実績を基に、早期に有機溶媒対応への改良型装置に移行することに

よって、試料提供が容易になることと、試料の評価結果を基によりプロセスを最適

化させることができる。装置開発にあたっては、防爆等の安全性も考慮し、消防

法・労働基準法等の法規に適する設計を行う。反応開発と装置開発を一体的に行う

ことにより、目的生産物の生産性を高めるだけでなく、安全性にも優れたプロセス

を開発する。  

 

(2)位置付け、目標値  
 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

1-1-6 

水系等のマイクロ

波処理による 3 成

分分離  

 

 総合的なコスト

面と機能面などの

最適化を目指す  

→各企業の目的生

産物をマイクロ波

装置で生産するプ

ロセスを固める  

マイクロ波装置の前

後工程・付帯設備も

含めての連続化と課

題の洗い出し。  

ベンチスケールで

の連続化の検討・

実証を行い、基本

的技術の確立。  

ラボスケー

ルでは様々

な実験・仮

定がされて

いるが、前

後工程を含

めた連続化

実証はほと

んどされて

いない。  

2-3-5 

有機溶媒系マイク

ロ波処理によるリ

グニンの低分子化

技術の開発  

 

各種三成分分離法

により得られた単

離リグニンや原料

木材を、有機溶媒

中でのマイクロ波

反応により低分子

化するプロセスに

ついて検討し要素

技術を確立する。  

有機溶媒系設備とし

ては、各企業の要望

を基に改造を行う。

プロセス全体を考え

た上での最適化を図

る。法規の基準を満

たし、安全性にも優

れる緩やかなプロセ

スを目指す。  

有機溶媒系のラボ

で見出された有望

な条件の実証を重

ね、実用化への問

題点を洗い出す。  

 

技術的に

は、水系装

置での実績

をもとに、

実用化の課

題を明確化

できると考

えられる。

法律面や低

表Ⅲ-2.2.2-28 研究開発目標と根拠  
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応用として、この

有機溶媒系で三成

分分離を行い、直

接低分子リグニン

を得る方法の適用

性も検討する。  

コストな安

全対策開発

の課題は継

続的に検討

を進める必

要がある。  

 

 

(3)全体計画  
 水系でマイクロ波設備の全体・付帯設備を含めた連続化の実証・改善を行う。  

水系を基に基礎技術を確立した後、さらに安全性を高めた有機溶媒系への応用と設

備の検討をしていく。水系反応では、触媒回収を必要としない低濃度有機酸触媒を

用いて前処理を行う。また、フルフラールや酢酸の回収工程を組み込む検討をする。

有機溶媒系前処理では、ベンチスケールのマイクロ波装置を開発して、有用リグニ

ン分解物を分離する反応をラボスケールとベンチスケールで実施し、バイオマス全

体利用の基礎的データを得る。  

マイクロ波による前処理・リグニンの低分子化により有効的なリグニンサンプル、

及び糖液などの副産物複合的に考えて全体で一番効率・コスト・製品面といった総

合バランスでよいところを模索する。高付加価値な製品、マイクロ波でないと得ら

れないようなものをターゲットとし特徴のあるものを目指す。  

 

(4)実施体制  
木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発を図るため、改良

蒸解 Gr、水熱 Gr、糖化 Gr、マイクロ波 Gr が連携し実施する。  

マイクロ波 Gr は、国立大学法人京都大学生存圏研究所、日本化学機械製造株式会

社、日本化薬株式会社、大陽日酸株式会社及び大陽日酸株式会社の再委託先である

国立大学法人京都大学化学研究所が密に連携する。また、リグニン Gr の他化学品

企業へリグニンサンプル授受を行ったり、副生成する糖やフルフラールといった有

効成分を糖 Gr などに授受するなど、他チームとも様々な連携を行っている。  
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図Ⅲ-2.2.2-14 体制  

 

(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  
 リグニン Gr としての事業原簿を参照とし、ここでは省略する。  

 

(6)中間目標の達成度  
 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

1-1-6 

水系等のマイクロ

波処理による 3 成

分分離  

総合的なコスト面

と機能面などの最

適化を目指す  

→各企業の目的生

産物をマイクロ波

装置で生産するプ

ロセスを固める  

リグニンのみならず、

糖液の評価も得た。  

○   

2-3-5 

有機溶媒系マイク

ロ波処理によるリ

グニンの低分子化

技術の開発  

(日本化薬・京大) 

リグニン低分子化

プロセスを実験室

レベルで確立  

 

(日化機・京大) 

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ情報やサ

ンプルの評価結果

を基に、リグニン

ベンチプラントを完成

させ、より実機での挙

動を明らかにすること

ができた。  

○   

表 Ⅲ-2.2.2-29 第一中間目標と達成度  
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低分子化物を分離

する基本プロセス

を確立  

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

(7)最終目標の達成可能性  
 

 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

1-1-6 

水系等のマイクロ

波処理による 3 成

分分離  

現在のベンチプラントはバッチ装

置での実証である。  

ベンチスケールで

の連続化の検討・

実証を行い、大規

模処理プロセスの

基本的技術を確立

する。  

改造の予算面次第

であり、まずは水

系にて問題点を詰

めていく見通し。  

2-3-5 

有機溶媒系マイク

ロ波処理によるリ

グニンの低分子化

技術の開発  

ベンチスケールでは水系での実証

がメインであり、有機溶媒系は

バッチ法の装置開発から始め、装

置開発に成功した状況である。  

有機溶媒系のラボ

で見出された有望

な条件の実証を重

ね、実用化への問

題点を洗い出す  

技術的には、水系

装置での実績をも

とに、実用化の課

題を明確化できる

と考えられる。法

律面や低コストな

安全対策開発の課

題は継続的に検討

を進める必要があ

る。  

低分子リグニン利

用技術の開発  

※リグニン G 内容のため省略  

 
(8)研究開発の成果と意義  

本研究では、誘電加熱法であるマイクロ波反応の特徴を活かした成分分離法を開

発するとともに、工業化の基盤となる装置開発を行い、ベンチスケールの実証運転

に成功した。マイクロ波反応は、水系反応と有機溶媒反応を実施した。  

水系反応では、触媒回収を必要としない低濃度有機酸触媒マイクロ波前処理で、

酵素使用量を抑えつつ高い酵素糖化率と変性の少ないリグニン残滓を分離すること

に成功した。また、ベンチプラントにフラッシュ回収装置をつけることにより、リ

グニン、還元糖の他、酢酸とフルフラールを高収率で回収できることを示した。糖

化によって得た還元糖は、化学品生産のための発酵原料として利用できる。このよ

うに、本法では、多糖の糖化プロセスを後段に入れることなく、糖とリグニンが分

図Ⅲ-2.2.2-30 最終目標の達成可能性  
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離される。  

リグニンの分解利用においては、リグニンの主要結合であるβ-O-4 結合に由来す

る生成物を得るプロセスが多い。こうした反応により目的物を高収率で得るために

は、リグニンを分離する際に、β-O-4 結合を残存させること、芳香環の縮合反応を

抑制することが必要である。水系マイクロ波反応の生成物を、チオアシドリシスや

二次元 NMR 法などで解析した結果、分離したリグニンには、β-O-4 結合が残存し、

変性が少ないことが示された。実際、水系マイクロ波反応で分離したリグニンは、

リグニン Gr 各社に試料を提供し、いくつかの Gr によりリグニン原料としての有用

性が示された。  

大陽日酸と京都大学生存圏研究所、化学研究所が共同で研究しているリグニン由

来安定同位体原料を得る反応に供したところ、安定同位体原料として有用な複数の

リグニンモノマーが得られることを示された。反応収率に与える因子として、触媒、

溶媒、温度、反応時間などを詳細に試験し、有用な生成物については、分解物から

目的物を単離するとともに、有機合成し、構造を完全に決定することに成功した。  

一方、有機溶媒系成分分離反応では、エポキシ樹脂原料となる低分子リグニンを、

得る反応を日本化薬と京都大学生存圏研究所が開発し、特許を出願するとともに、

国際誌 Green Chemisitry に論文発表した。また、国内外の国際学会で成果を発表し

た。この反応では、マイクロ波加熱が、通常の外部加熱より優位に高い収率で目的

物を生産することを示した。  

反応は、ラボスケールのみでなく、新規開発した有機溶媒対応ベンチスケールマ

イクロ波反応装置で実施した。この反応では、水系前処理などで分離したリグニン

の他、木材を原料として反応を実施し、リグニンモノマーが得られることを示した。

木材を原料として反応させた場合、低分子化学品原料は有機溶媒可溶の形で分離さ

れる。残滓については、京都大学工学研究科に委託し、レブリン酸への変換を試験

した。その結果、高収率でレブリン酸が得られることが明らかとなった。さらに、

安定同位体の原料生産に使える可能性を、大陽日酸と京都大学の共同研究により明

らかにした。また、酵素糖化実験を京都大学生存圏研究所で行い、ユーカリについ

ては、酵素糖化により還元糖を得ることができることを示し、木材の全体利用の可

能性を示した。有機溶媒可溶性リグニンと残滓については、チオアシドリシスや二

次元 NMR などで、構造を詳細に解析し、反応の特性が明らかとなった。  

設備面として現状において、有機溶媒を扱える高温高圧対応の大型バイオマス処

用マイクロ波反応装置はない。早期の樹脂サンプル試作用原料作製と大型設備にお

ける問題の洗い出しが必要と考え、有機溶媒対応大型装置の設計・試作を行った。  

装置の設計は、マイクロ波の反射率が 10%以下になる条件でシミュレーションを

行った。その結果を基に装置は、マイクロ波出力が 1.5kW 4 台で、運転容量が 20L

スケールのテスト機とした。溶剤に対する安全性の考慮としては、防爆仕様の攪拌

機や換気ブースを設けた。また、種々の溶媒テストにも対応できるようにアイソ

レーター・パワーモニター・チューナーも備えた汎用型とした。  
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。  

 

 

 

 

この設備を完成するにあたり、設備の大型化には安全性確保の方法とその法規の壁や、

部品の問題があることに直面した。  

例えば現在、防爆タイプのマグネトロンが販売されていない。そのため法律的な制限

で現状では図のようにマグネトロン等を換気ブースの外に出した構造をとっている。  

 

図Ⅲ-2.2.2-15 溶剤型マイクロ波設備  
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ただし、将来の商業化を目指した低コストな大型装置を検討すると、1 つの条件に

特化した廉価なタワー型マイクロ波装置が考えられる。高価な導波管やチューナー

などの部品を省略することは、低コストで省スペースな設備につながるためである。

そしてそのためには直接取り付けることが可能な、低コストな防爆タイプのマグネ

トロンが必要である。そのため電源メーカーを巻き込み、防爆対応を検討していく

予定である。展開ができれば、防爆タイプのマグネトロンを電源メーカーから売り

出していただく事が可能となり、他のマイクロ波応用分野にも大きな革新をもたら

す。  

また、大型設備に向けての検討案としては、周波数帯が違う 915MHz 帯のマイクロ

波を検討することも考えられる。今現状の 2450MHz 帯よりも深くマイクロ波が浸

透する事が知られている周波数帯であり、こちらを利用する事ができれば高出力で

大型な設備の可能性が広がる。ただし現在はまだ日本ではほとんど普及しておらず、

大型装置はない。他にも連続化を考えた場合など、実用化プロセスには様々な分野

の機械設備メーカーとの協力・連携が必要な面がある。設備開発には他分野にも促

進効果があり、設備の進歩によって様々な産業面で大きな波及効果が期待できる。  

このベンチプラント実証研究のもう一つの成果は、日本化薬株式会社と共同で実験

を実施したことである。その結果、大型装置を用いてリグニンモノマーを生産する

ことを示したが、ラボ実験より収率が低下した。この原因としては、実験室と比較

して昇温時間が異なることや、操作法の違いが影響した可能性がある。  

  このような取り組みは、反応開発を行う化学企業と直接意見を聞きながらの研究

開発によってのみなされるものであり、今後の設備改造の重要な情報となる。  

一方、反応面としては、水系前処理プロセスを開発した。処理温度や触媒量、ま

た糖化工程での酵素の検討を行い、品質とコスト面のバランスを検討した。他チー

ムとの連携としてリグニンサンプルや糖サンプルのサンプル授受も行った。  

図Ⅲ-2.2.2-16 マイクロ波発振部分  
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プロセス条件としては、190℃30 分で保持する処理とし、触媒回収不要なプロセス

を考案した。これにより触媒コストの低減と触媒回収設備が不要になった。更に電

力費を抑えるために 170℃までは熱媒ボイラーで昇温させ、170℃から 190℃の区間

のみマイクロ波処理を行うことや、前処理以外の全体的なプロセスを視野に置いて

熱回収を行うプロセスを考えた。  

反応面の応用としては、有機溶媒系の木材の相互利用プロセスも検討した。2 社以

上の化学企業のリグニン材料としての可能性とセルロースの利用も可能性があるこ

とを確認し、さらなる応用が期待できることを見出した。  

コスト面は実際の装置を想定して、より具体的な検討を行うことができた。ベン

チプラントによる実証研究データを基に、フローシートや機器リストを作成し、よ

り正確な設備費試算と実際の設備イメージを検証した。  

2014 年 12 月時点での試算としては、設備費 74.45 億円である(ドライベースで年

間 10 万 t の木材処理)。ただし、この設備試算には酵素糖化によるリグニン分離工

程などが含まれているため単純な前処理工程設備だけではない。生産物としてリグ

ニン 2.4 万 t、糖 5.28t を製品とした場合、木材処理コストは 74.34 円/kg である(実

験結果から試算)。コストの大きな割合のひとつには、酵素の価格が大きいため、酵

素産業のブレイクスルーも必要と考えられるが、現在考えているプロセスでは酢酸

(約※4000t)フルフラール(約※2100t)も同時に生成されるため、これらも製品とする

ことによりコスト低減を図ることができる。  

※2015 年 5 月現在、実証設備の改良により酢酸とフルフラールの収量が増加する

ことを確認した。  

 

今後はより化学企業と連携を重ね、リグニンの高付加価値利用を含めて総合的な

プロセスの最適化を進める。これにより、他の前処理ではできないような製品や高

付加価値な製品をカスケード的に生産する特徴的なプロセスを目指す。  

 

2.2.2.7 プロセスシミュレーション  
(1)背景と目的  

本プロジェクトでは、複数の木材成分分離技術を開発し、それぞれの成分を化学

品原料に変換する技術開発を行っている。そして、研究開発 3 年目である平成 27

年度に、成分分離を行う前処理技術の一本化を予定している。  

それぞれの技術開発においては、各機関で規模の異なった機器での試験、また異

なったパラメーターを用いて物質・エネルギー収支を算出しており、そのままでは

横並びに評価するのは難しい。そのため、本研究項目では同一プラットフォーム上

でそれぞれの技術の詳細を検討することを目的とする。  

それぞれの技術の詳細データを検討するため、定常システムシミュレータを用い

て各技術の個々の処理条件を理論的に解析し、消費エネルギーならびに物質収支

データを明示、本プロジェクトで開発された分離技術の絞り込みのためのデータと

して提供する。  

また、バイオエタノール製造分野において既に研究開発が進んでいたり、実証段



  

Ⅲ-2.2-55 

 

階にある既存技術について、原料や処理規模、用いる糖化酵素等を同一の条件下に

おいた場合の酵素糖化性の検討を合わせて行う。  

  
(2)位置付け、目標値  

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

1-2 

既存技術の比較評

価  

既存技術ならびに

本プロジェクトで

開発された分離技

術の評価を行い、3

成分分離技術の絞

り込みのための評

価データの提供を

行う。  

3 成分分離技術と各

成分利用技術との整

合性のための理論解

析評価  

本 PJ で開発する化

学品一貫製造技術

と競合する技術と

の比較評価  

研究開始 3

年目での 3

成分分離前

処理技術の

一本化のた

めの評価を

行い、成分

利用技術と

の統合、実

証プラント

の検討、競

合技術との

比較を行

う。  

 

(3)全体計画  
H27 年度に前処理技術の一本化を行うため、システムシミュレーションによる各

前処理要素技術の理論的データを分析・評価してデータを提供する。平成 25 年度

から、各前処理技術の基礎データを収集し、各前処理技術の基本フローを作成して

それ以降の逐次改良されたシステムに対応できる体制を整える。それとともに、既

存の開発中・実証中の前処理技術による同一条件での酵素糖化性の評価試験も行う。  

 

(4)実施体制  
本プロジェクトにおける前処理技術のシステムシミュレーションならびに既存の

前処理技術の酵素糖化性試験に関する研究については国立研究開発法人産業技術総

合研究所が行う。それぞれの前処理技術を担当する機関と連携してシステムシミュ

レーションに必要なデータを提供してもらい、検討を行う。また、得られた結果に

ついては、技術開発項目 1-1-5-3(c)を担当する国立大学法人京都大学と共有し、化

学品製造最適バリューチェーン構築のための基礎データとして利用する。  

 

  
 

表Ⅲ-2.2.2-31 研究開発目標と根拠  
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(5)中間目標の達成度  
 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

1-2 

既存技術の比較評

価  

既存技術ならびに

本プロジェクトで

開発された分離技

術の評価を行い、3

成分分離技術の絞

り込みのための評

価データの提供を

行う。  

既存技術の酵素糖化性

試験は終了。H27 年 3

月時点での本 PJ 前処理

技術のシステムシミュ

レーションを行い、理

論消費エネルギーを算

出した。  

△   

※◎大きく上回って達成、○達成、ᇞ達成見込み、☓未達  

 

(6)最終目標の達成可能性  
 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

1-2 

既存技術の比較評

価  

H27 年 3 月時点での各前処理技術

のシミュレーションは終了。各前

処理技術において、成分利用技術

での評価に基づいた最終的な技術

の構築を加味していく状況。  

本 PJ で開発する化

学品一貫製造技術

と競合する技術と

の比較評価  

本 PJ で開発する成

分分離前処理技術

の理論的検討は既

に確立されてお

り、各成分利用技

術を統合し、競合

する技術の調査等

を行うことにより

達成が可能。  

 

(7)研究開発の成果と意義  
これまで、バイオ燃料生産として木質バイオマスからのエタノール生産が行われ

てきた。木質バイオマスを直接糖に分解（濃硫酸加水分解法等）、または前処理を

行って酵素糖化、エタノール発酵を行う方法が検討されてきた。しかしながら、用

いるバイオマス原料や規模、糖化酵素が異なり、各技術の横並びでの比較ができて

いない。一方、本プロジェクトにおいて開発している技術は、糖利用を行う場合、

上述の前処理・酵素糖化と基本的には同じ工程であり、従来技術との対比の観点か

ら、本プロジェクトで検討されている技術と従来技術との同一条件下における酵素

糖化性の比較検討を行った。  

用いたサンプルは、プロジェクトで共通して用いている日本製紙(株)から提供され

たスギとユーカリの製紙用チップである。これらのチップはカッターミル（増幸産

表Ⅲ-2.2.2-32 第一中間目標と達成度  

表Ⅲ-2.2.2-33 最終目標の達成可能性  
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業（株）製、MKCM-5）にて 3 mm 以下に粉砕し（以下、スギ粉末、ユーカリ粉末

とする）、それぞれの実験に供した。  

 検討した技術は以下の通りである。  

 

・ボールミル処理  

 ユーカリ粉末 20 g、ジルコニア製ボール（φ20 mm）25 個を遊星型ボールミル

（フリッチェ（株）、P-5）の 500 ml ジルコニア製容器に入れ、250 rpm、4 h 粉砕

処理した。  

・水熱・カッターミル・ディスクミル処理  

 スギ粉末、ユーカリ粉末を固形分濃度 5%で高圧蒸気滅菌器（ALP 社）により水

熱処理（150℃、2 h）。その後に湿式高速カッターミル（増幸産業（株）製 3M7-

40）処理（9,000 rpm）し、ディスクミル（増幸産業（株）製 MKZA1540J）処理

を行っている間に任意のパス数でサンプリングした。ディスクミルの最低処理量

をクリアするため、ディスクミル処理量は 5 L 以上（固形分濃度 5%以上）とし

た。  

・水熱処理  

 スギ粉末、ユーカリ粉末の固形分濃度 10%、10 ml を密閉容器中、高温砂空気流

動型サンドバス（エイクラフト社）で 200℃、任意の処理時間で水熱処理を行っ

た。  

・アルカリ処理  

 スギ粉末、ユーカリ粉末の固形分濃度 5%または 10%、NaOH 濃度を 0.39 M～1 M

とした反応液 10 ml を密閉容器中で、処理温度 160℃または 200℃で任意の処理時

間で処理（高温砂空気流動型サンドバス）を行った。反応後、処理液を硫酸で

pH5.0 に調整した。  

・希硫酸処理  

 スギ粉末、ユーカリ粉末の固形分濃度 1%、硫酸濃度 1%の処理液 10 ml を 180℃、

5 min、高温砂空気流動型サンドバスで処理を行った。  

・酵素糖化  

 それぞれのサンプルは、固形分濃度 5%、10 FPU/g-サンプルのアクレモニウムセ

ルラーゼ（明治製菓（株））、ならびにスギの場合は 0.008 g/g-サンプルのセルロ

シン（HBI 社）、ユーカリの場合は 0.02 ml/g-サンプルのオプティマッシュ BG

（ジェネンコア社）を 50 mM 酢酸緩衝液に添加し、反応液量 40～50 ml で酵素

糖化を行った。酵素糖化後、各サンプルはフィルター濾過し、上澄を HPLC（島

津社）で糖分析（グルコース、キシロース、マンノース、アラビノース、ガラク

トース）を行った。また、マイクロ波処理に関しては、前処理後に固液分離した

上澄も同様に HPLC で糖分析ならびに過分解物量測定（5-HMF、フルフラール、

レブリン酸）を行った。各処理技術の代表的なサンプルについて、酵素糖化後の

糖生成量を表Ⅲ-2.2.2-33 にまとめる。また、合わせてユーカリ粉末、スギ粉末の

硫酸加水分解で得られた構成糖量（表Ⅲ-2.2.2-23）も示す。  
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表Ⅲ-2.2.2-33 ユーカリ粉末、スギ粉末における各処理法、処理条件毎の酵素糖化  
による糖生成量  

樹種  処理法  処理条件  糖生成量  / mg/g-乾燥原料  

グルコース キシロース  マンノース

ユーカリ  ボールミル処理  250 rpm,、4 h 468.2 148.1 4.8 

水熱・カッターミル・

ディスクミル処理  

水熱（150℃、2 h）、ディス

クミル（4 パス）  

508.2 116.2 - 

水熱（150℃、2 h）、ディス

クミル（10 パス）  

492.1 159.3 - 

水熱処理  200℃、12 min 350.0 178.4 - 

200℃、35 min 476.7 71.8 - 

アルカリ処理  0.39 M NaOH、200℃、35 min 384.0 102.9 - 

1 M NaOH、200℃、19 min 336.1 49.1 - 

1 M NaOH、160℃、120 min 344.2 63.1 - 

希硫酸処理  1% H2SO4、180℃、5 min 402.8 70.9 - 

硫酸加水分解  表Ⅲ -2.2.2.5-1 540 183 <10 

スギ  水熱・カッターミル・

ディスクミル処理  

水熱（150℃、2 h）、ディス

クミル（10 パス）  

270.6 34.4 65.4 

水熱処理  200℃、19 min 58.2 29.2 75.2 

230℃、15 min 92.3 4.2 - 

アルカリ処理  1 M NaOH、200℃、57 min 272.1 50.6 21.4 

1 M NaOH、160℃、120 min 56.6 9.8 5.6 

希硫酸処理  1% H2SO4、180℃、5 min 152.3 20.8 47.5 

硫酸加水分解  表Ⅲ -2.2.2.5-1 558 61 101 

 

 ユーカリを原料とした場合、ボールミル処理、水熱・カッターミル・ディスクミ

ル処理、水熱処理においてグルコースで 460 mg/g-乾燥原料以上の生成量、グル

コース構成糖量 540 mg/g-原料と比較すると 85%であった。一方、アルカリ処理、

希硫酸処理においてはグルコース生成量が 403 mg/g-乾燥原料以下となり、上記 3

種の前処理に比べて低かった。アルカリ処理に関しては、前処理後に中和したのみ

で、アルカリ処理によって溶液中に溶解したリグニン等を除去しておらず、酵素糖

化の阻害要因になっている可能性がある。  

 また、スギを原料とした場合、ユーカリを原料とした場合に比べて著しく糖生成

量が低下した。アルカリ処理に関しては、200℃、57 min の処理で試した処理方法、

処理条件のうち最大のグルコース生成量が得られ、また処理温度を 160℃から

200℃に増加させると、グルコース、キシロース、マンノースともに生成量が増加

していることから、より処理条件を厳しくするとさらに糖生成量が増加すると推測

される。  

 次に、システムシミュレーションにより各前処理技術の理論的な物質収支、反応
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熱等を求めた。システムシミュレーションには定常システムシミュレーションソフ

ト PRO/II（エレクトリックシュナイダー社）を用いた。  

 まず始めに、各前処理技術を担当する機関より、それそれの前処理技術の基礎

データの提供を依頼し、各プロセスのデータを収集した。そのデータに基づき、そ

れぞれのデータを定常システムシミュレーションソフト PRO/II にアップロードし、

フローシートを作成した。例として、水熱・メカノケミカル・酵素糖化法のフロー

シートを図Ⅲ-2.2.2-17 に示す。  

 

 
図Ⅲ-2.2.2-17 水熱・メカノケミカル・酵素糖化法のフローシート  

 

このフローシートに基づいて、各プロセスの消費熱エネルギーならびに物質収支

を計算した。  

 

2.2.3 セルロースグループ  
【グループの概要】  

前処理技術から得られる安価なセルロースを原料とする、化学品の一貫製造プロ

セスを開発する。対象とする化学品製造プロセスを以下に示す。  

 

・セルロース等からレブリン酸又はそのエステルを経て、γ-バレロラクトン (GVL)

に至るまでの一貫製造プロセス確立のための要素技術の検討、及び、4-ペンテン

酸メチル(4-MP)までの簡易評価を行い、各工程の収率等からコスト評価を行う。  

・セルロース等からヒドロキシメチルフルフラール（HMF）、スペシャリティーポ

リマー用モノマー、スペシャリティーポリマーまでの一貫製造プロセスのための

要素技術を検討し、各工程の収率等からコスト評価を行う。得られたポリマーに

ついては物性評価を行い、有用性を検証する。  

  

本プロジェクトの前処理技術から得られるセルロースの品質（純度）が、上記の

化学品製造プロセスに与える影響についても検討し、結果を前処理技術開発 Gr に

フィードバックする等、グループ間の連携を密に研究開発を推進する。  

このようにして得られた結果から、代替する石油由来化学品と比較して、性能で

水熱前処理  

酵素糖化  

乾燥  

水熱処理  

木材  

チップ

水  

糖化酵素・薬品  

糖化液  

固形分  

水

固形分  

廃水  

蒸気  

水熱処理  

固形分  

乾燥  

粗粉砕  

固液分離  

リファイナー  

固液分離

固液分離  

固液分離
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同等以上かつコスト競争力があるとの見通しがあるものに開発候補を絞り込むため

の検証を行う。  

 

【グループの成果】  

a. レブリン酸からの GVL 合成  

木質バイオマスのスギを硫酸二段法で処理することにより本年度の目標であ

るスギ中の α-セルロース基準で 80％のレブリン酸収率を達成した。また、硫酸

二段法が様々な試料から安定してレブリン酸を製造できる手法であることを確

認した。加えて、レブリン酸収率低下の原因となるフミン質が主にグルコース

からレブリン酸のパスで生成することを明らかにし、低温反応によりその生成

を抑制可能であることを見出した。今後、更なる収率の向上を図るとともに、

コスト面から原料の更なる高濃度化と原料に対する硫酸、触媒量削減に取り組

み、反応条件最適化を検討する。  

メタノールを反応溶媒としたレブリン酸メチル合成プロセスは、メタノール

を循環再利用する必要があるが、 (1)少ない酸量でセルロースからレブリン酸メ

チルを合成することが可能であり、 (2)装置に対する負荷が小さく、 (3)生成した

レブリン酸メチルの沸点がレブリン酸より低いために蒸留エネルギーを低減で

き、 (4)廃水が生じないため、廃棄物コストを低減できるというメリットがある。

なお、本プロセスではレブリン酸メチルの生成に伴い、ギ酸メチルが副生する

ので、これを後段のエンブラモノマー合成プロセスの増炭反応に用いることに

より、理論上セルロース中の炭素を 100%利用することが可能になる。  

メタノール中で各種前処理原料よりレブリン酸メチルを合成するための触媒

を検討した。従来ハイブリッド酸触媒のルイス酸成分として用いていたインジ

ウムトリフラート錯体は高負荷な触媒コストの主要原因であったが、これに代

わる安価なアルミニウム系のルイス酸触媒を見いだすことができた。本触媒は

従来触媒と同等の活性を有しており、木粉より収率 86%、アセ水処理原料より

収率 75%、アルカリ蒸解パルプ原料より収率 85%でレブリン酸メチルが生成す

ることを確認した。レブリン酸メチル 1kg を製造するために必要なアルミニウ

ム化合物を試算すると、¥0.6/kg となり、ルイス酸成分については循環再利用を

考慮しなくてもよいレベルであることが分かった。ブレンステッド酸成分の循

環再利用およびメタノールの循環再利用が本プロセス実現の鍵であり、今後は

その点に注力する。  

 次にレブリン酸又はそのエステルを GVL に変換するため、選択的還元触媒の

開発を実施した。開発した還元触媒は、レブリン酸やギ酸存在下でも優れた耐

酸性と活性を有することを確認した。本触媒はレブリン酸のみならず、そのエ

ステルの還元でも従来触媒以上の活性を示した。バイオマスからレブリン酸メ

チルまで変換し、化学純度等を評価した。今後これから GVL を合成し、一貫製

造プロセス評価をおこなっていく。  
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b. HMF からのモノマー合成  

セルロース（試薬ベース）のスラリーを用いた流通式による HMF 合成を検討し、

収率 40％を達成した。HMF からのモノマー合成は、反応スキームの探索や触媒検

討をおこない、収率 70%以上となるスキームを開拓するとともに、その条件検討を

実施した。特に、多種なフラン系モノマーを合成していく上で、重要な中間物質と

位置付けられる酸化体を合成するための有望な酸化触媒を選定することができた。

前処理技術より得られたパルプ（粗セルロース）から合成された HMF の検討を開

始するとともに、更なる効率的な合成方法の開発を進めていく。  

フラン系モノマーを用いた重合の開発では、新しいスペシャリティーポリマーと

しての組成検討をおこなうとともに重合条件の最適化をおこない、融点が 200℃以

上となること、適切な組成を選定することで 250℃以上も可能であることを確認し

た。今後は、さらに重合性等の改良をおこなうとともに、物性評価をおこなってい

く。  

セルロースからの効率的な HMF の合成触媒に関する検討を実施した。安価なチ

タニアをベースにした固体酸を触媒とした水 -有機溶媒二相反応系の開発によって

200 円/kg 未満の HMF 製造ランニングコストを達成した。さらに高性能な新糖化法

の開発に着手した。セルロースとテレフタル酸（触媒）を水中に分散し加熱すると

セルロースはすべてセロオリゴ糖として可溶化し、溶液を室温まで冷却すると

99.7％以上のテレフタル酸が固体として析出した。  

 

2.2.3.1 エンプラ用モノマー  
(1)背景と目的  

非可食性バイオマスの成分分離とその利用は試みられているが、リグニン、ヘミ

セルロース、セルロースの一部利用を目的としており、石油由来原料製品にコスト

面で対抗できない場合が多い。そのため、各成分が化学品原料につながる要素技術

を開発し、全体コストダウンを図ることが重要である。  

本項では、前処理技術から得られる安価なセルロースを原料とする、化学品一貫

製造プロセスを開発する。具体的には、セルロース等からレブリン酸又はそのエス

テルを経て、γ-バレロラクトン (GVL)に至るまでの一貫製造プロセス確立のための

要素技術の開発、及び、4-ペンテン酸メチル(4-MP)までの簡易評価を行い、各工程

の収率等からコスト評価を行う。これにより石油由来原料と同等以上の性能でコス

ト競争力が可能なプロセスを目指す。  

 

 (2)位置付け、目標値  
 非可食性バイオマスの主成分であるセルロースからレブリン酸又はそのエステル

変換触媒プロセス及びそれらから GVL 変換触媒プロセスを提案し、下表に研究開

発目標と根拠を示す。  
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技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

2-1-1-1(a) 

酸糖化、レブリン

酸製造法の開発  

（京都大学）  

原料中の α セル

ロース基準でレブ

リン酸収率 80 % 

（原料（スギ）基

準では 22wt%）  

木質バイオマス基準

でレブリン酸収率

24wt%（スギ）、

26wt%（ユーカリ）

セルロースからレ

ブリン酸（又はレ

ブリン酸エステル

目標コスト 100 円

/kg を達成  

エンプラ用

モノマー原

料としての

レブリン酸

（又はレブ

リン酸エス

テル）の目

標コスト

（100 円

/kg）をもと

に算出  

2-1-1-1(b) 

レブリン酸合成用

触媒の開発  

（産総研つくば）  

同上  同上  同上  同上  

2-1-1-1(c) 

固体酸触媒の開発  

（宇部興産）  

同上及びレブリン

酸製造プロセスに

関する簡易評価

（設備・コスト等) 

木質バイオマス基準

でレブリン酸収率

24wt%（スギ）、

26wt%（ユーカリ）

レブリン酸コスト

100 円 /kg 以下で製

造するプロセス開

発  

同上  

2-1-1-2(a) 

レブリン酸還元触

媒の開発  

（宇部興産）  

木質系バイオマス

から想定される一

貫製造プロセスに

よるエンプラ用モ

ノマー、GVL 収率

70%（レブリン酸

基準で 80%）  

レブリン酸基準で

GVL 収率 90% 

GVL コスト以下で

製造するプロセス

開発  

GVL の目標

コストをも

とに算出  

2-1-1-2(b) 

GVL 製造用高耐久

性触媒の開発  

（産総研つくば）  

同上  同上  同上  同上  

 

 

 

 

 

 

表Ⅲ-2.2.3-1 研究開発目標と根拠  
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(3)全体計画  

技術開発項目2
2-1：セルロース利用

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

エンプラ用モノマー原
料製造プロセスの開

レブリン酸製造技術

GVL製造技術

品質向上技術

　　　　　　触媒開発、条件検討

　　　　　　触媒開発、条件検討

　　実用化検討

モノマー誘導評価

      触媒ライフ評価

           簡易FS

触媒絞込み、分離回収

第
一
中
間
目
標
の
達
成

第
二
中
間
目
標
の
達
成

最
終
目
標
コ
ス
ト
達
成

可
能
性
の
確
認

図Ⅲ-2.2.3-1 全体計画  

 

(4)実施体制  

 
図Ⅲ-2.2.3-2 実施体制  

 

(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  
GVL から誘導されるエンプラ用モノマー10 万 t/年規模にて算出。  

ベンゼン削減量：8 万 t/年（原料転換）  

 

(6)中間目標の達成度  
平成 27 年度までの目標と達成度を下表に示す。  

表Ⅲ-2.2.3-2 中間目標の達成度  

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

2-1-1-1(a) 

酸糖化、レブリン

酸製造法の開発  

（京都大学）  

原料中の α セル

ロース基準でレブ

リン酸収率 80% 

（原料（スギ）基

準では 22wt%）  

高濃度硫酸で可溶化後

希硫酸処理する方法

（硫酸二段法）で、原

料（スギ）基準で

22wt%を達成。塩化物

の添加による収率向上

効果（22wt%以上達

成）も確認  

〇   
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2-1-1-1(b) 

レブリン酸合成用

触媒の開発  

（産総研つくば）  

同上  新開発の Al-スルホン酸

系触媒により前処理原

料中のセルロース成分

からレブリン酸メチル

を収率 84%を達成  

◎  

(従来

より触

媒コス

トを大

幅に削

減) 

 

2-1-1-1(c) 

固体酸触媒の開発  

（宇部興産）  

同上及びレブリン

酸製造プロセスに

関する簡易評価

（設備・コスト

等）  

前処理サンプル評価・

結果フィードバック、

提案プロセスの技術課

題の明確化、酸触媒の

使用量削減・回収・再

利用検討、反応条件の

最適化検討  

△  

（H28

年 3 月

達成見

込み）

原料高濃度化、酸触媒

コスト低減化（使用量

削減・回収・再利

用）、レブリン酸（又

はレブリン酸エステ

ル）収率改善の為の触

媒及びプロセス改良  

2-1-1-2(a) 

レブリン酸還元触

媒の開発  

（宇部興産）  

木質系バイオマス

から想定される一

貫製造プロセスに

よるエンプラ用モ

ノマー、GVL 収率

70%（レブリン酸基

準で 80%）  

レブリン酸  / エステル

の選択還元触媒を見出

す、STY >200 達成  

セルロースからレブリ

ン酸経由 GVL 評価  

○   

2-1-1-2(b) 

GVL 製造用高耐久

性触媒の開発  

（産総研つくば）  

同上  Cu 系触媒により高選択

的に GVL を合成。活性

点金属の作用状態や活

性劣化の主要因を解明  

△  

（H28

年 3 月

達成見

込み  

活性点金属の作用状態

や活性点被毒作用原因

の知見に基づく触媒成

分の複合化・調製法の

最適化による収率の向

上  

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

 (7)最終目標の達成可能性  
最終目標と達成可能性を下表に示す。  

 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

2-1-1-1(a) 

酸糖化、レブリン

酸製造法の開発  

（京都大学）  

硫酸二段法で中間目標は達成した

が、さらなる収率アップにはグル

コースからのフミン質生成抑制が

必要  

セルロースからレ

ブリン酸（又はレ

ブリン酸エステル

目標コスト 100 円

/kg を達成  

フミン質生成速度

を明確にすること

で、これを抑制す

る塩基性触媒と最

適条件の組み合わ

表Ⅲ-2.2.3-3 第一中間目標と達成度  
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せにより達成可能  

2-1-1-1(b) 

レブリン酸合成用

触媒の開発  

（産総研つくば）  

Al/スルホン酸系触媒により 25g/L

のパルプ系原料から収率 85%でレ

ブリン酸メチルを合成  

同上  同上  

2-1-1-1(c) 

固体酸触媒の開発  

（宇部興産）  

原料がスギ漂白パルプ（アルカリ

酸素蒸解）の場合に、レブリン酸

収率 68mol%（硫酸二段法）、低原

料濃度、酸触媒や溶媒（メタノー

ル）のコストに課題有り  

レブリン酸コスト

100 円 /kg 以下で製

造するプロセス開

発  

原料高濃度化、酸

触媒コスト低減化

（使用量削減・回

収・再利用）、レブ

リン酸（又はエス

テル）収率改善の

為の触媒及びプロ

セス改良が目標達

成に不可欠  

2-1-1-2(a) 

レブリン酸還元触

媒の開発  

（宇部興産）  

Ru 系耐酸性触媒を開発し、簡易寿

命評価を行った。誘導された GVL

の品質評価を行い、簡易プロセス

評価中  

GVL コスト以下で

製造するプロセス

開発  

レブリン酸又はエ

ステルによる分

離・精製と触媒特

性改良によりプロ

セス開発可能  

2-1-1-2(b) 

GVL 製造用高耐久

性触媒の開発  

（産総研つくば）  

Cu 系触媒により高選択的に GVL

を合成。活性点金属の作用状態や

活性劣化の主要因を解明  

同上  活性点金属の作用

状態や活性点被毒

作用原因の知見に

基づく触媒成分の

複合化・調製法の

最適化により達成

可能  

 

 (8)研究開発の成果と意義  
技術開発項目 2-1-1-1-(a)（酸糖化、レブリン酸製造法の開発）に関しては（表Ⅲ-

2.2.3-2）に示すように、目標値を上回って達成している。セルロースからの高効率

レブリン酸製造法として、結晶セルロースに一旦高濃度硫酸(70 wt%)を用いた常温

処理を 24 時間施すことにより膨潤・加水分解させ、続いて酸濃度を 5 wt%まで下げ

てより高温での水熱処理を施す硫酸二段処理法がセルロースからのレブリン酸製造

に有効であることを見出した。水熱処理時の反応温度を 140～180 °C と変化させた

際、全ての条件で、一旦セルロースが全量グルコースへと分解された後、レブリン

酸が生成した。本手法を適用することでセルロース→グルコースのパスは 100 %進

行し、セルロースからのレブリン酸製造の際に最大の問題となるフミン質の生成を

抑制することが可能であったため最終的なレブリン酸収率の向上に繋がったと考え

られる。また、より低温での反応でレブリン酸収率、グルコース残存率はともに向
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上し、フミン質抑制には低温での反応が鍵であることが示唆された。次に、本手法

を種々の前処理を経た試料（Pulp：アルカリパルプ、Ace：アセトン処理によるリ

グニン抽出後残渣、NK：ユーカリ加溶媒添加マイクロ波分解後残渣）へと適用し

た際の原料基準でのレブリン酸収率をスギの結果と共に図Ⅲ-2.2.3-3 に示す。ここ

で、NK とは技術開発項目 1-1-6 で実施されたユーカリをトルエン/メタノール添加

してマイクロ波で加溶媒分解前処理して残存した固体試料（日本化薬(株)提供）を

示す。前処理を経た試料では全て目標収率には到達していないことがわかるが、全

て前処理時の残渣収率が低いことが大きく影響するため（Pulp、Ace、NK 順に 45、

64、34 %）、前処理でのセルロース分離及びセルロースからのレブリン酸製造共に

更なる収率増加を図ることが今後要される。スギを原料とした際は前処理によりレ

ブリン酸のリソースとなる六炭糖が除去されずに全て残存しているため高収率が達

成できたと考えられる。また、レブリン酸生成時に同時に生成されるギ酸の存在の

影響を検討するため、水熱処理の際にギ酸を様々な濃度に調整して添加し処理を行

い、結果、ギ酸の存在はレブリン酸収率に影響を及ぼさないことも確認した。  
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図Ⅲ-2.2.3-3 硫酸二段法による各種前処理残渣からのレブリン酸収率  

(Pulp：アルカリ処理、Ace：アセトン処理、NK：加溶媒分解処理、⋯⋯：目標値、  
図中数値：反応温度[℃]、1 h) 

 

 以上、検討した硫酸二段法で中間目標は達成されたが、同時に、最終目標を達成

するための課題も明らかになってきた。最も大きな課題は、フミン質生成の抑制で

ある。上記の結果からフミン質はグルコース生成後に生成しており、これを抑制す

る手段は低温化が最も合理的な方法であるため、フミン質成分の生成挙動の詳細な

解析を実施するとともに、その速度解析結果をもとに、溶解塩基性触媒の併用（効

果実証済）などによって、レブリン酸収率をさらに向上させる技術の開発を進める。  

 

技術開発項目 2-1-1-1(b)：オリゴ糖、各種セルロースからの酸糖化、レブリン酸  

製造法の確立（産総研つくば）  

本項目では、触媒反応によるオリゴ糖、各種セルロースからの酸糖化、レブリン

酸製造法の開発を行なった。  

 セルロースはグルコースが重合したものであるが、その結晶構造は非常に特徴的

である。X 線結晶構造解析の結果によれば、セルロース分子内あるいは平面上に隣

接する分子間には水素結合により結合しているが、垂直方向に水素結合は存在せず、

分子間力により結合している。従って、セルロース結晶を分解して、糖さらにはレ
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ブリン酸へと変換するには水素結合と分子間力という異なる種類の結合を解離させ

る必要がある。  

 この点で、メタノールは理想的な反応溶媒である。プロトン親和力が水に比べて

弱く（水(1648kcal/mol) >> メタノール(182kcal/mol)）、セルロースへの吸着性が圧倒

的に低い。また、メチル基の存在により分子間力の解離に有利と考えられる。  

 メタノールを反応溶媒とした場合、セルロースより生成するのはレブリン酸メチ

ルとギ酸メチルである。いずれもカルボン酸よりも沸点が低く（沸点：レブリン酸

＝245℃  >> レブリン酸メチル＝193℃、ギ酸＝101℃  >> ギ酸メチル＝32℃）、分離

精製のエネルギーが低くなる。また、メタノールは水に比べて廃棄のための処理が

容易であり、コスト的・エネルギー的に有利といえる。  

 メタノール中でのセルロースからのレブリン酸メチル合成用触媒として、産総研

ではルイス酸とブレンステッド酸を組み合わせたハイブリッド酸触媒を開発してい

るが、ルイス酸として使用する金属トリフラート化合物のコストが高く、実用的で

はなかった。  

 そこで、金属トリフラート化合物に代わる、安価なルイス酸触媒の探索を行った。

その結果、金属トリフラート化合物の代わりに安価なアルミニウム化合物を用いる

ことで、微結晶セルロースから最大収率 74%でレブリン酸メチルが生成することを

見出した。この結果は金属トリフラート化合物を用いた場合とほぼ同等の収率であ

る。  

 本触媒系を用いて、各種木質バイオマス原料を用いたレブリン酸メチル合成を検

討した。各種木質バイオマスを原料とした場合でも反応は効率よく進行し、特にパ

ルプを原理用とした場合、最大収率 85%以上でレブリン酸メチルが生成することを

確認した。さらにより安価な水酸化アルミニウムをルイス酸とした場合でも反応は

同様に進行し、スギ木粉から収率 86%、パルプから収率 84%でレブリン酸メチルが

生成した。これは第一中間目標の収率 80%を大幅に超える成果である。この場合の

レブリン酸メチル 1kg あたりの水酸化アルミニウム価格は約¥0.6 程度と推算され、

実用化に十分のコストと考えられる。今後は、原料の高濃度化による生産性の向上

やスルホン酸のリサイクル等により、コスト目標達成のための技術開発を行なう。  

 

技術開発項目 2-1-1-1(c)：オリゴ糖、各種セルロースからの酸糖化、レブリン酸  

又はレブリン酸エステル製造法の確立（宇部興産）  

本項目では、各種木質バイオマス成分分離技術開発で得られた固体セルロース又

はオリゴ糖を原料とするレブリン酸又はレブリン酸エステルの製造技術開発を行っ

た。  

オリゴ糖を原料とするプロセス開発に関しては、触媒の分離・回収が容易な固体

酸触媒（メソポーラスシリカ系）の適用を検討してきたが、触媒劣化が著しく、本

プロセスへの適用の可能性を見極めた。  

一方、固体セルロースを原料とするプロセス開発に関しては、主に硫酸二段法の

適用を検討し、本法により前処理 Gr から提供された各種セルロース原料の評価を

行った（図Ⅲ-2.2.3-4）。前処理法の違いで各種セルロース原料からの重量基準のレ
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ブリン酸収率がサンプル間で顕著に異なる結果となった。サンプル評価に関しては

多角的視点から総合的に評価を行い、評価結果は前処理 Gr へフィードバックする

ことで、一貫製造プロセス構築に向けた技術開発に努めていく。  

 

 

技術開発項目 2-1-1-2(a)：レブリン酸又はレブリン酸エステルから GVL 製造法の  

確立とエンプラ用モノマー原料への展開（宇部興産）  

本項目では、木質バイオマスの前処理より得られたセルロースから合成されるレ

ブリン酸又はレブリン酸エステルを原料とするエンプラ用モノマー製造プロセス開

発に取組んだ。具体的にはレブリン酸又はレブリン酸エステルをエンプラ用モノ

マー原料である GVL に変換する為に、選択的還元触媒の開発を実施した。  

レブリン酸とともに生成するギ酸を水素源として利用してレブリン酸を還元

する触媒開発を実施した。ギ酸を水素源とする場合、水素の循環再利用ができ

ず、水素源はレブリン酸に対して 1.5 倍モル当量以下に抑えなければコストが

合わない。公知触媒（参考文献 表Ⅲ-2.2.3-4）ではレブリン酸に対して 1.5 倍

モル当量のギ酸ではレブリン酸を完全に GVL に変換できなかったが、開発した

貴金属担持活性炭触媒（A）では定量的にレブリン酸を GVL へと変換した。本

触媒の開発における重要課題は、原料中の酸（レブリン酸・ギ酸）成分により

触媒が劣化する点である。表Ⅲ-2.2.3-4 に開発した触媒の寿命評価結果を示す。

開発した触媒は高濃度のギ酸に曝しても触媒劣化することなく、極めて高い耐

酸性を有していることを確認した。  

 

図Ⅲ-2.2.3-4 各前処理原料からの硫酸二段法によるレブリン酸合成  

A, グルコース; B, アセトン水処理ユーカリ; C, アセトン水処

理スギ; D, 蒸解パルプ（針葉樹）; E, 脱ヘミセルロース後蒸

解パルプ（針葉樹）; F, スギ漂白パルプ（アルカリ酸素蒸解）;

G, ユーカリ未晒パルプ（アルカリ酸素蒸解）
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また、ギ酸ではなく水素を用いてレブリン酸還元を実施することも考えられるこ

とから、水素を用いたレブリン酸還元の触媒開発も実施した。市販のルテニウム担

持活性炭触媒では還元活性は示すものの経時的な活性低下が著しい一方、開発した

貴金属担持活性炭触媒（B）では経時的な触媒失活はほとんどみられず、高い

レブリン酸転化率と GVL 収率を示し（目標収率 70%を達成）、STY も 200 以上

と高い活性を維持していた。本触媒はレブリン酸のみならず、レブリン酸エス

テルの還元においても従来触媒以上の性能を示した。  

木質バイオマスの前処理より得られたセルロースから合成したレブリン酸メチル

は、分離・精製後に化学純度 99.9%のスペックを示しており、今後はこれらを原料

として GVL 合成を行い、一貫製造プロセス評価を実施していく。  

 

技術開発項目 2-1-1-2(b)：レブリン酸又はレブリン酸エステルからの GVL 製造用  

高耐久性触媒の開発（産総研つくば）  

本項目は「開発成果創出促進制度」により、H26 年度後期から追加された。木質

バイオマスの前処理より得られたセルロースから合成されるレブリン酸又はレブリ

ン酸エステルを原料として耐久性の高い GVL 合成用触媒を開発することを目的と

している。  

 これまで、還元触媒上の活性点金属を作用状態や活性点被毒作用原因を解明し、

候補となる金属種の抽出を行った。レブリン酸の水素化触媒としては Ru 等の貴金

属を触媒としたものがほとんどであるが、特に第 4 周期金属の触媒で高い GVL 選

択性を発現することを見出した。  

 今後は、調製法の最適化や触媒成分の複合化により触媒の高性能化を実現する。

さらに、開発した触媒の長期寿命評価およびプロセス設計に必要な動力学的基礎

データを取得し、レブリン酸エステルから GVL 経由した 4-MP 合成の高効率一貫製

造プロセスの開発に繋げる。  

 

2.2.3.2 スペシャリティモノマー  
(1)背景と目的  

バイオマス由来モノマーは、多くの研究機関で開発が進められているが、まだ種

類が限られているのが現実である。一般的に、バイオマス由来モノマーから得られ

表Ⅲ-2.2.3-4 宇部開発触媒の寿命評価 

原料 FA転化率

供給速度(mg/min) (%) Ru Pt Bi
20wt%LA・16wt%FA aq.

35

20wt%LA・16wt%FA aq.

80

20wt%LA・48wt%FA aq.

100

20wt%LA・48wt%FA aq.

220
270～430 200 90～95 0 0 0

200～270 100 0 0 0

反応温度（℃）

170

170

200

70～95 0 0 0

反応時間(h)

反応条件： 触媒 2 mL、温度 200 ºC、N2 5.0 mL/min　*ICPで反応液への金属溶出を確認

溶出金属(ppm)*

0～100 100 0 0 0

100～200
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たポリマーの多くは汎用樹脂に分類されるため、特に厳しい価格競争にさらされて

いる。 

環境問題の点から考えると、バイオマスプラスチックは、大量生産により低コス

ト化をおこない、汎用ポリマーとして大量に広く普及させることが必要であるが、

現実的にはまだ時間がかかると考えられる。バイオマスポリマーを着実に展開して

いくには、まずは多くのバイオマス資源からバイオマス由来ポリマーの多様性を引

き出し、付加価値のある機能を見出し、高機能性プラスチックとして展開していく

ことも重要である。 

本技術開発項目は、セルロースから、現在上市されていない新たなバイオマス由

来モノマーとともに、最終製品として付加価値が期待できるスペシャリティーポリ

マーを開発するものである。スペシャリティーポリマーとしては、例えばポリアミ

ドなどを候補としており、その構造中に存在するアミド結合に起因して、付加価値

の出せる優れたポリマー特性が期待される。 

 

(2)位置付け、目標値    

本研究開発の位置付けと目標を、以下に示す。 

開発項目2-1-2：
HMF、ﾓﾉﾏｰ、ｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨｰﾎﾟﾘﾏｰ合成法の開発

一貫製造プロセス技術の開発

各種手法による
成分分離

成分分離

成分
分離

糖化

木質
ﾊﾞｲｵﾏｽ

セルロース

糖

モノマー
（ﾎﾟﾘﾏｰ
原料）

ｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨｰ
ﾎﾟﾘﾏｰ

モノマー
前駆体
（HMF)

化学変換

各成分の有効活用や効率的な
製造プロセスでコストダウン

コスト許容度が比較的
大きい付加価値品

コスト競争力のある
プロセスの構築

研究開発項目
2-1-2-1

研究開発項目
2-1-2-2

研究開発項目
2-1-2-3

 
 
 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

2-1-2-1 
セルロース等から

の C6 化合物合成

法の開発  

HMF 合成にむけた

プロセス技術の開

発。  
HMF を収率 40％以

上で得る（セル

ロース基準）。  

セルロース等から目

的のモノマー収率

30%以上（セルロー

ス基準）  

セルロース等から目

的のモノマー収率

70%以上（セルロー

ス基準）  

モノマー原

料価格 500
円 /kg 以下

を想定して

算出。  

2-1-2-2 モノマー収率 70％ セルロース等から目 （案）セルロース等 モノマー原

表Ⅲ-2.2.3-5 研究開発目標と根拠  
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スペシャリティー

ポリマー用モノ

マー合成法の開発  

以上（HMF 基準）  的のモノマー収率

40%以上（セルロー

ス基準）  

から目的のモノマー

収率 50%以上（セル

ロース基準）  

料価格 500
円 /kg 以下

を想定して

算出。  

2-1-2-3 
スペシャリティー

ポリマーの合成法

の開発及び評価  

収率 85%以上（モ

ノマー基準）、分子

量 5k 以上、

Tm200℃または

Tg150℃以上  

HMF から合成した

モノマーを用いて、

分子量 5k 以上、

Tm200℃または

Tg150℃以上。  

セルロース由来のモ

ノマーを用いて、分

子量 5k 以上、

Tm200℃または

Tg150℃以上。  

コンパウン

ドベースで

の樹脂価格

800 円 /kg
以下を想定

して算出。

 

(3)全体計画   

平成 27 年度までは、セルロースから HMF、HMF からモノマー合成、モノマーから

重合など、ラボレベルでの各プロセスにおける要素技術の開発をおこなう。そして、

平成 29 年度までに、ラボレベルにて、各製造プロセスの最適化やポリマーの評価

をおこなうとともに、木質バイオマス（粗セルロース）由来の HMF からモノマーま

での開発をおこなう。その後、平成 31 年度までに、セルロースからスペシャリ

ティーポリマーまでの一貫製造プロセスの開発をおこなう。 

 

(4)実施体制   

 セルロースからスペシャリティーポリマーまでを開発するが、セルロースからフ

ラン系モノマーまでの一部は、産業技術総合研究所東北センターに再委託して実施

する。 

 

ユニチカ

産総研
東北センター

Cellulose
（糖など）

HMF
ﾌﾗﾝ系
ﾓﾉﾏｰ

ｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨｰ
ﾎﾟﾘﾏｰ

ポリエステル

ポリアミド

研究開発項目
2-1-2-1

研究開発項目
2-1-2-2

研究開発項目
2-1-2-3

 
 

(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度） 
原料転換による CO2 削減量は検討中だが、およそ 1 万 tCO2/y@2030 年度を見込む。  

 

(6)中間目標の達成度   
中間目標の達成度は、下表の通り。  
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技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）  
研究開発成果  達成度※  

原因・課題と

解決方針  

※未達の場合

のみ  

2-1-2-1 
セルロース等

からの C6 化合

物合成法の開

発  

HMF 合成にむけたプ

ロセス技術の開発。  
HMF を収率 40％以上

で得る（セルロース基

準）。  

セルロース（試薬ベー

ス）のスラリーを用いた

流通式による HMF 合成

の検討。収率 40％を達

成。  

○  

2-1-2-2 
スペシャリ

ティーポリ

マー用モノ

マー合成法の

開発  

フラン系モノマー収率

70％以上（HMF 基

準）  

試薬 HMF を出発原料と

したジオール合成は、収

率 99％以上を達成。

（HMF 基準）  

○  

2-1-2-3 
スペシャリ

ティーポリ

マーの合成法

の開発及び評

価  

収率 85%以上（モノ

マー基準）、分子量 5k
以上、Tm200℃または

Tg150℃以上  

FDCA 等を用いてポリア

ミドの重合を検討、

Tm200℃以上を達成、組

成選択で融点 250℃以上

も可能  

○  

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達 

 

(7)最終目標の達成可能性    

最終目標の達成可能性の見通しは、下表の通り。 

 

 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

2-1-2-1 
セルロース等から

の C6 化合物合成法

の開発  

セルロース（試薬ベース）

のスラリーを用いた流通式

による HMF 合成の検討。収

率 40％を達成。  

粗セルロースから目

的のモノマー収率

70%以上（セルロー

ス基準）  

粗セルロースや木粉等

をボールミル等を用い

て細粉化、木の組織の

破壊等の処理を行うこ

とで化学反応処理を容

易にさせることで達成

可能  

2-1-2-2 
スペシャリティー

ポリマー用モノ

マー合成法の開発  

試薬 HMF を出発原料とした

ジオール合成は、収率 99％
以上を達成。（HMF 基準）  

セルロース等から目

的のモノマー収率

50%以上（セルロー

ス基準）  

不純物含有の課題は予

想されるが、精製技術

の開発により、達成の

見通しはある。  

2-1-2-3 
スペシャリティー

ポリマーの合成法

の開発及び評価  

試薬 FDCA 等を用いてポリ

アミドの重合を検討、

Tm200℃以上を達成、組成

選択で融点 250℃以上も可

能  

セルロース由来のモ

ノマーを用いて、分

子量 5k 以上、

Tm200℃または

Tg150℃以上。  

不純物含有の課題は予

想されるが、精製技術

の開発により、達成の

見通しはある。  

 

表Ⅲ-2.2.3-6 第一中間目標と達成度  

表Ⅲ-2.2.3-7 最終目標の達成可能性  
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(8)研究開発の成果と意義  
a. セルロースから 5-ヒドロシキメチルフルフラールの合成    

本プロジェクトにおける木質バイオマス材料から機能性化学品を一環製造すると

いう取り組みにおいて、我々は木質バイオマスを成分分離して獲得したセルロース

から多段階の化学反応によって機能性化学品であるスペシャリティーポリマーを合

成することを課題としている。本開発に着手するにあたり、我々はセルロースを含

む成分や糖化処理で得られたグルコース等からモノマー前駆体となる C6 化合物

（5-ヒドロキシメチルフルフラール：HMF を主に想定）への化学変換を、マイクロ

リアクター等を駆使した流通式高温高圧水反応場を利用して行った。  

まず、試薬としてのセルロースを用いて反応条件の検討を行った。セルロールを

出発原料とした場合、HMF が生成される過程として、一般的にセルロール→グル

コース→フルクトース→HMF が知られている（図Ⅲ-2.2.3-5）。その中で、セルロー

ス→グルコースの解糖過程においては、目的とするグルコースだけでなくオリゴ糖

やフルフラールの生成が考えられる。セルロースの解糖は一般的に水熱法が知られ

ている。我々は、ギ酸をブレンステッド酸としてセルロースの糖化を促進させると

同時に、ギ酸が分解されることで得られる二酸化炭素と水素を活用し、還元的雰囲

気下での効率的なセルロースの解糖法を検討した。  

HMF重合物 

+ HCOOH 

Cellulose -Glucose Fructose 

Levoglucosan Furfural Levulinic acid 

Formic Acid 

HMF 
(Hydroxymethylfurfural) 

OBMF 

- 3H2O 

H＋ 

H＋ 

H＋ 

＋H2O 

H＋ 

AGF 

不溶性重合物（フミン質）　水溶性重合物 

H＋ 

 
 

図Ⅲ-2.2.3-5 セルロースから HMF への想定変換ルート  
 

当初、実験手法は、パーコレート式を採用した。日本製紙（株）から提供された

未漂白クラフトパルプを反応管に充填し、所定の温度で反応させた。その結果、ま

ず温度を 230 C として解糖と抽出を繰り返しながら反応を行い、その後温度を 280 

C に設定することにより、最高収率 72%で HMF を得ることに成功した。全滞在時

間は、2.5～5 分程度であった。反応によりほぼ全ての出発原料が消費されており、

ごく僅かに炭化した残渣が残るのみであった（図Ⅲ-2.2.3-6）。しかしながら一方で、

得られた HMF の濃度は 0.5%以下であり、実用に耐えるためには、より高い濃度で

HMF を得ることのできる手法の開発が求められた。  



  

Ⅲ-2.2-74 

 

そこで、次に反応形式をパーコレート式から流通式へ変更して検討を行った。流

通式の反応を行うために、十分なトルクを有し、3000 回転 /分以上で攪拌可能な耐

高圧攪拌機を新たに開発し、既存の高圧ポンプに設置することでセルロース粉末を

水に分散させたスラリー状態で送液することを可能にした。  

 

未精製パルプ（日本製紙（株）様提供） 

HPHT-H2O（高温高圧水） 
Formic Acid 
Organic Cat. 

One Step 

反応時間  ：半流通式で、滞在時間2.5分~5分程度 
転化率 ：99%以上 
収率  ：72%（セルロースからの換算値） 
選択率 ：71%以上  

 
図Ⅲ-2.2.3-6 未精製パルプから HMF への変換反応  

 

本反応において目的物である HMF は水溶液として得られる。しかしながら次工

程以降で HMF からスペシャリティーポリマーの原料へと変換する場合、現時点で

は有機溶媒を用いる手法が有力であるため、そのまま反応に供することは難しい。

そこで反応進行と同時に生成物を有機溶媒で抽出する手法を検討した（図Ⅲ -2.2.3-
7）。  

 
 

図Ⅲ-2.2.3-7 未精製パルプから HMF の連続合成  
 

抽出に用いる有機溶媒にはブタノールを選択した。ブタノールは、高温高圧条件

下で水と均一相を形成する一方、常温常圧に戻すことで二相へと相分離する。実験

の結果、1～5%程度のセルロースを送液した場合、目的物の収率は 40%であった。

これにより、固体セルロースを送液しながら HMF を連続的に得られることが示さ

れた。なお、HMF は両親媒性であるため、ブタノール相と水相の両方に分配され

る。そこでメチルイソブチルケトン（MIBK）による抽出を併用することで、より

効率よく HMF を獲得できることを見出した。  

本検討によって、未精製パルプを用いたセルロースの HMF への連続的な変換方

法を開発することが出来た。実際の未精製パルプを用いて、HMF を 40%含有する

反応生成物を得られたことで、スペシャリティーポリマーの原料合成を含む更なる



  

Ⅲ-2.2-75 

 

化学変換へと活用できる可能性が示唆された。得られた未精製 HMF は、そのまま

でも続く反応工程へ適用可能であると考えられるが、収率および選択性といった反

応効率をより高めるためには高純度の HMF が不可欠である。早期に HMF の精製方

法を確立できるよう検討を継続する。なお不純物は、HMF のオリゴマー、HMF と

ブタノールとのエーテルなどが主であることが分かっており、今後はこれら不純物

生成の抑制を行うとともに、後段で精製する可能性も検討する予定である。  

 

b. HMF からモノマーの合成    
b.-1 ジオール合成（バッチ式）の検討 

HMF 由来のスペシャリティーポリマーを製造するにあたり、モノマー候補とし

て 2,5-ビス（ヒドロキシメチル）フラン（BHMF）、フランジカルボン酸（FDCA）

などが挙げられる。その中で FDCA は、既に多くの研究機関や企業で開発が進めら

れていることもあり、我々は BHMF などを主な開発ターゲットとすることで差別化

を図った。  

ここでは、BHMF の合成を検討した。既に我々の過去の知見から、白金/MCM-41

触媒が有用であることが示唆されており、実際にこの触媒を用いたところ、35 C、

2 時間という温和な条件でありながら、BHMF を 99%の収率で得ることに成功した

（図Ⅲ-2.2.3-8）。一方で、BHMF の水素化分解により 5-メチルフルフラールがわず

かに副生することが分かった。また反応性および選択性は溶媒の極性に応じて変化

し、水を媒体とした場合に、最も良好な結果を示すことを確認した。  

 

 

図Ⅲ-2.2.3-8  HMF から BHMF への反応条件検討  

 
b.-2 ジオール合成（フロー式）の検討     

フロー水素化装置を用いて HMF のホルミル基を水素化するため、同一条件で触

媒をスクリーニングした（表Ⅲ-2.2.3-8）。Raney Ni を用いて水素化した場合、原料

は完全に消失したが、過大な触媒能によってフラン環の水素化が起こったために目

的物の収率は 10%であった。そこで、フラン環の水素化を防ぐために一般に二重結

合との反応性が低いことで知られるリンドラー触媒を用いたところ、フラン環の水
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素化が抑えられたものの、同時にホルミル基の水素化の収率も大幅に低下した。一

方、白金とルテニウムを使用した場合には、中程度の収率ながら高い選択性で対応

する水素化生成物を得ることが出来た。実用化の際はこれら二つの触媒とバッチ法

で良い結果が得られた MCM-41 を中心に検討する予定である。ただし、Raney Ni は

最も安価であるため、条件の最適化や実験装置の改造などの措置をとればコスト面

で有利になる可能性がある。  

 

表Ⅲ-2.2.3-8 フロー水素化装置による HMF の触媒的水素化反応  

 
c. スペシャリティーポリマーの開発 

c.-1 フランジカルボン酸を用いたスペシャリティポリマーの開発   

本開発では、フラン環構造を含む新しいスペシャリティーポリマーを、付加価値

のある最終製品として設定している。特にスペシャリティーポリマーとしては、機

能性を出しやすいと考えられるポリアミドを有力な候補として取り組んでいる。ポ

リアミドをスペシャリティーポリマーとして展開していくには、耐熱性や強度の観

点から、結晶性ポリマーであることが大きな切り口であるため、ここでは、フラン

環含有モノマーの重合性とともに、得られたフラン環含有ポリマーの結晶性を評価

した。  

フラン環含有モノマーとして知られているフランジカルボン酸（FDCA）を用い、

分子構造の異なる各種ジアミン（ジアミン A-E）を反応させて、ポリアミドの重合

を検討した（表Ⅲ-2.2.3-9）。  

まず、反応に用いるジアミンとして、すでに工業的に広く使用されているジアミ

ン A-D を選択して重合実験をおこなった。これらの結果から、ジアミン A-D と

FDCA との重合は、一定の反応が進み、所定の重合度のポリアミドを得られること

が確認された。しかし、これらポリアミドについて、熱特性の評価をおこなったと

ころ、融点を観察することができなかった。つまり、FDCA を重合して得られたフ

ラン環含有ポリアミドは、結晶性が不十分であり、結晶性を発現させスペシャリ
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ティーポリマーとしての展開を目指していくためには、なんらかの工夫が必要であ

る結果となった。  

一方、ジアミン A-D ほど広くは普及していないものの、比較的入手しやすいジア

ミン E を用いての検討もおこなった。ジアミン A-D と同条件で反応をおこなった

ところ、ジアミン E の重合性はジアミン A-D と同等以上の結果となった。また、

熱特性を評価したところ、融点が観察され、上記のジアミン A-D と異なり、結晶性

の発現することが分かった。  

これらのことより、適当なジアミンを選択することにより、結晶性の発現するフ

ラン環含有ポリアミドを得られることが分かった。また、ジアミン E のような結晶

性ポリマーとなる他のジアミンの存在も期待され、今後も各種ジアミンの探索をお

こなっていくとともに、得られた各種ポリアミドの特性調査を進めていく計画であ

る。  

 

表Ⅲ-2.2.3-9  FDCA とジアミンとのポリアミド重合  

 
 
 

2.2.4 リグニングループの概要及び成果  
【グループの概要】  

本プロジェクトにおいて、リグニングループは木質３成分の効率的利用による高

付加価値化及びコスト競争力強化を目的に、リグニンから各化学品までの一貫製造

プロセスの開発を行っている。各テーマはフェノール系熱硬化樹脂、高性能エポキ

シ樹脂、重水素化学品、芳香族由来樹脂をターゲットとしている。  

平成 25 年度から平成 27 年度までは、前処理技術から得られるリグニンから、各

化学品までの一貫製造プロセスの為の要素技術開発を目的として検討を行った。一

貫製造プロセス各工程の要素技術を検討し、各工程の収率等からコスト評価を行っ

た。また、各化学品の物性評価を行い、有用性を検証した。  

【グループの成果】  
 リグニングループの成果を総合的に見ると、各種前処理により得られた各種リグ

ニンから各化学品への変換について要素技術を検討しラボレベルで確立した。コス
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ト評価、物性評価を行い有用性を検討した。  

前処理グループから提供されたリグニンの評価結果を表Ⅲ-2.2.4-1 にまとめる。  

 

 

 

前処理技術  フェノール樹脂  エポキシ樹脂  重水素化学品  芳香族由来樹脂  

1-1-2 

ソーダ蒸解  

○  ○  ○  × 

1-1-4 

酸素アルカリ蒸解  

○  × 未評価  未評価  

1-1-5 

水熱処理  

○  ○  ユーカリ○  

スギ× 

× 

1-1-5 

アセトン水処理  

○  ○  ユーカリ○  

スギ× 

○  

1-1-6 

水系等マイクロ波処理  

× ○  ◎  × 

1-1-7 

水熱・メカノケミカ

ル・酵素糖化処理  

× ○  ○  ○  

＜評価基準＞    

◎  利用可能（現状のままで利用できる、スペックを満たしている）  

○  可能性有り（現状では不十分であるが、改良により利用できる可能性がある）  

× 利用不可（現状で利用できず、改良の余地なし）   

 

以下にリグニングループで実施した研究開発 4 テーマの成果概略をまとめる。な

お、各テーマの詳細な成果については、2.2.4.1～2.2.4.4 において説明する。  

 フェノール系熱硬化樹脂のテーマは、水熱処理条件の影響を明確化し、リグニン

分離精製法基盤を確立した。熱溶融性が良好な低分子リグニンを良好な収率で得る

水熱処理・連続プロセス化に成功した。また、前処理法、樹種、軟化温度、反応性

の相関を明確化した。得られた低分子リグニンの変性法を確立し、実用的な熱溶融

性/熱硬化性を有することを確認した。開発したフェノール系熱硬化樹脂成形物の強

度は最終目標を満たした。  

 高性能エポキシ樹脂のテーマは、エポキシ樹脂原料として利用可能な低分子化リ

グニンを高収率で得る新規低分子化技術を実験室レベルで確立した。また、有機溶

媒対応型装置を設計試作し、分解反応を行う事で実機での挙動を明らかにし、ス

ケールアップにおける課題を抽出した。前処理グループから提供された低分子リグ

ニン及び分解反応により得られたリグニンを必要に応じて変性しエポキシ樹脂化を

検討した結果、高収率でエポキシ樹脂を得る事ができた。  

 重水素化化学品のテーマは、各種リグニンを用いて分解反応を実施し、5%の収率

表Ⅲ-2.2.4-1 研究開発目標と根拠  
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で目的化合物が生成する条件を確立した。4 種類以上の化合物を選択的に得られる

分解条件を確立し、60％の収率で単離する手法を確立した。NMR、GC-MS 等を用

いて、分解物の定量法を確立した。得られた化合物は、ピロガロール系医薬品及び

有機二次電池材料の重水素化合物として用途開発を開始した。  

 芳香族由来樹脂のテーマは、工業プロセスを見据えて種々酸化分解法を検討した

結果、酸素-アルカリ等の条件で、前処理法と同時に芳香族アルデヒド、芳香族カル

ボン酸を高収率で生産できることを見出した。分解により生成する複数のバニリン

類の誘導体化によりビフェニル化合物を得る MAP を作成し、ビフェニル化合物の

製造についてラボレベルで最適化を行った。得られたビフェニル化合物と各種ジ

オールの重縮合条件を見出し、ポリマーの熱物性及び重合度の評価を行った。  
 

2.2.4.1 フェノール系熱硬化性樹脂  
(1)背景と目的  

これまでの検討で、高温高圧の水熱処理を用いて木質バイオマスからリグニンを

低分子化して分離する技術を開発し、難溶融性で成形加工性に乏しいリグニン成分

を低分子化することにより、熱硬化性樹脂原料として適用できる可能性が見出され

た。  

本研究では、各種水熱処理法やバイオマス種の違いによるリグニンの構造や特性

に及ぼす影響を明らかにし、分離された各種リグニンの樹脂原料としての適用性の

検証を行うことを目的とした。また、水熱処理の連続プロセス化を検討し、樹脂原

料特性に優れた低分子リグニンを工業的に生産するための基盤プロセス構築を目的

とした。さらに、低分子リグニンをフェノール類で変性・樹脂化することにより、

工業利用が可能なフェノール系熱硬化性樹脂の製法開発を目的とした。  

 

(2)位置付け、目標値  
水熱処理を基本としたリグニンの低分子化手法を用いて、フェノール系熱硬化性

樹脂の原料化技術の開発、各種リグニンの原料適用性検証、低分子化プロセスの連

続化および低分子リグニンを樹脂原料に用いたフェノール系熱硬化性樹脂の製法検

討、樹脂材料の特性検証に関する研究開発を下記の目標のもと 3 機関で分担実施す

る。  

 

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）  

第二中間目標  

（平成 29 年度末）  

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

2-3-3-1(a) 

リグニン樹脂原

料の最適化 

（京大化工） 

樹脂原料としての物

性指標構築 

分子量 300-1,000 

収率≧60% 

物性指標の検証 

処理手法の構築 

分子量 300-1,000 

収率≧80% 

物性指標の確立 

処理手法の最適化 

原料樹種、

処理条件等

によるリグ

ニン特性へ

の影響明確

表Ⅲ-2.2.4-2 研究開発目標と根拠  
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化が必要。 

2-3-3-1(b) 

連続プロセスに 

よるリグニン 

樹脂原料の最適

化 

（産総研東北） 

連続プロセス構築 

分子量≦1,000 

収率≧50% 

連続プロセス処理 

分子量≦1,000 

収率≧60% 

コスト\170/kg を

満たす連続プロセ

スの構築 

樹脂原料に

必要な熱溶

融反応性と

コストを満

たす上限分

子量、下限

収率。 

2-3-3-1(c) 

リグニン樹脂原

料の特性検証 

（住友ﾍﾞｰｸﾗｲﾄ） 

品質評価法確立 

スペック化 

分子量≦1,000 

不純物≦5% 

(ホロセルロース) 

品質スペックの展開

分子量≦1,000 

不純物≦5% 

(ホロセルロース) 

軟化点≦130℃ 

分子量≦1,000 

不純物≦5% 

(ホロセルロース) 

軟化点≦120℃ 

 

樹脂特性に

悪影響与え

ない上限分

子量・軟化

点・不純物

量、最終樹

脂に対する

上限原料コ

スト 

2-3-3-2  

リグニン樹脂原

料からのフェ

ノール系熱硬化

性樹脂合成法の

開発（住友ﾍﾞｰｸﾗ

ｲﾄ） 

樹脂合成法確立 

収率 75% 

成形材料強度

120MPa 

(ﾌｪﾉｰﾙ樹脂 30%併用)

収率 85% 

材料強度 120MPa 

(ﾌｪﾉｰﾙ樹脂 30%併用)

材料強度≧120MPa 

(ﾌｪﾉｰﾙ樹脂非併用) 

コスト \250/kg 

汎用フェ

ノール樹脂

同等の 

コスト、材

料特性同等

以上 

  

(3)全体計画  
平成 27 年度までに目標を満たす水熱処理法、原料樹種の見通しをつけ、原料評

価方法を確立して各種水熱処理リグニンの品質確認を行い、連続プロセス検討に

フィードバックする。また他機関からのサンプル評価、他機関へのサンプル提供を

行い水熱処理法によるリグニンの特徴、優位性を確認する。有望なリグニン原料候

補を用いてフェノール系熱硬化性樹脂の合成法を確立し、目標特性の達成の可能性

を見極める。平成 28 年度以降は、有望なリグニン分離法を絞り込み、連続プロセ

スの条件最適化、エンジニアリング検討を行う。樹脂合成のスケールアップを行い、

目標特性以外の樹脂材料の諸特性を取得し、実用化に向けた樹脂設計および製法の

改良を行う。  

 
(4)実施体制  
 本技術開発項目は下記の実施体制のもと、京都大学、産総研東北センター、住友

ベークライトの 3 機関でフェノール系熱硬化性樹脂に関する研究開発を進める。  
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京都大学（化工）

住友ベークライト（株）
2-3-3-1(c) リグニン樹脂原料の特性検証

2-3-3-1(b) 連続プロセスに よるリグニン樹脂原料の最適化

2-3-3-1(a) リグニン樹脂原料の最適化

委
託

再
委
託

2-3-3-2 フェノール系熱硬化性樹脂合成法の開発

産総研（東北）
NEDO

 

 

 

(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  
売上予測： 年間売上額 450 億円  

CO2 削減効果  9 万 tCO2/年（製造プロセス＋原料転換の効果）  

 

(6)中間目標の達成度  
平成 27 年度までの目標と達成度を下記に示す。  

 

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

2-3-3-1(a) 

リグニン樹脂原

料の最適化 

(京大化工) 

分離リグニンの樹

脂原料として適切

な物性指標の構築 

分子量 300-1,000 

収率≧60% 

アセトン水処理により、

平均分子量 1,000 以下、

ホルムアルデヒド類との

反応活性が良好な低分子

リグニンを 80%以上の高

収率で樹脂原料化を達

成。樹種、固形分濃度の

樹脂特性への影響を明確

化した。  

○   

2-3-3-1(b) 

連続プロセスに 

よるリグニン 

樹脂原料の最適

化 

(産総研東北) 

連続プロセス構築 

分子量≦1,000 

収率≧50% 

固形分濃度 23%以上の木

粉スラリーを用いた連続

プロセスを構築。分子量

1,000 以下の可溶性リグ

ニン収率 60%以上を達成

した。 

△  

(H28.3

達成見

込み)

連続プロセス実用化の

ためのアセトン再利用

性の確認を実施する。 

2-3-3-1(c) 

リグニン樹脂原

料の特性検証 

(住友ﾍﾞｰｸﾗｲﾄ) 

品質評価法確立 

スペック化  

分子量≦1,000 

不純物≦5% 

熱溶融性、ホルムアルデ

ヒド反応性についての評

価法を確立。水熱処理由

来の低分子リグニンが熱

△  

(H28.3

達成見

込み)

最適化した連続プロセ

ス由来の低分子リグニ

ンの特性確認。収率と

樹脂特性から必要とな

図Ⅲ-2.2.4-1 フェノール系熱硬化性樹脂に関する研究実施体制  

表Ⅲ-2.2.4-3 第一中間目標と達成度  
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(ホロセルロース) 溶融性・反応性に最も優

れ、バッチプロセス品で

は中間目標を満たすこと

を確認した。  

る原料スペック値を決

定する。  

2-3-3-2  

リグニン樹脂原

料からのフェ

ノール系熱硬化

性樹脂合成法の

開発 

(住友ﾍﾞｰｸﾗｲﾄ) 

樹脂製法確立 

収率≧75% 

材料強度 120MPa 

(ﾌｪﾉｰﾙ樹脂 30%併

用) 

水熱処理（バッチ処理）

由来の低分子リグニンを

用いてリグニン率 50～

80%のフェノール変性リ

グニン樹脂の合成を確立

(収率 78% 達成)。成形

材料化が可能であり、材

料強度目標値を満たすこ

とを確認した。  

△  

(H28.3

達成見

込み)

連続処理プロセス由来

の低分子リグニンを用

いた樹脂合成、成形材

料特性を確認する。  

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

(7)最終目標の達成可能性  
 現時点までの進捗をもとに最終目標の達成可能性について下記に示す。  

 

 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

2-3-3-1(a) 

リグニン樹脂原

料の最適化  

(京大化工) 

高温高圧下のアセトン水処理により

平均分子量 1000 以下、高活性の樹

脂原料化を高収率で達成。   

物性指標の確立  

処理手法の最適化   

水熱処理をベース

に反応条件を適正

化して低分子化す

ることにより、分

子量や軟化点の制

御が可能と見込ま

れる。   

2-3-3-1(b) 

連続プロセスに  

よるリグニン  

樹脂原料の最適

化  

(産総研東北) 

固形分濃度 23%以上の木粉スラリー

を用いた連続プロセスを構築。分子

量 1000 以下の可溶性リグニン収率

60%以上。  

¥170/kg を満たす連

続プロセス構築  

連続プロセスにお

けるアセトン再利

用技術（再利用率

≧90%）が確立でき

れば達成可能と見

込まれる。  

2-3-3-1(c) 

リグニン樹脂原

料の特性検証  

(住友ﾍﾞｰｸﾗｲﾄ) 

分子量  1000 以下   

軟化点  100～120℃   

ホルムアルデヒド反応活性良好   

（アセトン水処理、高温高圧水処理

リグニン）  

分子量≦1,000 

不純物≦5% 

軟化点≦120℃   

水熱処理品では分

子量、軟化点、反

応性は達成済み。

分離精製条件の適

正化により不純物

量を削減すること

表Ⅲ-2.2.4-4 最終目標の達成可能性  
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で達成可能と見込

まれる。  

2-3-3-2  

リグニン樹脂原

料からのフェ

ノール系熱硬化

性樹脂合成法の

開発  

(住友ﾍﾞｰｸﾗｲﾄ) 

樹脂収率  78% （リグニン比率

75%）   

成形材料強度   125MPa  

（原料リグニン：高温高圧水処理）

樹脂収率  85% 

材料強度 120MPa 

（ﾌｪﾉｰﾙ樹脂非併

用）   

コスト  ¥250/kg  

水熱処理由来のリ

グニン原料を用い

ることで樹脂材料

特性は達成済み。

反応条件の適正化

により達成可能と

見込まれる。   

 
(8)研究開発の成果と意義  
技術開発項目 2-3-3-1(a)：リグニン樹脂原料の最適化（京都大学） 

 樹脂原料化にはリグニンを低分子化することが非常に重要であり、そのためには

ある程度高温でのアセトン/水処理を必要とするが、木質バイオマスの高温での処理

はリグニン以外の成分も分解、抽出してしまうためそれらを分離し低分子リグニン

のみを樹脂化するのが困難となる。そこでまず、高温でのアセトン/水処理でも低分

子化されたリグニンのみを高収率で得るための前処理としてギ酸糖化を試みた。す

なわち、ギ酸糖化とアセトン/水処理の 2 段階処理により得られたリグニンの樹脂原

料特性を調べた。  

得られたリグニンの収率（アセトン/水処理温度は 290℃）を調べたところ 50wt%

と 75wt%のギ酸で糖化した場合はスギから糖類を抽出し、その後の残渣からリグニ

ンを高収率で得ることができていることがわかった。一方、90wt%のギ酸糖化では

スギから糖類だけではなく、リグニンも抽出していた。またアセトンの量を減らせ

ばリグニンの収率が低くなる傾向があったことから、抽出されるリグニンに選択性

があることが推察される。さらに、アセトン濃度を 50wt%に固定してアセトン /水

処理温度を変化させると、高温になるほどピークの分子量が著しく低分子側にシフ

トしていることがわかった。これよりリグニンの低分子化には処理温度の影響が大

きいと判断される。  

 次に、アセトン/水処理での固体原料濃度の影響を調べた。少ない溶剤量でリグニ

ンの収率と品質が変わらないなら、コスト削減のキーポイントとなる。図Ⅲ-2.2.4-2

にユーカリの有機溶媒可溶分の分子量分布を示す。比較のためメタノール/水処理の

メタノール可溶分を下に示す。その結果、固体原料濃度により分子量分布はほぼ変

化しないことが明らかになった。  
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続いて図Ⅲ -2.2.4-3 に、脱ヘミセルロース処理（前抽出）の有無によるアセトン

可溶分の分子量分布への影響を示す。ユーカリにおいて、アセトン可溶分は脱ヘミ

セルロース処理無しのほうが有りより低分子化されていると判断された。これは、

ヘミセルロースから生じる有機酸がリグニンの分解、低分子化を促進したと考えら

れる。  

以上、液固比により分子量分布はほぼ変化せず、硬化反応性もスギでは同じで

あった。種々の反応条件のなかで分子量分布に大きな影響を与えるものは処理温度

であり、300℃付近まで高温にすると分子量 1,000 以下まで低分子化された。これに

よる意義としては、標準的な 220℃のアセトン/水処理でも液固比によらず平均分子

量 1,000 以下の樹脂原料が高収率で得られることがあげられ、目標は十分に達成さ

れた。  

 
技術開発項目 2-3-3-1(b)：連続プロセスによるリグニン樹脂原料の最適化検討 

（産総研東北センター）  

a. スラリー化検討 

木粉の連続処理において、溶媒/木粉スラリーの長時間安定性、および均質性は

送液時の流体性状に影響を与える。カッティングミルで処理した木粉（0.2 ㎜ふる

い）では圧搾により吸収された水が先行して押し出され、均質な流体としての送液

が不可能であった。本プロジェクトではボールミル粉砕を行い、0.1 ㎜以下にふる

い分けされた木粉を使用することにより水単独、およびアセトン/水溶媒で安定・

均質な木質スラリーの調製を実現した（図Ⅲ-2.2.4-4）。 

 

図Ⅲ-2.2.4-2 液固比の分子量分布への  
影響（上：アセトン、下：メタノール) 

図Ⅲ -2.2.4-3 前抽出有無の分子量分布

への影響（上：ユーカリ、下：スギ) 



  

Ⅲ-2.2-85 

 

      

 

 

 

b. 条件検討 

急速昇温が可能なサンドバス方式の回分式装置を用いて、反応時間が有価物収率

に与える影響を検討した。以下に樹脂原料収率に対する処理時間の効果を示す（図

Ⅲ-2.2.4-5）。リグニンを可溶化して回収するアセトン/水処理（図左）では処理時間

30 分と比較して 5 分では収率が低下した。また収率低下はサンドバス方式の方が顕

著であった。急速昇温により処理時間の影響が明確化されたことを示唆している。

樹脂原料を固形物として回収する高温高圧水処理（図右）では 300℃処理では処理

時間が長くなると収率が減少し、230℃では増加した。亜臨界水単独処理の 300℃処

理では処理時間を短くすることによって樹脂原料の副反応が抑制されていると考え

られる。 

 

   
 

 

 

c. 連続処理検討 

c.-1 高濃度スラリーの連続処理  

上記の方法で均質化された木粉-溶媒（水単独、あるいはアセトン/水）スラリー

の連続処理を実施した。その結果、水単独では 23%、アセトン/水では 27%という

高濃度固形物スラリーの連続処理を達成した。表Ⅲ-2.2.4-5 に高温高圧水単独、お

よびアセトン/水連続処理、参考として回分式処理（サンドバス）の樹脂原料収率

を示す。 

 

図Ⅲ-2.2.4-4 アセトン/水-木粉スラリー（固形物：20%） 

左：カッティングミル（0.2 ㎜ふるい）、右：ボールミル処理（0.1 ㎜）

図Ⅲ-2.2.4-5 処理時間が樹脂原料収率に与える影響 

左：アセトン/水処理 右：高温高圧水処理 



  

Ⅲ-2.2-86 

 

 

                   

  

若干、連続処理の収率が回分式処理に比べて低いが、概ね近い結果となった。樹

脂原料収率は高温高圧水単独、アセトン/水処理共に目標としていた 50%を超える

値となった。今後はさらに高濃度化を進めると共に分子量分析を行い、樹脂原料と

なる低分子リグニン分離の最適化を検討する予定である。 

 

c.-2 ろ過器並列システムの構築 

本プロジェクトでは固形物産物の加熱履歴を制御するために高温ろ過器を並列で

設置した。アセトン/水の連続処理において、セルロースが固形物となるため、ろ

過回収される。その際、ろ過器でトラップされたセルロースは被加熱時間が長くな

る。有価物を極力回収するためにはセルロースの過分解抑制の検討は必須である。

亜臨界水単独処理においては、高分子リグニンが高温ろ過器により回収される。ろ

過器の並列設置による被加熱時間の違いによる影響を調べる。図Ⅲ-2.2.4-6 に設置

した並列高温ろ過システムの概要を記載する。 

反応器

スラリー導入口

TCV‐1

TCV‐2

TRCA‐1

TRCA‐2

HV‐1

HV ‐3

PSV‐1 PG‐1

＊ 2

ろ過器2

SV‐7

HV‐4

H V‐5

PSV‐2 PG ‐2

＊ 1

＊ 2＊ 2

＊ 3

＊4

ろ過器1

PE‐3

バイ パスラ イン

受器

SV‐2

SV‐1

HV‐2

HV‐6

SV‐3‐2

SV‐5

SV‐6

TCV ‐4

TCV‐3

HV‐8HV‐7

HV‐9

＊ 5

＊5

＊1 ＊
SV‐9

熱媒 ポンプ

CA‐1

TRCA‐5 TRCA‐8

1

2

3

4

＊2

冷却

外径6. 35、肉厚1.0ｍｍ

フラッシュ減圧部

＊ 2

＊ 1

＊ 3

SV‐6

SV‐4

SV‐8

＊ 4

SV‐12

SV‐13

並列化
処理流体が流れていない方のろ過器は
フラッシュ減圧後に空冷する

 

 
 

 

連続処理 

（水単独） 

連続処理 

（アセトン/水）

回分式 

（水単独） 

回分式 

（アセトン/水）

樹脂原料収率 

(%-投入リグニン) 
63.0 97.0 67.7 115.0 

表Ⅲ-2.2.4-5 各種処理方式による樹脂原料収率 

＊ 投入木粉中の 30%がリグニンとして収率を算出

図Ⅲ-2.2.4-6 並列高温ろ過システム
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技術開発項目 2-3-3-1(c)：リグニン樹脂原料の特性検証（住友ベークライト）  
本研究項目では、水熱処理法により得られた低分子化リグニンの特性評価を行い、

フェノール系熱硬化性樹脂原料としての評価法確立および各種リグニンの樹脂原料

としての適用性を検証することを目的とした。  

 

a.低分子リグニンの熱溶融性評価  

技術開発項目 1-1-5-1 で検討のアセトン/水処理法、1-1-5-2 で検討の高温高圧水処

理法により分離した低分子リグニンの樹脂原料としての各種特性評価を行った結果

を表Ⅲ-2.2.4-5 に示す。軟化温度（TMA 法）および 150℃における溶融粘度を評価

した結果、水熱処理由来の低分子リグニン 4 種ともに 110℃以下で熱溶融し、溶融

粘度も工業用フェノール樹脂に近い水準であり、樹脂合成時に最低限必要となる原

料としての熱溶融性は確保できると見込まれる。高温高圧水処理由来のリグニンで

は分子量 1000 以下を達成しており、樹脂原料としてより有利と考えられる。  

 

b.低分子リグニンのホルムアルデヒド反応性評価 

フェノール系熱硬化性樹脂の合成時に必要となる低分子リグニンとホルムアルデ

ヒドとの反応活性を評価するために、分解してホルムアルデヒドを発生するヘキサ

メチレンテトラミン（以下、ヘキサミン）と各種リグニンを混合した組成物の熱分

析にて反応活性および熱硬化性の評価を行った。DSC 評価において、いずれのリグ

ニン種でも 100～180℃の範囲に明瞭な反応による発熱ピークがみられ、ピーク温度

は 140～150℃程度と工業用フェノール樹脂とほぼ同水準の反応性を有することが明

らかになった。これら検討の結果からアセトン/水処理法、高温高圧水処理法により

得られる低分子リグニンは、フェノール系熱硬化性樹脂の樹脂原料として適用可能

であり、高温高圧水処理由来のリグニンの方が、より低分子量で熱溶融性の高く、

反応活性に優れる面において樹脂原料には有利と考えられる。原料樹種に関しては、

水熱処理由来の低分子リグニンでは反応活性面には明確な違いはみられず、より低

分子量のリグニンほど高活性の傾向となっている。最終樹脂における材料物性面の

検証が必要と考えられる。  

 

 

 
低分子リグニン  

SB_C02 SB_E02 SB_C03 SB_E03 

リグニン分離法  

高温高圧水処理法  

水  

300℃/9MPa 

アセトン可溶分  

アセトン/水処理法  

アセトン/水＝50/50wt% 

230℃/0.5h 

アセトン可溶分  

原料樹種  スギ  ユーカリ スギ  ユーカリ  

リグニン単独系  

分子量（Mn/Mw）  420/770 410/780 670/2,180 540/1,270 

表Ⅲ-2.2.4-6 水熱処理法により得られた可溶性リグニン成分の評価結果  
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軟化温度（℃）  95 100 109 99 

150℃溶融粘度（Pa･s）  5.0 9.8 33.4 15.0 

リグニン／ヘキサメチレンテトラミン（15 重量部）配合系  

DSC 反応ピーク温度（℃）  143 141 151 149 

 
技術開発項目 2-3-3-2 リグニン樹脂原料からのフェノール系熱硬化性樹脂合成法の

開発（住友ベークライト）  
本研究項目では、樹脂原料の低分子リグニンに架橋部位を有する基を導入する樹

脂化反応を検討し、より均質で密な架橋構造の形成により実用的な熱硬化性樹脂と

して工業利用できる性能を有する熱硬化性樹脂の製法開発を行うことを目的とした。  

具体的な架橋反応基の導入手法としては、樹脂の工業生産の観点から現在のフェ

ノール樹脂製造プロセスに適用が可能な、フェノールとホルムアルデヒドを併用し

てリグニンと共縮合する変性反応について検討を行った。  

 

a.フェノール変性リグニンの合成検討  

原料の低分子リグニンとしては、2-3-3-1(c)の検討において熱溶融性や反応活性面

で優れた特性を有する高温高圧水処理法で得られた低分子リグニン（樹種：スギ）

を樹脂合成原料として選定した。低分子リグニンとフェノールを酸触媒と共にフラ

スコ内で 100～120 で均一溶解し、ホルマリン（37%ホルムアルデヒド水溶液）を滴

下しながら 100℃で 2 時間反応を行い、加温しながら常圧脱水、最終的に 180℃で

真空脱水するプロセスにてフェノール変性リグニンの合成検討を行った（図Ⅲ-

2.2.4-7）。  

 

-H2O
＋ ｘ

低分子リグニン

H+ cat. Δ（100～180℃）
＋ ｙ

フェノール変性リグニンフェノール ホルムアルデヒド  

 

 

合成反応時のリグニン、フェノール、ホルムアルデヒドの比率を変えて、リグニ

ン比率 50～80%の各種フェノール変性リグニン樹脂を合成した。結果を表Ⅲ-2.2.4.-

7 に示す。樹脂収率は全ての合成反応で 78%以上となり収率目標値（≧75%）を達

成し、リグニン比率の目標（75%）の達成目処が得られた。樹脂の軟化温度や溶融

粘度は高分子量の工業用フェノール樹脂と同程度の水準であったが、ハンドリング

性や成形加工性を考慮すると、さらなる低軟化温度および低粘度化が望まれる。  

 

b.フェノール変性リグニンの硬化反応性の評価  

フェノール変性リグニン樹脂の熱硬化性樹脂としての硬化反応性を評価するため

に、硬化剤であるヘキサミンを樹脂に対して 15 重量部混合し、樹脂組成物の DSC

図Ⅲ-2.2.4-7 フェノール変性リグニンの合成反応  
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測定を行った。合成した PML-1～PML-4 のいずれの樹脂系においても 120～200℃

の範囲に明瞭な硬化発熱ピークがみられた。硬化発熱ピーク温度は 150～160℃程度

と成形材料で想定される成形温度（170～180℃）より低温であり、リグニン比率 53

～74%のフェノール変性リグニン樹脂は実用的な熱硬化特性を有することが確認さ

れた。リグニン比率の最も高い PML-4 は、樹脂の溶融粘度が極めて高いため、硬

化反応の高温化、や硬化の不均一化が起こる傾向がみられた。フェノール変性リグ

ニン樹脂は、剛直なリグニン骨格の影響により熱溶融性が低下する傾向があり、低

分子リグニン原料の低分子化やリグニン比率、反応条件の適正化により、より熱溶

融性を高めて均質な硬化構造を形成することが重要であると考えられる。  
 

 

 原料  

リグニン

フェノール変性リグニン樹脂  

PML-1 PML-2 PML-3 PML-4 

リグニン含有率（%）  100 53 62 74 80 

樹脂収率（%）※  －  85 85 78 89 

リグニン単独系  

分子量（Mn/Mw）  420/770 530/2,070 630/2,060 620/1,930 560/1,840

水酸基当量（g/eq.）  235 157 165 162 196 

軟化温度（℃）  95 123 125 120 132 

150℃溶融粘度（Pa･s）  5.0 38.1 28.3 14.1 108.8 

フェノール変性リグニン樹脂／ヘキサメチレンテトラミン（15 重量部）配合系  

DSC 反応ピーク温度（℃）  143 154 153 151 158 

 

 

c.フェノール変性リグニンの成形材料化評価  

フェノール変性リグニン樹脂を用いて成形材料硬化物を作製し、材料特性を評価

した。フェノール変性リグニン樹脂（34 重量部）に、ヘキサミン（15 重量部）、ガ

ラス繊維（57 重量部）、各種添加剤（3 重量部）を配合して混合した後、ラボプラ

ストミルにて 90～110℃で 3 分間加熱混練を行った。混練物を冷却した後、粉砕し

た材料粉末を金型に充填し、20MPa の成形圧にて 175℃で 5 分間圧縮成形した。成

形品をオーブンで 180℃で 8 時間後硬化処理を行い成形材料硬化物を得た。  

成形材料の特性評価結果を表Ⅲ-2.2.4-8 に示す。フェノール変性リグニン樹脂の

うち、リグニン含有比率が 53～74%の PML-1～PML-3 を用いた成形材料は、外観良

好な成形品硬化物が得られ、目標特性（曲げ強度≧120MPa）を達成した。最もリ

グニン含有率の高い PML-4 や樹脂原料の低分子リグニンを用いた成形材料は内部

にボイドを含み、成形品表面にフクレが発生して材料特性は大きく低下した。これ

らの結果から、フェノール変成リグニン樹脂のリグニン含有率を 50～75%の範囲内

で分子量や変性樹脂構造を適正化すれば、フェノール系熱硬化性樹脂として成形材

料等の樹脂材料に適用できる可能性が見出せた。  

表Ⅲ-2.2.4-7 フェノール変性リグニン樹脂の合成、樹脂硬化性評価結果  

※  樹脂収率 (%) ＝  [フェノール変性リグニン樹脂の収量／ (原料リグニン＋ホルムアルデヒド＋反応可能なフェノール )]×100 
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 フェノール変性リグニン樹脂  低分子リグニン

（樹脂原料）  PML-1 PML-2 PML-3 PML-4 

リグニン含有率（%）  53 62 74 80 100 

フェノール変性リグニン樹脂系成形材料（硬化物）  

成形物外観  良好  良好  良好  不良  不良  

曲げ強度（室温，MPa）  136 125 125 33 －  

曲げ弾性率（室温，GPa）  16.5 17.1 15.3 －  －  

破断歪み（%）  0.86 0.76 0.84 0.42 －  

 

成果の意義：  

水熱処理により低分子化したリグニンをフェノールで変性改質することにより、

工業用フェノール樹脂と同水準の熱溶融性、熱硬化特性、実用的な材料特性を発現

し、成形材料をはじめとする各種熱硬化性樹脂材料へ適用の可能性が開かれた。非

石油由来材料への置換えニーズの高い自動車関連部材への適用が早期実用化するこ

とで、国内外で石油由来の芳香族系熱硬化性樹脂の代替樹脂として幅広く産業利用

が波及し、世界規模での石油資源の供給リスクの克服と二酸化炭素の排出抑制に大

きく貢献することが期待される。  

 

2.2.4.2 高性能エポキシ樹脂  
(1)背景と目的  
 本テーマは、3 成分分離により得られたリグニンをマイクロ波反応により低分子

化、分離精製、変性を行い、石油由来化学品と比較し同等以上の性能とコスト競争

力を有する、高性能エポキシ樹脂を一貫製造するプロセスを開発することを目的と

する。  

 

(2)位置付け、目標値  
 天然のリグニンは未変化のまま単離されることは無く、単離方法により何らかの

化学的、物理的な変性を受けている。前処理グループより提供されるリグニンは 3

成分分離の方法毎に、分子量分布や変性度合が異なっている。  

技術開発項目 2-3-5 有機溶剤系マイクロ波処理によるリグニンの低分子化技術の

開発では、分子量が高すぎる等の理由からそのままではエポキシ樹脂原料として不

適切なリグニンを、有機溶媒中で触媒存在下マイクロ波処理により分解しエポキシ

樹脂として好適な低分子リグニンを得るプロセスを開発する。  

 技術開発項目 2-3-6(a)低分子リグニンから高機能フェノール・エポキシ樹脂の製

造法の開発では、前処理グループより提供される低分子リグニン及び 2-3-5 で得ら

れた低分子リグニンをエポキシ樹脂化し一貫製造プロセスを確立する。  

 

表Ⅲ-2.2.4-8 フェノール変性リグニン樹脂系成形材料の特性評価結果  
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技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

2-3-5. 

有機溶剤系マイク

ロ波処理によるリ

グニンの低分子化

技術の開発  

低分子リグニン収

率：15% 

有機溶媒対応型装

置の試作、運転に

よる課題抽出  

一貫製造プロセスの

確立  

低分子リグニン収

率：20% 

製造コスト：400 円

/kg 

キログラム規模の

ベンチプラントで

の生産性確認、コ

ストの確認  

エポキシ樹

脂原料とし

て許容でき

るコストと

原料リグニ

ンの目標コ

ストより試

算  

2-3-6.(a) 

低分子リグニンか

ら高機能フェノー

ル・エポキシ樹脂

の製造法の開発  

高機能エポキシ樹

脂収率：85% 

樹脂中の全塩素

量：1,000 ppm 以下

エポキシ樹脂硬化

物の Tg：150℃以

上  

一貫製造プロセスの

確立  

高機能エポキシ樹脂

収率：90% 

製造コスト：800 円

/kg 

キログラム規模の

ベンチプラントで

の生産性確認、コ

ストの確認  

現在の高性

能エポキシ

樹脂の市場

価格より逆

算  

 

(3)全体計画  
 技術開発項目 2-3-5 では、平成 27 年度末までに、前処理 Gr より提供を受けたリ

グニン及び木材を原料としてリグニンの低分子化技術の要素技術を開発する。具体

的には有機溶媒中で触媒を用いた低分子化反応を行い、原料リグニン及び反応物を

分析することで、原料リグニンと低分子化反応の適合性を見極める。各種反応条件

を検討し高性能エポキシ樹脂原料として適切な反応系をラボスケールで確立する。

同時に低分子化反応に合わせた新規の有機溶媒対応大型マイクロ波装置の設計・試

作を行う。ラボスケールでの反応結果を基に問題点の抽出、条件最適化を行う。  

 平成 29 年度末までに、一貫製造プロセスの確立を目指した詳細なプロセスの検

討を行う。最終年度までに、キログラム規模のベンチプラントでの生産性確認及び

コストの確認を行いリグニンの低分子化技術を確立する。  

 2-3-6(a)では、平成 27 年度末までに、前処理 Gr より提供を受けたリグニン及び

2-3-5 で得られた低分子リグニンをエポキシ樹脂へ変換する製造プロセスの開発を

行う。得られたエポキシ樹脂及びその硬化物の特性について評価する。エポキシ樹

脂製造プロセスを実験室レベルで確立し、確立したプロセスについてコスト評価を

行う。  

 平成 29 年度末までに、前処理方法の絞り込みを受け提供されるリグニンを必要

に応じて 2-3-5.の方法により低分子化し、エポキシ樹脂化する事で一貫製造プロセ

スを確立する。最終年度までにキログラム規模のベンチプラントでの生産性確認及

表Ⅲ-2.2.4-9 研究開発目標と根拠  
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びコストの確認を行いエポキシ樹脂の製造技術を確立する。  

 

(4)実施体制  
 本テーマはリグニングループに属している。テーマ内の共同実施者の役割を図Ⅲ-

2.2.4-8 に示す。  

 

 
 

 
(5)実施の効果(費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度) 
 本開発項目において、新規プロセスによる原料転換により、年間 3500t の二酸化

炭素削減を見込んでいる。  
 
(6)中間目標の達成度  

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

2-3-5 

有機溶剤系マイク

ロ波処理によるリ

グニンの低分子化

技術の開発  

低分子リグニン収

率：15% 

新規有機溶媒中の触媒

分解反応を開発し、高

機能エポキシ樹脂原料

として利用可能な低分

子リグニンを収率

38wt%*（ユーカリ）、

21wt%*（スギ）で得

た。  

*リグニンに対する収率

○   

2-3-6(a) 

低分子リグニンか

ら高機能フェノー

高機能エポキシ樹

脂収率：85% 

樹脂中の全塩素

2-3-5 で得られた低分子

リグニンを変性しエポ

キシ化を行い、85%以

○   

表Ⅲ-2.2.4-10 第一中間目標と達成度  

図Ⅲ-2.2.4-8 テーマ内実施体制  
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ル・エポキシ樹脂

の製造法の開発  

量：1,000 ppm 以下

エポキシ樹脂硬化

物の Tg：150℃以

上  

上の収率で目的の樹脂

を得た。  

汎用品と同等の Tg

（164℃）を示した。  

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 (7)最終目標の達成可能性  
 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

2-3-5. 

有機溶剤系マイク

ロ波処理によるリ

グニンの低分子化

技術の開発  

特徴ある分解法をラボレベルで確

立し、工業化に向けた課題を明確

にした。  

有機溶媒使用量の低減などコスト

削減の検討が必要である。  

製造コスト 400 円  

キログラム規模の

ベンチプラントで

の生産性確認、コ

ストの確認  

一本化される前処

理技術に適応可能

か判断する。  

2-3-6.(a) 

低分子リグニンか

ら高機能フェノー

ル・エポキシ樹脂

の製造法の開発  

低分子リグニンとして求められる

性質を明確化した。  

 

製造コスト 800 円  

キログラム規模の

ベンチプラントで

の生産性確認、コ

ストの確認  

既存のエポキシ化

反応が適応できれ

ば達成可能。  

 

(8)研究開発の成果と意義  
技術開発項目 2-3-5.：有機溶剤系マイクロ波処理によるリグニンの低分子化技術  

の開発  
a.リグニン低分子化反応の開発（日本化薬株式会社、国立大学法人京都大学）  
 通常、天然のリグニンは未変化のまま単離されることは無く、他成分からの分離

方法により何らかの化学的、物理的変化を受けている。前処理 Gr から提供された

リグニンの中には分子量が高すぎる等の理由からそのままではエポキシ樹脂原料と

して利用できない場合があり、エポキシ樹脂原料として適切な低分子リグニンを得

るため、リグニンの低分子化技術の開発が必要である。本項目では、リグニンを構

成する単位間の結合様式の中で天然リグニン中に多く存在しているβ-O-4 結合に着

目しその選択的分解法の開発に着手した。  

前処理 Gr より提供されるリグニン中にどの程度β-O-4 結合が存在しているか調

べるため、各リグニンのチオアシドリシス法による分析を行った。チオアシドリシ

ス法はリグニンに特徴的なβ-O-4 結合由来の分解生成物を与える分析手法であり、

前処理前の木粉等を処理し得られる分解物の生成量と比較する事でリグニン中に残

存するβ-O-4 結合の残存率を推測できる。ソーダ蒸解、水熱処理ではリグニン中の

β-O-4 結合はほとんど残っておらず、酵素糖化処理後の残渣リグニンの場合はβ-

O-4 結合は残っているものの減少していた。  

 木粉をモデルに有機溶剤系マイクロ波処理によるリグニンの低分子化を行った。

表Ⅲ-2.2.4.-11 最終目標の達成可能性  
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なお、本検討では標準のウッドチップを粉砕した木粉を使用している。種々の有機

溶媒及び酸触媒を検討した結果、トルエン・メタノール混合溶媒中で硫酸触媒下マ

イクロ波処理する事でβ-O-4 結合が高選択的に分解され、対応するモノマー（ホモ

バニリルアルデヒドジメチルアセタール）を含む低分子リグニンが良好な収率で得

られた。また、本反応の溶媒比、温度等の反応条件を検討し、低分子リグニンの高

収率化を達成すると共に、不純物を与える副反応のセルロース成分の分解抑制に成

功した。（図Ⅲ-2.2.4-9）  

 

 

 

 

推定される反応機構は、まず酸触媒によりα位水酸基が脱離して生じるキノンメ

チドよりγ位炭素がホルムアルデヒドとして脱離しエノール中間体 1 が生成する。

通常良く行われる水中の反応では、エノール中間体 1 は加水分解し、ホモバニリル

アルデヒドが生成するが、大変不安定であり、アルドール反応等の縮合反応により

高分子化してしまう。一方本反応では非極性溶媒中メタノール存在下反応を行うこ

とでエノール中間体は安定なアセタール体 2 へと変換されリグニンは効率的に低分

子化される。  

 

 

 

エポキシ樹脂原料としての適性を調べることを目的として、低分子化反応で得ら

れた低分子リグニンのオリゴマー成分の解析を行った。木粉を分解して得られた低

分子リグニンのモノマー画分をリサイクル分取 GPC 装置により除去し、チオアシ

ドリシス処理を行った後、2D-NMR 及び GC-MS で分析した。ユーカリではβ-β結

合が、スギではβ-β結合に加えてβ-5 結合が木粉と比較して増加している事が分

かった。  

 上述した通り、有機溶媒中の触媒反応で、高性能エポキシ樹脂原料として利用可

図Ⅲ-2.2.4-9 トルエン/メタノール溶媒におけるリグニンの酸分解  

図Ⅲ-2.2.4-10 分解反応の推定反応機構  
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能な低分子リグニンを高選択かつ高収率で与える新規反応系を見出した。また、条

件検討と生成物の精密な解析により、副反応をコントロールすることができ、リグ

ニン低分子化プロセスを実験室レベルで確立した。本項目で開発された低分子化法

は従来法では得られないモノマーを高選択かつ高収率で得ることができ、学術的に

も価値は高い。産業利用の観点からも、有機溶剤の低減・回収再利用等プロセス上

の課題は残るが、リグニン利用の新たな可能性を示すものである。  

 

b.機溶媒対応大型装置の開発  
（京都大学生存圏研究所、日本化学機械製造株式会社）  
現状、有機溶媒を扱える高温高圧のマイクロ波反応装置は少ない。さらに大型装

置はなおさらである。早期の樹脂サンプル試作用原料作製と大型設備における問題

の洗い出しが必要と考え、有機溶媒対応大型装置の設計・試作を行った。  

装置の設計は、マイクロ波の反射率が 10%以下になる条件でシミュレーションを

行った。その結果を基に装置は、マイクロ波出力が 1.5kW 4 台で、運転容量が 20L

スケールのテスト機とした。溶剤に対する安全性の考慮としては、防爆仕様の攪拌

機や換気ブースを設けた。また、種々の溶媒テストにも対応できるようにアイソ

レーター・パワーモニター・チューナーも備えた汎用型とした。  

 

 

 

 

その他、これまでは複数の導波管の取り付けのため、ジャケットが付けられずに

冷却は自然放冷のみだけであったが、今回は冷却シャワーを取り付けた。これによ

り冷却時間が短時間で済み、反応後の余熱による副反応を抑えることが期待できる。  

装置は平成 26 年 10 月に完成し、最初に水での試運転を行った。昇温、及び運転後

の冷却シャワー効果について試し、冷却時間が短時間で済むことを確認した(無しで

は約 190℃から 100℃まで 1 時間以上かかるところが、20 分程度で冷却可能であっ

た)。  

 

図Ⅲ-2.2.4-11 設計シミュレーション  
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その後、リグニンの低分子化反応で予定されている溶媒の配合で運転を行ったが、

問題なく水運転と同様に昇温・冷却ができることを確認した。  

 試作機を用いて、リグニンの低分子化反応を行った。実験室結果と比較し収率が

低い結果となった。これは実験室と比較して昇温時間が長くかかった等の影響と考

えられる。また、操作上の問題点も抽出された。現在、要因解析及び対策を進めて

いる。  

 

技術開発項目 2-3-6.(a)：低分子リグニンから高機能フェノール・エポキシ樹脂の  
製造法の開発（日本化薬株式会社）  

 本項目では前処理 Gr から提供されたリグニン及び 2-3-5 の低分子化プロセスによ

り得られたリグニンのエポキシ樹脂化の検討及び樹脂硬化物の評価を行った。  

 2-3-5 で得られた低分子リグニンは分子内にフェノール性水酸基を 1 つしか持た

ないモノマー（ホモバニリルアルデヒドジメチルアセタール等）が多く含まれる。

このようなモノマーはエポキシ樹脂として硬化させると、反応して硬化物中に取り

込まれるが、架橋密度が下がるため、硬化物の性能を損なう。そこで、多価アル

コールで変性することでモノマーを架橋し多官能化を行った。多価アルコールとし

てジトリメチロールプロパンを用いて酸触媒中アセタール交換反応により架橋し対

応するジトリメチロールプロパン変性リグニン（以下 DTMP リグニン）を高収率で

得た。（図Ⅲ-2.2.4-13）  

 

 

 図Ⅲ-2.2.4-13 DTMP リグニン  

図Ⅲ-2.2.4-12 冷却シャワー  



  

Ⅲ-2.2-97 

 

 

前処理 Gr より提供されたリグニン及び DTMP リグニンを用いて工業的に用いら

れている種々の条件でエポキシ樹脂化を行った。原料の分子量が高いとエポキシ樹

脂化反応において、リグニンの反応溶媒に対する溶解性が悪く極端に収率が低下す

る事が分かった。有機溶剤を用いて抽出された低分子リグニンを用いる事で高収率

でエポキシ樹脂化できる事が分かった。また、DTMP リグニンは高収率でエポキシ

樹脂化できた。  

 得られた各種エポキシ化リグニンの硬化物性及び硬化物のガラス転移点（Tg）を

測定した。各種エポキシ化リグニンを硬化剤のフェノールノボラック樹脂と混合し

トリフェニルホスフィン存在下硬化させた。エポキシ化リグニンはビスフェノール

A 型エポキシ樹脂と同等のガラス転移温度を示した。  

 上述した通り、本項目では前処理 Gr より提供及び 2-3-5 で分解したリグニンを用

いてエポキシ樹脂化を行い、エポキシ当量 400 g/eq 程度のエポキシ樹脂を得ること

に成功し、各種リグニンがエポキシ樹脂として利用可能であることを示した。なお、

得られたエポキシ樹脂は、市販のビスフェノール A 型エポキシ樹脂と同等の性能を

示すことが分かった。今後は変性、精製による高性能化を進めると共に、リグニン

エポキシ樹脂の市場性について確認していく。  

 なお、高性能エポキシ樹脂のテーマで特許出願 4 件、論文（査読付き）1 報、学

会発表 7 件（予定含む）を行った。  

 
2.2.4.3 重水素化学品  
(1)背景と目的  

重水素置換された安定同位体標識化合物による高活性化、効率化された医薬品や

有機電子材料が近年注目を集めている。  

 本研究では、石油原料からでは得ることが困難、あるいは優位なコストで、これ

ら原料となりうる有用骨格分子（芳香族モノマー）を分離抽出する技術を開発する。  

 自社で持つ重水素化技術により得られた有用骨格分子を重水素化し、重水素化原

料の安定確保、および重水素化材料を販売することを目標とする。   

 
(2)位置付け、目標値  

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）  

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

リグニン分解

方法の検討  

 

目的とする芳香族モ

ノマーを少なくとも

一つ抽出できる方法

を見つけ、収率 50％

で抽出する  

年産 500 ㎏に向け

たスケールアップ

方法の目処がつ

き、コスト試算が

可能となること。  

製造コスト 19,000

円 /kg で年産 500 ㎏

の芳香族モノマー

の製造（(重水素化

合物原料としての

芳香族モノマー確

安定同位体化

合物として木

質バイオマス

由来芳香族モ

ノマーを一連

で医薬品原料

表Ⅲ-2.2.4-12 研究開発目標と根拠  
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保) 等にライン

ナップするこ

とは他メーカ

に対してオリ

ジナリティ、

アドバンテー

ジ得られる。  

分解物・抽出

物の分析方法

確立  

 

目的とする芳香族モ

ノマーの定性・定量

方法を確立する  

コスト達成に向

け、分解液中に含

まれる主要成分以

外の成分の同定と

有効利用方法の検

討を開始する。  

リグニン分解液に

含まれる主要成分

の定量、定性分析

方法確立  

得られた化合物の

重水素化、誘導体

化等の利用法確立  

 

選択的な分解

を行える系を

構築するが、

副生成物も余

すことなく利

用できる抽出

方法が必須で

ある。  

 

(3)全体計画  

 
図Ⅲ-2.2.4-14 全体計画  
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 (4)実施体制  
 

日本化学機械製造 前処理G

リグニンサンプル提供

大陽日酸日本化学機械製造 京都大学生存圏研

再委託

京都大学化学研

マイクロ波照射装置
スケールアップ

リグニン分解ノウハウ
分解条件
触媒技術

重水素化合物合成技術
安定同位体試薬市場

誘導体合成技術
分解メカニズムの解析
触媒反応

重水素化合物
医薬品ビルディングブロック
有機電子材料骨格

 
図Ⅲ-2.2.4-15 実施体制  

 
(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

- 売上予測  

   年間売上額  ：5 億円  

- CO2 削減効果：2 tCO2/年（製造プロセス＋原料転換の効果）  

- 省エネルギー効果：0.738 kL/年（製造プロセスの効果のみ）  

          ※売上、効果は全て平成 42 年度（2030 年度）の推定値  

 
 (6)中間目標の達成度  
 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

リグニン分解方法

の検討  

 

■芳香族モノマー

混合物の含有量：

5％以上(H26）  

分解反応液中に化合物

の精製を確認。  

収率 5%を達成  

○  

 

 

■目的とする芳香

族モノマーを少な

くとも一つ抽出で

4 種化合物の選択的分

解条件を確立した。  

反応溶液含有化合物を

◎  

 

 

表Ⅲ-2.2.4-13 第一中間目標と達成度  
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きる方法を見つ

け、収率 50％で抽

出する(H27）  

抽出およびクロマト分

離により収率 60%で単

離した。  

分解物・抽出物の

分析方法確立  

 

■リグニン分解物

中の成分の定性・

定量(H26）  

GC-MS を用い分解反応

液中の成分を分離でき

た  

○   

■目的とする芳香

族モノマーの定

性・定量方法を確

立する(H27）   

 

■分解液の GC-MS お

よび単離精製後の NMR

により 4 種化合物を同

定、定量した。  

■得られた化合物をピ

ロガロール系医薬品、

有機二次電池材料の重

水素化合物への用途開

発を開始  

◎  

 

 

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

(7)最終目標の達成可能性  
 

 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

リグニン分解方法

の検討  

 

分解反応スケール 3g/

バッチ  

現状の製造コスト試算

45,000 円 /kg 

製造コスト 19,000 円 /kg で

年産 500 ㎏の芳香族モノ

マーの製造  

(重水素化合物原料としての

芳香族モノマー確保) 

前処理工程確定後の分

解条件最適化、スケー

ルアップにより十分達

成可能  

分解物・抽出物の

分析方法確立  

現状単離される成分に

ついては分析法の確立

完了。  

リグニン分解液に含まれる

主要成分の定量、定性分析

方法確立  

得られた化合物の重水素

化、誘導体化等の利用法確

立  

LC-MS 等も利用し効

率的な分析方法を確立

可能。  

また得られた成分につ

いては既に重水素化、

ピロガロール系医薬

品、有機半導体材料へ

の合成検討を開始して

いるため、達成可能  

 

 
 

表Ⅲ-2.2.4-14 最終目標の達成可能性  
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(8)研究開発の成果と意義  
a.リグニンの利用手法開発  

 リグニンにマイクロ波を照射することでエネルギー効率の良い分解方法の開発を

実施した。溶媒、触媒、添加剤を種々検討し、2,4-ジメトキシフェノール、および

そのケトン誘導体 2 種(モノケトン、ジケトン)、シリングアルデヒドの 4 種類それ

ぞれを選択的に得ることができる分解条件を見出した。  

M.W. 触媒：Ru, Pt, Cu(I), Cu(II), Ce

溶媒：水, Ethanol, iPA, DMSO,

酸：H2O2, H2SO4, H3PO4, AcOH
Ph-SO3H, etc. 

HO
OMe

MeO

4主成分それぞれの選択的分解に成功リグニン

加熱
加圧

ろ過
抽出
精製

重水素化
誘導体化

高付加価値

マイクロ波と触媒を利用し効率的に分解

高付加価値

分解条件最適化

 

図Ⅲ-2.2.4-16 分解条件最適化  
 

b.各前処理方法によるリグニン評価  

基本的な分解条件の検討を日本化学機械製造の処理したリグニン(NIC 系)で実施

し、その条件を用い他のリグニンの分解試験を実施した。その結果、ユーカリ由来

のリグニンであれば、上記 4 種の化合物を得られることが判明した。選択性、収量

についてはそれぞれのリグニンに対して最適化が必要で、今後前処理条件が確定し

た後、最適化試験を実施し、収量を上げ、コストの算出を行う。  

また、日本化薬が必要成分を用いた後の処理残渣を分解処理したところ、ジケト

ン誘導体が得られ、リグニン Gr 全体としてのリグニン有効利用工程が行える可能

性を示した。  

表Ⅲ-2.2.4-15 リグニン評価  
  

リグニン種 NIC-系 ソーダAQユーカリ 住友ベークライト 産総研BRRC 日本化薬処理残渣

結果 ◎ ○
ユーカリ○

スギ×
◎ ◎

 

 

c.抽出成分の利用  

2,4-ジメトキシフェノール及びその誘導体はピロガロール系医薬品、エピガロカ

テキン誘導体等の有用物質の原料、ビルディングブロックとして用いることが可能

であり、誘導体化の検討を開始した。  
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A Bioactive Natural Product, Leptidine B
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1,2,5-thiadiazolidine-1,1-dioxides

Heat or MW
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Gallic AcidDimetofrine Exifone

Capobenic AcidPropyl Gallate Trithiozine

 

 

図Ⅲ-2.2.4-17 抽出成分利用  
 

また、事業化ステージで実施予定であった、得られる化合物の重水素化について

一部実験を前倒しで実施した。重水素化溶媒を分解溶媒として用い、マイクロ波処

理を行い、得られるジケトン誘導体についてどの程度重水素化されるかの実験を

行った。その結果、GC-MS 分析により、ジケトン体に含まれる水素原子のうち 4

つの水素がほぼ完全に重水素に置換された化合物が得られることが判明した。元来

リグニンに含まれる水素による重水素濃度の希釈が発生せず、化合物単離後に別途

重水素化工程が不要で、また、分解反応系内に白金等の効果な重水素化触媒を用い

ることなく、重水素化が行えることは、今後、本化合物を製品化する上でコストダ

ウンに繋がる非常に重要な成果となった。  

 

HO
OMe

MeO

O

CD3
OD

D

m/z: 229

HO
OMe

MeO

O

CH3
O

m/z: 224

 

図Ⅲ-2.2.4-18 GC-MS 分析  
 

2.2.4.4 芳香族由来樹脂  
(1)背景と目的  

ユーザー評価の結果、「バイオマス由来」であることは価値の一つとして評価さ

れるが、依然「性能・コスト」が第一であり、「バイオマス由来」であることは付
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加価値の一つであるとの考えが非常に強い。そのため、従来の化石資源由来の材料

対比、性能が同一であるならばバイオマス由来だからといって高く売れる、という

ことはない。リグニン原料を用いた事業展開を行う場合、低価格帯の汎用品を石油

原料代替としての利用では事業として成立する可能性は低く、ターゲットとしては、

価格の柔軟性が高い高付加価値品をターゲットとした開発を狙う。本プロジェクト

を通して、従来の石油由来、バイオマス由来のプラスチック対比、コスト・性能の

バランスに優れ、環境負荷の小さいプラスチックを開発できる期待がある。  

 
(2)位置付け、目標値  

 

技術開発項目  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

2-3-4-1：  

低分子化技術開発  

低分子化技術のパイロットプラント

ベースでの技術確立  

目的に見合う低分子分解

生成物を得る  

2-3-4-2：   

誘導品 MAP 製作  

誘導化 MAP 製作完了  リグニン分解物から樹脂

原料として最適なモノ

マーを得るルートを確立  

2-3-4-3：  

樹脂原料化最適化  

ベンチスケールでの技術確立、目標

製造コスト達成  

原料製造技術を確立  

2-3-4-4：  

樹脂化条件検討  

ターゲット樹脂の確定  目的に見合う樹脂種を選

定  

2-3-4-5：  

芳香族樹脂製法開発  

ベンチスケールでの技術確立、目標

製造コスト達成  

樹脂製造技術を確立  

 

表Ⅲ-2.2.4-16 研究開発目標と根拠  
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(3)全体計画  
 

 

(4)実施体制  
 

 

 
 

(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  
売上予測：売上＞100 億円/年  

CO2 削減効果：＞10 万 tCO2/年（原料転換の効果のみ）  

省エネルギー効果：なし（製造プロセスの効果のみ）  

          ※売上、効果は全て 2030 年度の推定値  

表Ⅲ-2.2.4-17 全体計画  

図Ⅲ-2.2.4-19 実施体制  
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(6)研究開発の意義  
本技術を確立・事業化することで、これまでプラスチック原料として十分に活用

できていなかったリグニンを活用することができ、従来の化石資源から再生可能な

木質系資源への原料転換を実現することができれば、エネルギー戦略やコスト競争

力における対外的な位置関係を変革し、より有利な条件での経済関係を構築するこ

とも期待される。より長期的には、このような再生可能なファインケミカル技術を

核とした非石油依存型の化学産業パラダイムシフトに貢献する期待もある。  

 

2.2.5 糖利用グループの概要及び成果 

【グループの概要】 

前処理技術等から得られるセルロース、ヘミセルロースから低コストな C5・C6

糖の製造プロセスの要素技術の開発を行い、各工程の収率等からコスト評価を行う。 

また、糖利用技術として、以下の化学品までの一貫製造プロセスのための要素技

術を開発する。 

 糖からデオキシイソロース（DOI）、トリヒドロキシベンゼン（THB）等の機能

化学品までの一貫製造プロセスのための要素技術を検討し、各工程の収率等か

らコスト評価を行う。  

 糖から 3-ヒドロキシプロピオン酸（3-HP）までの一貫製造プロセスの要素技術

を検討し、各工程の収率等からコスト評価を行う。  

 糖からリシノール酸までの一貫製造プロセスの要素技術を検討し、各工程の収

率等からコスト評価を行う。  

 糖からイソソルビドまでの一貫製造プロセスの要素技術を検討し、各工程の収

率等からコスト評価を行う。  

 糖から 1,4-ブタンジオールまでの一貫製造プロセスの要素技術を検討し、各工程

の収率等からコスト評価を行う。  

 ヘミセルロースからオリゴ糖までの一貫製造プロセスのための要素技術を検討

し、各工程の収率等からコスト評価を行う。  

 

これらの結果から、代替する石油由来化学品或いは既存の非可食バイオマス由来

品と比較して、性能で同等以上かつコスト競争力があるとの見通しがあるものに、

開発候補を絞り込む。 
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【グループの成果（全体）】 

 木質バイオマス由来の C5 画分および C6 画分からの糖液調製を実施し（東レ）、

各社が開発を進めた糖変換プロセス技術により、デオキシイノソース等、各種化学

品が製造可能であることを確認した。 

 

2.2.5.1 C5 糖・C6 糖糖化プロセス開発 

(1)背景と目的 

本研究開発では日本製紙が主体となって行なう 3 成分分離により得られる各種セ

ルロース画分（C6 画分）・ヘミセルロース画分（C5 画分）を出発原料に糖化し、グ

ルコースなどの C6 糖、キシロースなどの C5 糖を製造するプロセス技術を開発する。

特に膜分離技術を活用したプロセス技術を開発することで、酵素比例費を削減する

とともに、化学品製造に適した高品質な糖液製造を目指す。糖製造コストは、3 成

分分離で得られた C6 画分・C5 画分の原料単価が 45 円/kg を前提として、C5 糖・

C6 糖の製造コスト目標（最終目標）を 80 円/kg と設定して技術開発を進める。加

えて開発プロセスで得られた C5 糖・C6 糖液のサンプル提供を行い、各種化学品製

造（デオキシイノソース、リシノール酸、3-ヒドロキシプロピオン酸、イソソルビ

ド、ジオール）への適性を評価する。前記最終目標をクリアするために下記小課題

を設定してプロセス技術開発を実施する。また平成 25 年 11 月 14 日付け変更契約

に基づき、非可食性植物由来オリゴ糖製造プロセス技術開発についても追加課題と

して検討を行なうこととした。 

2-2-1-1．セルロース画分・ヘミセルロース画分の糖化プロセス開発 

2-2-1-2．酵素選定・自製技術 FS 

2-2-1-3．3 成分分離技術の評価と FS 

図Ⅲ-2.2.5-1 糖利用グループの概要  



  

Ⅲ-2.2-107 

 

2-2-1-4．化学品製造での糖液評価とプロセス最適化 

2-2-1-5．糖保存技術の開発 

（2-2-5.  非可食性植物由来オリゴ糖製造プロセス技術開発：H25 年 11 月開始） 

 
 

 

(2)位置付け、目標値 

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

2-2-1-1  
セルロース画分・ヘミセ

ルロース画分の糖化プロ

セス開発  

各 C5/C6 画分に対して最適フ

ローを絞り込み  
糖原価：¥80/kg 
絞り込まれた 3 成分分

離技術で得られた C6、
C5 画分の糖化をベンチ

設備で技術実証  
(約 30kg 糖 /日) 

国内流通糖同等

価格

（¥80~90/kg）。  
。  

2-2-1-2 
  
酵素選定・自製酵素 FS 

糖化率 85%以上  
酵素コスト¥20/kg 糖以下  

2-2-1-3 
3 成分分離技術評価 /FS 

膜プロセス検証  
コスト FS 
 

2-2-1-4  
化学品製造での糖液評価

プロセス最適化  

糖化サンプル提供、発酵結果に

応じた膜プロセスの修正  
1.化学品製造に適した

品質規格の決定  
2.上記品質規格を達成

可能な糖化プロセス条

件の決定  

国内流通糖同等

品質。  

2-2-1-5  
糖液保存技術の開発  

常温保存のための水分低下条件

確立  
2-2-5-1  
オリゴ糖製造用酵素プロ

セス技術の開発  
(再委託産総研) 

1．耐熱化変異取得  
2．酵素生産スケールアップ

（20L）  
3．生産コスト¥50,000kg 酵素  

ｵﾘｺﾞ糖 300 円 /kg 他ｵﾘｺﾞ糖に対し

て競争力のあるｺ

ｽﾄ 

2-2-5-2  
オリゴ糖製造プロセス技

術の開発  

1．酵素使用量 1.8mg/g ヘミセル

ロース画分（酵素比例費¥150kg
オリゴ糖）  

2-2-5-3  
オリゴ糖品質評価  

・急性毒性  
・プレバイオティクス試験（善

玉菌生育試験）  

基本的な安全性と機能

性を確認すること。  
競合品と同等  

 

 

 

 

 

表Ⅲ-2.2.5-1 研究開発目標と根拠 

図Ⅲ-2.2.5-2 2.2.5 における研究小課題の整理 
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(3)全体計画 

 
 

(4)実施体制 

東レ株式会社(2-2-1-1～2-2-1-5, 2-2-5)、再委託：産業技術総合研究所(2-2-5-1-(a)) 

 

(5)実施の効果(費用対効果、費用・売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度) 

 
企業名  製品名  売上（億円 /kg）  CO2 排出削減  

効果 (t/年) 
備考  

東レ  糖製造設備・  
膜モジュール  

60(2020) 59,000 10 万 t/年  

 オリゴ糖製造設備・

膜モジュール・  
酵素・ライセンス  

10(2020) 6,000 1 万 t 年  
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 (6)中間目標の達成度 

 

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達 

 

技術開発項目  
第一中間目標  
（平成 27 年度

末）  
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解

決方針  
※未達の場合の

み  
2-2-1-1  
セルロース画

分・ヘミセル

ロース画分の

糖化プロセス

開発  

各 C5/C6 画分

に対して最適フ

ローを絞り込み  

1．日本製紙針葉樹 C6・C5 実液のプロセ

スを決定。  
2．C5 画分のオリゴ糖成分の詳細分析か

ら糖化反応を解析。C5 画分への追加膜利

用によるオリゴ糖／単糖分離法を検証  
3．各画分のマテバラを検証。膜収率 97%
以上達成。  

C6：○  
C5：△  
（H28
年 3 月

達成予

定）  
 

C6・C5 混合

ケースの利用性

およびコスト面

両面を含めた精

査  
 

2-2-1-2  
酵素選定・自

製酵素 FS 

糖化率 85%以

上  
酵素コスト

¥20/kg 糖以下  

・針葉樹・広葉樹の各 C5/C6 画分に対し

て、酵素選定・酵素回収条件の最適化に

より、収率 80%以上、酵素費 20 円以下に

目処。  
・C6 画分について市販酵素で糖化率 85%
以上、酵素回収により酵素比例費¥10/kg
糖に目途。  
・酵素自製化：C6 画分で酵素生産を確認

C6：○  
C5：△  
（H28
年 3 月

達成予

定）  

平成 28 年度 3
月達成予定  

2-2-1-3 
3 成分分離技術

評価 /FS 

膜プロセス検証  
コスト FS 

・各種 C5/C6 画分について糖化評価を実

施し、糖化性の優れる技術を評価中。  
・針葉樹・広葉樹の各 C5/C6 画分に対し

て、設備費、膜保守費を含む製造トータ

ルコスト概算を実施。  

△  平成 28 年度 3
月達成予定  

2-2-1-4 化学品

製造での糖液

評価プロセス

最適化  

糖化サンプル提

供、発酵結果に

応じた膜ﾌﾟﾛｾｽ

の修正  

1．連続膜処理設備の導入 /安定運転確

認。同装置を用いた糖液作製  
2．糖液サンプル提供／発酵評価針葉樹

C6/C5 画分、広葉樹未晒しパルプの糖

化、自製酵素糖化物、濃縮糖液サンプル

の提供  

△  
（H28
年 3 月

達成予

定）  
 

C5 画分・触媒

阻害（C6 画

分）の原因究明

と対策  

2-2-1-5 糖液保

存技術の開発  
常温補村のため

の水準低下条件

確立  

1．C6・C5 実液の蒸発濃縮条件決定  
2．冷蔵保存時の保存性確認実証  
3．常温保存時の保存性検証データ取得  

○  常温保存条件の

継続検討。  
 

2-2-5-1  
オリゴ糖製造

用酵素プロセ

ス技術の開発  
(再委託産総研) 

1．耐熱化変異

取得  
2．酵素生産ス

ケールアップ

（20L）  
3．生産コスト

¥50,000kg 酵素  

1.キシラナーゼ選定と耐熱化変異体の取

得完了。  
2.キシラナーゼのピキア分泌発現株取得  
 

△  
（H28
年 3 月

達成予

定）  

 ・酵素生産条

件の最適化  
・耐熱化酵素の

組換え糸状菌に

よる酵素生産検

討  

2-2-5-2  
オリゴ糖製造

プロセス技術

の開発  

1．酵素使用量

1.8mg/g ヘミセ

ルロース画分

（酵素比例費

¥150kg オリゴ

糖）  

 ・耐熱化キシラナーゼの広葉樹ヘミセル

ロース画分への適用にて、オリゴ糖生成

量、酵素回収率の向上を確認  

△  
（H28
年 3 月  
達成予

定）  

・糖化条件の最

適化  

2-2-5-3  
オリゴ糖品質

評価  

・急性毒性  
・プレバイオ

ティクス試験

（善玉菌生育試

験）  

  ・試験方法準備中  △  
（H28
年 3 月  
達成予

定）  

・急性毒性評価

・プレバイオ

ティクス評価系

構築  

表Ⅲ-2.2.5-2 第一中間目標と達成度 
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(7)最終目標の達成可能性 

 

 

(8)研究開発の成果と意義 

技術開発項目 2-2-1-1：セルロース(C6)画分・ヘミセルロース(C5)画分の 

糖化プロセス開発 

 東レでは、草本系のバイオマスを用いた非可食バイオマス由来の糖液製造プロセ

ス（以下、膜利用糖化プロセスと呼ぶ）として図Ⅲ-2.2.5-3 に示すプロセスを

NEDO バイオマスエネルギー先導技術研究開発事業（平成 20 年度～21 年度）およ

び NEDO セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業（平成 21 年度～25

年度）にて確立してきた。すなわち、当初固形分濃度が 10～20wt%程度で酵素によ

り加水分解（以後、酵素糖化と言う）を行い、得られたスラリー状の糖化液を固液

分離装置で固形分を分離した後、精密ろ過膜（MF）膜で微細固形分を除去し、UF

膜で酵素と糖に分離し、酵素は酵素糖化工程に再利用する。一方、膜で酵素を除去

された糖は NF 膜や RO 膜で糖濃度約 20wt%まで濃縮する技術である。 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）
達成見通し  

2-2-1-1 
セルロース画分・

ヘミセルロース画

分の糖化プロセス

開発  

モデル C6 画分（針葉樹パルプ）お

よびモデル C5 画分（針葉樹）につ

いて基本プロセスを開発。  

 
絞り込まれた 3 成

分分離技術で得ら

れた C6、C5 画分の

糖化をベンチ設備

で技術実証(約 30kg
糖 /日) 

 
C6 画分：達成の見

込み  
C5 画分：オリゴ糖

製造による高付加

価値化に方針見直

し（予定）  
 

2-2-1-2 
酵素選定・自製酵

素 FS 

1. C6 画分：市販酵素で目標達成  
2. C5 画分：追加酵素の必要性確認

2-2-1-3 
3 成分分離技術評価

/FS 

各分離技術から得られた C5/C6 画

分の糖化評価終了。結果フィード

バック完了。  
2-2-1-4 
化学品製造での糖

液評価プロセス最

適化  

糖化サンプル提供、発酵結果に応

じた膜プロセスの修正を実施。  
1.化学品製造に適し

た品質規格の決定  
2.上記品質規格を達

成可能な糖化プロ

セス条件の決定  

計画通り進んでお

り、達成の見込み  

2-2-1-5 
糖液保存技術の開

発  

糖液の蒸発濃縮を実施し、常温保

存性の確認を完了。  

2-2-5-1  
オリゴ糖製造用酵

素プロセス技術の

開発  
(再委託産総研) 

1.酵素耐熱化を実施。  - 計画通り進んでお

り、達成の見込み  

2-2-5-2  
オリゴ糖製造プロ

セス技術の開発  

1. オリゴ糖、単糖の分離条件を決

定  
2.耐熱化キシラナーゼによるオリ

ゴ糖生成を確認。  

ｵﾘｺﾞ糖 300 円 /kg 計画通り進んでお

り、達成の見込み  

2-2-5-3  
オリゴ糖品質評価  

1. 評価用乳酸菌の入手  
2. 培養評価法検討中。  

基本的な安全性と

機能性を確認する

こと。  

計画通り進んでお

り、達成の見込み  

表Ⅲ-2.2.5-3 最終目標の達成可能性 
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今回、当該技術を元に、木質系バイオマスに合わせた新規糖製造プロセス技術の

開発検討を実施した。プロセス技術の開発に際して、日本製紙(株)釧路工場から提

供を受けた針葉樹由来の C6 画分および C5 画分を用いた。以下に検討結果の概略を

まとめる。 

 

【検討①】C6 画分の糖化プロセス検討 

 C6 画分については、酵素糖化工程において草本系バイオマスとの違いが見られ

た。すなわち、草本系バイオマス検討時においては 10wt%の当初固形分濃度で酵素

糖化反応が可能であったが、本 C6 画分においては、10wt%では糖化槽での攪拌が

行えず結果的に酵素糖化速度が遅くなるという課題が見られた。そこで、当初固形

分濃度を 5wt%まで低下させた後、糖化反応開始から約 2 時間後に、前処理バイオ

マスの追加を行うことで当初固形分濃度換算で 10wt%まで濃度を高める方法を用い

ることとした。以降の固液分離～RO 膜処理工程においては、技術確立した膜利用

糖化プロセスの処方で問題がないことをラボ運転検討により確認した。本結果を踏

まえ、酵素糖化条件として、市販酵素使用、pH5.0、50℃前提として、①プロセス

としての運転②酵素反応による糖化率 80%以上③膜プロセス後の糖回収率 95%以上

を目標に運転条件検討を行った。結果を表Ⅲ-2.2.5-4 に示す。運転、糖化率、糖回

収率全てにおいて目標を上回るプロセスフロー、運転条件を確立した。 

 

 

  

 

 

【検討②】C5 画分の糖化プロセス検討 

 日本製紙(株)釧路工場から提供を受けた針葉樹 C5 画分は、ヘミセルロース成分由

来のオリゴ糖が MF 膜および UF 膜をファウリングさせることが分かった。糖化条

件を種々検討した結果、膜ファウリングを低減できる条件を見出した。その結果、

C6 画分の糖化プロセスと同様の膜構成で C5 糖液を製造できることが確認できた。

図Ⅲ-2.2.5-3 草本系バイオマスで開発済みの膜利用糖化プロセスフロー  

表Ⅲ-2.2.5-4 C6 画分の確立プロセスフロー 
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本結果を踏まえ、C6 画分検討同様、酵素糖化条件として、市販酵素使用、pH5.0、

50℃前提で、①プロセスとしての運転②酵素反応による糖化率 80%以上③膜プロセ

ス後の糖回収率 95%以上を目標に運転条件検討を行った。結果を表Ⅲ-2.2.5-5 に示

す。運転、糖化率（キシロース、アラビノース、グルコースの単糖糖化率）、糖回

収率全てにおいて目標を上回るプロセスフロー、運転条件を確立した。ただし、表

Ⅲ-2.2.5-5 のとおり、プロセスフローにおいて、糖濃縮に NF 膜を使用する場合は、

膜プロセスでの糖回収率 95%を下回る結果となった。技術開発項目 2-2-1-4 におい

て後述するが、原料として使用する C5 画分によっては、RO 膜を用いた濃縮液では

後工程の発酵において発酵阻害が発生する場合があるが、この場合に NF 膜で糖液

濃縮をすると発酵阻害物除去が可能となり良好な発酵結果が得られた。 

 

 

 
 

技術開発項目 2-2-1-2：酵素選定・酵素自製 FS 

【検討①】酵素選定 

市販セルラーゼを用いた各種 3 成分分離物に対する糖化試験を行い、3 成分分離

技術の評価と糖化率 85%を達成する市販酵素の選定を進めた。成果は次項、技術開

発項目 2-2-1-3 成果に詳述する。 

 

【検討②】酵素自製検討 

酵素コスト低減を目的に、3 成分分離により得られた C6 画分をセルラーゼ誘導

物質として利用した酵素自製化検討を行った。セルラーゼ生産菌としてトリコデル

マ・リーセイを利用した。 

C6 画分をセルラーゼ誘導物質とした 5L ジャーを用いた酵素生産検討を進めとこ

ろ、従来用いていたセルラーゼ誘導物質と同等のセルラーゼ生産を可能とした。得

られた酵素液を用いて糖化試験を行った。 

C6 画分を用いて生産した自製酵素の製造コストを試算し、自製化酵素使用によ

る糖製造コスト低減について試算しコスト FS を行った。 

 

技術開発項目 2-2-1-3：3 成分分離技術評価/FS 

前処理 Gr より受領したサンプル（C6 画分、C5 画分）について、C6 画分のモデ

ルを用いた事前検討によって設定した反応条件で糖化反応を実施し、糖利用の観点

表Ⅲ-2.2.5-5 C5 画分の確立プロセスフロー  
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から 3 成分分離技術を評価した。各サンプルの糖収量を表Ⅲ-2.2.5-6 に示す。 

 

 
 

原料  検討項目  種別  サンプル名  
糖収量（kg/kg-DM）  

グルコース キシロース  計  

ソ
ー
ダA

Q

蒸
解 

ユーカリ  前加水  
分解  

C6 画分 前加水なし  0.755 0.137 0.892
前加水あり  0.946 0.0288 0.974

C5 画分 前加水液  0.123 0.710 0.833
溶 媒 抽 出

（黒液）  
C5 画分 アセトン残渣 0.0179 0.427 0.444

スギ  前加水  
分解  

C6 画分 前加水なし① 0.354 0.0365 0.391
前加水なし② 0.422 0.0316 0.453
前加水あり  0.471 0.00789 0.479

C5 画分 前加水液  0.187 0.154 0.341
酸素漂白  C6 画分 酸脱前①  0.344 0.00928 0.353

酸脱前②  0.506 0.00886 0.515
酸脱後①  0.776 0.0167 0.792
酸脱後②  0.902 0.0125 0.914

ア
ル
カ
リ
酸
素
蒸
解

ユーカリ  - C6 画分 未晒  0.784 0.130 0.914

スギ  過酸化  
水素漂白  

C6 画分 未晒  0.251 0.0308 0.282

C6 画分 漂白  0.539 0.0438 0.583

水
熱
処
理 

ユーカリ  - C6 画分 SBC_E01 0.369 0.00877 0.378

スギ  - C6 画分 SBC_C01 0.0380 0.00283 0.0408

- ? SBS_C01 0.215 0.00544 0.221

- ? SBS_C02 0.0664 0.00182 0.0682

 

【検討①】C6 画分 

評価を行った C6 画分の中で最も糖収量が高かったのはソーダ AQ 蒸解ユーカリ

（前加水あり）であった。しかしながら、リグニン利用の観点から前加水分解は行

わないほうが好ましいことから、次に糖収量が高く、漂白処理が不要なアルカリ酸

素蒸解ユーカリについてさらに詳細に検討を進めることにした。 

市販セルラーゼ A と市販セルラーゼ B を用いてアルカリ酸素蒸解ユーカリの糖

化反応条件を検討したところ、市販セルラーゼ B を用いた場合に酵素量の削減およ

び糖収量の向上が可能となり、固形物からの単糖変換率目標（85%）を達成した。

さらに市販セルラーゼ B を用いて酵素回収検討を実施したところ酵素回収率は 70%

程度が見込まれ、酵素回収・再利用を行った場合の酵素比例費は目標（¥20/kg 糖）

を大幅に下回った。 

 

【検討②】C5 画分 

表Ⅲ-2.2.5-6 の通り、ユーカリ前加水液では糖収量 0.833 kg/kg-DM と良好な結果

を得、単糖変換率は 81.4%と目標をほぼ達成した（図Ⅲ-2.2.5-4）。ユーカリから得

表Ⅲ-2.2.5-6 サンプル評価結果まとめ  
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られる C5 画分はキシランを主成分とするため、キシラン分解酵素であるキシラ

ナーゼを用いることで目標達成可能と考えられる。 

一方、スギの前加水液にはマンノースやフルクトースも多く含まれるが、これら

を含めても単糖変換率は 45%に留まった。広葉樹ヘミセルロースの 80～90%がグル

クロノキシランであるのに対し針葉樹ヘミセルロースの 60～70%はグルコマンナン

であり、今回検討したスギ前加水液においても加水分解後にグルコースとマンノー

スが主に増加していることからも本サンプルはグルコマンナンを豊富に含むと予想

される。スギ C5 画分の効率的な分解のためには、グルコマンナン分解酵素である

マンナナーゼ活性の強い酵素が求められる。 

 

 

 

 

 

技術開発項目 2-2-1-4 化学品製造での糖液評価とプロセス最適化 

 本項では、連続膜処理設備の導入及び安定運転確認と、本装置も使用した糖利用

Gr 内での糖液の提供および検討結果について以下に記す。 

a.連続膜処理設備の導入と安定運転確認 

  糖液評価用の糖液製造としては、NEDO セルロース系エタノール革新的生産シス

テム開発事業にて導入したセルロース糖化実証ベンチプラントを活用して糖液作製

を行っている。さらに、平成 26 年 9 月に連続膜処理設備を導入し、UF 膜工程にお

ける糖液ロスの削減と回収酵素液の高濃度濃縮（濃縮倍率 20 倍以上）および UF 膜

の多段構成の技術実証ができるように設備改善を実施し、これら改善項目の性能が

目標どおり発揮されることを確認した。 

 

b.糖液の提供とプロセス最適化 

 技術開発項目 2-2-1-1 で確立したプロセスフローを基に、連続膜処理装置も使用

しながら表Ⅲ-2.2.5-7 に記すとおり、三井化学(株)、旭硝子(株)、三菱化学(株)に糖

液の提供を行った。各社における検討の結果、糖液種によっては発酵や触媒反応の

阻害が発生することが判明した。 

図Ⅲ-2.2.5-4 前加水液（C5 画分）の糖化  
（グラフ中のパーセンテージは固形物からの単糖変換率を示す）  
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 糖液提供後のフィードバックとして、三井化学から針葉樹 C5 画分の糖液（RO 膜

にて糖を濃縮）において DOI 発酵性が顕著に低下する事が分かり、NF 膜を用い、

さらに運転条件を変えることで発酵阻害物の濃度を低減した液を 4 種類提供し DOI

発酵について検討を行った。濃度の差異について表Ⅲ-2.2.5-8 に示す。記載の条件

「NF3」および「NF4」において DOI 発酵特性が改善され、特に「NF4」が発酵特

性が向上した。 

 

  

 

 

技術開発項目 2-2-1-5：糖液保存技術の開発 

 糖液は膜処理後は約 20wt%であるが、長期保管時に雑菌などが繁殖するなど糖の

品質劣化が課題であった。そこで、蒸発濃縮により糖液の水分率を減らすことに

よって糖液の保存性および流通性を高めることを目的として本検討を行った。 

保存性試験は技術開発項目 2-2-1-4 で作製した糖液の一部を蒸発濃縮し、冷蔵

10℃、常温 25℃の 2 条件により 1 年間の保存性試験を行った。1 ヶ月ごとに糖濃度

分析および糖の結晶化の有無を観察した。結果を表Ⅲ-2.2.5-9 にまとめる。表のと

おり、針葉樹 C6 と広葉樹パルプ(C6)は同様の結果を得た。すなわち冷蔵であれば

糖濃度 50wt%程度が糖濃度低下なく糖の結晶化がおきずにハンドリング性もよい。

一方で常温保存においては、結晶化が起きない 70wt%まで濃縮せず 60wt%までの濃

表Ⅲ-2.2.5-7 糖液の提供状況  

表Ⅲ-2.2.5-8 針葉樹 C5 画分糖液の NF 処理条件差による各成分濃度の差異  
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縮が好ましいことが分かった。一方、50wt%では保存中の糖濃度低下が見られ、

60wt%であれば糖濃度低下も結晶化もなく良好に保存が可能であった。針葉樹 C5

由来の糖液については、発酵阻害物を多く含んでいるため、冷蔵保管では 15wt％程

度の低濃度でも糖濃度低下は見られなかった。一方、常温保管では、糖濃度 50wt%

にて糖濃度低下が見られず結晶化もなかった。 

 

 

 
  

 

技術開発項目 2-2-5：非可食性植物由来オリゴ糖製造技術開発 

(1)背景と目的 

本技術開発では、木質原料から 3 成分分離されたヘミセルロース画分を出発材

料として、安価なオリゴ糖を製造するプロセス技術開発を進める。オリゴ糖は、

乳酸菌などの腸内善玉細菌の活性を活発化させることで、腸内環境を改善するプ

レバイオティクス効果があることが知られている。既にキシロオリゴ糖について

は、非可食原料であるトウモロコシ芯を酵素で加水分解することで製造されてい

るが、製造コスト、特に酵素コストが高いという課題があった。  

 そこで本技術開発では、高い熱安定性を有するオリゴ糖用酵素を設計し安価に

製造すること、また、糖製造プロセスでは、膜分離技術で酵素を繰り返し再利用

可能することで、オリゴ糖製造にかかる酵素比例費の削減を図る。また膜分離工

程を組み合わせることにより、オリゴ糖の濃縮精製を抑え、高品質かつ安価なオ

リゴ糖製造プロセス技術の開発を行う。本研究開発では、C5画分の原料単価

¥45/kgを前提として、オリゴ糖の製造コスト目標（最終目標）を¥300/kgと設定し

て技術開発を進める。前記最終目標をクリアするために下記小課題を設定してプロ

セス技術開発を実施する。 

 

2-2-5-1 (a) 成分酵素耐熱化（東レ、再委託：産総研）  

2-2-5-1 (b) 成分酵素生産プロセス開発（東レ）  

2-2-5-2 オリゴ糖製造プロセス技術開発（東レ）  

表Ⅲ-2.2.5-9 各糖液の糖液保存性試験  
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技術開発項目2-2-5-1 (a)：成分酵素耐熱化（東レ、再委託：産総研）  
【検討①】市販酵素によるC5画分の糖化反応 

前処理グループより受領したサンプル（広葉樹 C5 画分）について糖化反応を実

施し、オリゴ糖生成に適用可能かどうか検討を行った。まず市販セルラーゼ C およ

び市販キシラナーゼを用いて糖化反応を行った結果を表Ⅲ-2.2.5-10 に示す。 

 

 
酵素  キシロース  

(g/L) 
キシロオリゴ

糖(g/L) 
オリゴ糖収率

(%) 
オリゴ糖収量

(mg/g-DM) 
酵素比例費

(¥/kg-オリゴ

糖) 
市販セルラー

ゼC 
12 0.21 1 4 - 

市販キシラ

ナーゼ  
1.2 14.0 43 272 412 

 

市販セルラーゼでは糖が単糖まで分解されるためオリゴ糖がほとんど得られず、一

方、市販キシラナーゼでオリゴ糖製造は可能であることが判明した。但し、酵素価

格が高くコスト的に成り立たないため、C5画分に対して、安価・高活性なオリゴ糖

製造用酵素、及び酵素使用量を削減する製造プロセスが必要となることが分かった。

針葉樹C5画分、広葉樹C5画分の成分分析の結果、針葉樹C5画分にはマンノースが

多く含まれ、一方広葉樹C5画分にはキシロースが多く含まれることを確認した。そ

こで、針葉樹C5画分からはマンノオリゴ糖（低分子グルコマンナン）、広葉樹C5画

分からはキシロオリゴ糖を製造することが望ましく、それぞれマンナナーゼ、キシ

ラナーゼが必要である。 

 さらに針葉樹C5画分についてMALDI-TOF/MSでの分析を行ったところ、アセチル

基を持つオリゴ糖が複数種検出され、効率的なオリゴ糖生産には前記2酵素に加え、

アセチルエステラーゼが必要である可能性が示唆された。 

以上のことより各C5画分からのオリゴ糖を作るために、必要な酵素3成分（キシ

ラナーゼ、マンナナーゼ、アセチルキシランエステラーゼ）に標的を決めて開発を

図Ⅲ-2.2.5-5 非可食性植物由来オリゴ糖製造技術の概略図  

表Ⅲ-2.2.5-10 市販酵素による C5 画分糖化結果  
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進めた。 

 

【検討②】耐熱化キシラナーゼ開発（再委託先：産総研） 

広葉樹 C5 画分の効率的な加水分解に必要な酵素成分として、アクレモニウム属

菌由来のキシラナーゼを選定し、酵素の構造情報を元に耐熱化酵素の設計を進めた。

その結果、従来と比較し至適温度が 15℃向上した耐熱化キシラナーゼを取得した。 

 

【検討③】耐熱化酵素の広葉樹 C5 画分糖化反応への適用 

市販セルラーゼ C、野生型キシラナーゼ、耐熱化キシラナーゼの 3 酵素を広葉樹

C5 画分の糖化反応に適用したところ、耐熱化キシラナーゼではオリゴ糖生成量が

増大することを確認した。また、糖化反応後の酵素回収率も 10%から 50%まで上昇

した。 (図Ⅲ-2.2.5-6) 但し、耐熱化キシラナーゼによるオリゴ糖収率は 34%に留

まっており、今後糖化条件の最適化を行い、対理論オリゴ糖変換率 80%の達成を目

指す。 

 

 
 

検討④】針葉樹C5画分への酵素適用 

 

針葉樹C5画分の効率的な加水分解に必要な酵素成分として、アクレモニウム菌由

来のマンナナーゼ及びアセチルエステラーゼを選定した。まずアクレモニウム属菌

由来マンナナーゼと市販マンナナーゼを用いて糖化反応を行ったところ、市販マン

ナナーゼはマンノースが多く生成する一方、アクレモニウム属菌由来マンナナーゼ

については、マンノオリゴ糖の収量が向上することを確認した。さらにマンナナー

ゼと同等量のアセチルエステラーゼを添加したところ、液中の酢酸量及びマンノビ

オースの生成量が増加し、アセチルエステラーゼもオリゴ糖生産に効果的であるこ

とを確認した。今後両酵素について変異導入による耐熱化の検討を進める。 

 

技術開発項目2-2-5-1 (b)：成分酵素生産プロセス開発  
オリゴ糖用酵素の異種組換え生産技術の開発について、a)オリゴ糖の安全性の観

点、および b)酵素生産コストの観点から、成分酵素を生産する宿主発現系としてピ

キア酵母を選定した。 

 

図Ⅲ-2.2.5-6 広葉樹 C5 画分の糖化 (A)単糖/オリゴ糖の生成濃度、  
(B)糖化上清中のキシラナーゼ残存活性  
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【検討④】ピキア酵母による酵素生産の検討状況 

上記3種の酵素（キシラナーゼ、マンナナーゼ、アセチルエステラーゼ）につい

て、ピキア酵母株での生産を目的に組換え株の作製を試みた。その結果、キシラ

ナーゼについては野生型、変異型のいずれも分泌発現可能であることを確認した。

今後、マンナナーゼとアセチルエステラーゼがピキアで発現可能か検討を進める。 

前記耐熱化キシラナーゼ発現ピキア酵母株をジャーで培養したところ、最終的に

0.2 g/L の酵素を得た。酵素の生産性が低いことが課題として残っており、今後酵素

生産条件の最適化（培地検討、培養方法：フェド・連続培養の比較）について検討

を進める。 

 

技術開発項目 2-2-5-2：オリゴ糖製造プロセス技術開発  

 前述項目で述べた成分酵素について開発途中であるため、市販キシラナーゼおよ

び市販マンナナーゼをそれぞれ用いて、針葉樹 C5 画分および広葉樹 C5 画分からの

オリゴ糖の試作を進めた。それぞれ酵素糖化後に固液分離、酵素回収（UC 処理）、

オリゴ糖膜濃縮を行なうことで、試作品が得られている。今後、試作品を使用して、

急性毒性、善玉菌生育試験など生理活性評価を進める予定である。 

 
2.2.5.2 機能化学品  
(1)背景と目的  

化石燃料の消費に伴う空気中二酸化炭素濃度の上昇によって、地球温暖化が進ん

でいる。この問題は地球規模の喫緊課題であり、人類が英知を絞ってその克服に努

めなければならない。その解決策の一つとして、ナフサ原料代替として木質原料を

活用する技術開発が挙げられる。即ち、現在ナフサから製造されている化学品を、

木質資源から製造しようというものである。三井化学、新潟薬科大学、新潟バイオ

リサーチパークは、これまでにラボレベルで試薬糖からデオキシシロイノソース

（DOI）を製造する技術、およびその精製技術の開発を行ってきており、基盤とな

る特許を有している。この技術をベースとして、木質原料に対応可能な DOI 発酵・

精製技術を開発することを本研究の目的とする。更に、DOI から誘導可能な種々の

化合物の中から、実際に顧客が必要とする有用化学品を選定し、その実用化を可能

とする用途開発・製造技術開発を行うことも本研究の目的とする。  

 
(2)位置付け、目標値  

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）

第二中間目標  

（平成 29 年度末）

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

DOI 生産大腸菌の

性能向上  

（三井化学）  

DOI 生産性 70g/L

（48hr）  

実験室レベル  

DOI 生産性 70g/L

（24hr）  

実験室レベル  

DOI 生産性 70g/L

（24hr）  

ベンチレベル  

精製前 DOI

の最終目標

製造コスト

300 円 /kg 

表Ⅲ-2.2.5-11 研究開発目標と根拠  
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宿主大腸菌の開発

（新潟薬大）  

DOI 耐性菌取得  

1 株、  

酸耐性菌取得 1 株  

DOI 排出系強化株取

得 1 株、補酵素供給

系強化株取得 1 株  

平成 29 末で終了  改良菌を三

井化学へ提

供  

発酵プロセス設計  

（IPEC）  

発酵プロセスモデ

ル立案 1 件  

発酵プロセス構築

（ベンチレベル）  

1 件  

ベンチ設備運転最

適化  

H29 までに

ベンチレベ

ルプロセス

を構築  

膜利用精製技術の

開発（東レ）  

DOI 回収率 80%、

DOI 純度 99% 

スケールアップ技術

完成  

ベンチ設備運転最

適化  

精製コスト

目標 300 円

/kg 

イオン交換樹脂利

用精製技術の開発  

（新潟薬大、

IPEC）  

DOI 回収率 80%、

DOI 純度 99% 

スケールアップ技術

完成  

ベンチ設備運転最

適化  

精製コスト

目標 300 円

/kg 

サンプル製造  

（新潟 BRP）  

サンプル供給量  

200g/月  

サンプル供給量  

1kg/月  

平成 29 末で終了  H29 までに

1kg/月達成  

合成評価と合成プ

ロセス設計  

（DIC、IPEC、三

井化学）  

有望ターゲット発

掘 1 件  

開発ターゲット決定 ベンチ設備運転最

適化  

H29 までに

開発ター

ゲット決定  

 

(3)全体計画  
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 (4)実施体制  

 

 
(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

➤売上予測 年間売上額：308 億円  

➤CO2 削減効果：24 万 tCO2/年（製造プロセス+原料転換の効果）  

➤省エネルギー効果：なし（製造プロセスの効果のみ）  

 ※売上、効果は全て平成 42 年度（2030 年度）の推定値  

 
(6)中間目標の達成度  

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

DOI 生産大腸菌の

性能向上  

（三井化学）  

DOI 生産性 70g/L

（48hr）  

実験室レベル  

53g/L（48hr）  

実験室レベル  △  

 

宿主大腸菌の開発

（新潟薬大）  

DOI 耐性菌取得  

1 株、  

酸耐性菌取得 1 株  

DOI 及び酸に抵抗性の

強い大腸菌 W 株を取

得。DOI 耐性に関与す

る遺伝子を 2 種取得  

△  

 

発酵プロセス設計  

（IPEC）  

発酵プロセスモデ

ル立案 1 件  

発酵プロセスモデルの

ドラフト版構築  
△  

 

膜利用精製技術の

開発（東レ）  

DOI 回収率 80%、

DOI 純度 99% 

NF 膜工程による純度向

上、晶析回収率向上効
△  

 

表Ⅲ-2.2.5-12 第一中間目標と達成度  
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果を確認  

イオン交換樹脂利

用精製技術の開発  

（新潟薬大、

IPEC）  

DOI 回収率 80%、

DOI 純度 99% 

C6,C5 糖化液（84%）

を炭素源として生産さ

れた発酵液から、DOI

回収率 72%、純度 96%

達成  

△  

 

サンプル製造  

（新潟 BRP）  

サンプル供給量  

200g/月  

2015 年 4 月に 200gDOI

サンプルを供給  
○  

 

合成評価と合成プ

ロセス設計  

（DIC、IPEC、三

井化学）  

有望ターゲット発

掘 1 件  

医薬用途 2 件、  

樹脂用途 1 件発掘  
○  

 

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

 (7)最終目標の達成可能性  
 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

DOI 生産大腸菌の

性能向上  

（三井化学）  

53g/L（48hr）  

実験室レベル  

DOI 生産性 70g/L

（24hr）  

ベンチレベル  

計画通り進んでお

り、達成の見込み  

発酵プロセス設計  

（IPEC）  

発酵プロセスモデルのドラフト版

構築  

ベンチ設備運転最

適化  

計画通り進んでお

り、達成の見込み  

膜利用精製技術の

開発（東レ）  

膜工程における基礎データ取得完

了  

ベンチ設備運転最

適化  

計画通り進んでお

り、達成の見込み  

イオン交換樹脂利

用精製技術の開発  

（新潟薬大、

IPEC）  

DOI 回収率 72% 

純度    96% 

ベンチ設備運転最

適化  

計画通り進んでお

り、達成の見込み  

合成評価と合成プ

ロセス設計  

（DIC、IPEC、三井

化学）  

医薬用途 2 件、  

樹脂用途 1 件発掘  

ベンチ設備運転最

適化  

計画通り進んでお

り、達成の見込み  

 

(8)研究開発の成果と意義  
a.DOI 生産大腸菌の性能向上（三井化学）  
 木材チップ由来のセルロースとヘミセルロースを糖化して得られる単糖を使用し

て DOI を生産する。セルロース由来単糖は DOI へと変換し、ヘミセルロース由来

単糖は大腸菌が増殖するためのエネルギー源とする。広葉樹と針葉樹ではヘミセル

表Ⅲ-2.2.5-13 最終目標の達成可能性  



  

Ⅲ-2.2-123 

 

ロース由来の単糖の組成が異なるために、それぞれに対応した DOI 生産大腸菌を開

発した。  

 
◆広葉樹原料対応 DOI 生産大腸菌の開発  

広葉樹ヘミセルロースからはキシロースが得られるので、効率よくキシロースを

エネルギー源とできるように大腸菌の代謝を強化した。さらに培養条件の最適化を

行い、試薬のグルコースとキシロースを原料として、48 時間の培養で 70g/L DOI の

発酵液を製造できた。開発前は 48g/L であったので、DOI の蓄積濃度を 1.5 倍引き

上げた。グルコースに対する DOI（異性体含む）のモル収率は、52%から 88%へ向

上した。  

東レで製造した広葉樹未晒しパルプ糖化液と試薬キシロースを原料としたところ、

48 時間で 63g/L DOI の発酵液を製造できた。  

 
◆針葉樹原料対応 DOI 生産大腸菌の開発  
 針葉樹ヘミセルロースからはキシロースとマンノースが得られるので、効率よく

キシロースとマンノースをエネルギー源とできるように大腸菌の代謝を強化した。

さらに培養条件の最適化を行い、試薬のグルコース、キシロース、マンノースを原

料として、48 時間の培養で 70g/L DOI の発酵液を製造できた。開発前は 48g/L で

あったので、DOI の蓄積濃度を 1.5 倍引き上げた。グルコースに対する DOI（異性

体含む）のモル収率は、54%から 92％へ向上した。  

東レで製造した針葉樹セルロース糖化液、針葉樹ヘミセルロース糖化液を原料と

して、DOI 生産の検討を行った。検討の中で、針葉樹ヘミセルロース糖化液には、

大腸菌の生育阻害物質が含まれていることと、追加の精製処理することで阻害作用

の低減が可能であることが明らかになった。針葉樹セルロース糖化液と、追加精製

した針葉樹ヘミセルロース糖化液に試薬糖を混合した原料から、48 時間の培養で

54g/L DOI の発酵液を製造できた。  

 
◆まとめ  
 2 種の DOI 生産大腸菌を開発したことにより、原料が広葉樹、針葉樹のどちらで

あっても DOI を生産可能となった。また、これらの大腸菌は木材チップ由来の糖化

液から DOI 生産可能であることが確認された。  

 
b.宿主大腸菌の開発（新潟薬科大学）  

DOI 生産組換え大腸菌 GI724∆pgi∆zwf∆pgm/btrC 株は、2%DOI 存在下培養におい

て生育が半分程度阻害され、4%DOI 存在下培養において生育がほぼ阻害される。こ

の宿主の DOI 感受性の性質は、DOI の高発酵生産に向け、欠点となり得る。そこで、

できる限り高濃度、少なくとも 10%程度の DOI 発酵液を生産する必要があると考え、

DOI 耐性が向上した宿主の開発を目指した。  

 また、DOI は低温・酸性条件下で安定な物質であり、高温・中性又はアルカリ性

条件下では分解される。すなわち、可能な限り低温・酸性条件下で DOI の発酵生産
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を行う必要があるが、DOI 生産宿主である大腸菌の生育至適条件（至適温度 37℃、

至適 pH 6.5-7.0）と DOI 安定条件は異なる。DOI の安定性条件を大腸菌生育至適条

件に近づけることは困難であるため、DOI 生産宿主大腸菌による DOI 発酵生産をで

きる限り DOI 安定条件下で行うことが必要である。また、セルラーゼ、キシラナー

ゼの糖化は、pH5.0 付近の条件下で実施することが多いことからも、pH5.0 付近で

旺盛に生育可能な大腸菌宿主の開発を目指した。  

 ①DOI 耐性、②弱酸性条件下における生育に加え、③糖化液中に含まれる生育阻

害物質への適応を考慮し、本研究室が所有する大腸菌 36 株について、DOI 耐性能

（0, 1, 2, 4, 6%DOI）、弱酸性条件下(pH4.5, 5.0, 5.5, 6.0, 6.8)における生育、糖化液へ

の適応性（針葉樹 C6, C5 糖化液）について、生育を経時的に測定し、評価した。

DOI に対する感受性が低い 5 株（GM124, MC1061, MC4100, BW25113, W）、弱酸性

条件下（pH 5.0, 5.5）で生育が良好な 5 株（GM124, BW19094, GI724, BW25113, W）、

糖化液への適応性が高い 1 株（W）を選抜した。上記 3 つの条件に適応する大腸菌

株として W 株を選抜し、DOI 生産宿主としての第一候補株とした。  

 弱酸性条件下における DOI 発酵生産を実施する宿主として、上記した潜在的な能

力を有する大腸菌株で十分に適応可能だが、DOI に対する耐性能については、さら

に獲得する必要性が考えられた。そこで大腸菌の DOI に関する感受性に関与する遺

伝子を見出すため、多数の大腸菌遺伝子破壊株の DOI に対する感受性試験を実施し、

遺伝子を欠失することにより DOI 耐性能が向上する株（∆argO, ∆thiD）を見出した。

これらの遺伝子欠失を上記大腸菌株に反映させることにより、有望な DOI 生産宿主

が獲得できると考えられる。  

 
c.発酵プロセス設計（IHI プラントエンジニアリング（IPEC））  

実用的な商用生産プロセスを構築する為には、開発段階からエンジニアリング技

術の利用が必要不可欠と考えられる。また、プロセスのスケールアップでは、利用

する生物、遺伝子組換え等 を利用することにより生産設備に要求される適用法規

への対応など、技術とコストの両面から総合的なプロセスの最適化を図る必要があ

る。 

以下、エンジニアリング手法に基づく、発酵槽のスケールアップ、最適化検討、

発酵プロセスモデルの構築、フィージビリティスタディ(FS)を実施する。 

 

◆大型発酵槽のスケールアップ・最適化検討 

発酵槽のスケールアップに関わる設計影響因子を検討、スケールアップ設計手法

を確立して、設計の最適化を図った。更に、コンピュータシミュレーション (CFD)

の精度向上を図り、設計検証に利用可能なレベルとした。(実施中) 

上記の結果、DOI 商用生産用の大型発酵槽の設計が可能であることが判った。今後、

大型発酵槽の試設計を実施、コスト試算を実施しての実用性評価を実施する。 

 

◆発酵プロセスのフィージビリティスタディ(FS)の実施 

実用的な商用プロセスモデルを構築(ドラフト版)、想定プロセスモデルの MFS（マ
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スターフローシート）を作成した。 

今後、DOI 生産量 100t/年間をベースの装置プロセスについて、技術(操作性含む)

とコストの観点から FS を実施する。また、プロセスの実用性評価を実施して、商

用生産プロセスとしての課題を抽出する。 

 
d.膜利用精製技術の開発（東レ）  

DOI を原料として化学変換により機能性化学品を合成するには、発酵液中に含ま

れる DOI を精製する必要がある。しかしながら DOI は、①水への溶解度が高い、

②沸点が高い、という特性を持つことから有機溶媒抽出や蒸留等の一般の分離精製

方法が適用出来ない。さらに、微生物発酵培地由来の糖類、無機塩等の不純物やタ

ンパク質、有機酸などといった発酵生産特有の副産物が含まれるため、低コストで

DOI を分離精製するのが困難という課題がある。そこで、「分子ふるい」効果を活

用した膜分離法による DOI の精製検討を行っている。  

 
◆成果  
 これまでの検討（ラボスケール）により、下記の成果を得ている。  

・各種分離膜検討の結果、限外濾過膜およびナノ濾過膜を組み合わせた精製プロセ

スが DOI の精製に適していることが分かった。  

・ナノ濾過膜により、1 価イオン（カチオン、アニオン）が高効率で除去され、後

段の晶析工程において DOI の純度および回収率が向上することを確認した。  

・膜分離工程のスケールアップ設計に向けた基礎データ（DOI と不純物の分配、膜

透過流束など）取得が完了した。  
 
◆意義  
 前記成果により、下記の意義が示されたことから、膜分離法が高純度化およびコ

スト低減の観点から DOI 精製プロセスに有利であると言える。  

・イオン交換樹脂では除去効率が悪い 1 価イオンを、ナノ濾過膜により高効率で除

去可能なことから、イオン交換工程のコスト（樹脂および再生薬液、設備縮小）

削減に貢献できる。  

・ナノ濾過膜により低エネルギーで DOI を濃縮（水除去）出来ることから、蒸発コ

スト削減に貢献できる。  

 
e.イオン交換樹脂利用精製技術の開発（新潟薬科大学、IPEC）  

我々のグループは、本プロジェクトがスタートする以前から、発酵液中に高濃度

で含まれる DOI の精製法を検討しており、①セライトとメンブレンフィルターに

よる大腸菌の除去、②イオン交換樹脂による脱塩処理、③メタノールとエタノー

ルの混合溶媒による晶析の 3 工程から成る簡便な DOI 精製法を確立している。こ

の精製法は、比較的簡単な操作にて発酵液 10 L から数百 g の DOI を得ることがで

きるため、ラボスケールでは非常に有用であった。しかしながら、本手法をプラ

ントスケールに利用するには、精製コストが高く、また各段階の操作が煩雑で
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あった。そこで、工業化を念頭に置き、従来の DOI 精製法を基として、低コスト

で高品質の DOI を効率良く精製する手法の確立を目指し検討を進めた。  

 従来法で発酵液の脱塩処理に使用しているイオン交換樹脂よりも安価でかつバ

ルクで購入可能な樹脂の選定を試みた。その結果、強酸性陽イオン交換樹脂であ

る Amberlite 200CT（¥2,040 / kg）の代わりに Amberex 100（¥1,000 / kg）、また弱

塩基性陰イオン交換樹脂  Amberlite IRA96SB（¥2,870 / kg）の代わりに Amberlite 

XE583（¥1,800 / kg）が脱塩性能を低下させることなく使用できることがわかった。

樹脂の総イオン交換容量を考慮すると、樹脂の使用量も抑えられ、樹脂購入コス

トを 55%削減することができた。次いで、弱塩基性イオン交換樹脂の再生法を検

討した。従来法では、樹脂量に対して①3 倍量の 1N NaOH 溶液、②15 倍量の蒸留

水、③3 倍量の 1N AcOH、④9 倍量の蒸留水による 4 段階の洗浄を経て樹脂を再

生していた。しかしながら、弱塩基性の陰イオン交換樹脂はイオンとのアフィニ

ティーが弱いと考えうるので、①10 倍量の 1N AcOH、②9 倍量の蒸留水による 2

段階の洗浄から成る再生法を検討した。新たな手法で再生した陰イオン交換樹脂

を使用しても問題なく脱塩処理ができることが確認された。これにより、再生に

掛かる時間を大幅に短縮することに成功し、かつ劇物である NaOH を使用する必

要がなくなった。また、従来法では、10 L の発酵液を脱塩するのに、5 L の陽イ

オン交換樹脂と 7.5 L の陰イオン交換樹脂を使用していた。この量比が妥当である

かを確認するために、その 1/175 スケールのイオン交換樹脂カラムを作成し、単

位培養液当たりに必要なイオン交換樹脂量を検討した。その結果、これまでの樹

脂量に対して 2 倍量の発酵液をアプライしても問題なく脱塩可能であることが判

明した。  

 これまでは、試薬のグルコースとマンニトールを原料に得られた DOI 発酵液を

用いて DOI の精製を検討していた。しかしながら、本プロジェクトでは、最終的

に広葉樹もしくは針葉樹由来の糖化液（グルコース、キシロース、マンノースな

どを含む）を原料として発酵液を調製することとなる。そこで、種々の炭素源で

生産した DOI 発酵液（約 460 mL スケール）からの DOI 精製を試みた。その結果、

試薬のキシロースを炭素源とした発酵液より、純度  98% (w/w), 回収率  83%、試

薬のキシロースとマンノースを炭素源とした発酵液より、純度  93% (w/w), 回収

率  72%、広葉樹パルプ（55%）と試薬のキシロースを炭素源とした発酵液より、

DOI 純度  93% (w/w), 回収率  71%にて DOI を精製できた。また、最終的な原料に

最も近い広葉樹パルプ（84%）と試薬のキシロースを炭素源とした発酵液からの

DOI 精製では、DOI 純度  96%, 回収率  72%を達成した。  

 
f.サンプル製造（新潟 BRP）  

DOI は炭素六員環構造を持つ化合物であり、2 価フェノールのカテコールやハイ

ドロキノンへ容易に化学変換可能な有用化合物である。その非常に魅力的な炭素六

員環構造を有するため、DOI 誘導化合物の様々な有用化成品原料としての活用が期

待されているが、DOI を大量生産する技術が確立されていなかったため、DOI 誘導

化合物の開発も進んでいなかった。しかしながら、新潟バイオリサーチパークと新
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潟薬科大学が共同開発した組換え大腸菌による DOI 高発酵生産・精製システムを活

用することにより、研究開発に要する DOI の提供も可能となり、本プロジェクトの

目的の一つである DOI 誘導体の用途開発も可能となる。そこで新潟バイオリサーチ

パークは、有機合成技術による DOI 誘導化合物の合成とその有用性検討を実施する

DIC、IPEC、三井化学のグループへ精製 DOI を供給することを目的とした。  

 組換え大腸菌による DOI 発酵生産において、本研究開始当初、約 60 時間で 40 

g/L 程度の DOI 発酵培養液を生産を可能としていた。しかしながら、DOI 精製段階

で精製 DOI の純度を低下させる原因となるグルコースなどが発酵培養液中に残存す

ることもあった。そこで、温度、pH だけでなく、通気量、攪拌速度、培地成分中

の窒素濃度を検討することにより、約 48 時間で 40 g/L 程度の DOI 発酵培養液を生

産を可能とした。また、培養槽の増設により、1 週間で約 22L の DOI 発酵培養液

（880 g DOI 含有）を発酵生産するシステムを確立した。  

 得られた DOI 発酵液は、本プロジェクトが始まる以前に既に新潟薬科大学にて確

立していた従来法により精製し、DOI の用途開発を担当する合成評価グループに提

供した。プロジェクト開始から 2015 年 6 月迄に、約 10〜20 L の発酵液（平均 DOI

含有量  33.9 g / L）を計 10 回（炭素源：マンニトール 9 回、グリセロール 1 回）、

トータル 168 L を精製し、結晶画分を約 2.8 kg 得ることができた。10 回の平均 DOI

純度は 93.4%, また平均 DOI 回収率は 48.2%であった。これまでに、計 1.1 kg の

DOI サンプルを DIC(株)に供給した。  

 また、従来法による発酵液からの DOI 精製の作業効率を向上させるために、20 L

スケールの発酵液に対応した半自動 DOI 精製システムの構築を検討した。改良点を

以下に述べる。大流量ポンプ（400 mL / min）を備える中圧分取システムによりイ

オン交換樹脂カラムへの送液をプログラム制御し、溶出液をフラクションコレク

ターで分画（1 フラクション：2 L）することで脱塩処理を半自動化することができ

た。また、両イオン交換樹脂の再生作業についても、送液をプログラム制御するこ

とで、大幅に効率を向上させることができた。また、従来法による脱塩処理は、発

酵液を陽イオン交換樹脂カラムにアプライし、その溶出液の DOI 含有画分のみを陰

イオン交換樹脂カラムにアプライしていた（並列法）。そのため、分画操作が 2 回

必要であった。しかしながら、DOI は両イオン交換樹脂とほとんどアフィニティー

を有さないため、陽イオン交換樹脂カラム後の分画操作は省ける可能性が高かった。

そこで、両イオン交換樹脂カラムを直列に繋ぎ、陰イオン交換樹脂カラムからの溶

出液のみを分画する脱塩法を検討した。その結果、直列法でも従来の並列法と同等

の脱塩効率が維持されることが確認できた。これにより、脱塩処理時間が大幅に短

縮され、発酵液 20 L 程度を約 2 週間で精製できるようになった。  

 DOI 発酵［22 L（880 g DOI 含有）/ 一週間］と DOI 精製［約 20 L / 2 週間（平均

DOI 回収率 48.2%）を組み合わせると、論理的に考えると 424 g / 3 週間の DOI 製造

システムが確立できたこととなる。  
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g．合成評価と合成プロセス設計（DIC、三井化学、IPEC）  
◆医薬原料用途ターゲットの発掘  
 DOI は種々の化合物へ誘導可能とは言え、当プロジェクトにおいて何を最終製品

と定めるのかを早急に決定する必要がある。医薬情報検索データベースを用いて、

DOI から誘導可能な化合物の構造を基に検索を行った結果、フェーズⅢ以降のもの

として 9 種の化合物がヒットした。その結果を基に製薬会社へのヒアリングを実施

した結果、2 件のニーズを確認することができた。  

 
◆DOI からの THB 合成  

現在 DIC がターゲット候補として挙げている化合物は、後述の 1,2,4-トリヒドロ

キシベンゼン（THB）トリグリシジルエーテルであることから、その中間原料とな

る THB を DOI から効率的に製造する技術につき、三井化学の以前の成果（WO2010

/125807）を基に検討を進めた。  

その結果、脱気水に溶解した DOI を 170℃、2 時間の水熱反応に供することで

80%以上（高いときには 90%以上）の変換効率で THB が得られることが確認された。

DOI の仕込み濃度は少なくとも 20w/w%まで上昇させても問題ないことが分かって

おり、今後更に濃度を高めた際、変換効率がどう変動するか検証する予定である。

また回収方法として、簡便な酢酸エチル抽出を試みており、未反応 DOI の混入なし

にほぼ定量的に THB を回収できたことから、該方法は有効な回収プロセスになり

得ると判断した。  

以上の成果は、DOI から THB を効率よく製造する、即ち低コスト生産に貢献す

る技術として大きな意義を有する。その一方で、該開発は未だ発展途上であり、最

終目標である汎用化学品ターゲットの原料として見合うコストに落とし込むべく、

引き続き検討を要する。  

 
◆THB のトリグリシジルエーテル化  
 エポキシ樹脂は様々な分野で利用され、電子材料、塗料、接着剤などその用途は

多岐にわたっている。例えばクレゾールノボラック型エポキシ樹脂は高耐熱性を生

かし電子材料などに用いられている。一方で、耐熱性を有しながらも固形状のもの

は他成分との混合作業性や用途展開において一部不利となることがあった。こうし

た課題を受け、DOI から製造する汎用化学品ターゲットとして、高耐熱かつ液状と

期待されるエポキシ樹脂（THB トリグリシジルエーテル）を提案した。現在、合成

方法につき検討中であり、今後、該化合物が優れた物性を示すか確認する予定。物

性や安全性、経済性において従来より優位となれば、将来的に各分野で採用される

可能性がある。  
 

2.2.5.3 ポリアミド アクリル酸  
(1)背景と目的  

本技術開発の目的は、非可食性バイオマスに由来する基幹化合物より化学品、特

にポリマー原料として有用な有機酸ならびに不飽和脂肪酸類を生産する微生物の作
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出、それを用いた生産プロセス技術の開発、さらにベンチスケールでの一貫製造技

術開発による、石油由来品と比較して性能が同等以上かつコスト競争力のある化学

品を開発することである。  

具体的には、優れた耐酸性を持つ分裂酵母の遺伝子改変を行い、中央代謝系を含

めた代謝パスウェイを最適化することによって、リグノセルロースに由来する低分

子化糖源（単糖ならびにオリゴ糖）から高効率に 3-ヒドロキシプロピオン酸（以下、

3HP）を生産する株を作出し、また、他の出芽酵母に比べて高濃度で菌体内に保持

する内在性のオレイン酸を高効率でリシノール酸に変換する株を作出することに

よって、石油資源に依存しない高分子吸水性樹脂原料（アクリル酸由来樹脂）とし

て注目されている 3HP や、ポリアミド・ポリウレタン原料（セバシン酸由来樹脂）

として注目されているリシノール酸を、菌体外に高効率に分泌生産する株を作出す

る。加えて、炭素数 18 のリシノール酸を、生物が利用できる炭素数 6 の糖類から

選択的に合成できることは学術的にも意義が高い。  

 
(2)位置付け、目標値  

上記で得られた株を用いた生産プロセス技術の開発を行い、平成 27 年度までに、

モデル原料糖源であるグルコースから 10g/L の生産性を示し、リグノセルロースに

由来する実バイオマス糖液（主として C6 糖を対象）への展開を目指す。さらに生

産プロセス技術開発・ベンチスケール一貫製造技術開発を重ね、3HP において 200

円/kg の、リシノール酸において 200-300 円/kg のコスト目標を目指す。  

 

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）  

第二中間目標  

（平成 29 年度

末）  

最終目標  

（平成 31 年度末）  
根拠  

有機酸発酵生

産技術開発  

原料の炭素利用効

率を向上させ、10 

g/L の 3HP 生産性を

目指す。  

実験室レベルで、

木材チップから一

貫製造を行い、30 

g/L の生産性を目

指す。  

木質由来糖液を用い

た効率的生産プロセ

スを確立しベンチス

ケールでさらなる高

生産を狙う。  

原材料コスト、

炭素利用率と目

的物の目標価格

より算出した。

不飽和脂肪酸

発酵生産技術

開発  

耐性遺伝子の導入

と、分泌系を構築

し 10g/L のリシノー

ル酸生産系を構築

する。  

実験室レベルで木

材チップからの一

環製造を行い、10 

g/L の生産性を目

指す。  

脂質代謝を高め、高

密度発酵と組み合わ

せることで 10 g/L 以

上の生産を目指す。  

目標価格に加え

て、学術的意義

を加味して設定

した。  

 

(3)全体計画  
本技術開発における第一期（平成 25 年度から平成 27 年度）要素技術開発で作出

された 3HP ならびにリシノール酸生産株を用いて、第二期（平成 28 年度から平成

表Ⅲ-2.2.5-14 研究開発目標と根拠  
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29 年度）一貫製造技術開発にて生産プロセス技術開発を行う。さらに第三期（平成

30 年度から平成 31 年度）ベンチスケール技術開発においてスケールアップと生産

性向上を検討し、実用に資する製造プロセスを確立する。第一期・第二期は旭硝子

および産業技術総合研究所、九州大学が連携して、それら生産株の作出ならびに生

産プロセス技術開発を行う。コストにおいても優位性を有する生産株の構築を目指

す。第三期には導出先企業である樹脂メーカーと共同して、スケールアップ検討を

行う。   

 
(4)実施体制  

本技術開発における目的化合物が 2 つ（3HP 及びリシノール酸）あることから、

開発体制は、二つに分類される。3HP に関する技術開発は、旭硝子及び再委託先で

ある九州大学にて実施している。旭硝子においては 3HP 生産株の構築を担当、九州

大学において発酵生産に資する分裂酵母の分子・進化育種を担当する。 

リシノール酸に関する技術開発は、再委託先である産業技術総合研究所にて実施

しており、耐性遺伝子の作用機構、リシノール酸分泌に及ぼす影響を解明し、モデ

ル糖原からのリシノール酸生産系の構築を行う。 

 
(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等＠2030 年度）  

3HP はアクリル酸の原料として用いられ、そのアクリル酸は高分子吸水性樹脂

（SAP：Super Absorbent Polymer）の原料として生産量が急増している。その需要は

590 万 t（2017 年）、年成長率 6％と予測されている。SAP の需要は 200 万 t（2014

年）、年成長率 5－7％程度と予測されている。今後さらなる伸びが期待されている。  

バイオでの技術が確立したとしても、現在主流の石油化学原料がすべてバイオマ

ス原料に置き換わることは考え難い。そのため、事業化時には、3HP として 3 万 t

程度の生産量が見込まれる（2030 年）。  

ポリアミド向けに利用されているリシノール酸は 8-9 万 t 程度である。生産の安

定化により伸びが期待される。リシノール酸は植物由来で生産されるため、バイオ

プレミアムは存在しない。生産安定性という観点で、事業化時は 1 万 t 程度の生産

量を見込む（2030 年）。  

CO2 削減量は、3 万 t の 3HP として石油換算でおおよそ 7 万 kL となり、18 万 t 程

度となる。リシノール酸は元来植物由来であるため、原料転換による CO2 削減量な

いと考えている。  

一方で学術的には、酵母を用いて C6 の糖から炭素数を増やして C18 のリシノー

ル酸を発酵生産し、さらに分泌させることは世界初であり、成功すればバイオリ

ファイナリーの新たな潮流となる可能性がある。  

 
(6)中間目標の達成度  

3HP においては、10g/L の中間目標に対して 5L 発酵槽を用いた高密度発酵で

13g/L の生産能を達成することができた。今回見直しした第一中間目標を達成した

だけでなく、第二中間目標である 30g/L に大きく近づけることができた。  
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リシノール酸においては、10g/L の中間目標に対して試験管レベルで 0.5g/L の生

産能を確認した。これは中間目標に対しては未達であるが、代謝の改善と分泌経路

の特定により生産能を増し、かつ高密度発酵技術を用いることにより、目標である

10g/L を達成することができると考えられる。  

 

 

技術開発項目  
第一中間目標  

（平成 27 年度末）
研究開発成果  

達成度

※  

原因・課題と解決方針

※未達の場合のみ  

有機酸発酵生産

技術開発  

原料の炭素利用効

率を向上させ、10 

g/L の 3HP 生産性を

目指す。  

培養槽を用いた 1 次設計

株で増殖と生産の調整し

高密度培養することで

13 g/L の生産能を確認し

た。  

◎   

不飽和脂肪酸発

酵生産技術開発  

耐性遺伝子の導入

と、分泌系を構築

し 10 g/L のリシ

ノール酸生産系を

構築する。  

リシノール酸の細胞毒性

を解除し、さらに分泌さ

せることにより、0.5 g/L

の生産能を確認した。  

酵母によるリシノール酸

の分泌は世界初。  

△  分泌機構の解明等によ

り、試験管レベルで 1 

g/L の生産量を目指

し、高密度発酵によ

り、目標である 10 g/L

を実現させる。  

※◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、☓未達  

 

(7)最終目標の達成可能性  
3HP に対しては、炭素利用効率のさらなる向上により試験管レベルで 10g/L の生

産能を目指すことが可能と見込まれる。高密度発酵と菌体の有効利用によりさらな

る高生産が達成できると考えている。  

リシノール酸においては、脂肪代謝のさらなる向上により試験管レベルで 1g/L

以上の生産能を達成し、高密度発酵技術とスケールアップにより、ベンチスケール

での 10g/L 以上の生産を達成できる見込みである。  

 

 

技術開発項目  現状  
最終目標  

（平成 31 年度末）  
達成見通し  

有機酸発酵生産技

術開発  

代謝経路の構築と改良により、試

験管レベルで 4 g/L の生産能を達成

し、培養槽を用いた 1 次設計株で

増殖と生産の調整し高密度培養す

ることで 13 g/L の生産能を確認し

た。  

木質由来糖液を用

いた効率的生産プ

ロセスを確立しベ

ンチスケールでさ

らなる高生産を狙

う。  

炭素利用効率の向

上で 30 g/L が見込

まれ、菌体の利用

効率向上により目

標の達成見通しあ

り。  

不飽和脂肪酸発酵 ホスホリパーゼ A2 (plg7)遺伝子導 脂質代謝を高め、 脂質代謝のさらな

表Ⅲ-2.2.5-15 第一中間目標と達成度  

表Ⅲ-2.2.5-16 最終目標の達成可能性  
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生産技術開発  入により遊離リシノール酸の分泌  

生産を実現、遊離リシノール酸は

選択的に細胞外へ分泌された。（世

界初）  

高密度発酵と組み

合わせることで 10 

g/L 以上の生産を目

指す。  

る向上と、分泌増

強、高密度発酵に

より、目標の達成

見通しあり。  

 

(8)研究開発の成果と意義  
アクリル酸においては、石油化学原料代替のバイオマス由来原料として、カーボ

ンニュートラルが実現できる。このカーボンニュートラル化による CO2 削減効果は

大きい。また、製造コストの低減の可能性がある。  

リシノール酸においては、不安定な生産量（トウゴマの収穫量）を工業的に安定

化することができ、製造工程で発生する毒性物質を回避することができるため安全

なプロセスを提供することが出来る。また、発酵生産によりリシノール酸を分泌生

産する世界初の技術を目指す。  

 
a.有機酸発酵生産技術開発  (アクリル酸) 

3-ヒドロキシプロピオン酸 (3HP)の発酵生産には、グリセリン経由の方法

(WO2001/015346)、β -アラニン経由の方法 (WO2008/027742)等、いくつかの生成方

法が提案・報告されているが、いずれの方法においても原料から 3HP までの反応は

多段数必要であり、複数の遺伝子を導入すること、複数の遺伝子の発現を 3HP 発酵

生産に適した形態で制御すること、および高い発酵収率を得ることは困難であった。

緑色非硫黄細菌 Chloroflexus auratiacus は 3HP サイクルと呼称される炭素固定回路

を有しており、この中間代謝物として 3HP を生産する。この反応はマロニル CoA

を基質とし、マロニル CoA レダクターゼ(MCR)またはマロン酸セミアルデヒドデヒ

ドロゲナーゼ(MSDH)および 3-ヒドロキシプロピオン酸デヒドロゲナーゼによって

3HP が生産される。マロニル CoA の生合成量を増加させる効果を有するアセチル

CoA カルボキシラーゼと組み合わせて使用することによって、脂肪酸合成の重要な

前駆物質であり、ほとんどの生物が合成可能な代謝産物であるアセチル CoA から 2

段(Chloroflexus auratiacus 由来 MCR はマロニル CoA から 3HP まで 2 段の反応を触

媒)または 3 段の酵素反応により、3HP の効率な生産が期待できる。  

同様の技術開発は大腸菌を用いてすでに検討がなされている (Rathnasingh、2012、

特開 2012-85635)。しかしながら、生成される 3HP が示す強い酸性によって、菌株

自体の増殖・発酵性能が阻害されるため、効率的な生産例を示すには至っていない。

分裂酵母は耐酸性発酵が可能であるため、有機酸生産プロセスに用いるのに適した

微生物である(図Ⅲ-2.2.5-7)。  
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酵素活性が報告されている好熱菌由来 MCR 及び MSDH 及び相同性配列を有する

遺伝子の分裂酵母 Schizosaccharomyces pombe 内での発現を広く調べた結果、緑色非硫

黄細菌 Chloroflexus auratiacus 由来 MCR(CaMCR)をアセチル CoA カルボキシラーゼ

(cut6: S. pombe の cut6＋はアセチル CoA をマロニル CoA へと代謝するアセチル CoA/

ビオチンカルボキシラーゼをコード)と共発現させることで、0.70 g/L (7.8 mM) の

3HP を培地中へ分泌生産する株を作製できた。CaMCR と cut6 の共発現させること

で高濃度(90g/L)3HP 存在下で増殖する S. pombe を用いた効率的な生産プロセスを

構築できる可能性を見出した。  

しかしながら野生株を宿主としたところ、ほとんどの形質転換体が 3HP を生産し

なかった。CaMCR と cut6 の発現を解析したところ酵母菌体内での分解が示唆され

たため、プロテアーゼ多重破壊株を宿主に用いることで 3HP 分泌生産株の取得率が

向上した。次に生産量の向上を目指し、マロニル CoA の前駆体であるアセチル

CoA 量の増加を検討した。アセチル CoA の基質となる酢酸塩を添加した培地を選

択培地として使用し 3HP 高生産株の選抜を試みた。その結果、酢酸カリウム添加培

地を使用することで今まで得られた株よりも 3HP 生産量が高い株を取得できた

(2.85 g/L)。  

5L 培養槽を用いた流加培養で 3HP 生産株を評価した。グルコースが枯渇した時

点から流加培地を添加し高密度培養を行った。培地からビタミンを削減することで

細胞の増殖を抑えた結果、3HP 濃度は 13g/L に達した。この結果は増殖と生産を調

節することでさらに生産量を高められる可能性を示している。また培地を抜き出し

ながら流加培養を続けることも可能であり、酵母細胞の耐酸性を活かした効率的な

生産プロセスが期待できる(図Ⅲ-2.2.5-8)。  

図Ⅲ-2.2.5-7 分裂酵母を用いたマロニル CoA 経路による 3HP 生産  
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フラスコ培養ではアセチル CoA 合成酵素の導入により 3HP 生産量が倍加した株

が得られており、原料炭素源利用効率を向上させた 2 次設計株を用いて高密度培養

を行う。  

 

b.不飽和脂肪酸発酵生産技術開発  (ポリアミド) 
リシノール酸(RA, C18:1-OH)は水酸基を含む非常に特殊な脂肪酸であるため、

通常の生物では毒性を示し発酵生産できない。分裂酵母も野生型ではRAの生産能

力は無く、現在RAを生産できる生物はトウゴマ以外にはアブラナ科の植物である

Lesquerella fendleriと麦に感染する麦角菌くらいしか知られていない。 

このような背景から RA の異種生物での生産は難しく、今回の分裂酵母以前はト

ウゴマに代わる生産の試みは成功していない。植物ではモデル植物であるシロイヌ

ナズナ(Arabidopsis)での生産の試みがなされたが、種子で総脂肪酸の 20%弱の RA

の生産に留まり、トウゴマの約 90%に比べると格段に低い値であった。また微生物

では出芽酵母で RA 生産が試みられたが、単なる RA 合成酵素(Fah12)の導入では総

脂肪酸の約 1%程度と非常に低い値の RA しか生産されず、更に生産量を上げるため

に培地中に基質であるオレイン酸を加えて培養した場合でも総脂肪酸の 19%の RA

の生産に留まった。 

そこで、分裂酵母では RA の前駆体であるオレイン酸の含量が 80％以上と他の生

物と比べて格段に高い点に着目し、分裂酵母を選定した。しかし、異種生物の RA

合成酵素(Fah12)を分裂酵母で発現させるだけでは、やはり RA が細胞膜の成分で

あるリン脂質に影響をあたえることで宿主に毒性を示し、RA 生産株の増殖が著し

く阻害された。 

検討の中で、温度制御により Fah12 リシノール酸合成酵素の活性をコントロール

し、分裂酵母での全脂肪酸の 50%超の RA を生産させることに成功した。 

一方で、RA による細胞の増殖阻害は解決しておらず、この増殖阻害は RA 生産

の大きな障害となる。宿主の増殖阻害の改善を目的に分裂酵母 cDNA ライブラリー

の形質転換体を大量にスクリーニングして、RA 生産量は減少せずに増殖を回復さ

せる遺伝子として plg7 遺伝子を見いだした。さらにある条件下では、plg7 を強発

図Ⅲ-2.2.5-8  5L 培養槽を用いた流加培養による 3HP 生産  
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現させると遊離型の RA が選択的に高効率で細胞外へ分泌される事を見いだした。

plg7 を強発現させていない場合に比べて全体の RA 生産量も上がり、その約半分量

の RA の分泌に成功した。且つ細胞外では遊離 RA が全分泌脂肪酸の 80%を超える

純度で分泌されていることを確認した（図Ⅲ-2.2.5-9）。分裂酵母は本来脂肪酸や脂

質を分泌せず、リシノール酸の分裂酵母での分泌生産は世界初である。 

  
 

 

この耐性遺伝子の活用により、通常脂質として細胞内から分離する代わりに、脂

肪から脂肪酸を切り出すプロセスも微生物細胞内で行わせるため、製造工程の短縮、

コスト削減に繋がると考えられる。更に遊離脂肪酸として細胞外へ高純度で分泌で

きることも精製のコスト削減に繋がる。これにより、リシノール酸を遊離脂肪酸と

して細胞外へ分泌生産できる可能性が示された。 

plg7 (ホスホリパーゼ A2)の活用で全 RA の約半分を分泌させられたが、まだ約

半分の RA が細胞内に残留している。そこで更なる分泌向上のため、細胞内での

RA の分布を調べ、排出経路を増強することにより、リシノール酸の生産量、分泌

量共に増加させる事ができた。 

以上、菌株の遺伝子操作での改良により、水酸基を含有する特殊な脂肪酸である

ため宿主の増殖を阻害し、異種生物での合成が難しい RA の分裂酵母での合成に成

功し、さらに RA に対して耐性を示す遺伝子を見いだす事により、菌体の全脂肪酸

の 50％超が RA である分裂酵母株の構築に成功した。更に本遺伝子は RA を細胞外

へ分泌させる事によって耐性を獲得している可能性が示唆され、現在全 RA 生産量

の細胞内の半分以上の RA が分泌され、かつ細胞外では RA が 80%を超える純度で

遊離脂肪酸として分泌されていることを確認した。分裂酵母は本来脂肪酸や脂質を

細胞外へ分泌できないため、分泌生産の発想は今までに全く無く、世界初の技術で

ある。これらの遺伝子の発見により、分泌生産という新たな RA の効率的な分泌生

産系を開発できる可能性が見いだされた（図Ⅲ-2.2.5-10)。 

図Ⅲ-2.2.5-9  分裂酵母によるリシノール酸の分泌生産  
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2.2.5.4 ポリカーボネート系樹脂 ポリエステル系樹脂  

(1)背景と目的 

本実施項目では、汎用ポリマー、特殊ポリマーの原料として現時点でも需要のあ

るジオール化合物を出口ターゲット化学品とし、木質バイオマスから得られる糖類

を原料として、触媒を用いた化学的変換によってそれらを製造する技術の開発を

行った。具体的には、イソソルビド、1,4 ブタンジオールをターゲット化合物とし、

それぞれ C6 糖、C5 糖から誘導するルートに関して、反応技術および触媒を開発し

た。石油化学品と競合するターゲットの場合には、石油化学品と同等のコストで製

造することを目的として明確化し、それから逆算される収率目標、および現実的な

製造プロセス技術を念頭に開発を行った。  

ジオール化合物は石油化学原料から合成・製造しにくい構造であるため、エネル

ギー的に不利（水酸基を沢山含んでいる）な糖系のバイオマス原料、バイオマス由

来中間原料から誘導する製造ルートを採用するにあたって、石油化学品に対してコ

スト的に対抗できる余地がある。また、現実にニーズのある最終ターゲットまでの、

コストフィジブルな製造技術を開発することによって、バイオマス由来のプレミア

価格を期待することなく、実用化を図ることが可能である。さらには、ポリマー原

料として大量に使われる化合物を石油化学法より省エネルギーの方法で製造するこ

とによって、二酸化炭素排出量の大幅削減やカーボンクレジットの創出にも貢献で

きる。  

 

(2)位置付け、目標値 

多くの水酸基を含む原料からジオールを製造するにあたって、鍵となる反応は脱

水と水素化である。本実施項目では、それらの反応工程に対して、新規な反応技術、

触媒を開発、適用し、連続プロセス化も念頭においた実用的な技術を提案すること

図Ⅲ-2.2.5-10 リシノール酸発酵生産のまとめ  
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を目標とした。触媒に関しては、汎用ポリマーの原料を製造することを前提に安価

で高性能な触媒を開発し、木質バイオマス由来の糖類を原料とした場合にも適用で

きる技術の提案を目指した。最終的な技術開発目標は、C6 糖類からのイソソルビ

ドのモル収率 70%、C5 糖類からの 1,4-ブタンジオールのモル収率 60%とし、製造

コストの最終目標も設定した。  

将来の化学品原料のカーボンリソースをどこに求めるかという問いに対し、「究

極的には二酸化炭素、その中間的位置づけでバイオマスである」との答えは誰も否

定しない。しかしながら、忘れてならないのは、製造するにあたってのエネルギー

（熱力学）や効率（工程数、選択率）であり、特に石油化学品と競合するターゲッ

トを選ぶ場合には、それを無視してまでリソースをバイオマスに求めるのには無理

がある。その点で C4-C6 の非芳香族の含酸素化合物は石油化学法ではつくりにくく、

バイオマスリソースに原料転換するターゲットとして適している。その中でもジ

オール化合物は石油化学原料からは酸化等の単純な反応では製造不可能であり、酸

化還元をくりかえす複雑で熱力学的にも不利なルートで製造されているため、バイ

オマスから製造する化学品としてもっとも競争力のあるターゲットとなりえる（図

Ⅲ-2.2.5-11）。  

 

 

 

図Ⅲ-2.2.5-11 化学品のエネルギー価値と合成ルート  
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本実施項目でターゲットとするイソソルビドは新規ポリカーボネートの原料とし

て、現在でも用途があり、特別な物性、機能を付与することができるため、将来的

な需要の増大がみこまれる。また、低コストの大量生産技術が開発されれば、類似

構造のビスフェノール A（フェノールポリカのモノマー）を置き換えることが可能

であり、バイオマス由来原料を含むポリカーボネートとして大きな市場を創出でき

る魅力がある。  

現時点では、イソソルビドの生産規模は小さく、硫酸触媒を用いる方法で製造さ

れているが、効率的で環境負荷も低い技術を開発するとともに、木質バイオマス由

来の原料からの製造を可能にすることによって、大きな展開が期待できるターゲッ

ト化合物である。  

一方で、1,4-ブタンジオールに代表される直鎖ジオールはポリエステル原料とし

て、非常に莫大なマーケットがあり、現在でもいくつかのルートの石油化学法、石

炭原料法といったいろいろな製造法で製造されている。しかしながら、日本におい

てナフサクラッカーが少なくなっていく現状、さらには石油が枯渇していく将来に

おいて、C4、C5 の直鎖系有機化合物の化石原料リソースは乏しくなっていく流れ

の中にあり、C4、C5 のリソースとしてバイオマスにかかる期待は大きい。  

さらには、本実施項目のジオール化合物の製造技術開発を通じて、バイオマスか

らの化学品を製造するうえで広く適用可能な方法、技術の創出への貢献が期待され

た。特に、石油化学で培った触媒技術、有機溶媒系の反応技術を、バイオマスに適

した水系の反応に本格的に適用することは今まで行われてこなかったため、本実施

項目で、石油化学系の固体触媒や、連続プロセス技術を視点に入れた技術を開発す

ることを通じて、有意義な知見や共通的な技術に到達することは十分に予想された。

また、アルデヒド基や水酸基の反応性制御や、分解、過分解の防止といった有機化

学的テクニックを含め、目的物を効率よく得る上での、反応ルートの選択や触媒、

溶媒を含めた反応系のデザイン、生成物の抜出法など、バイオマスの化学品への転

換において核となる知見が得られものと期待された。  

 

(3)全体計画 

 両ターゲットともに、開発初期に反応ルート、反応技術の有望性、発展性を見極

めて選択し、H27 年度末において開発技術における目標反応収率の達成をラボレベ

ルで確認するとともに、基本プロセスの提案が可能なレベルまでに、技術の構築を

進めることとした。H27 年度末のターゲットや原料ソースの絞り込みの後、H28 年

度以降に詳細プロセスの決定、大型試験や触媒寿命等の試験、決定原材料からの一

貫試作を進め、実用化の確度を上げる計画とした。 

 

(4)実施体制 

実施体制としては、C6 糖からのジオール製造技術開発を三菱化学(株)と東京工

業大学資源研で行った。イソソルビドを得る反応に関して固体触媒の開発と反応評

価を三菱化学(株)から東京工業大学資源研へ再委託し、C6 糖から中間体への反応

は三菱化学(株)が担当した。C6 糖から中間体への反応は高圧水素化反応となる可
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能性があったため、高圧法対応設備を有する三菱化学㈱で行ったほうが望ましいと

の判断である。 

 C5 糖からのジオール製造技術開発については、三菱化学(株)単独で行った。フ

ルフラールを中間体として選定した場合は、先行して単独で実施済のフルフラール

に関する知見が適用可能であったためである。化学量論的にジオールを製造するた

めにはどこかの段階で水素化が必要と考えられたため、高圧法対応設備を有する三

菱化学㈱で実施する体制は、結果としてはよい判断であった。 

 なお、出発物質として用いる糖液については、開発初期は試薬から調製されるメ

イクアップ糖液を用い、その後、東レ㈱から提供される木質由来糖液を用いた反応

評価を実施した。事前の情報交換において、東レ㈱から成分分析の結果等の開示を

受けた上で、実験を行った。 

 

(5)実施の効果（費用対効果、売上・CO2 削減・省エネルギー等 ＠2030 年度） 

 C6 糖からのジオール製造については、2020 年度以降のイソソルビド製造の国内

実用化において、最大 2 万 t/y の製造を想定しており、その際の売上は年間 100 億

円と試算される。実際には、大部分は自社で製造するポリマーの原料として自消さ

れるが、想定どおりの製造が達成できれば、ポリマーとしての売上はこの金額を上

回るものとなる。 

 なお、CO2 排出の削減に関しては、これから市場が伸びていくポリマーに使われ

る原料であるため、計算の前提をどう置くかが難しい。石油化学法で製造されるビ

スフェノール A をイソソルビドが置き換えると仮定し、1mol のビスフェノールを

製造する場合の CO2 排出量と 1mol のイソソルビドを製造する場合の CO2 排出量を

比べ、1kg あたりビスフェノール A 製造を相当する mol 数のイソソルビドを製造で

置き換えることで、削減される CO2 排出量、及び、カーボンニュートラル分をの

CO2 を概算した。結果としては、ビスフェノール A の 1kg あたり 3.3kg の CO2 削

減となり、イソソルビド 1 万 t/y 生産時に 1.5 万 t/y のビスフェノール A 置き換え

が可能とすると、その CO2 削減効果は約 5 万 t/y と試算された。 

 C5 糖からのジオール製造においては、2025 年度以降の 1,4 ブタンジオール製造

の国内実用化において、最大数万 t/y の製造を想定しており、その際の売上は年間

約 60 億円と試算される。これも、大部分は自社で製造するポリマーの原料として

自消されるが、想定どおりの製造が達成できれば、ポリマーとしての売上はこの金

額を上回るものとなる。 

CO2 排出の削減に関しては、石油化学法による 1,4 ブタンジオールを置き換えて

いく想定で試算が可能である。フルフラールを経由する製造ルートは石油化学法よ

り選択率が高く、省エネルギーであるため、カーボンニュートラルの分も含むと製

品 1kg あたり 3.5kg の CO2 が削減可能と試算された。単純に計算すれば、1 万 t/y

の製造時の CO2 削減効果は 3.5 万 t/y となる。 

 

(6)中間目標の達成度 

 C6 糖類からのイソソルビド製造、個別の反応収率、および掛け合わせの一貫反
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応収率においては目標を達成している。一部、反応収率では表せない生産性という

観点で、課題が発生した部分があるものの、基本プロセスの提案までは達成できる

見込みである。 

C5 糖類からの 1,4 ブタンジオール製造については、最終反応の反応機構的に単

独での収率目標達成が難しいと判断した。有効成分（併産して販売可能）であるテ

トラヒドロフラン（THF）との合量収率での目標達成（1,4BDO の割合 50%以上）を

目指すこととし、その点では、個別の反応収率、および掛け合わせの一貫反応収率

においては目標を達成する見込みである。 

 

(7)最終目標の達成可能性 

C6糖類からのジオール製造技術開発に関しては、現在得られている個別の反応

の収率を掛け合わせれば、C6糖からイソソルビドへの一貫反応収率は約77mol%と

なり、反応収率としては最終目標としていた70mol%以上の収率を達成見込みであ

る。今後、精製時のロス等を精査していく必要があるが、精製収率こみで70mol%

を得ることは可能とみている。  

コスト試算については、触媒の寿命、プロセスロスが不明なこと、および基本プ

ロセスの構成が未定なために、仮定をおいて計算せざるをえない部分があるが、

原単位から導かれる原料部分の変動費は糖価格を80円 /kgとおけば142円 /kgとなり、

建設費込での製造コスト目標の達成は可能とみている  

C5糖類からのジオール製造技術開発に関しては、現在得られている各反応の収

率をあてはめれば、C5糖からターゲット化合物（1，4ブタンジオール、THF合

量）への収率は一貫で65mol%となり、原単位から導かれる原料部分の変動費は、

糖価格を80円 /kgとおけば205円 /kgとなる。建設費込での製造コスト目標は、1プラ

ントあたりの生産量を大きとれば達成可能とみている。  

 

 

図Ⅲ-2.2.5-12 糖類からのジオール製造ルート  
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(8)研究開発の成果と意義  

技術開発項目2-2-4-1：C6糖類からのジオール製造技術開発  

C6糖類からイソソルビド（以下ISB）を製造するための、反応ルートを検討し、

C6糖の水素化によってソルビトールを中間体として得て、それを脱水環化してISB

にする二つの反応ステップからなる合成ルートを選択した。二つの反応に適した

触媒の開発、反応方式をターゲットとし、基礎検討を行った。  

ISBを製造するための後段反応は脱水（環化）反応（図 -2.2.5-12、反応 (ii)）とな

るため、脱水（環化）反応に適した高性能触媒の開発を行った。公知例では、こ

の反応には硫酸が触媒として用いられているが、硫酸触媒では反応選択率が低い

（収率約70mol%）こと、および、 ISBが物性的に硫酸と分離できない（硫酸触媒

の場合はバッチ反応を採用して、その都度、触媒を中和した後にISBを減圧蒸留し

て分離する）ことを踏まえ、高選択率で連続的な反応を可能とする触媒系や反応

方式の実現を念頭において開発を進めた。  

ISBへの選択率を高めるためには、いかに分子間脱水を抑制して分子内脱水を促

進するかにかかっている。その点に着目し、実施計画では①空間制御能を有する

ゼオライト等の固体酸触媒や②部分的に中和して酸性度を落とした触媒を設計し、

その性能を調べた。加えて、これまでに報告例がない③塩基触媒的な脱水反応の

適用も試みた。  

その結果、①に関しては、反応条件の制約はあるものの、酸性ゼオライトが有

望な触媒となることがわかった。その中でも、高Si/Al比のBEA型プロトンタイプ

ゼオライトが高収率を与えることを見出した。反応速度が遅いため、高温で長時

間の反応時間を要するものの、 75mol%を超える収率で ISBが得られることがわ

かった。しかしながら、大量の触媒が必要になること、および、懸濁床連続反応

を想定した場合、反応後の触媒分離工程において、固体触媒と ISBを効率良く分離

する技術の開発が必要であることがわかった。  

②の部分中和型触媒を検討したところ、部分中和を行わない酸触媒（硫酸）に

比べて反応速度は遅くなり、収率は向上しないことが明らかとなった。同じ酸触

媒系の反応条件検討から、反応温度が高くなるほど、副生成物への反応が多くな

り、目的の反応に不利になること、および、同時に重合物が多くなり、製品の着

色が増し、分離、精製工程の負荷が高まることがわかった。  

重合物生成を回避する目的で塩基触媒を用いて塩基触媒型の脱水反応を適用し

た結果、ソルビトールの脱水反応が進行することがわかった（塩基触媒の適用は

前例がない）。しかしながら、反応温度を非常に高く（200℃以上）しないと、脱

水反応が十分な速度で進行しなかった。当初期待していた分子間反応の抑制は塩

基触媒型脱水反応においても達成できず、むしろ高温反応となったことから重合

物は増加した。塩基触媒を使用する場合は、（酸性触媒では変質が懸念される）

溶媒が使用できる可能性があったため、溶媒使用の検討を行ったが、高温で安定

性がある高沸点溶媒として適した化合物が見つからず断念した。  

また、脱水反応が平衡反応であることを踏まえ、触媒の存在下、反応蒸留方式

による系外への水の除去、 ISBの除去を組み合わせ、脱水反応の促進を試みた。し
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かしながら、ISBの蒸気圧を高めるための高温条件と反応器内の濃縮が分子間脱水

を促進し、分子内生成物（ ISB）収率が伸び悩む傾向がみられ、反応蒸留方式もデ

メリットがあることが確認された。  

 

 反応方式  反応条件  反応収率 触媒分離  

操作性  

備考  

固体酸触媒法  オートクレーブ  

（自圧）  

△  

200℃  

〇  

77mol% 

△  触媒：HBEA 

ゼオライト  

部分中和酸  

触媒法  

反応蒸留  〇  

130℃  

〇  

73mol% 

△  触媒：  

部分中和酸  

塩基触媒法  溶媒使用  

反応蒸留  

× 

250℃  

× 

42mol% 

× 触媒：  

塩基  

開発法  溶媒使用  

（常圧）  

◎  

90-100℃  

◎  

82mol% 

◎  触媒：  

無機酸  

 

上記の検討から、脱水反応の低温化と、低沸点溶媒を利用した共沸脱水による

水の系外への除去の方式が望ましいと判断し、低温で脱水反応が進行可能な酸触

媒の開発と、酸に安定な溶媒の選定を進めた。その結果、無機酸触媒と有機溶媒

の組み合わせがソルビトール→ ISBの脱水反応に適していることを見出した（図Ⅲ

-2.2.5-13）。無機酸（触媒相）はソルビトールの融点以上ではソルビトールと液相

を形成し、有機溶媒相とは混じり合わずに2相になることから、有機溶媒相に ISB

だけが抽出され、ISBを有機溶媒相ごと取り出して分離した後に有機溶媒を戻すこ

とにより、連続的な反応が可能になる。さらには、特定の有機溶媒では共沸脱水

された水との混合物が2相分離することを利用し、脱水反応後の水分離のエネル

ギーを少なくできることがわかった。現在のところ、ソルビトールからのISB収率

として82mol%が得られており（図Ⅲ-2.2.5-14）、原料の供給と生成物の抜出を連

続的に行う反応の工夫により、さらに高い収率の達成が期待できる。 

 

表Ⅲ-2.2.5-17 ソルビトール脱水によるイソソルビド製造反応開発技術まとめ
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以上に示した開発法の有利な特徴を踏まえ、ソルビトールから ISBへの脱水反応

については、注力対象をこの方法に決定し、触媒や反応条件、精製法の検討に移

行した。生成したISBは選択的に有機溶媒相に移相することから、有機溶媒相から

ISBを得ることで精製工程の簡略化が期待できる。仮に、反応で生成した ISBを有

機溶媒相に溶けた状態で取り出し、有機溶媒相を留去後にISBを蒸留精製する構成

を基本として精製ISBの物性を確認したところ、純度は既存硫酸法とほぼ同等なが

ら、既存硫酸法より優れた色調の ISBが得られることがわかった（図Ⅲ-2.2.5-15）。 

  

 

 

 

 

図Ⅲ-2.2.5-13 ソルビトール脱水反応開発法概略図  

図Ⅲ-2.2.5-14 開発法セミバッチ反応による累積収率  
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一方、前段のC6糖→ソルビトール（図Ⅲ -2.2.5-12、反応 (i)）については、東レ

(株 )から提供された木質由来C6糖液（NP-S-TR-26#5）をモデルとし、オートク

レーブ反応器を用いて水素化反応検討を行った。その結果、5%Ru/C触媒によって

収率95mol%以上でソルビトールに転化できることがわかった。しかしながら、12

0℃、3MPa水素圧での反応速度は、同じC6糖濃度のグルコース水溶液を用いた場

合と比較して約1/10であることが判明し、モデルとして用いた木質由来C6糖液に

はなんらかの触媒反応を阻害する物質が含まれているものと推定した。また、こ

のことから、固定床反応器、あるいは懸濁床反応器を用いた連続反応を想定した

場合、触媒が経時的に劣化する恐れがあることが示唆された。  

 

一般に、貴金属触媒を被毒する物質として硫黄化合物や酸類、フラン系化合物

系の重合物などが考えられるため、反応速度を向上させるにはこれらを除去した

原料を触媒と接触させることが必要と考えられる。簡便な処理でこれらの化合物

が除去できるかどうかを検討した。また、貴金属触媒より耐性に優れると予想さ

れるNi系触媒の適用も図った。  

C6糖類からのソルビトールを中間体としたISBの一貫製造については、前段反応

の触媒に固体触媒を用いる場合において、その濾過またはフィルター分離による

触媒分離水溶液を一部濃縮した後かあるいは直接に後段の反応器に導入すること

で達成可能である。これまでに得られた個別の反応の収率を掛け合わせれば、C6

糖から ISBへの一貫収率は約77mol%となり、目標としていた70mol%以上の収率を

達成見込みである。  

 触媒  触媒量  反応温度  水素圧力  反応時間  反応収率  

可食C6糖液  5%Ru/C 0.2g 120℃  3MPa 2h 95mol% 

木質C6糖液  5%Ru/C 0.6g 120℃  3MPa 6h 95mol% 

図Ⅲ-2.2.5-15 開発法で得られたクルード品の色調 

表Ⅲ-2.2.5-18 C6糖液水素化成績まとめ（22g/L濃度糖水溶液  10g使用）  
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コスト試算については、触媒の寿命、プロセスロスが不明なこと、および基本

プロセスの構成が未定なために、仮定をおいて計算せざるをえない部分があるが、

原単位から導かれる原料部分の変動費は糖価格を80円 /kgとおけば142円 /kgとなり、

建設費込での製造コスト目標の達成は可能とみている。  

 

技術開発項目2-2-4-2：C5糖類からのジオール製造技術開発  

開始にあたり、C5糖類から高収率でジオール化合物を得るためのルート探索を

行い、効率的な反応ルートを見極めることを主眼においた基礎的な検討を行った。

C5糖を直接水素化分解、あるいはキシリトールを経由してジオールにするルート

も考えられたが、反応選択性や副生物、混合物からの分離の困難さを踏まえ、C5

糖を脱水し、脱水中間体であるフルフラール（－フラン）経由で製造するルート

が効率的と判断した。  

フルフラール、フラン、それぞれから水素化水和同時反応を行うことにより、

前者からは1,5-ペンタンジオール、後者からは1,4-ブタンジオール（以下1,4BDO）

が得られる。1,4BDOはポリエステル等の各種ポリマーのモノマーとして需要があ

ることから、後者を優先ターゲットとし、フラン水素化水和反応（図Ⅲ-2.2.5-12、

反応(v)）の検討、および基本となる触媒の探索を開始した。  

 

フランの水素化水和反応の反応機構、反応ネットワークを調べたところ（図Ⅲ -

2.2.5-16）、フランが1分子の水素と反応した中間体（DHF:ジヒドロフラン）に

なった段階で、2分子目の水素と反応してTHFになる前に酸触媒反応により水和さ

 反応ステップ  理論  

原単位  

反応種類  反応方式  触媒  反応条件  反応収率  

（実績値）

(i) C6糖 →  

ソルビトール  

1.011 水素化  液相懸濁床  

or 液相固定床

Ru/C 120℃  

3MPa 

95mol% 

(ii) ソルビトール  

→イソソルビド  

1.247 脱水  

（環化）  

開発新法  無機酸 90-100℃  

常圧  

82mol% 

表Ⅲ-2.2.5-19  C6 糖からのイソソルビド製造 反応成績まとめ  

図Ⅲ-2.2.5-16 フラン水素化水和反応の反応ネットワーク  
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れるとフラン環が開き、次いで2分子目の水素と反応すると1,4BDOが生成するこ

とがわかった。水和開環せずにフラン環を維持したまま2分子目の水素化反応が起

こって（THFが生成して）しまうと、熱力学的に環は開かず1,4BDOは生成しない。

つまり、THFと1,4BDOは同じ中間体から併発反応的に生成しており、それぞれを

単独に生成させることは非常に困難であることがわかった。よって、THFも有効

成分とみなし、THF＋1,4BDO合量での収率目標（C5糖からの一貫60mol%）を掲げ

た。  

1,4BDO生成を促進するには、2分子目の水素と反応しないように水素化速度を

抑制し、逆に酸触媒的水和反応を促進する触媒設計が必要である。一般に、共役

安定化しているフランに比べて1分子分水素化された中間体は不安定であり、水素

化反応は、1分子目の水素との反応（k1）より2分子目の水素との反応（k2）のほ

うが速くなる。1分子目の水素との反応と2分子目の水素との反応の間に水和反応

を進行させるためには、水素化活性点を有する触媒と水和反応活性点を有する触

媒の2種を導入するのではなく、なるべくひとつの触媒上で水素化活性点と酸触媒

活性点を近接させて配置させた、いわゆる2元機能触媒が好ましいと考えた（図Ⅲ

-2.2.5-17）。  

 

 

そこで、Ru、Pd、Niを水素化活性金属として酸性担体に担持した触媒を設計、

調製し、そのフラン水素化水和反応特性を調べた。触媒の評価は、200ccのSUS製

図Ⅲ -2.2.5-17 フラン水素化水和反応の触媒設計コンセプト 

図Ⅲ -2.2.5-18 水素化水和反応に用いた高圧オートクレーブ 
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高圧オートクレーブを用いたバッチ反応で行った（図Ⅲ-2.2.5-18）。結果として、

水素化水和触媒を構成する水素化金属としては、Niがもっとも優れていることが

わかった。Ruは少なからず水素化分解が起こり、フラン環のC-O結合が切断され

ることによりn-ブタノールが多く生成した。また、Pdは、アルデヒドに代表され

るカルボニル化合物の水素化能に乏しい。よって、Pdでは、1分子目の水素と反応

した後に水和を受けて環を開いた化合物が、互変異性化を起こしてアルデヒドと

なってしまうと、2分子目の水素化が起こりにくくなり、望ましくない反応が起

こって副生物が増大する欠点がみられた。中間体のジヒドロフランの水素化分解

が起こらないNiを採用することでn-ブタノールの副生が極僅かとなり、95mol%の

高い選択率でTHF＋1,4BDOが生成することがわかった（150-165℃、4MPa）。  

 

さらには、水素化活性金属の担体に酸性担体を用いることで、1,4BDO/THF比を

高めることに成功した（現在のところ50/50）。さらには、反応条件依存性を調べ、

図Ⅲ-2.2.5-20 C5 糖脱水反応におけるフルフラール収率  

図Ⅲ-2.2.5-19 Ni 触媒によるフラン水素化水和反応選択率 
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本反応条件下では、ターゲット化合物の収率低下を来す逐次反応やTHF→1,4BDO

や1,4BDO→THFが進行しないことを確認。選択率を維持したまま、原料フランの

転化率を高められることがわかった。  

 

中間体を得る反応については、C5糖からフルフラールの脱水反応（図Ⅲ-2.2.5-1

2、反応 (iii)）を検討し、有機溶媒と部分中和酸触媒を用いた反応方式、および高

沸点極性溶媒を媒体として、生成フルフラールを反応蒸留で水とともに抜き出す

反応方式を開発した。前者では、酸強度のチューニングとフルフラールの有機溶

媒への塩析効果を担う部分中和酸触媒としては、部分中和リン酸や部分中和乳酸

を提案し、モデルとなるキシロース水溶液では72mol%の反応収率でフルフラール

を得ることに成功した（図Ⅲ-2.2.5-20、170-180℃、オートクレーブ使用バッチ反

応、自圧2MPa）。  

 

 

また、フルフラールからフランへの脱カルボニル反応（図Ⅲ -2.2.5-12、反応

(iv)）については、本委託事業とは別の開発事業で検討実績を重ねており、

99mol%の反応収率、93mol%の手取り収率が安定して得られる固定床気相流通プロ

セス（230-300℃、0.4MPa）を開発済である。その技術を用いれば、高効率でフラ

ンを得ることができる。  

以上に記した結果より、それぞれの反応の収率をあてはめれば、C5糖からター

ゲット化合物（1,4BDO、THF合量）への収率は一貫で65mol%となり、原単位から

導かれる原料部分の変動費は、糖価格を80円 /kgとおけば205円 /kgとなる。建設費

込での製造コスト目標の達成は、1プラントあたりの生産量を大きくとれば可能と

みている。  

 

 反応ステップ  理論  

原単位  

反応  

種類  

反応方式  触媒  反応条件  反応収率  

（実績値）  

(iii) C5糖 →  

フルフラール  

1.563 脱水  ﾄﾙｴﾝ溶媒  

液相  

部分中和  

燐酸  

170-180℃  72mol% 

極性溶媒  

反応蒸留  

硫酸塩  175℃  63mol% 

(iv) フルフラール  

→ フラン  

1.412 脱CO 固定床  

気相流通  

Pd/ZrO2 230-300℃  

0.4MPa 

99mol% 

(v) フラン  

→ 1,4BDO 

0.708 水素化

-水和  

液相  

懸濁床  

Ni/酸性担体  

(開発新触媒 )

150-165℃  

4MPa 

95mol% 

(BDO＋THF）  

45mol%(BDO) 

表Ⅲ-2.2.5-20 C5 糖からの 1,4BDO 製造  反応成績まとめ  
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Ⅳ．成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しについて  
1.事業全体の取り組み及び見通し  
(1)本事業における「実用化・事業化」の考え方  
 本事業における「実用化」「事業化」を以下のように定義する。  
 
 「実用化」  

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用（顧客への提供等）が開始

されること  
 

 「事業化」  
当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動  
（売り上げ等）に貢献すること  

 
(2)事業全体の取り組み及び見通し  
 既存の紙パルプ工場及び化学工場の強みを十分に活かして一貫製造プロセスを開発

し、実用化・事業化に取り組んでいく。  
 テーマ毎の実用化・事業化に向けた戦略を図Ⅳ-1、Ⅳ-2 に示す。詳細は、テーマ毎

に後述する。  
 

• 成分分離はパルプ化設備を利用することで設備投資抑制
• 既存のパルプ化設備の改造とリグノCNF製造設備の新設：ﾘｸﾞﾉCNFの一貫製造
• 製紙工場の利点（原料、立地、水、現有設備）を十分に生かす
• 紙製造も並行して可能

リグノCNF/
パルプ製造

リグノ
CNF

マスターバッチ

紙

原木 成分分離チップ化

リグノCNF用
パルプ

ヘミセルロース、リグニ
ンは分析して化学品等
への活用を考える

 
 

 

 

 

 

図Ⅳ-1 テーマ 1「高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと  
部材化技術開発」の実用化・事業化に向けた戦略  
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バイオコンビナート構想

①原材料（集荷力、植林技術、社有林）
②水 （用水設備、排水処理など）
③エネルギー設備（エネルギー回収）
④現有設備活用可能性

①コアケミカルズからの
多種製品への展開能力

②現有ユーティリティの利用
③製品の海外販売展開力

化学工場の強み紙パルプ工場の強み

シナジー効果で日本の産業力強化へ
 

図Ⅳ-2 テーマ 2「木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発」の  
実用化・事業化に向けた戦略  
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2.テーマ毎の取り組み及び見通し  
2.1 テーマ 1 
「高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開発」   
2.1.1 テーマ全体の取り組み及び見通し  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  

本プロジェクトで開発する一貫製造プロセスにおいて製造されるリグノ CNF 強

化材料は、自動車分野や家電分野で占める割合が大きく，今後大きな市場の伸びが

期待される高機能樹脂製品を対象市場としている。また、家電品・建築資材・包装

容器への展開も視野に入れている。これらの分野を中心に、平成 28 年度以降、拡

充したリグノ CNF 強化材料製造プラントを最大限に活用して、多くのユーザーに

サンプル供給を行い、共同で用途開発を進める。その中で、実用化可能な部素材を

複数見出し、事業化に向けた準備を進める。  
 

(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  
ガラス繊維（GF）強化樹脂の世界市場は約 150 万 t/年（汎用樹脂、エンプラ含）  

【想定条件】  
・GF 強化樹脂市場の H34 年：1%、H37 年：3%、H42 年：10%シェア  
・Ac セルロース量産プラント：年産 5,000t 

（コンパウンド換算で 5 万 t、H32～33 年稼働）  
・CNF 複合化樹脂：500 円/kg（目標）  
・H42 年度の売上として 750 億円（見込み）  

 
(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  
・アドバイザー企業にサンプル提供を行い、一体となった製品開発を進めること

で、各用途で求められる品質（強度、成形性など）を把握し、ニーズに合致し

た材料を開発する。並行して、量産化、効率化、コスト削減に資する製造技術

を確立する。  
・ナノセルロースフォーラム主催の技術シンポジウム、生存圏研究所主催の生存

圏シンポジウムなどで積極的に情報発信を行い、リグノ CNF 材料の利点を広く

一般に伝え、ユーザーを開拓する。  
・プロジェクトメンバー企業とは合弁会社の設立も含め事業化を検討。  

 
(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  

課題として、リグノ CNF 複合化樹脂の高機能化とリグノ CNF 複合化樹脂の量産

化技術開発が挙げられる。これに対し、原料選択および成分分離技術、化学変性技

術、樹脂複合化技術等の更なる要素技術改善と製造プロセス全体を俯瞰した各要素

技術のベストマッチングにより、コスト/パフォーマンスの点で実用化・事業化可能

な材料、プロセスを開発して行く。並行して、アドバイザー企業と連携して用途開

発を進める。  
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(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  
持続型バイオマス資源由来の軽量な部素材に関する市場ニーズは多い。昨年 3 月

に発表されたナノセルロースに関するロードマップでは、2030 年のセルロースナノ

ファイバー関連材料の市場創造目標を 1 兆円 /年としているが、その中で、本プロ

ジェクトがターゲットとする自動車関連材料、建築資材などの構造用途が占める比

率は高い。  
 

(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  
高効率製造技術として、変性パルプと樹脂との押出混練により、変性パルプのナ

ノ解繊と樹脂中への均一分散を達成する技術を確立出来れば、パルプのコストメ

リットを活かすことが出来、比較的安価なガラス繊維に対しても十分にコスト面で

対抗できる。また、微細発泡による軽量化は、既存のミクロ繊維による強化材料の

発泡よりも緻密性、強度特性において優れていると考えられており、今後、さらな

る特性向上を図っていく。  
さらに、ガラス繊維（GF）はマテリアルリサイクル、サーマルリサイクル・廃棄

に課題がある。特に、国内では埋め立て地に限界がある。また、炭素繊維強化材料

はコストに課題があり、マテリアルリサイクルも容易ではない。この点において、

セルロースナノファイバー強化樹脂材料は、マテリアルリサイクル、サーマルリサ

イクルともに容易であることが明らかになっており、持続型社会を支える未来型の

産業資材として有望である。 

  
(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  

 主たる波及効果は以下の通り。  
・カーボンニュートラルな素材の利用拡大による循環型社会の構築への寄与  
・構造材料の軽量化による効果（自動車の燃費性能の向上、物流コスト低減など）  
・国内森林資源の利用拡大による森林産業の復興および二酸化炭素固定化への寄与  

さらに、昨年度創設されたナノセルロースフォーラムにおいて、本 CNF プロ

ジェクト実施者代表が会長に、また、京都市産技研研究員が地域分科会会長にそれ

ぞれ就任するなど、160 を越える企業が参加するナノセルロースフォーラムと連携

して CNF 材料の社会実装に取り組む体制が整いつつある。また、産総研プログラ

ム、他によりポスドクを 5 名採用するなど、未来のセルロースナノファイバー産業

の担い手となる人材育成にも積極的に取り組んでいる。  
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2.1.2 各社の取り組み及び見通し  
王子ホールディングス、日本製紙、星光 PMC 

  (1)実用化・事業化に向けた戦略  
各段階のメーカと協力、情報交換を密にして、ターゲット市場の選定、要求ス

ペック・課題の抽出を行い、開発を進める。   
 

王子HD

星光PMC
顧客

（成形・部品メーカ）

CNF強化樹脂
コンパウンド製造

最終製品

A社

B社

C社

部品・部材製造

日本製紙

化学修飾
リグノパルプ製造

・各段階のメーカと協力・情報交換を密にして、ターゲット市場の選定、
要求スペック・課題の抽出を行い、開発を進める。

リグノパルプ
製造

 
 
 

(2)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  
・リグノ CNF 複合化樹脂の高機能化  
・リグノ CNF 複合化樹脂の量産化技術開発  
・用途開発の促進   

 
(3)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  
・リグノ CNF の軽量・高強度の特長を活かした利用  
・既存の補強材の代替および新たな用途での探索  
・木材バイオマス由来で国内にも豊富に存在する資源であり、量産化により安価に

製造することが可能  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅳ-2.1.2-1  実用化・事業化に向けた戦略 
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(4)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  
・カーボンニュートラルな素材の利用拡大による循環型社会の構築への寄与  

10%リグノ CNF 強化で部材を 25%薄肉化できれば、15 万 t のリグノ CNF 強化樹

脂で 20 万 t の樹脂を置換可能となる。樹脂削減量 5 万 t、二酸化炭素削減量 7.4
万 t の効果が期待できる。   

 
・構造材料の軽量化による効果（自動車の燃費性能の向上、物流コスト低減など）  
自動車 1 台（重量 1500kg）に使用されているフィラー強化樹脂 70kg（タルク

30%強化）をリグノ CNF 強化樹脂（リグノ CNF10%強化）で置換出来れば 23kg
の軽量化（燃費 2%の改善）。   

 
・国内森林資源の利用拡大による森林産業の復興および二酸化炭素固定化への寄与  

表Ⅳ-2.1.2-1  競合する補強材との比較 
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2.2 テーマ 2「木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発」  
2.2.1 テーマ全体の取り組み及び見通し  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  
 本技術開発の実用化については、日本製紙が原材料の調達から、3 成分への租分

離を担当する。まず木材資源の確保については、日本製紙は主力事業である紙の生

産に木質資源の確保を進めてきており、国内に 9 万ヘクタール、海外に 13 万ヘク

タールの植林地を持っている。これらの自社有林、および外部調達した木材資源は

年間 450 万 t に及ぶ。更に、国の林業再生政策によれば、森林資源の自給率を 50%
まで高める方針であり、これにより木材から建築材をとった残りの部分の端材（主

として紙の原料となる）の発生が増加する。  
一方で国内の紙の消費量は漸減しており、製紙会社が保有する森林資源の需要も

減ってきている。製紙会社は森林資源の紙以外への用途展開を模索しており、能力

が余剰となるパルプ生産設備の有効利用も視野にいれた、バイオリファイナリー事

業を検討している。本技術開発の結果、パルプ生産設備を活用した木材 3 成分の分

離工程を導入し、租分離されたリグニン、セルロース、ヘミセルロースを次工程に

供給する事業を予定する。供給を受けた原料は各社が必要とするスペックに精製さ

れて、それぞれの化学品原料工程に供給される。これらの工程で発生する規格外品

については回収されて、エネルギー回収工程で発電、蒸気に変換されて各工程に供

給される。これが石油コンビナートに代わるバイオコンビナート構想である。  
 化学品原料からの川下工程については、生産規模などを勘案して生産地を選択す

る。生産規模が大きくない場合には、原材料を搬送しても既存の石油からの生産設

備の活用が有効であるが、生産規模が大きくなれば、成分分離工程に隣接させた生

産地が有利である。  

 

図Ⅳ-2.2.1-1 バイオコンビナート構想  
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(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  
個別の会社から報告。  

 
(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  

個別会社から報告。  
 
(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  

実用化に当たり、事業化機関の形態（LLP、合弁会社など）や設置場所の研究を

行う必要がある。  
 
(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  

現時点では原油価格の暴落や新興国経済の不調などから、事業化に厳しい状況で

あるが、一方でヨーロッパを中心にバイオマス由来製品への切り替え圧力が存在す

る。それを受けたユーザーニーズは存在するので、如何にニーズにマッチさせ、バ

イオマス由来を訴求させていくかが重要である。  
 
(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  

競合製品である石油化学由来製品とは性能・コスト共に同等の製品を目指してい

る。ただし原料としてバイオマスを使用することにより、原料に由来する二酸化炭

素の削減効果が得られる。更にユーザーによっては、グリーン製品としての優位性

を訴求できる市場が存在するので、その点をアピールしていきたい。  
 
(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  

非可食バイオマスである木材からリグニン由来の芳香族化合物を効率的に分離・

誘導し、これを原料としたモノマー類を工業的に製造する技術を確立することで、

直接的にはバイオマス利活用による高性能バイオポリマーを開発し、従来のバイオ

ポリマーでは代替困難なハイエンドなエンプラ市場への参入と実用化が実現され、

2020 年には 500 億円と言われるバイオマスプラスチックス市場への競争力を備えた

参入、市場形成が期待される。  
更に、ひとたびこのような石油系素材不使用でのプラスチック材料サプライ

チェーンが構築されれば、一次産業である農林業、原素材加工メーカーといった原

料サイドの川上企業から、樹脂化成品メーカー、そしてその顧客となるコンバー

ターや最終製品企業（モビリティ、電子部品、産業用資材等）を巻き込んでの産業

構造の再構築と雇用創出、および実経済へのアウトプットが期待される。特に、日

本の強みであるハイエンドの電子材料、中間部材、ファインケミカル分野でのバイ

オマス素材による付加価値創生を実現することで、世界市場におけるこの領域の日

本の優位性を将来にわたって維持・発展できる可能性もある。  
同時に、プラスチック素原料である石油資源等の原産国が偏在する状況で、その

殆どを海外からの供給に依存する日本において、再生可能な木質系資源への原料転

換を実現することができれば、エネルギー戦略やコスト競争力における対外的な位
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置関係を変革し、より有利な条件での経済関係を構築することも期待される。より

長期的には、このような再生可能なファインケミカル技術を核とした非石油依存型

の化学産業パラダイムシフトに貢献する期待もある。  
 

2.2.2 前処理グループ  
【前処理技術の開発】  

木質系バイオマスからセルロース、ヘミセルロース、リグニンの 3 成分を分離す

る前処理の要素技術を開発する。具体的には、ソーダ AQ 蒸解、アルカリ酸素蒸解、

アセトン水処理、高温高圧水処理、マイクロ波処理、水熱・メカノケミカル処理の

前処理技術を検討する。これらの前処理技術により得られるセルロース、ヘミセル

ロース、リグニンの 3 成分を川下の化学品製造プロセスの原料として評価を進める。 
 

【絞り込み方針】 

  前処理技術の絞り込みに当たっては、原料、設定規模(設備費)、ユーテリティー

価格を統一して試算し、客観的なデータを基礎に行う。技術開発の進捗状況等の技

術面での評価、及び、コスト試算、川下原料としての適合性などの実用化面での評

価を総合的に勘案して、H27 年度末までに、前処理技術を一つに絞り込む。更に客

観性を担保するために、候補要素技術について産総研バイオマスリファイナリー研

究センターでの技術評価結果を活用する。  
  プロセス評価は、成分分離に関する既存技術（アルカリ処理、水熱処理、希

硫酸処理、水熱・ディスクミル処理）により作成したサンプルの酵素糖化特性

評価を行った。また、PJ で開発されている 3 成分分離技術の基礎データを収集

し、システムシミュレーションへのアップロード・計算を行い、消費エネル

ギー量を求めた。  
 

2.2.2.1 ヘミセル抽出前処理蒸解  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  

1 つの蒸解釜でソーダ AQ 蒸解とアルカリ酸素蒸解を適宜、スイッチング操業す

ることで、川下企業のニーズに応じて作り分けする。  
 

(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  
ソーダ AQ とアルカリ酸素蒸解法について中間製品と最終製品の価値を比較した。

アルカリ酸素については、現状の収率と今後の目標収率で試算した。セルロース、

リグニン、バニリンを原料とした最終製品はそれぞれナイロン、フェノール樹脂、

スーパーエンプラ樹脂とした。最終製品に至る総収率は提案書やグループ会議進捗

結果の最新データーを参考にした。  
 

(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  
ソーダ AQ 蒸解とアルカリ酸素蒸解の二本立で取り組む。ソーダ AQ 蒸解は現有

設備で安定操業する際の課題抽出と対策を講じる。ソーダリグニンの溶媒による分
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画で得られた低分子リグニンは、実用化に耐え得る溶媒や装置の選定を行う。最初

に実用化のハードルが低いソーダ AQ 蒸解で汎用化学品原料の事業を立ち上げる。

次に、実用化技術開発に時間を要するアルカリ酸素蒸解由来の芳香族モノマーをコ

ア物質とした高付加価値化学品原料事業を進める。  
 

(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  
アルカリ蒸解を主体とした成分分離で得られるセルロースの糖化・糖液品質、

HMF への直接化学変換に実用化を阻む大きな課題はなかった。一方、前処理で得

られたヘミセルロースは糖液の品質がセルロースに劣る、糖濃度が低すぎるといっ

た課題を指摘された。  
公知化されたリグニン分解法を試みたが、低温域の触媒分解法では低分子化が進

み難く、触媒表面への吸着等の課題があった。一方、高温域での分解法ではリグニ

ンの不溶化、芳香環の開裂を経たガス化が同時進行し、低分子リグニンの収率は極

めて低かった。  
    
(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  

紙パルプ工場の既設設備をフル活用し、最新の実用化装置を組み込むことで 3
成分分離プロセス実用化のハードルを可能な限り低くすることを基本とする。黒

液からのクラフトリグニン単離法は北米で実用化されており、クラフトリグニン

の乾燥設備も現在、北欧で実機設備の立ち上げ中である。  
2004 年時点でのバニリンの主な用途は食品の香料であり、価格もキロ 1000 円以

上することから樹脂原料として利用が進まないと思われる。  
 
(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  

バニリン製造法はグアイアコール法が主流であり、リグニンを原料とする方法は

ノルウェーのボレガード 1 社のみで、生産能力は年間 1,500 トンと規模は小さい。

ローディア社の生産能力は年間 9000 トンと世界一であるが、食品香料用途の需要

量（年間 8,600 トン）に相当する。このように、バニリンを樹脂利用に展開するに

は価格のみならず、供給量の面からも制約がある。  
 
(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  
  特になし。  
 
2.2.3 セルロースグループ  

セルロースグループでは、木質の非可食性バイオマスの 3 成分分離で得られるセ

ルロース成分及びオリゴ糖から、エンプラ用モノマー基幹物質である 4-MP（レブ

リン酸（LA）、γ-バレロラクトン(GVL)経由）、並びにスペシャリティーポリマー用

モノマー前駆体であるヒドロキシメチルフルフラール（HMF）を製造するプロセス

の要素技術の開発を行い、そのコスト評価を行う。  
また、上記の基幹物質またはモノマー前駆体を原料として、エンプラ、スペシャ
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リティーポリマーまでの一貫製造プロセスのための要素技術を開発する。これらの

結果から、代替する石油由来化学品と比較して、性能で同等以上かつ地球環境にや

さしく、コスト競争力のある化学品の製造プロセスを開発している。  
 
2.2.3.1 エンプラ用モノマー  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  

本事業の最終目標化合物を公知ルートにより弊社事業製品へと誘導化し、化石原

料由来製品からの置き換えを基本方針とする戦略により事業化をすすめる。具体的

には、製紙メーカーより供給される非可食性植物由来原料の木質バイオマスの効率

的な成分分離技術によって得られたセルロースを原料とする LA、GVL（エンプラ

用モノマー原料）の効率的な製造技術の開発を目指す。一方で GVL を出発物質と

する様々なエンプラ用モノマーの効率的な製造プロセスを開発する事で、非可食植

物由来の基幹物質 LA や GVL の事業性を評価する。また LA 及び GVL は、ナフサ

から誘導される炭素数が偶数の化学品とは異なり、炭素数が奇数（C5）の化合物で

ある。従って新たな特徴ある基幹物質として川下展開できる可能性も期待できる。

そこでまずは、本プロジェクトの最終目標である GVL のバイオマスからの一貫製

造技術を確立し、ベンチスケールでの実証を成功させる事に注力する。並行して、

GVL のエンプラ用モノマー原料としてのコストや品質面での評価を進め、その有効

性や実用化に向けた課題を明確にし、その課題解決に取り組むとともに、パイロッ

トスケールでの実証を行う。実証や経済性、エンプラ用モノマー原料としての有効

性の確認を行うためには、プロジェクト終了から 5 年程度の期間を要すると考えら

れる。本事業を実施するための設備投資額は、他のコモディティー製品と同様に非

常に多額になる事が想定されるため、当初は既存石油原料製品の一部置き換えを検

討する（例えば数千トンから市場投入）。また GVL のエンプラ用モノマー原料とし

ての有効性を実証するためには、最終製品のエンプラとしての品質が現行品と同等

以上であることの確認が必要であり、得られたモノマーを重合してエンプラ材料と

して評価する。 

事業化については、まずは比較的付加価値が高く生産規模が小さいファインケミ

カル分野から最終的にはコモディティー分野まで幅広く展開する。 

 
(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  
【ファインケミカル分野】  

市場規模：2025 年 10 万 t を想定  
市場規模算出の根拠：  成長率 2%として計算  

【コモディティー分野】  
市場規模：2030 年 数百万トンを想定  
市場規模算出の根拠：成長率 1.8%として計算  

売上見通しは、数億から数十億円（ファインケミカル分野）、数十億円から数百

億円（コモディティー分野）。 
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(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン） 

化石原料由来化学品の置き換えのため、研究開発、製造、販売の役割がそのまま

対応できる。エンプラ用モノマー原料としてのコストや品質面での評価を進め、そ

の有効性や実用化に向けた課題抽出とその解決を行い、パイロットスケールでの実

証を行う。実証や経済性、エンプラ用モノマー原料としての有効性の確認は、プロ

ジェクト終了から 5 年程度の期間を要すると考えている。  
 
(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針 

本プロジェクトにより確立されたGVLまでの一貫生産技術をもとに、エンプラ用

モノマー原料として必要な数千トンレベルの生産技術の確立を行う。委託事業終了

後、パイロット設備による実証試験後、設備改良により能力増強からファイン分野

原料として実用化。最終的には、汎用モノマー原料を想定しており、継続的な技術

開発を進める。  
 
(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  
 化石原料由来化学品の置き換えである。実用化・事業化検討時の化石原料コスト

の高騰が前提となる。炭酸ガス削減等の環境面への配慮から、化石原料由来化学品

をバイオマス原料へ転換する動向はますます高くなり、例えばコストや品質が同等

以上であれば、非化石原料由来化学品は市場に受け入れられると想定している。  
 
(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  
 レブリン酸製造であれば、Biofine 社がパイロットまで、DSM 社がヒドロキシメ

チルフルフラール（HMF）を基幹物質とした技術開発をしている。  
 
(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  

セルロースから誘導されるコアケミカルズ製造及びその展開が実用化・事業化さ

れると、石油価格動向に影響少ない、収益安定性が期待される。  
 他方、セルロースから誘導されるコアケミカルズは、主に偶数炭素数からなる既

存化石原料由来の化成品と異なるため、計画している化成品以外の用途可能性も期

待される。  
 

2.2.3.2 スペシャリティモノマー  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  

バイオマス由来モノマーは、多くの研究機関で開発が進められているが、まだ種

類が限られているのが現実である。一般的に、バイオマス由来モノマーから得られ

たポリマーの多くは汎用樹脂に分類されるため、特に厳しい価格競争にさらされて

いる。  
環境問題の点から考えると、バイオマスプラスチックは、大量生産により低コス

ト化をおこない、汎用ポリマーとして大量に広く普及させることが本来の目的であ

るが、現実的にはまだ時間がかかると考えられる。バイオマスポリマーを着実に展
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開していくには、まずはバイオマス資源から得られるバイオマスポリマーの多様性

を引き出しながら付加価値のある機能を見出し、高機能性プラスチックとして展開

していくことも重要である。  
本研究開発項目は、セルロースから、現在上市されていない新たなバイオマス由

来モノマーとともに、そのモノマーから重合されて得られるスペシャリティーポリ

マーを開発するものである。スペシャリティーポリマーとしては、例えばポリアミ

ドなどを候補としている。本開発では、木質バイオマスより成分分離されて得られ

る粗セルロースから最終製品までの製造プロセスの開発をおこなうことによりコス

ト低減を目指し、最終製品として価格許容度の高いスペシャリティーポリマーを設

定することにより、コスト競争力のあるプロセスの構築を目指す。  
 
(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  

耐熱ポリアミド樹脂として、特殊耐熱用途を想定した場合、110 億円の市場規模、

市場成長率は前年比 4.6％と予測される（市場規模は 2013 年度実績、市場成長率は

2014－2018 の成長見込・予測の平均として算出。富士経済調査）。この市場成長率

が、2030 年まで継続されるとすると、2030 年度の市場規模は 230 億円と予測され

る。  
本プロジェクトで開発されたスペシャリティーポリマーの開発をおこなう中で特性

調査を進めていき、その他用途の開拓も進め、市場開拓をおこなっていく。  
 
(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  

本開発は、国立研究開発法人産業技術総合研究所（産総研）東北センターと連携

しながら、実施していく。平成 27 年度（2015 年度）まではプロセス要素技術の開

発をおこなうとともに、スペシャリティーポリマーの基礎特性を調べる。平成 29
年度（2017 年度）までは、木質バイオマス原料より得られる粗セルロースからフラ

ン系モノマーの合成をおこなうとともに、スペシャリティーポリマーの用途を想定

した特性評価をおこない、ターゲット設定をおこなう。平成 31 年度（2019 年度）

までに、木質バイオマス原料より得られる粗セルロースからフラン系スペシャリ

ティーポリマーまでの一貫製造プロセスの開発をおこなう。  
平成 32 年度（2020 年度）以降は、平成 31 年度（2019 年度）までに得られた開

発成果を活用してスケールアップの取り組みをおこなうとともに、コンパウンドな

どの高分子加工技術の開発をおこなうことで、実用化・事業化に向けた取り組みを

進めていく。  
 
(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  

実用化・事業化に向けた大きな課題としては、各工程での条件最適化と木質バイ

オマス原料からの一貫製造技術の開発が挙げられる。  
各工程の中でも、セルロースの反応性向上が大きな課題である。セルロースの細

粉化などでセルロースを反応させやすくすることで、HMF の収率向上をおこなっ

ていく。また。木質バイオマス原料からの一貫製造においては、木質バイオマス原
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料由来の不純物が各工程に影響を与えるものと予想される。そのため、精製技術の

開発をおこない、効率的な精製プロセスを実施することにより、不純物による反応

性低下を抑制できる技術開発を実施していく。  
 
(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  

平成 27 年度（2015 年度）までの取り組みで、フラン系モノマーの有望な合成

ルートの開拓をおこなうとともに、有望なスペシャリティーポリマーの組成を開発

できた。フラン系モノマーの展開を探りつつ、耐熱ポリアミドを中心とした各用途

での特性を調査していく。  
 
(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  

平成 27 年度（2015 年度）までの取り組みで、有望なスペシャリティーポリマー

の組成を開発できた。重合条件の検討をおこなうとともに、耐熱ポリアミドを中心

とした各用途で想定される特性調査をおこない、従来の石油由来プラスチックとの

比較をおこない優位性を見出していく。  
 
(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  

木質バイオマスを原料として化学製品を事業化していくためには、価格許容度が

重要なポイントとなる。今回のプロジェクトは、新規開発品となる木質バイオマス

由来のフラン系モノマーから製造されるスペシャリティーポリマーを最終製品とす

ることで、価格許容度を高く設定したものである。  
スペシャリティーポリマーが事業化されると、量産化によりフラン系モノマーを

コスト低減させることが出来るため、コモディティー化へと繋げていくことが可能

となる。このことにより、コモディティーポリマーへの展開も実現しやすくなり、

木質バイオマスを原料としたポリマーの幅広い普及が可能となる。  
 

2.2.4 リグニングループ  
リグニングループでは、木質の非可食性バイオマスの 3 成分分離で得られるリグ

ニン成分を用いて、樹脂原料等として使用するために必要な低分子化リグニン製造

技術に関するプロセスの要素技術の開発を行い、そのコスト評価を行う。  
また、上記の低分子化リグニンを原料として、フェノール系熱硬化性樹脂、高性

能エポキシ樹脂、重水素化学品、芳香族由来樹脂までの一貫製造プロセスのための

要素技術を開発する。これらの結果から、代替する石油由来化学品と比較して、性

能で同等以上かつ地球環境にやさしく、コスト競争力のある化学品の製造プロセス

を開発している。 

 
2.2.4.1 フェノール系熱硬化性樹脂  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  

水熱処理によるリグニンの分子量、分子量分布の制御技術の確立、最適な原料樹

種、精製条件の最適化により樹脂原料としての低分子リグニンの製造条件を絞り込
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み、品質と経済性を両立する連続処理プロセスを確立する。低分子リグニンを中間

原料としてフェノール類で変性・機能化する樹脂合成基盤技術を確立し、フェノー

ル系熱硬化性樹脂として成形材料への適用性について検証する。さらに、種々の顧

客ニーズに合わせて樹脂の機能設計ができる変性技術を開発すると共に、低分子リ

グニンや変性リグニン樹脂と石油由来フェノール樹脂との併用も含めて、性能、コ

スト面の技術課題を克服し、植物由来の芳香族系熱硬化性樹脂の実用化を目指す。  
 
(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  

フェノール樹脂は代表的な熱硬化性樹脂として、自動車産業、電子材料産業、工

業材料、建設産業などに幅広く利用されており、国内市場規模は約 27 万 t、660 億

円、世界市場では 400 万 t、1 兆円を超える規模を有している。自動車用フェノール

樹脂は世界需要 40 万 t、1,400 億円を超える市場規模を有しており、新興国におけ

る自動車需要増や車体の軽量化・低燃費化促進による樹脂利用が拡大する見通しか

ら、今後も堅調に市場が拡大成長してゆくものと予想される。2020 年代以降、熱硬

化性樹脂を用いる部材にも石油外資源を原料としたサステナブル材適用による低環

境負荷対応が波及するものと予想され、強度や信頼性を中心とした性能とコスト面

において競争力の高い植物由来の熱硬化性樹脂が開発できれば、フェノール樹脂等

の代替として世界規模で安定した需要と市場成長が見込まれる。  
 
(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  

京都大学、産業技術総合研究所と共同で、平成 27 年度までに水熱処理を用いた

リグニンの分離・低分子化による樹脂原料化基盤技術、量産化を想定した連続プロ

セス化基盤技術の開発を行い、並行してリグニンを変性・機能化する樹脂合成基盤

技術の確立に向けた取り組みを実施している。平成 29 年までに高純度・高収率化

やスケールアップ化を行うと共に一貫プロセス対応技術の確立と樹脂の機能向上、

平成 31 年度には量産対応技術を確立し、ユーザー評価を行いフィードバックを受

けながら適用用途と初期市場の開拓・構築を目指す。  
 
(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  
 天然由来のリグニン構造を用いることにより、石油由来のフェノール樹脂に対し

て熱溶融性、熱硬化性、耐熱安定性等の面で課題があり、原料リグニンをさらに低

分子化する技術開発、変性率や分子量分布の適正化等を行い樹脂構造を改良するこ

とで課題の解決を目指す。  
 
(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  

自動車材料分野では、先進的な環境対応（CO2 排出量削減）、石油資源枯渇や原

油価格高騰等に対する調達保障対策として、バイオプラスチックの導入が着実に進

展しており、内装材を中心に植物由来の熱可塑性樹脂製品の実績化進んでいる。よ

り高強度・高耐熱・高信頼性が要求される芳香族系熱硬化性樹脂部材についてもバ

イオプラスチック化の要望があるが、特性、コスト、生産性を満たし実用化に至っ
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ているものは殆どない現状にある。成形加工性に乏しいリグニンを水熱処理による

低分子化や分子量制御により樹脂原料化し、変性反応で樹脂化することにより実用

的な熱硬化性樹脂としての利用の可能性も見えてきた。リグニンの特長を生かした

機能優位性の創出と低分子リグニンの生産性・コスト面の課題を克服できれば、将

来の市場ニーズや市場規模も大きい自動車関連材料を中心に実用化が見込まれる。  
 

(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  
水熱処理により得られる低分子リグニンを原料とする変性リグニン樹脂は、リグ

ニン比率 50%以上の高植物由来比率でも実用的な成形加工が可能であり、他のバイ

オベース熱硬化性樹脂に比べて同じ植物由来比率で比較すると芳香族比率が高く耐

熱特性に優れる。樹脂原料となる低分子リグニンは、木質バイオマスと水等の反応

媒体のみのシンプルな水熱処理で得られるため、中和処理等、煩雑な精製処理が不

要であり、品質に対してのコスト競争力は高い。無機イオン性不純物も少ないこと

から、絶縁材料等への適用の可能性も期待できる。  
 

(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  
非石油由来材料への置換えニーズの高く、総合産業として関連産業の裾野が広い

自動車産業で非石油由来の芳香族系熱硬化性樹脂が早期実用化されることにより、

石油由来の芳香族系熱硬化性樹脂の代替樹脂として幅広い産業への利用が波及が期

待できる。利用拡大により二酸化炭素の排出抑制と石油資源の供給リスクの克服に

大きく貢献し、環境対応技術として国内産業の技術競争力の発展が期待される。  
 
2.2.4.2 高性能エポキシ樹脂  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  
 バイオマス由来化学品の事業化の課題として、原料調達、コスト低減、高付加価

値化が挙げられる。これら課題については、本プロジェクトにて形成されるサプラ

イチェーンを活用し木質バイオマスの調達に長けた製紙メーカーとの垂直連携を図

り、かつ、セルロース、ヘミセルロース、リグニンの各成分を同時に各出口企業が

有効活用する事で生産規模を確保し、原料の安定生産を実現すると共にコスト低減

を図る。高付加価値が期待できる高性能エポキシ樹脂をターゲットに開発を行うが、

三成分分離の手法により得られるリグニンの品質に幅があるため、品質的にハード

ルの低い汎用用途も視野に開発技術の適用可能性を探る。同時に低分子化反応等で

得られるバニリンなどのモノマーにも着目し石油化学品では得難い高付加価値エポ

キシ樹脂開発を目指す。  
 

(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  
 エポキシ樹脂の市場は電子材料用、構造材料用、接着剤用等各用途共に発展途上

国の経済成長に伴い緩やかな成長を続けている。本プロジェクトで開発する品目に

ついて、プロジェクト終了 2、3 年後の上市を想定している。  
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(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  
プロジェクトにおいて、平成 29 年度末までに一貫製造プロセスを確立する。平

成 31 末までにベンチスケールでの製法を確立する。ベンチスケールで製造した開

発品を積極的にサンプルワークし顧客に提供し評価し、フィードバックを受けるこ

とで開発品を改良する。顧客評価を通して開発製品の事業性を見極める。  
 
(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  
 技術的課題として、エポキシ樹脂原料としてのリグニンの品質の安定化が挙げら

れる。今後、一本化された前処理法により分離され供給される低分子リグニンにつ

いて、製造ロット毎にエポキシ樹脂化し評価する。品質安定化に必要なパラメー

ター及びその規格試験方法を確立し、品質安定化に向けた製造プロセス確立を前処

理グループと協力し行う。  
 樹脂性能は前処理グループより供給される低分子リグニンを用いて顧客要望を満

足するよう改良を継続する。改良にあたっては石油由来成分の添加やバニリン等の

モノマーの活用も視野に性能的に不足する部分の強化を行う。顧客対話によりリグ

ニン由来エポキシ樹脂が適する用途を探索する。  
 
(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  
 自動車等の樹脂化による軽量化に伴い、そこで使用される樹脂も環境に優しい樹

脂が求められている。特にフェノール樹脂、エポキシ樹脂等の熱硬化性樹脂はフェ

イルセーフの観点から必須の材料であり、バイオマス由来の材料が望まれている。

このような市場ニーズは自動車業界を初めとして顕在化しつつあるが、現段階では

バイオマス由来である価値にプレミアムを払う企業は少なく、品質と価格が第一義

とされている。化学製品の価格は原料である石油の価格動向と製品の需要の両方に

大きく影響を受ける。長期的には石油価格は上昇傾向にあり、また、将来的に枯渇

が心配されており、バイオマス由来化学品に置き換わるはずである。  
 具体的なユーザーニーズに対してはサンプルワークを通した顧客対話から明確に

し、擦り合わせを行う事で製品の完成度を上げる。  
 
(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  

リグニンを原料とするエポキシ樹脂の検討は種々行われているが未だ実用化に

至った例は無い。本プロジェクトは 3 成分総合利用によるコストダウンを目指して

おり、従来技術よりコスト優位性を有する。  
石油由来エポキシ樹脂と比較すると品質の安定性の面で劣っている。品質の安定

性が今後の開発でクリアになれば、原料に安価なリグニンを利用する面でコスト的

な優位性を確保できる可能性はある。顧客対話によりリグニン由来エポキシ樹脂が

適する用途を探索することで、石油由来エポキシ樹脂と差別化を行う必要がある。  
  
(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  
 リグニンのような複雑な混合物を原料とした製品開発はリバースエンジニアリン
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グが難しく、その開発、製造、品質管理で培われた技術は寿命の長いコア技術とし

て競争力の源泉となると期待している。  
 また、化学産業が製造業として付加価値を産み出し続けるためには、目先の利益

も大切であるが、持続可能な社会形成に向けた長期の取り組みを継続する必要があ

り、本プロジェクトは、企業人としてそのような長期研究開発に資するリーダーや

専門家といった人材を育成する場としても有意義である。  
 
2.2.4.3 重水素化学品  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  

重水素化合物として今後成長の見込まれる分野は新たな機能を持つ重水素医薬品

および更なる高性能化が必須となる有機電子材料分野である。  
①医薬品原料  
ピロガロール系化合物についてエピガロカテキン等盛んな研究が行われており、

ターゲットとしての適正を確認。同グループ会社の製薬メーカと連携し重水素

化効果を示す研究試薬としての開発から進める。  
②有機電子材料  
既にラボレベルで重水素化有機電子材料の開発を実施している。抽出される化

合物からの合成ルートを検証することによって製品化が可能。デバイスメーカ

との開発を継続し、製品化につなげる。  
 
(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  

重水素医薬品に関する近年のトピックとして、米製薬大手の GlaxoSmithKline 社

が重水素化合物を医薬品に応用する開発を専門にしていたベンチャー企業の

Concert Pharmaceuticals を$1billion で買収（2009）した。安定同位体医薬品全体では

2017 年でアジア圏で 1 億ドルの市場があり、今後も 10‐15％の伸び率が期待され

る市場である。  
 
(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  
 重水素医薬品、重水素化有機電子材料の開発についてはこれまでも産官学を交え

た共同研究を実施してきており、重水素化の有効性について示してきた。今後は出

口企業との共同研究を中心に進め、実用化、実証を行う。具体的には関係企業の製

薬、電子材料メーカとの共同開発を計画している。  
 2020 年を目処に企業間共同開発体制を整備し、2025 年までに具体的成果をあげ

る。  
 
(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  

医薬品に関しては GMP 対応させることが課題となる。GMP 対応ではこれまで水-
18O 等での経験があり、これを活かし、試薬としての利用、動物試験、臨床と各ス

テージを順に対応することで解決を図る。  
有機電子材料ではコストが最大の課題となる。重水素の回収・再利用をプロセス
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に組み込みコスト削減を図る。重水素の回収・再利用には当社で実用化してきた同

位体分離技術を持って解決する。  
 

(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  
重水素医薬品では抗 C 型肝炎ウイルス薬の重水素化テラプレビル VX-950 が安定

性、経口吸収性において 13％改善（J Med Chem. 2009 Dec 24;52(24):7993-8001）し、

米国で臨床ステージに入ったり、安定同位体置換された医薬品は他の修飾を施した

化合物より安全性等で優れている（”Big interest in heavy drugs”, Nature, vol458, 19 
Mar, 2009）などの報告があり、重水素化医薬品のニーズは高いことがわかる。  

医薬品開発に向け重水素化合物のラインナップを揃えることは、今後の重水素医

薬品市場に参入していくために事業的に重要である。  
医薬品には天然化合物の誘導体を利用したものが多くあり、今回リグニン由来成

分として得られる骨格はピロガロール系医薬品の原料、ビルディングブロックとし

て用いることができ、製薬メーカのニーズに対応することができるようになる。  
 
(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  
 これまでにリグニンから得られている 2,4-ジメトキシフェノールおよびそのケト

ン誘導体について化学合成法による合成との収量の比較を行った。リグニンからは

1 段階の分解反応で約 5 %目的物が得られるのに対し、化学合成では 4 から 5 段階

の反応で約 2 %とリグニン分解により製造することはコスト(収率、時間共) 面で有

利である。今後スケールアップやリグニンの前処理に合わせた分解条件の最適化に

より更に収率向上を見込めるため更に優位なものとなる。  
 重水素化合物の優位性については前述の通り優位性が確認されてきており、今後

多くの化合物が重水素化されていく動向が予測される。  
 
(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  
 重水素化合物の合成は従来より実験室レベルでは実施され、反応機構の解析等に

用いられてきたが、実用化に至っている事例は少ない。しかし、現在多くの工業製

品が極めて高い材料性能を有しており、大きな性能向上が困難となってきているこ

とから、今後重水素化による性能向上は底上げ手段として広く普及するものと思わ

れる。  
 今回取り組んでいる木質バイオマス由来成分の重水素化は今後普及が予測される

重水素化合物の実用化の一例となりうるものであり、大きな社会的効果を有するも

のである。  
 
2.2.4.4 芳香族由来樹脂  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  

持続可能な社会を目指す中で非可食バイオマス由来のプラスチックは今後期待さ

れる材料である。その市場は 2020 年頃までに 500 億円に達すると予想されている。

ポリ乳酸などの従来のバイオマス由来のプラスチックは既存のプラスチックほどの
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性能が得られないという問題があるため、用途が限定されていた。本プロジェクト

を通して、非可食バイオマスであるリグニン由来のバイオプラスチックの開発を行

う。  
 
(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  

委託事業終了後（2020 年時点）でのエンプラ世界市場は 2,900 万トンと予測され

ており（Industry Experts 社発行、「世界のエンジニアリングプラスチック市場」引

用）、本プロジェクトの開発目標であるリグニン由来のバイオプラスチックを通し

てこの市場を狙う。  
 

(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  
・実施体制  

                
図Ⅳ-2.2.4-1 実施体制  

 
・計画、マイルストーン  

各種リグニンサンプルを各種分解技術（酸化分解等）を用いて分解し、得られた

モノマーからポリマーを合成することで、リグニン由来のバイオプラスチックを

製造する。  
 
(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  

主な課題として、複雑で多様な構造を持つリグニンから収率良くポリマー原料と

して活用しうる化合物を得ること。前処理 Gr と密に情報交換実施し、最適な前処

理、分解・精製方法を組み合わせることで解決できる期待がある。  
 
(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  

バイオマスプラスチックは枯渇資源である石油への依存からの脱却や CO2 排出量

削減などの面からニーズが高まっており、製品投入も活発に行われている（ポリ乳

酸やバイオ PE、バイオ PET 等）。一般的にバイオプラスチックは石油由来樹脂に比

べて高価格であることがネックとなっているが、製品開発や生産設備の新増設が活

発で供給面も充実してきており、今後も環境意識の高い欧州を中心に市場動向は活
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発化し、中長期的にも拡大していくと予想される。  
 
(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  

従来の石油由来、バイオマス由来のプラスチック対比、コスト・性能のバランス

に優れ、環境負荷の小さいプラスチックを開発できる期待がある。  
 
(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  

本技術を確立・事業化することで、これまでプラスチック原料として十分に活用

できていなかったリグニンを活用することができ、従来の化石資源から再生可能な

木質系資源への原料転換を実現することができれば、エネルギー戦略やコスト競争

力における対外的な位置関係を変革し、より有利な条件での経済関係を構築するこ

とも期待される。より長期的には、このような再生可能なファインケミカル技術を

核とした非石油依存型の化学産業パラダイムシフトに貢献する期待もある。  
 
2.2.5 糖利用グループ  

糖利用グループでは、木質の非可食性バイオマスの 3 成分分離で得られる C6 画

分（セルロース画分）、C5 画分（ヘミセルロース画分）から、C5 糖、C6 糖を製造

するプロセスの要素技術の開発を行い、そのコスト評価を行う。  
また、この糖を原料として、下記に示す化学品までの一貫製造プロセスのための

要素技術を開発する。これらの結果から、代替する石油由来化学品と比較して、性

能で同等以上かつ地球環境にやさしく、コスト競争力のある化学品の製造プロセス

を開発している。  
 
 デオキシシロイノソース（DOI）、トリヒドロキシベンゼン（THB）等の製造技

術およびこれらから誘導可能な医薬中間体  
 3-ヒドロキシプロピオン酸(3-HP) ：バイオアクリル酸原料  
 リシノール酸：ポリアミド原料  
 イソソルビド：ポリカーボネート原料  
 1，4-ブタンジオール：ポリエステル原料 

 オリゴ糖：飼料添加物 

 
2.2.5.1 C5 糖、C6 糖 オリゴ糖  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  
【実用化に向けた戦略】  
 非可食性植物を原料から 3 成分分離で得られる C6 画分（セルロース画分）と C5
画分（ヘミセルロース画分）の価格 45 円/kg を前提として、C5 糖、C6 糖を 80 円

/kg で製造する糖化技術を確立し、化学品製造用原料として、国内において競争力

のある糖液を提供するプロセスを提供することを実用化の目標としている。具体的

には、以下の戦略で検討を進めている。  
①糖化酵素の比例費 20 円/kg 糖以下  
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②化学品製造用原料としての純度の達成  
③糖化工程における C6 糖と C5 画分由来高付加価値製品の併産モデルの確立  

（C5 オリゴ糖の併産技術の確立）  
 
(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  
 糖化工程の上流工程である 3 成分分離技術は、C6 画分（セルロース画分）、C5 画

分（ヘミセルロース画分）の組成に大きな影響があることから、最終的に 3 成分分

離技術が確定した後に考察すべきであるが、本事業原簿においては、以下の前提に

立って、糖化システム事業の規模、経済効果を考察する。  
 ①C5 画分、C6 画分とも、化学品原料として利用可能な C5 糖、C6 糖を与える純

度と価格で入手可能  
 ②糖生産量 10 万 t/年  

③C6 画分からグルコースを製造  
④C5 画分から C5 オリゴ糖とキシロースを製造  
上記前提に基づいた糖化システムと製造される C5 糖、C5 オリゴ糖、C6 糖の事

業規模を下記に示す。  
糖生産量 10 万 t/年の規模で生産される糖類は、化学品原料として約 70 億円/年、

飼料添加物として約 20 億円/年の経済効果が期待できるものと推定される。  
 

バイオマス
原料

３成分
分離

Ｃ６糖

Ｃ５オリゴ糖

80円/kg

450円/kg
（20万ｔ/年, 2030年）

（～７万ｔ/年）

（～0.5万ｔ/年）

（56億円/年）

（23億円/年）

Ｃ６画分

Ｃ５画分

糖化
システム

Ｃ５糖 合成原料

発酵原料

飼料添加物等

80円/kg
（～1.5万ｔ/年）

（12億円/年）

図Ⅳ-2.2.5-1  C5 糖、C5 オリゴ糖、C6 糖の事業規模  
 

(3)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  
本事業の課題は、事業化を想定したものであるので、実施計画に沿って課題を解

決し最終目標を達成することで、事業化を達成できると考えている。  
 ここでは、最終目標に対する現状の認識と課題を下記に整理することにする。  
 最終的な 3 成分分離技術は未定であるが、C6 画分の糖化については、前加水処

理＋クラフト法、アルカリ酸素蒸解、ソーダ AQ 蒸解の各手法で得られた C6 画分

は、純度、糖化率、酵素比例費とも目標を達成しており、良好な発酵原料を提供可

能である。一方、C5 画分については、C5 糖含量が低い、糖化率、酵素比例費に課

題があり、今後、C5 画分調製法に加えて、糖化酵素の開発が必要である。  
 C5 画分の利用については、オリゴ糖の製造を H26 年度から新たな課題として取

り上げて検討している。オリゴ糖は整腸作用を持つ機能性化学品として、食品や飼

料添加物として、単糖より高付加価値製品としての展開が可能である。C5 オリゴ

糖と C5 糖を併産するプロセスは、C5 糖、C6 糖製造の採算性を向上させるために
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も重要な課題であり、併産に適した糖化酵素開発とオリゴ糖と C5 糖の膜分離プロ

セスの開発を実施している。  
 
(4)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  
 C5 画分（ヘミセルロース画分）から得られる C5 糖と C6 画分（セルロース画

分）から得られる C6 糖（グルコース）を原料として、医薬中間体（三井化学(株)）、
ポリアミド原料（旭硝子(株)）、ポリカーボネート系樹脂およびポリエステル系樹脂

原料（三菱化学(株)）の製造に関する基本技術が開発されている。これら化学品の

2030 年近傍における製造規模（計画値）から計算すると、C5 糖および C6 糖の必要

生産量は 10 万 t/年と推定される。最終的に決定する 3 成分分離技術によって、現状

の C6 画分と同等の価格、品質の C6 画分が得られ、目標どおり C5 画分分離とその

糖化用の酵素技術を開発することができれば、最終製品の経済効果として約 500 億

円/年、GHG 排出量削減効果として 40 万 t/年が期待できる。  
 
(5)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  

本事業の技術開発では、木質の非可食性バイオマスの 3 成分分離で得られる C5
糖、C6 糖を原料として、石油由来化学品或いは既存の可食バイオマス由来品と比

較して、性能で同等以上かつ地球環境にやさしく、コスト競争力のある化学品まで

の一貫製造プロセスを開発することを目的としている。  
また本事業では、非可食性植物原料から 3 成分分離で得られる C6 画分（セル

ロース画分）と C5 画分（ヘミセルロース画分）の価格 45 円/kg を前提として、C5
糖、C6 糖を 80 円/kg で製造する糖化技術を確立し、これを化学品製造用原料とし

て、競争力のある一貫製造プロセスを開発することを目標としている。糖利用 G で

化学品製造プロセス開発を担当する各社と協議し、国内において競争力のあるプロ

セスが開発できる C5、C6 糖製造コストとして 80 円/kg を設定している。 

 
(6)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  

本事業において、卓越した 3 成分分離技術、糖化技術を開発することは、将来的

に、安価な非可食性植物原料を保有する国、政府、企業との連携を可能にする展望

を開くことに繋がり、化学品までの一貫製造技術を、まずは国内で展開した後に、

広く海外の豊富な非可食性植物バイオマスに適用を進めることで、我が国だけでな

く世界の化学品生産に対して大きなインパクトを与えることが可能になると思われ

る。  
 
2.2.5.2 機能化学品  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  

実用化を目指す最終製品として、以下の A～D の 4 製品を想定している。  
 

➤製品 A（医薬品原料）  
ラボレベルで DOI から合成できることを確認済み。早期に製造コストの試算を
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行い、技術的課題を抽出する。  
➤製品 B（医薬品原料）  
販売メーカーから、価格次第では購入したい旨の情報入手済み。まずはラボレ

ベルで DOI からの合成ルートを検討する。合成可能なことを確認次第、価格や

量に関する情報を入手する予定。  
➤製品 C（エポキシ樹脂原料）  
ラボレベルで DOI からの合成ルートを検討中。合成可能なことを確認次第、製

造コストの試算を行い、技術的課題を抽出する。  
➤製品 D（有機合成原料：カテコール等）  
ラボレベルで DOI から合成できることを確認済み。早期に製造コストの試算を

行い、技術的課題を抽出する。  
 

            
図Ⅳ-2.2.5-2 実用化を目指す最終製品  

 
(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  

➤製品 A：公開不可  
➤製品 B：市場規模不詳  
➤製品 C：市場規模不詳  
➤製品 D：製品 D を含む多価フェノール類の市場規模 300 億円（2030）  
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(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  

 
図Ⅳ-2.2.5-3 実用化・事業化に向けた計画  

 
(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  

本研究開発の体制は、事業化を想定して構築したものであり、原料から最終製品

に至るまでの製造技術全てを開発課題としている。よって本研究開発の課題そのも

のが、事業化に向けた課題となっており、計画に沿った開発を行うことで事業化を

達成できると考えている。  
 
(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  

➤製品 A（医薬品原料）  
詳細内容は公開不可  
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(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  
表Ⅳ-2.2.5-1 本研究開発法の優位性  

 
 

表に示した通り、本方法は競合となる発酵法・酵素法技術よりも、はるかに低コ

ストで DOI を製造可能である。  
 
(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  

まずは医薬品原料をターゲットとして、木質原料からの化学品製造プロセスを世

界に先駆けて実用化することによって、木質原料からの化学品製造が実現可能であ

ることを内外に広く知らしめることができる。但し、医薬品原料の市場は比較的小

さいので、最終的には本技術をバルク品へ適用することを目指す。具体的にはカテ

コール、ハイドロキノン、レゾルシン等の多価フェノール類をターゲットとして定

め、木質原料からの製造プロセスの実用化を行う。その市場は年間 10 万 t と想定し

ている。  
 
2.2.5.3 ポリアミド  
(1)実用化・事業化に向けた戦略  

木質バイオマス由来糖質を原料とし、遺伝子組換えされた酵母を用いて発酵法に

より生産される 3-ヒドロキシプロピオン酸（3HP）から、アクリル酸を化学的に合

成する。現行生産法は石油化学由来原料であることから、炭素骨格のバイオマス化

（カーボンニュートラル化）が期待されている背景がある。バイオプレミアムを狙

うと共に、コスト的にも優位な生産プロセスを構築する。また、リシノール酸はト

ウゴマから生産されることから既に植物原料であるが、生産工程から生じる毒性物

質低減や生産安定性を求めるニーズが存在する。トウゴマに変わる新たなリシノー

ル酸供給源として、木質バイオマス由来糖質を用いる新しいプロセスを提案する。  
3HP 及びリシノール酸について、発酵生産濃度を高くすることで生産性を向上し、

生産コストを下げることが出来るように、酵母及び発酵生産技術の開発を行う。  
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高効率な生産プロセスをそれぞれを製造しているメーカーに提案し、スペックを確

認しながら試作プラントを立ち上げ、実生産プロセス開発に繋げていく。  
 
(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  

アクリル酸は高分子吸水性樹脂（SAP：Super Abdorbent Polymer）の原料とし

て生産量が急増している。その需要は 590 万 t（2017 年）、年成長率 6％と予測され

ている。SAP の需要は 200 万 t（2014 年）、年成長率 5-7％程度と予測されている。

今後さらなる伸びが期待されている。  
ポリアミド向けに利用されているリシノール酸は 8-9 万 t 程度である。生産の安定

化により伸びが期待される。  
 
(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  

本技術開発における第一期（平成 25 年度から平成 27 年度）要素技術開発で作出

された 3HP ならびにリシノール酸生産株を用いて、第二期（平成 28 年度から平成

29 年度）一貫製造技術開発にて生産プロセス技術開発を行う。さらに第三期（平成

30 年度から平成 31 年度）ベンチスケール技術開発においてスケールアップと生産

性向上を検討し、実用に資する製造プロセスを確立する。第一期・第二期は旭硝子

および産業技術総合研究所、九州大学が連携して、それら生産株の作出ならびに生

産プロセス技術開発を行う。コストにおいても優位性を有する生産株の構築を目指

す。第三期には導出先企業である樹脂メーカーと共同して、スケールアップ検討を

行う。  
 
(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  

アクリル酸 3HP 生産について、発酵生産濃度が今期目標が 10g/L であるが、この

濃度では低コスト実現が難しい。そのため、原料炭素源利用効率を向上させたゲノ

ム構成で染色体組込みを含む安定的な生産株を構築し、木質由来糖液を用いた効率

的生産プロセスを確立し、最終的にはより高濃度な発酵を目指す。  
今期については、アセチル CoA 合成酵素の導入による原料炭素源利用効率を向上

させた株を用いて流加培養や 3HP 発酵条件を最適化するため生産条件を検討し、

30g／L を目指す。有機酸生合成経路に関わる種々の組換え体を作製し原料炭素源

利用効率向上株を取得する。  
リシノール酸についてもコスト優位性を有することができるように、耐性遺伝子の

作用機構、リシノール酸分泌に及ぼす影響を解明し、試験管レベルで 1g/L の生産

量を目指す。また、細胞内での脂質生産メタボリズムを高め、ジャーを用いた高密

度発酵により、目標である 10g/L を実現させる。脂質生産メタボリズムのさらなる

活性化と、分泌経路の特定と増強により、課題を解決していける。   
 

(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  
アクリル酸に対するカーボンニュートラルへの要求は高いが、単純にバイオプレ

ミアムのみでは、ユーザーニーズを満たすことは難しい側面も考えられる。コスト
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面において、石油化学由来である現行生産方法に対する優位性も有する必要がある。

リシノール酸は現在植物由来で生産されるが、その生産安定性（安定した収穫量）

に対するニーズが存在する。  
 
(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  

アクリル酸 3HP 
・現行生産方法：プロピレンの直接酸化（現行の生産方法）  
・バイオでの競合技術：グリセロールからの発酵生産  

     →  BASF/Cargill/Novozyme および  OPXBio/Dow が E.Coli を  
用いた発酵法を検討中   

     →  OPXBio/Dow は 80g／L を目指し、2017 年生産を目標と  
している  

 

200-300円/kgのコスト目標を目指す。対糖収率等も改善することによって、事業化

時には、さらに低コストとなる見通しである。 

 
リシノール酸  

    ・トウゴマ由来ひまし油   
・油糧酵母を用いた発酵生産  

ひまし油はもともと植物由来原料であるが、原料の収穫量変動が大きいこと、毒

性など課題がある。  
 
最終目標であるリシノール酸の製造コスト160-200円/㎏（事業化時）の見通しを得

ることが可能である。 

 
(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  

アクリル酸においては、石油化学原料代替のバイオマス由来原料として、カーボ

ンニュートラルが実現できる。また、製造コストの低減の可能性がある。カーボン

ニュートラル化による CO2 削減効果は大きい。リシノール酸においては、不安定な

生産量（トウゴマの収穫量）を安定化することができ、製造工程で発生する毒性物

質を回避することができるため安全なプロセスを提供することが出来る。  
 
2.2.5.4 ポリカーボネート系樹脂 ポリエステル系樹脂  
(1)実用化・事業化に向けた戦略 

 本開発項目でターゲットとしたポリカーボネート系樹脂原料イソソルビド（以下

ISB）、ポリエステル系樹脂原料 1,4 ブタンジオール（以下 1,4BDO））は、想定され

る需要、生産量から考えると、実用化時のインパクトが大きい化学品である。加え

て、化学的、論理的に考えて、非可食バイオマス由来で生産する上で最も実用化の

可能性が高い化学品のひとつといえる。製品までの反応ステップ数の少なさ、反応

の熱力学的容易度、選択性、（競合方法との対比においた）生産性といった点で優
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位であり、大きなブレークが必要な要素技術の開発はほぼ終えているため、今後数

年の検討で技術の確度はさらに高まると思われる。一方で、ターゲット製品はすで

に石油化学や可食バイオマスから生産されていることから、実用化、事業化に向け

た戦略においては、コストを最重要視せざるをえない。よって、第 1 の戦略は製造

コストを現行製品並みかあるいはそれ以下にすることである。ISB、1,4BDO で性格

が異なることから、以下に区別して詳細を記す。  
 

 

図Ⅳ-2.2.5-4 実用化・事業化に向けた戦略  
 

ISB については、現在の製品が可食糖由来の ISB であることから、非可食糖由来

であることのアピールとともに、中間体以降の製造プロセスを革新し、大量生産に

おいて大幅なコスト削減を可能にすることで、実用化に結びつける戦略をとる。本

開発により、後段の脱水反応の反応技術において、斬新な方法を見出すことができ

た。開発法は連続的な生産が可能なため、大量生産時の適用性、コスト削減の上で

大きなポテンシャルを有する。また、開発法の適用により、非可食糖由来の不純物

を生成物と分離できれば、大きな進歩につながる可能性がある。さらには、反応の

低温化で高選択的に製品が得られることから、精製負荷低減の期待がある。シンプ

ルな精製工程の開発はもちろんのことであるが、連続反応工程とのインテグレー

ションも鍵となるため、溶媒に溶解した形で ISB が得られる開発法の特徴を活かし、

スムーズかつスマートプロセスを構築し、製造コストの削減をねらう。  
 一方 1,4BDO については、現在は石油化学法で生産されているが、石炭化学法の

製品も流入してくる状況下で、低価格化の圧力は ISB よりもはるかに強い。中間体

としてフルフラールを経る製造ルートは最もエネルギーロスが少なく、低コストを

目指す上では最善と考える。また、自社単独の先行研究開発で蓄積したフルフラー

ルに関する知見や、連続プロセス、インテグレーションにおいて開発済の要素技術

もあるため、積極的にこれらを活用してコスト削減を果たしていく。  
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フルフラールは物性的に蒸留精製可能な稀有なバイオマス由来基幹化学品であり、

大量生産によって価格が下がる可能性が高い。したがって、フルフラールを中間体

とする生産量の大きな複数の出口製品を明示し、フルフラール大量製造のインセン

ティブを高めることが必要である。まずは、フランからの水素化水和反応技術を固

めて、触媒やプロセスの知財の確保を図ると同時に、マスケミカルである 1,4BDO
がバイオマスから製造可能であることのアピールが有効と思われる。  

また、両ターゲットともに自社でポリマー製品を製造していることで、製品に求

められるスペックや重合阻害物質を把握している点を強みとして活かすことが可能

である。本項目の開発で得られたサンプルを重合試験に供し、その結果をフィード

バックする検討サイクルが可能であり、求められる物性と製造条件を絡めた知財網

を構築することができる。さらには、既存法の改良検討の経験から、複数の外部委

託先を用いて開発を加速することも可能と考えている。試作や大型試験においては、

自社設備だけでなく外部設備を活用して行い、プロセスの核となる部分の排他的知

財を迅速に得ていく戦略も有効と考える。  
 
(2)市場動向と売上損益見通し（市場規模・成長性、経済効果）  
 ISB を用いたポリカーボネートはユニークな物性を有し注目度が高い。また共重

合体のコモノマーとしても特徴、ステイタスを有し、すでに数々のポリマーへの適

用が提案されている。ポリマー以外においても、可塑剤としての適用が提案されて

おり、今後の需要拡大、市場成長に目が離せない。現在の生産量はまだ数千ｔレベ

ルであるため、今後も引き続き、マーケッティングと市場開発が必要であるが、

2020 年以降には大きな需要が出ると見込みをたてている。その場合の売り上げ規模

は約 100 億円である。  
 なお、損益見通しに関しては、目標製造コストは現行製品のコストを踏まえたも

のになっており、建設費償却を乗せたものであるため、コスト目標を達成しかつ予

定通りの生産量となれば問題にはならない。高機能ポリマーとしての販売にも寄与

するため、経済効果は売上規模を超えたものとなると予想される。  
 ポリエステル系樹脂原料である 1,4BDO は現行の石油化学製品であり、東アジア

だけで百万 t レベルの需要、生産量がある。市場も着実に増大しており、本開発で

目的としている生産量はインパクトを与えない。しかしながら、非可食バイオマス

由来原料からつくられた 1,4BDO には石油化学製品との差異化される潜在的プレミ

アがあり、これを活かすことで市場にポジションを築くことが可能とみている。  
その潜在的プレミアとはバイオ由来であることである。特にポリブチレンサクシ

ネートに代表されるポリエステルにおいては、1,4BDO のバイオ由来化はオールバ

イオ由来化の達成につながるため、ステイタス向上に寄与する。その他にも、バイ

オ由来 1,4BDO を用いることでバイオ由来原料度（％）が大幅に上がるポリマーが

複数あり、それらにおいては、バイオ由来化率の向上でイメージや価値の向上が認

識される。一旦ステイタスやシェアをとることができれば、時代の流れからしても

バイオ由来 1,4BDO としての市場は着実に伸びていくと予想される。  
 なお、ISB と同様に、目標製造コストは ISB と同様、現行製品のコストを踏まえ
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たものになっており、建設費償却を乗せたものである。実用化時の生産量がさらに

多くなれば固定費が減るため、価格競争力が増すと同時に損益見通しも好転する。

また、自社で汎用、高機能ポリマーの原料として使用しており、ポリマーとしての

販売にも寄与するため、経済効果は売上規模を超えたものとなると予想される。  
 
(3)実用化・事業化に向けた具体的取り組み（実施体制、計画、マイルストーン）  

社内体制として、工業化検討チームを置き、現在の検討主体である研究部門と共

同開発体制を敷き、基礎知見を移転しつつ、連携しながら工業化検討を進め実用化

を図ることを計画している。ISB については、ポリマーの事業部門が存在すること

を積極的に活かすことを予定している。ポリマー検討時の知見蓄積により、要求さ

れるモノマーの特性を把握しており、ポリマー側からのフィードバックを開発に活

かすことで、知財やノウハウなども含めて有利なポジションが築ける可能性がある。 
 H28 年度において、市販で入手可能なソルビトールをを用いて後段脱水反応部分

の基本プロセスを構築し、副生物パージラインからの触媒回収等、重要な工程のマ

テリアルバランスをラボで確認する。同時に大型装置での検証が必要な工程を洗い

出し、プロセス主要部分において自社あるいは外部の設備で不可能かつ大型装置が

必須と判断した場合には、ベンチ設備を設計する。その場合には、H29 年度にベン

チ設備を建設し、H30 年度に実証試験を行う。実証試験においては反応選択率

75mol%以上を目標とする。得られた反応実液を用いて精製工程の検討をラボ設備

で行う。精製後の純度として 99%以上を目標とし、得られた製品については数 10g
スケールの重合評価も行う。  
 木質由来の C6 糖の水素化工程については、糖液が確定し次第、水素化反応前に

精製工程が必要かどうかを判断する。反応評価においては反応阻害影響の小さい触

媒を用い、反応速度や選択率を検証する。また、水素化触媒の決定においては、外

部の中型の高圧反応設備を用いたバッチ試験を行い、工業スケール実施時の問題を

抽出する。さらには、実用化を優先する場合、原料としてあらゆる糖液を使用可能

にするとフレキシビリティが高まることから、可食糖はもちろんのこと、木質とは

別ソースの非可食糖液の適用も積極的に行っていく。  
 ISB については、現行のポリマー事業における協業先、提携先を含め、アライア

ンスやパートナーとの関係をどのように構築していくかの課題がある。原料側につ

いては、非可食バイオマス糖液の品質が反応成績に敏感に影響するため、信頼でき

る製造元から全量仕入れるパターンが望ましい。一方で、将来的に ISB 市場が大き

く伸びるにあたっては、自社の想定生産量を超える需要が発生する可能性もある。

ISB はその不安定な特質と精製のしにくさから長距離輸送は避けたい化合物であり、

場合によっては、技術ライセンスによる多地点での生産体制をとる必要がある。広

く積極的に生産可能性を追求していく予定であり、早期にアクションを開始する。  
 逆に、ポリマーの市場開発が進まずに ISB の需要が伸びないケースも考慮に入れ

ておく必要もある。開発した方法は連続反応が可能であり、大量生産にこそ威力を

発揮するものであるため、ある程度の生産量がないと実用化の意義が乏しくなる。

その場合のオプションとしては、開発技術を複数製品の製造に適用する、つまりマ
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ルチの製品製造があげられる。幸い本開発の脱水反応技術は複数のジオール種にお

いて有効であることが判明しており、時期によって製造物を変更する方式によって、

固定費負担を分散する方策がとれる可能性がある。  
 1,4BDO についての社内アクティビティーは高く、石油化学モノマー、ポリマー

に関してそれぞれ事業部門、生産部門、開発部門の他、バイオポリマーに関する新

規事業担当部門も有している。先行する FRL 法 THF（助成事業）の実施体制を参

考とし、まずは、開発部門との共同開発体制をとって工業化検討を進める。  
1,4BDO の場合は、現行で石油化学製品を製造している関係で、プロセスシュミ

レーションなどの技術蓄積が十分にある。本開発の場合、製品を得る最終反応であ

る水素化水和反応は特殊な設備構成となるため、ベンチスケールの設備が必要にな

る可能性はあるが、副生成物の分離や蒸留精製を含めた精製工程はシュミレーショ

ンと外部設備を含めた大型装置試験のみで実証し、実用化にこぎつけられる可能性

は十分ある。  
H28 年度においては、市販のフルフラール、フランを用いた検討をつめて、基本

プロセスの構築を主眼とする。その際には、フルフラール→フランの脱 CO 工程に

はすでに開発済の 99%収率の独自技術を使用し、フラン水素化水和工程は 1,4BDO
と THF の併産プロセスとして、1,4BDO 収率 50mol%、合量収率 95mol%とする。  

フランの水素化水和工程の検証のため、H29 年度工業触媒試作を行い、繰り返し

使用試験等で触媒寿命や活性成分のリーチング有無を確認する。寿命試験が必要な

場合には、H30 年度に小型の連続反応装置を制作し、H31 年度に検証する。懸濁床

反応器を想定した場合は触媒補給の可能性があるため、触媒の寿命性能確認を後回

しにして、プロセス完成を優先することも想定する。  
1,4BDO においては対抗する石化製品の価格が安価であるため、生産量、原料費

が経済性に大きく影響する。よって中間体であるフルフラールの製造コスト、生産

量は重要である。フルフラール製造、あるいは調達のコストの目標を置き、フルフ

ラール化工程については、木質バイオマス利用において経済的に最適な方法、ソー

スを選ぶ。その際に、開発技術が適用できなければ、再検討や他技術の導入も辞さ

ない。さらには、三成分分離時の副生フルフラールの利用や、農産廃棄物由来フル

フラールの購入による調達なども選択肢に入れ、経済的にベストな方法、ベストな

ミックスを採用する。それらを視野に入れたプラン作成やアクションをすでに開始

している。 

 

(4)実用化・事業化に向けた課題と解決方針  
・開発技術における特有の技術課題  

（開発法における溶媒の調達、触媒回収、精製工程の確立など）  
開発法において使用する溶媒について、現在のところある種類の有機溶媒が最適

であることがわかっているが、課題のひとつとして、最も溶媒性能の化合物につい

て、現在の市場が小さいため供給不安があり、高価であることが挙げられる。しか

しながら、幸いなことに対応するアルコールの脱水で容易に合成可能であり、さら

には、本開発の脱水反応技術の適用により製造できる可能性も高い。積極的に外部
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設備を用いた試作などを行い。溶媒調達の目途をつけることを予定している。  
 触媒回収工程については、開発した触媒の特性を利用し、パージ物から触媒を回

収することを計画している。回収された触媒は、再度ソルビトールの脱水工程で使

用するので、触媒が水分を含んでいても問題にはならないと予想され、連続反応試

験による検証は必要ないとみている。したがって、工程を切りだして検証すること

を予定している。  
 精製工程については、可能な限りシンプルなものを目指す方針であり、ポリマー

側から要求される原料スペックを参考にしつつ、大胆に簡略化した工程の検証から

はじめる予定である。現行の ISB 製造に用いられている多段階の精製工程を解析済

で、各々の処理の目的も考察済である。開発した脱水反応方法は、ISB への反応選

択率が高いため、大量に反応液を作成して、各処理の効果を調べることにより、早

い段階で必要な精製工程をしぼることが可能とみている。  
 
・木質由来糖液水素化の反応阻害  
 ISB 合成ルートの前段反応である木質由来糖液の水素化において反応阻害がある

ことは大きな問題である。反応速度が低ければ生産性としても不利であり、木質由

来糖液が安価に入手できたとしても、そのメリットが吹き飛んでしまう可能性が高

いからである。反応阻害の低減は解決しなければならない課題と認識しているが、

やっかいな点は、木質バイオマス由来の糖の場合は阻害物質が多種存在することで

あり、そうなると全てをスペック化して管理することは至難の技である。  
 

図Ⅳ-2.2.5-5 実用化・事業化に向けた具体的取り組み  
 

この点については、糖化を担当する企業のほうでの阻害物除去や糖液純度向上が

難しいとなれば、個別の阻害物ごとにターゲットを絞った処理は困難である。糖液

の処理と水素化反応試験をセットにして、全体として阻害低減に取り組むしか方法

はないと考えている。高価な処理は難しいため、汎用的な処理の適用で対処するこ

とを予定している。また、水素化活性を担う触媒金属の耐性を見極めて、処理と触
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媒のベストな組み合わせが得られるように検討を進めていく。その際には、可食糖

の精製方法を調査し、場合にはよっては、可食糖精製の経験のある企業への外部委

託体制をとって検討を前進させる。  
その一方で、やはり糖化を担当する企業と連携し、阻害物質を推定してそれを少

なくする方法を協議することも行っていきたい。具体的に阻害物質を低減、除去し

た糖液の作成と C6 糖純度の向上も要請していく。  
 
・フルフラールの安価大量調達 

1,4BDO 合成の中間体として選んだフルフラールを安く大量に製造、あるいは調

達することも課題である。現在、開発した製造技術によって、C5 糖のフルフラー

ルへの脱水反応において約 70mol%の収率が得られているが、三成分分離由来の木

質糖の価格を 80 円/kg とすると、目標コストで 1,4BDO を得るのはぎりぎりのとこ

ろであり、このままでは企業化判断は厳しいといわざるをえない。  
 課題解決策のひとつは、安価な C5 糖ソースの原料の使用と考えている。C5 糖の

フルフラールへの転化は水素化反応ではなく脱水反応であるので、触媒は金属では

なく酸である。したがって、触媒活性は C5 糖の純度には比較的影響しない可能性

が高く、安価な（不純物の多い）C5 糖ソースを適用できる可能性がある。また、

得られたフルフラールは蒸留精製可能であるため、副生物や不純物との分離もその

蒸留精製時に比較的容易に行える。これらの特徴を積極的に利用して、フルフラー

ルを得るための原料選択肢を広げることがフルフラールの安価調達につながるとみ

ており、プロジェクトの技術開発項目が木質バイオマス由来糖液に縛られるのであ

れば、プロジェクトとは別に安価 C5 糖ソースを開拓する体制をとって、可能性を

追求することで課題を解決したい。  
 さらには、フルフラールは構造的にバイオマスから生成しやすい化合物であるた

め、三成分分離工程や農産廃棄物の処理工程などにおいて、副生したフルフラール

を入手できる可能性も残されており、多くのソースからのフルフラールを大量に入

手して使いこなすことも視野に入ってくる。フルフラールはその誘導品であるフル

フリルアルコールも含めると国内で 2 万 t 近くの需要があり、場合によっては、か

き集めたフルフラールの一部をフルフラールとして商品化することも、事業構成と

してはありうるオプションである。サステナブルな化学工業全体を俯瞰して事業を

考え、最適な仕組み、体制を構築していきたい。 

 

(5)実用化・事業化の見通し（市場ニーズ、ユーザーニーズ）  
ISB を用いたポリマーは、市場が十分に開発されているとはいえないので、まず

はポリマーの市場開発努力が必要である。前述のとおり、ISB を用いたポリマーは

物性、質感に特徴があることから、市場は拡大していくと予想されるが、それを加

速する手立てを継続して繰り出すことが望まれる。  
モノマーとしての ISB のニーズを考えた場合、前述のように、自社でポリマーを

製造していることから、要求される製品スペックを把握している点は強みである。

その観点からみると、今回開発した方法は、反応温度が低く不純物、着色が少ない
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ISB が得られることから有望と考えている。  
しかしながら、現在の可食糖由来製品や代替石油化学品の状況からすると、ISB

の製造コスト目標を達成しないと実用化の芽はない。まずはそれが重要であり、

ISB をメジャーにするためにはさらなるコスト削減にチャレンジする必要がある。

ISB 価格が格段に低下すれば、ビスフェノール A（BPA）代替としてのニーズも生

じてくる。実際、各種の市場予想レポートでも BPA 代替品としてのポテンシャルが

指摘されている（文献*）。BPA を使用する汎用ポリカーボネートは身近な材料に大

量に使用されるため、代替のインパクトは大きい。一部、非可食バイオマス由来モ

ノマーの導入で差異化グレードを設けるなどの方策によって、ISB が大きく食い込

める可能性は十分にある。  
ポリエステル系樹脂原料である 1,4BDO を非可食バイオマス由来で製造すること

に関しては、バイオマス由来ポリマー達成のニーズが確実にある。特に、コハク酸

（発酵法で生産可能）と 1,4BDO のポリエステルであるポリブチレンサクシネート

（PBS）に関しては、オールバイオ由来の原料で製造することにより生分解性ポリ

マーとしてのステイタスが向上するため、1,4BDO のバイオ化は要望が高い。  
しかしながら、やはり、石油化学製品市場に食い込むほどの量を生産しないと実

用化の意義は薄れてしまう。1,4BDO は、物性的に経由する中間体や製品の時点に

おいての精製が十分可能であるため、非可食バイオマス由来でも石油化学製品と同

等のスペックの 1,4BDO が製造できると見込んでおり、当然、バイオマス由来の

1,4BDO をポリマーに用いた場合においても大きな問題は生じないと思われる。石

油化学法で 1,4BDO や多くのポリエステル製品を製造していることから、現行製品

スペックや規格については熟知している立場にあり、バイオマス由来 1,4BDO のス

ペック作成についても積極的に関わっていくことで、現行石油化学製品の代替を含

めた多くの用途への展開、上市に道筋をつけたい。  
 
(6)競合する技術・事業との比較（性能面、コスト面での優位性）  
 ISB に関しては、可食糖由来の既存法（硫酸触媒法）と開発法との比較解析を実

施中である。簡単には、開発法は、まず溶媒使用のコストと触媒コストにおいて不

利である。しかしながら、触媒活性（反応速度）は遜色なく、連続流通反応が可能

な点で生産性が高い。大量生産ではメリットが出る可能性が高いとみており、基本

プロセスの構築ともにコストメリットを精査する予定である。性能面については、

既存法よりも純度の点で優位となる可能性が高く、早い段階でポリマー試作を行っ

て確認するとともに、その結果をフィードバックして改良に活かすことを計画して

いる。  
1,4BDO についてはバイオマス由来で製造する場合のコスト優位性は乏しい。目

標が達成できたとして、既存の石油化学法 1,4BDO と同等のレベルである。分子量

が減る反応工程が多く、原料費の依存性が高いことから、バイオマスの有効利用や

中間体の大量生産等で原料費が下がれば、優位なポジションを築くことができるの

で、その観点からの取りくみを怠らないことが肝要と思われる。  
1,4BDO については、同じバイオマス由来法である発酵法の競合もあるが、発酵
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法の場合は非可食バイオマスの適用が難しいこと、低生産性、必要となる付帯設備

などの点でフルフラール経由法のほうが競争力が高いと考察している。また、発酵

コハク酸を水素化して 1,4BDO にする技術も知られているが、4 分子の水素が必要

になること、およびカルボン酸水素化反応の熱力学的難度を踏まえると、フルフ

ラール経由法に分がある。  
 

(7)波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）  
 本開発は、生産量が比較的大きい生産量のポリマー原料を製品ターゲットとして

いる点で、先進国で指向される高付加価値製品とは異なるものの、大量の木質バイ

オマスを使いこなしていくという工業モデルにはマッチしており、生産規模がもた

らす経済的な効果もそれなりに大きい。しかしながら、実のところをいえば、単に

売上から予想される経済的効果をはじくだけで済ませるような安直な姿勢でとりく

むべきではないと考えている。そうであれば、ブームの終焉とともに経済効率優先

の波に簡単に流されてしまう。化石資源ではなく非可食バイオマスを原料にしてポ

リマー化学品を製造する実例を世に示すこと自体に、経済的には量れない本開発の

大きな技術的、社会的意義があるのだから、そのベースを常に認識し、プロジェク

トを前進させていく必要がある。 

 

図Ⅳ-2.2.5-6  1,4BDO 製造時の排出 CO2 量比較  
 

特に 1,4BDO に代表される C4 化学品は、非可食バイオマス由来化によってプロ

セスの省エネが可能となる稀有な例であり、この原料転換の成否は試金石となる。

1,4BDO 製造の場合でも、現行の石油化学法、石炭化学法、または競合の発酵法に

比べ、開発法の CO2 排出量は少なく、試算では、石油化学法を開発法に置き換える

ことによって、カーボンニュートラルも含めて製品 kg あたり 3.5kg の CO2 排出を

削減できる（図Ⅳ-2.2.5-6）。つまり、本開発による化石資源から非可食バイオマス



  

Ⅳ-2.2-31 

 

への原料転換は、製品をサステナブルな社会指向、経済指向に合致させるだけでは

なく、実際に CO2 排出削減を達成する。バイオマスの有効利用を目指した原料、中

間体や他製品とのプロセスインテグレーションのなかで、より効率的な技術の適用

や UTT の運用が見つかれば、全体としての CO2 排出削減はさらに進むものと思わ

れる。本開発の実用化後に他製品でもこのような実用化が続けば、新時代の化学工

業、サステナブルな化学工業実現への大きな潮流となるであろう。  
さらには、本開発は多くの社内研究者やエンジニア、大学研究者と共同研究開発

体制をとって遂行しており、開発力の維持、工業化経験の社内蓄積のみならず、将

来の化学工業を担う人材の育成に大きく寄与しているといえる。本開発の技術ター

ゲットである水素化反応や脱水反応は、今後の化石資源から再生可能資源への原料

転換において鍵となる反応工程であるため、開発技術の実用化や木質バイオマスへ

の原料転換の達成は、単なる「化学技術の進歩」といった言葉にとどまらない影響

を与える。マインド的な要素において、研究者やエンジニアに自信やモチベーショ

ンがもたらされれば、化学や化学産業に蔓延する「閉塞感」が打破されるだけでは

なく、資源、エネルギー、温暖化問題の解決に本格的に切り込む機運も高まってい

くものと思われる。  
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Ⅴ．成果資料（共同研究、再委託研究も含む）  
1. テーマ 1 

「高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開発」  
 

 
  区分  

 

 

 

年度  

特許出願  論文  その他外部発表  

 展示

会へ

の出

展  

受賞  

フォ

ーラ

ム等

※2 

 

国内  外国  PCT

出願

※1 

査読

付き  

その

他  

学会  

発

表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プ レ

ス 発

表  

その

他  

H25FY 0 0 0 1 0 5 0 0 0 0 0 1 

H26FY 2 0 0 2 0 15 3 0 0 2 0 1 

H27FY 0 0 0 0 0 7 0 0 0 0 0 0 

合計  2 0 0 3 0 27 3 0 0 2 0 2 

※1：Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  
※2：実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 
1.1 特許  

番

号  
出願者  

出願番

号  

国内

外国

PCT 
出願日  状態  名    称  発明者  

1 京都大学 

星光 PMC 

日本製紙 

王子ホールディングス 

特願 

2015-
50351 

国内 2015/03/13 出願 （非公開）  山 田 修

平 、 中 坪

文明他 

2 京都市産業技術研究所 

京都大学 

星光 PMC 

日本製紙 

王子ホールディングス 

特願 

2015-
56278 

国内 2015/03/19 出願 （非公開）  仙波健、 

矢 野 浩 之

他 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約）  
 

1.2 論文  
番

号  
発表者  所属  タイトル  

発表誌名、ページ番

号  
査読  発表年月  

1 矢 野 浩 之

他 

京都大学 Individual cotton cellulose 
nanofibers: pretreatment and 
fibrillation technique 

Cellulose 有り 2014/1 

2 仙波健他 

 

京都市産業

技術研究所 

Thermoplastic composites of 
polyamide-12 reinforced by 
cellulose nanofibers with 
cationic surface modification 

Journal of applied 
polymer science 

有り 2014/10 

3 矢 野 浩 之

他 

京都大学 Nanofibrillation of pulp fibers 
by twin-screw extrusion 

Cellilose 有り 2015/2 

 

表Ⅴ-1-1 特許、論文、外部発表等の件数（内訳）  【平成 27 年 6 月末現在】  
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1.3 その他外部発表  
(a)学会発表・講演  

番

号  
発表者  所属  タイトル  会議名  発表年月  

1 矢野浩之 京都大学 未来の車は植物で創る 

－ セ ル ロ ー ス ナ ノ フ ァ イ

バーで見る夢－ 

平成 25 年度バイオマス合

同交流会 

2013/10/25 

2 矢野浩之 京都大学 植物系ナノ繊維：セルロー

スナノファイバーの製造と

利用 

第 2 回とやまナノテク国際

シンポジウム 

2013/10/29 

3 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

強化樹脂材料の製造と特性 

産業技術連携推進会議ナノ

テクノロジー部会  第 51
回高分子分科会高分子分科

会 

2013/11/21 

4 矢野浩之 京都大学 植物系ナノ繊維：セルロー

スナノファイバーの製造と

利用 

NEDO 技術フォーラム  in 
四国 

2013/11/26 

5 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

の製造と応用 

ニューガラスフォーラム第

１13 回若手懇談会 

2014/2/19 

6 矢野浩之 京都大学 ナノセルロースによる樹脂

強化のポテンシャルと課題  

ナ ノ セ ル ロ ー ス フ ォ ー ラ

ム 主 催 ・ 第 2 回 技 術

フォーラム  

2014/6/9 

7 仙波健 京都市産

業技術研

究所 

All Bio-Composites 
Composed of Polyamide 11 
and Cellulose Nano-Fiber 

TAPPI International 
conference on 
nanotechnology for 
renewable materials 

2014/6/24 
 

8 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

の性能と利用  -日本には資

源も知恵もある - 

第 59 回高分子夏季大学  2014/7/17 

9 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

の製造と利用  

日 本 ゾ ル -ゲ ル 学 会 第 12 
回討論会  

2014/8/7 

10 仙波健 京都市産

業技術研

究所 

NeoFiberTec conference 
2014 

Thermoplastic Polymer 
Composites Combined with 
Cellulose Nano-fiber 

2014/10/2 

11 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

材料に関する最近の動向  

第 34 回岡山バイオマスプ

ラスチック研究会  

2014/10/22 

12 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

（CNF）の製造と利用  

平 成 26 年 度  第 2 回

AMIC セ ミ ナ ー  「 セ ル

ロ ー ス ナ ノ フ ァ イ バ ー

（CNF）の新たな展開」  

2014/11/11 

13 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

の製造と  自動車用途への

展開  ～日本には資源も知

恵もある～  

NEDO フォーラム 2014 in
中 国 ～ 未 来 を 拓 く 技 術 開

発を支援～  

2014/11/20 

14 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

の製造と応用  

近 畿 経 済 産 業 局 主 催 ・ 部

素 材 産 業 － CNF 研 究 会

キックオフセミナー  

2014/12/8 

15 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

の製造と応用 

静岡県富士市 CNF 産業セミ

ナー 

2015/1/19 

16 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー 

～日本には資源も知恵もあ

る～  

静 岡 県 公 営 企 業 管 理 者 企

業局主催 CNF 産業振興セ

ミ ナ ー  ～ 新 素 材 が 拓 く

未来の産業～  

2015/1/29 

17 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

の製造と応用～日本には資

源も知恵もある～  

え ひ め セ ル ロ ー ス ナ ノ

フ ァ イ バ ー 活 用 促 進 セ ミ

ナー  

2015/3/12 
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18 矢野浩之 京都大学 高 耐 熱 ・ 高 分 散 性 リ グ ノ

CNF 開 発 の 重 要 性 と プ ロ

ジェクト概要  

第 280 回生存圏シンポジ

ウ ム Nanocellulose 
Symposium2015『進む！セ

ル ロ ー ス ナ ノ フ ァ イ バ ー

プロジェクト』  

2015/3/20 

19 五十嵐優子  王子ホー

ルディン

グス 

高熱性リグノセルロースナ

ノファイバーの開発  

第 280 回生存圏シンポジ

ウ ム Nanocellulose 
Symposium2015『進む！セ

ル ロ ー ス ナ ノ フ ァ イ バ ー

プロジェクト』  

2015/3/20 

20 仙波健 京都市産

業技術研

究所 

変性リグノセルロースナノ

ファイバー強化熱可塑性樹

脂の開発  

第 280 回生存圏シンポジ

ウ ム Nanocellulose 
Symposium2015『進む！セ

ル ロ ー ス ナ ノ フ ァ イ バ ー

プロジェクト』  

2015/3/20 

21 伊藤彰浩 京都市産

業技術研

究所 

セルロースナノファイバー

強化樹脂材料の発泡成形  

第 280 回生存圏シンポジ

ウ ム Nanocellulose 
Symposium2015『進む！セ

ル ロ ー ス ナ ノ フ ァ イ バ ー

プロジェクト』  

2015/3/20 

22 山田修平 星 光

PMC 

高植物度熱可塑性リグノセ

ルロースナノファイバー材

料の開発  

第 280 回生存圏シンポジ

ウ ム Nanocellulose 
Symposium2015『進む！セ

ル ロ ー ス ナ ノ フ ァ イ バ ー

プロジェクト』  

2015/3/20 

23 伊藤彰浩 京都市産

業技術研

究所 

セルロースナノファイバー

を添加した発泡体  

プ ラ ス チ ッ ク 成 形 加 工 学

会  発 泡 ・ 超 臨 界 流 体 利

用成形  

加工専門委員会  平成 27
年度第 1 回委員会  

2015/5/22 

24 仙波健 京都市産

業技術研

究所 

解繊性および分散性がセル

ロースナノファイバー強化

熱可塑性樹脂複合材料の物

性に及ぼす影響  

プ ラ ス チ ッ ク 成 形 加 工 学

会年次大会 2015 
2015/6/3 
 

25 伊藤彰浩 京都市産

業技術研

究所 

セルロースナノファイバー

強化樹脂材料の発泡成形  

プ ラ ス チ ッ ク 成 形 加 工 学

会第 26 回年次大会  

2015/6/4 

26 伊藤彰浩 京都市産

業技術研

究所 

発泡樹脂へのセルロースナ

ノファイバー複合化  

京 都 市 産 業 技 術 研 究 所  

研 究 成 果 発 表 ＆ 施 設 見 学

会  

～「部素材産業－ CNF 研

究 会 」・「京 都グ リー ンケ

ミ カ ル ・ ネ ッ ト ワ ー ク 」

連携事業～  

2015/6/9 

27 矢野浩之 京都大学 セルロースナノファイバー

による熱可塑性樹脂の補強  

セルロース学会第 22 回年

次大会  

2015/7/9 

 
(b)新聞・雑誌等への掲載   
番

号  
所属  タイトル  掲載誌名  発表年月  

1 京都大学、京都市産業技

術研究所、星光 PMC、日

本製紙、王子ホールディ

ングス 

京都大学  CNF 実用化へリグノセル

ロース利用 

化学工業日報 2014/4/25 

2 京都大学、京都市産業技

術研究所、星光 PMC、日

経産省、セルロースナノファイバー

の加工性高める新技術を実証－京大

日本経済新聞 2014/8/14 
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本製紙、王子ホールディ

ングス 

にプラント設置 

3 京都大学、京都市産業技

術研究所、星光 PMC、日

本製紙、王子ホールディ

ングス 

経産省 リグノ CNF 複合部材成形 一

貫製造技術開発 

化学工業日報 2015/2/13 

 
(c)プレス発表  

 なし  
番

号  
所属  タイトル  発表形式  発表年月  

1     

 
 

(d)その他  
 なし  
番

号  
   発表年月  

1     

 
1.4 展示会への出展  

番

号  
所属  展示会名  出展形式  開催年月日  

1 京都大学、京都市産業技術研究所、

星光 PMC、日本製紙、王子ホール

ディングス 

Nanotech2015 パネル 1 件、 

展示品、講演 1 件 

2015/1/29-31 

2 京都大学、京都市産業技術研究所、

星光 PMC、日本製紙、王子ホール

ディングス 

バイオジャパン パネル 1 件 2014/10/14-16 

 
1.5 受賞  

 なし  
番

号  
所属・氏名  タイトル  受賞名  受賞年月日  

1     

 
1.6 フォーラム等  

番

号  
所属  フォーラム等の名称  形式  開催年月日  

1 京都大学生存圏研究

所 

Nanocellulose symposium2014 
「『セルロースナノファイバー』～

日本には資源も智恵もある」 

主催 

講演 1 件 

2014/03/25 

2 京都大学生存圏研究

所 

Nanocellulose symposium2015 
「進む！セルロースナノファイバー

プロジェクト」 

主催 

講演 5 件、パネル 1
件 

2015/03/20 
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2．テーマ 2「木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発」  
 

  区分  

 

 

 

年度  

特許出願  論文  その他外部発表  

 展示

会へ

の出

展  

受賞  

フォ

ーラ

ム等

※2 

 

国内  外国  PCT

出願

※1 

査読

付き  

その

他  

学会  

発

表・  

講演  

新聞・  

雑誌等  

への  

掲載  

プ レ

ス 発

表  

その

他  

H25FY 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 

H26FY 12 0 1 3 0 10 2 0 0 2 1 0 

H27FY 3 0 0 1 0 9 1 0 0 1 0 0 

合計  15 0 1 4 0 22 5 0 0 3 1 0 

※1：Patent Cooperation Treaty :特許協力条約  
※2：実施者が主体的に開催するイベント（フォーラム、シンポジウム等）  

 
2.1 特許  

番

号  
出願者  

出願番号  国内

外国

PCT 

出願日  状態  名    称  発明者  

 前処理 G       

1 日本製紙(株) 特願  

2015-012791 

国内  2015/01/26 出願  キシラン含有物の製造方

法  

辻  志穂  他  

2 住 友 ベ ー ク ラ

イト(株) 

京都大学  

宇部興産(株) 

特願  

2014-158715 

国内  2014/08/01 出願  バイオマス分解方法、糖

類およびリグニン誘導体  

 

 リグニン G       

3 住 友 ベ ー ク ラ

イト(株) 

特願  

2014-104583 

国内  2014/05/20 出願  フェノール変性リグニン

樹脂及びその製造方法  

村 井  威 俊  

他  

4 住 友 ベ ー ク ラ

イト(株) 

PCT/JP2015/0

59372 

PCT 2015/03/26 出願  フェノール変性リグニン

樹脂及びその製造方法並

びに、樹脂組成物、ゴム

組成物、及び硬化物  

村 井  威 俊  

他  

5 日本化薬(株) 

京都大学  

特願  

2014-175464 

国内  2014/8/29 出願  低分子リグニンの製造方

法  

 

6 日本化薬(株) 

京都大学  

特願  

2015-036064 

国内  2015/2/26 出願  低分子リグニンの製造方

法  

 

表Ⅴ-2-1 特許、論文、外部発表等の件数（内訳）  【平成 27 年 6 月末現在】  
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7 日本化薬(株) 特願  

2015-126306 

国内  2015/6/24 出願  変性 リグニン、 エポキ

シ樹 脂、および その製

造方法  

海 寳  篤 志  

他  

8 日本化薬(株) 特願  

2014-126307 

国内  2015/6/24 出願  エポ キシ樹脂、 および

その組成物  

海 寳  篤 志  

他  

 セルロース G       

9 (独 )産業技術総

合研究所  

特願  

2014-092995 

国内  2014/4/28 出願  ヒドロキシメチルフルフ

ラールの合成方法  

川波  肇  他  

10 (独 )産業技術総

合研究所  

ユニチカ(株) 

特願  

2014-117020 

国内  2014/6/9 出願  ヒドロキシメチルフルフ

ラールの還元方法  

川波  肇  他  

11 京都大学  

宇部興産(株) 

特願  

2014-162288 

国内  2014/8/8 出願  レブリン酸の製造方法  前  一廣  他  

12 宇部興産(株) 

(独 )産業技術総

合研究所  

特願  

2015-026055 

国内  2015/2/13 出願  レブリン酸エステルの製

造方法  

富 永  健 一  

他  

13 (国研 )産業技術

総合研究所  

ユニチカ(株) 

（平成 27 年

6 月中に出願

予定）  

国内  （平成 27

年 6 月中

に 出 願 予

定）  

出願  アミン誘導体の製造方法  川波  肇  他  

 糖利用 G       

14 東京工業大学  特願  

2014-261121 

国内  2014/12/2

4 

出願  アン ヒドロ糖ア ルコー

ルの製造方法  

 

15 旭硝子(株) 特願  

2014-238629  

国内  2014/11/26 出願  3-ヒ ド ロ キ シ プ ロ ピ オ

ン酸の製造方法、およ

び形質転換体  

 

16 東レ (株 ) ― ― ― 出願  ― ― 

 
2.2 論文  

番

号  
発表者  所属  タイトル  

発表誌名、ペー

ジ番号  

査

読  
発表年月  

 リグニン G      

1 A. Kaiho1, M. 

Kogo1, R. 

Sakai1, K. 

Saito2, T. 

Watanabe2 

1Nippon Kayaku Co., 

Ltd. 
2Kyoto University 

In situ trapping of enol 

intermediates with alcohol 

during acid-catalysed de-

polymerisation of lignin in a 

nonpolar solvent 

Green Chemistry 

(Royal Society of 

Chemistry) 

2015, 17, 2780-

2783 

有  2015/3/12 

 セルロース G      
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2 M. Chatterjee, 

T. Ishizaka, H. 

Kawanami 

National Institute of 

Advanced Industrial 

Science and 

Technology 

Selective hydrogenation of 

5-hydroxymethylfurfural to 

2, 5-Bis-(hydroxymethyl)-

furan using Pt/MCM-41 in 

aqueous medium: A simple 

approach 

Green Chemistry, 

16,4734-4739

（2014）  

有  2014/08/20 

 

3 M. Chatterjee, 

T. Ishizaka, H. 

Kawanami 

National Institute of 

Advanced Industrial 

Science and 

Technology 

Highly selective amination 

of furfural into furfurlamine 

by the combination of 

imination and hydrogenation 

under the aqueous 

conditions. 

 

Green Chemistry, 

投稿済み。  

有  2015/10  

 

 糖利用 G      

4 H. Yazawa1, M. 

Ogiso1, H. 

Kumagai2, H. 

Uemura1 

1National Institute of 

Advanced Industrial 

Science and 

Technology 
2Asahi Glass Co., 

Ltd. 

Suppression of ricinoleic 

acid toxicity by ptl2 

overexpression in fission 

yeast Schizosaccharomyces 

pombe. 

Appl. Microbiol. 

Biotech. 98 (No 

22): 9325-9337 

有  2014/8/15 

 
2.3 その他外部発表  
(a)学会発表・講演  

番

号  
発表者  所属  タイトル  会議名  発表年月  

 前処理 G     

1 柳下  立夫  (独)産業技術総

合研究所  

糖化残渣中のリグニン

の特性に及ぼす糖化前

処理の影響  

第 59 回リグニン討論

会・福井  

2014/9/11-12 

2 村中  陽介、

細川  淳二、

長谷川  功、

前  一廣  

京都大学  ギ酸糖化とアセトン処

理を組み合わせたリグ

ニン樹脂原料の製造  

化学工学会  第 46 回

秋季大会  

2014/9/19 

 リグニン G     
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3 T. Watanabe Kyoto University Biorefinery study to 

utilize whole cell wall 

components for 2nd 

generation biofuels and 

chemicals using 

microwave processing 

MIE BIOFORUM 2014 

– Lignocellulose 

Degradation and 

Biorefinery 

2014/11/18-21 

4 A. Kaiho1, M. 

Kogo1, R. 

Sakai1, K. 

Saito2, T. 

Watanabe2 

1Nippon Kayaku 

Co., Ltd. 
2Kyoto University 

Acid-catalyzed 

depolymerization of 

lignin by in situ trapping 

strategy of enol 

intermediates with 

alcohol in water-

immiscible solvent 

International 

Symposium on Wood 

Science 2015 

2015/3/16-17 

5 齋藤  香織 1、

海寳  篤志 2、

酒井  亮 2、岡

田  ひとみ 1、

西村  裕史 1、

渡辺  隆司 1 

1 京都大学  
2 日本化薬(株 ) 

マイクロ波ソルボリシ

スにおけるリグニン単

位間結合の構造解析  

第 65 木材学会大会  2015/3/16-18 

6 A. Kaiho1, M. 

Kogo1, R. 

Sakai1, K. 

Saito2, T. 

Watanabe2 

1Nippon Kayaku 

Co., Ltd 
2Kyoto University 

Acid-catalysed de-

polymerisation of lignin 

in a nonpolar solvent and 

synthesis of lignin-based 

epoxy resins 

7th international 

conference on green and 

sustainable chemistry, 

4th JACI/GSC 

symposium 

2015/07/05-08 

7 T. Watanabe Kyoto University Microwave processing of 

woody biomass for 

production of 2nd 

generation bioethanol and 

chemicals 

5th International 

Conference on 

Biorefinery (ICBB-

2015) 

2015/08/10 

8 A. Kaiho1, M. 

Kogo1, R. 

Sakai1, K. 

Saito2, T. 

Watanabe2 

1Nippon Kayaku 

Co., Ltd. 
2Kyoto University 

Thermodynamic 

properties of epoxy resins 

synthesized from 

selective depolymerized 

lignin with acidic non-

polar solvent 

the International 

Symposium on Wood, 

Fiber and Pulping 

Chemistry (18th 

ISWFPC) 

2015/09/09-11 
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9 T. Watanabe Kyoto University Biorefinery study to 

utilize whole cell wall 

components for 2nd 

generation bioethanol and 

chemicals using 

microwave processing 

2015 International 

Chemical Congress of 

Pacific Basin Societies 

(PACIFICHEM 2015) 

2015/12/15 

 セルロース G     

10 川波  肇  （独）産業技術

総合研究所  

高温高圧水を用いた木

質バイオマスからの

HMF 合成  

化学工学会第 46 回秋

季大会・九州大学伊都

キャンパス  

2014/09/19 

11 M. Chatterjee National Institute 

of Advanced 

Industrial Science 

and Technology 

Rapid and effective 

hydrogenation of 

hydroxymethylfurfural in 

the presence of Pt/MCM-

41 catalyst in an aqueous 

medium. 

ISGC 2015 / 

International 

Symposium on Green 

Chemistry, La Rochelle, 

FRANCE 

2015/05/06 

12 K. Tominaga1, 

K. Nemoto1, 

Y. Yamamoto2, 

A. Yamada2, 

K. Sato1 

1National 

Institute of 

Advanced 

Industrial Science 

and Technology, 
2Ube Industries, 

Ltd. 

A practical methyl 

levulinate synthesis from 

wood biomass using 

aluminium-based hybrid 

acid catalysts 

Pacifichem 2015 

(Hawaii, USA) 

2015/12/15 

13 長谷川  功、

澤西  伯幸、

村中  陽介、

前  一廣  

京都大学  セルロースの 2 段処理

によるレブリン酸製造  

化学工学会第４６回秋

季大会・九州大学伊都

キャンパス  

2014/9/17 

 糖利用 G     

14 植村  浩 1、矢

澤  彌 1、熊谷  

博道 2 

1 (独 )産業技術総

合研究所  
2 旭硝子(株) 

分裂酵母 S. pombe での

リシノール酸生産に伴

う増殖阻害の plg7 によ

る解除とリシノール酸

の分泌生産  

第 36 回  日本分子生物

学会大会  

2013/12/5 

15 矢澤  彌 1、植

村  浩 1、熊谷  

博道 2 

1 (独)産業技術総

合研究所  
2 旭硝子(株) 

分裂酵母 S. pombe での

バイオプラスチック原

料となるリシノール酸

の高効率分泌生産系の

開発  

第１3 回産総研-産技連

LS-BT（ライフサイエ

ンス分野別融合会議・

バイオテクノロジー分

科会）合同研究発表会  

2014/2/18 
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16 植村  浩 1、矢

澤  彌 1、熊谷  

博道 2 

1 (独 )産業技術総

合研究所  
2 旭硝子(株 ) 

分裂酵母 S. pombe での

リパーゼの活用による

リシノール酸の分泌生

産  

日本農芸化学会 2014

年度大会  

2014/3/28 

17 植村  浩 1、矢

澤  彌 1、小木  

曽真佐代 1、

熊谷  博道 2 

1(独)産業技術総

合研究所  
2 旭硝子(株 ) 

分裂酵母 S. pombe のリ

シノール酸生産に伴う

増殖阻害の ptl2 による

抑制  

47 回酵母遺伝学

フォーラム  

2014/9/3 

18 植村  浩 1、矢

澤  彌 1、小木

曽  真佐代 1、

熊谷  博道 2 

1(独)産業技術総

合研究所  
2 旭硝子(株 ) 

分裂酵母 S. pombe での

リシノール酸生産に伴

う増殖阻害は ptl2 の強

発現により回復する  

第 37 回日本分子生物

学会大会  

2014/11/27 

19 陶山  明子

1,2、漆原  正

浩 2、竹川  薫
1  

1 九州大学  
2 旭硝子(株 ) 

分裂酵母プロテアーゼ

遺伝子多重破壊株によ

る 3-ヒドロキシプロピ

オン酸の高生産  

日本農芸化学会 2015

年度大会  

2015/3/27 

20 陶山  明子、

竹川  薫   

九州大学  代謝経路を改変した分

裂酵母による 3-ヒドロ

キシプロピオン酸の高

生産   

平成 2７年度日本生化

学会九州支部例会   

2015/5/16-17  

21 A. Suyama, K. 

Takegawa 

Kyushu 

University  

Production of 3-

hydroxypropionic acid 

via malonyl-CoA pathway 

using recombinant fission 

yeast strains.  

8TH INTERNATIONAL 

FISSION YEAST 

MEETING  

2015/6/21-26  

22 H. Uemura1, 

H. Yazawa1, 

M. Ogiso1, H. 

Kumagai2 

1National 

Institute of 

Advanced 

Industrial Science 

and Technology 
2Asahi Glass Co., 

Ltd. 

Secretory production of 

ricinoleic acid in fission 

yeast 

Schizosaccharomyces 

pombe by the combined 

overexpression of 

hydroxylase (FAH12) and 

lipase.  

8TH INTERNATIONAL 

FISSION YEAST 

MEETING  

2015/6/21-26  

 
(b)新聞・雑誌等への掲載   

番

号  
所属  タイトル  掲載誌名  発表年月  

1 NEDO 木質バイオマスから一気通貫で生産  化学工業日報  2013/9/17  

2 日本製紙など  木材から化学品製造  日刊工業新聞  2014/1/8 
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3 住友ベークライト、三菱化学  木材から樹脂石油代替に道  日本経済新聞  2014/4/22 

4 日本製紙  木質系バイオマス利用化学品生産プロ  化学工業日報  2014/5/12 

5 NEDO 生物資源から化学品  日経産業新聞  2015/6/26 

 (c)プレス発表  
番

号  
所属  タイトル  発表形式  発表年月  

1     

 
(d)その他  （同様の形式で表を作成する）  

番

号  
   発表年月  

1     

 
2.4 展示会への出展  

番

号  
所属  展示会名  出展形式  開催年月日  

1 三井化学他  バイオジャパン 2014 パネル、プレゼン  2014/10/15～17 

2 事業者  国際ナノテクノロジー総合展  パネル、プレゼン  2015/01/28～30 

3 日本製紙  4th JACI/GSC Symposium パネル  2015/7/5～8 

 
2.5 受賞  

番

号  
所属・氏名  タイトル  受賞名  受賞年月日  

1 プロジェクト   Nano tech 大賞プロジェク

ト賞（グリーンナノテク

ノロジー部門）  

2015/01/30 

 
2.6 フォーラム等  

番

号  
所属  フォーラム等の名称  形式  開催年月日  

1     
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Ｐ１３００６ 

 

「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発」基本計画 

 

電子・材料・ナノテクノロジー部  

１．研究開発の目的・目標・内容  

（１）研究開発の目的 

 ①政策的な重要性 

我が国の化学品の大半は石油由来の原料から製造されており、現状では石油消費量の約

23％を原料として使用する等、化学産業は化石資源を大量に消費している。さらに、我が

国の化学品の製造では、産業部門全体の約 13％、日本全体の約 5％の CO2を排出している。 
一方、世界的に石油消費量が拡大する中、輸入に頼る石油の価格上昇や枯渇リスク、CO2

排出量の増大に伴う温暖化問題に直面しており、化学品製造の革新的イノベーションの実

現により、こうした課題を乗り越えていくことが急務となっている。将来的に石油資源の

供給リスクを克服し、かつ、持続可能な低炭素社会を実現していくためには、再生可能な

原料である非可食性バイオマスの利用等、様々な非石油由来原料への転換が必要である。 
 
②世界の取り組み状況 
このような背景から、非石油由来原料として、非可食性バイオマスを活用した化学品製

造プロセス開発が世界的に活発化してきている。例えば、米国において、平成 12 年頃から

木皮由来フェノールからの木材接着剤の開発等の非可食性バイオマス由来の化学品製造が

検討されている。またヨーロッパにおいて、平成 20 年頃から木材の前処理技術の開発や、

木質系バイオマス複合材の開発等の非可食性バイオマス由来の化学品製造が検討されてい

る。 
 
③我が国の状況 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO」という。）では｢グ

リーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発｣において平成 21 年度から平成 24
年度まで、非可食性バイオマスの利活用による化学品製造プロセスを開発した。このプロ

ジェクトにおいては、例えば、木質系バイオマスから抽出したリグニンを活用したリグニ

ン樹脂の開発等、非可食性バイオマスから得られるセルロース、ヘミセルロース、リグニ

ン等を個別に活用する化学品製造プロセスの基盤技術開発を推進した。 
 
④本事業の狙い 
国内においては、非可食性バイオマスからの化学品製造プロセス開発は、これまでに、

基盤技術開発が進められているものの実用化に達しているものは少ない。 
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したがって、このような開発を促進し、早期の実用化を加速することは、石油枯渇等の

原料リスクを早期に低減するために重要である。 
また、再生可能な原料である非可食性バイオマスを利用した省エネルギーな化学品製造

プロセスの実現は、二酸化炭素の排出量削減につながり、持続可能な低炭素社会を実現す

るために、重要である。 
 
そこで、本プロジェクトでは研究開発項目①として、前処理技術が簡易で、早期実用化

が期待できる、草本系バイオマス等の非可食性バイオマスから化学品までの一貫製造のた

めの実用化技術の開発を助成事業により実施する。 
一方、非可食性バイオマスのうち木質系バイオマスは、原料調達面で安定的に大量入手

の可能性があるため、その活用は重要である。しかしながら、その実用化には、石油由来

化学品に対してコスト競争力が必要であり、木質系バイオマスから得られるセルロース、

ヘミセルロース、リグニンの三成分を無駄なく有効活用できるプロセス等の開発が重要で

ある。また、木質系バイオマスの利用においては前処理技術の難易度が高い等、多くの開

発要素が残されている。 
そこで、研究開発項目②として、実験室レベルでの前処理技術や有効成分を無駄なく活

用するプロセスの要素技術開発、それらの要素技術を活用した一貫製造プロセスの構築、

実験室レベルからベンチスケールへのスケールアップ技術の開発等、実用化までに時間を

要する木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセス開発を、委託により実施する。 
 本プロジェクトは、非可食性バイオマスの特徴を生かしやすいポリアミドといった高性

能プラスチック等の高付加価値品を主なターゲットとし、非可食性バイオマス原料への転

換を目指す。 
 
（２）研究開発の目標 
①アウトプット目標 
非可食性バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスを構築し、石油由来化学品と比

較して、性能が同等以上かつコスト競争力のある化学品を開発する。 
それぞれの研究開発項目の具体的な開発目標は、別紙の研究開発計画の通りとする。 
 
②アウトカム目標 
上記アウトプット目標を達成することにより、非可食性バイオマスへの原料転換による

石油枯渇等のリスク低減に資する。 
 
（３）研究開発の内容 
上記目標を達成するために以下の研究開発項目について、開発を行う。 
それぞれの研究開発項目の具体的な開発内容は、別紙の研究開発計画の通りとする。 
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【研究開発項目】 
 [助成事業（助成率：2/3 以内）] 
① 非可食性バイオマスから化学品製造までの実用化技術の開発 

 
[委託事業] 
② 木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発 
 
 
２．研究開発の実施方式 
（１）研究開発の実施体制 

NEDO が、単独ないし複数の原則、本邦の企業、大学等の研究機関（原則、本邦の企業

等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外の企業等（大学、研究機関を

含む）の特別の研究開発能力、研究施設等の活用または国際標準獲得の観点から国外企業

等との連携が必要な部分を、国外企業等との連携により実施することができる。）から公募

によって研究開発実施者を選定する。 
研究開発項目①については、助成事業として実施し、研究開発項目②については、実用

化まで長期間を要するハイリスクな基盤的技術に対して、産学官の複数事業者が互いのノ

ウハウ等を持ちより協調して実施する事業であるため、委託事業として実施する。 
本事業に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルを最大限に活用す

ることにより効率的に研究開発推進を図る観点から、研究開発グループ毎に、必要に応じ

て研究開発責任者を置く等、効率的な研究開発を実施する。 
 

（２）研究開発の運営管理 
研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO は、経済産業省及び研究開発実施者と

密接な関係を維持しつつ、本事業の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。

具体的には、必要に応じて設置されるプロジェクト推進委員会等における外部有識者の意

見を運営管理に反映させる他、随時、プロジェクトの進捗について報告を受けること等に

より進捗の確認及び管理を行うものとする。また、必要に応じて、ユーザーとの連携を促

す等、成果の早期達成が可能になるよう努める。早期実用化が可能と認められた研究開発

については、期間内であっても研究を完了させ、実用化へ向けた実質的な研究成果の確保

と普及に努める。NEDO は、「革新的触媒による化学品製造プロセス技術開発プロジェクト」

の下で実施する経済産業省の事業と、進捗状況や課題・成果等について必要に応じて情報

共有等を行うなど、連携について検討するものとする。 
 
３．研究開発の実施期間 
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本研究開発の期間は、以下の通りとする。なお、社会的な要請、緊急性を勘案して、研

究実施期間を変更する場合もある。 
研究開発項目①については、平成 25 年度から最長 4 年間、実施する。 
研究開発項目②については、平成 25 年度から最長 7 年間、実施する。 

 
４．評価に関する事項 
 NEDO は、（１）事業の位置付け・必要性、（２）研究開発マネジメント、（３）研究開発

成果、（４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みの 4 つの評価項目について、外

部有識者による中間評価及び事後評価を実施する。 
中間評価は、研究開発項目②を評価の対象とし、平成 27 年度及び平成 29 年度に実施す

る。事後評価は、研究開発項目①及び②を対象とし、研究開発項目①については平成 29 年

度に、研究開発項目②については、平成 32 年度に実施する。 
 なお、中間評価等の結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止、及び助

成事業への移行等の見直しを迅速に行う。評価の時期については、当該研究開発に係る技

術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況に応じて、前倒しする等、適宜見直すものと

する。 
 
５．その他の重要事項 
（１）研究成果の取扱い 
①成果の普及 

研究開発実施者は、研究成果を広範に導入・普及するように努めるものとする。また、

NEDO は、研究開発実施者による研究成果の広範な普及・導入を促進する。 
 
②標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、標準化等との連携を図るため、標準案の提案等を

必要に応じて実施する。 
 
③ 知的財産権の帰属 
研究開発項目②の委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新

エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25 条の規定等

に基づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 
 
（２）基本計画の変更 

NEDO は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の研究開

発動向、政策動向、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合

的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制、新規テーマの追加等、基本計画の見直
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しを弾力的に行うものとする。 
 

 
（３）根拠法 
本プロジェクトは独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第１項

第一号ニ及び第三号に基づき実施する。 
 
６．基本計画の改訂履歴 
平成 25 年 5 月、制定。 
平成 26 年 3 月、根拠法変更に伴う修正 
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（別紙）研究開発計画 
 
研究開発項目①「非可食性バイオマスから化学品製造までの実用化技術の開発」[助成事業

（助成率：２／３以内）] 
 
１．研究開発の具体的内容 
前処理技術が簡易で、早期実用化が期待できる草本系バイオマス等の非可食性バイオマ

スから高性能プラスチック等の化学品までを一貫製造するための実用化技術（低コスト化、

スケールアップを実現するためのプロセス技術等）を開発する。その技術を活用し、ベン

チスケール（１バッチで得られる化学品の取得量が１キログラム程度）での非可食性バイ

オマスから化学品までの一貫製造プロセスを開発する。 
開発する化学品は、主に非可食性バイオマスの特徴を生かしやすいポリアミドといった

高性能プラスチック等の高付加価値品とする。 
 
２．達成目標 
【最終目標】 
一貫製造するための実用化技術（低コスト化、スケールアップを実現するためのプロセ

ス技術等）を開発する。 
その知見を活用し、最終的に、非可食性バイオマスから最終化学品までのベンチスケー

ルでの一貫製造プロセスを実証する。 
開発した一貫製造プロセスの収率、性能、設備投資や生産性等の実験結果を踏まえ、一

貫製造プロセスが、代替する石油由来化学品と比較して、性能で同等以上かつコスト競争

力があることを示す。 
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研究開発項目②「木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発」[委託事業] 
 
１． 研究開発の具体的内容 

想定される木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセス構築に必要な、木質系

バイオマスに含まれるセルロース、ヘミセルロース、リグニン等の、加水分解処理、水熱

処理、爆砕処理方法等による有効成分分離技術や、化学的や生物的変換技術等による三成

分の有効活用可能な化学品製造プロセス等の主要な要素技術について、技術的実現可能性

や、想定される一貫製造プロセスから得られる化学品の目標収率の達成可能性等のコスト

競争力を十分調査する。 
その上で、有効成分分離技術や化学品製造プロセス等の要素技術について、実験室レベ

ルでの要素技術を開発する。 
次に、その要素技術を活用し、現在の石油由来化学品と比較して、コスト競争力がある

木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスを実験室レベルで開発する。 
最終的に、実験室レベルの一貫製造プロセスの知見を活用し、一貫製造プロセスの量産

化に向けた技術を開発し、ベンチスケール（１バッチで得られる化学品の取得量が１キロ

グラム程度）で、現在の石油由来化学品と比較して、コスト競争力があることを実証する。 
開発する化学品とは、主に非可食性バイオマスの特徴を生かしやすいポリアミドといっ

た高性能プラスチック等の高付加価値品とする。 
 
２． 達成目標 
【平成２７年度末目標】 
 想定される木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセス構築に向けた実験室レ

ベルの要素技術を開発する。 
 開発した要素技術から得られる化学品の収率、性能等の実験結果を踏まえ、想定される

一貫製造プロセスが、代替する石油由来化学品と比較して、性能で同等以上かつコスト競

争力があるとの見通しを得る。 
 

【平成２９年度末目標】 
 コスト競争力の見通しが得られた要素技術を活用し、木質系バイオマスから最終化学品

までの実験室レベルでの一貫製造プロセスを実証する。 
開発した一貫製造プロセスから得られる化学品の収率、性能等の実験結果を踏まえ、一

貫製造プロセスが、代替する石油由来化学品と比較して、性能で同等以上かつコスト競争

力があることを示す。 
 
【最終目標】 

平成２９年度までに開発した実験室レベルの一貫製造プロセスの知見を活用し、量産化
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に向けた技術を開発し、ベンチスケールで一貫製造プロセスを実証する。 
開発した一貫製造プロセスから得られる化学品の収率、性能等に加えて、設備投資や生

産性等の実験結果を踏まえ、一貫製造プロセスが、代替する石油由来化学品と比較して、

性能で同等以上かつコスト競争力があることを示す。 
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事前評価書 

 

作成日 平成２５年４月４日 

1.プロジェクト名 非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発 

2.推進部署名 電子・材料・ナノテクノロジー部 

3.プロジェクト概要（予定） 

(1)概要 

1)背景 

我が国の化学品の大半は石油由来の原料から製造されており、現状では石油消費量の約

23％を原料として使用する等、化学産業は化石資源を大量に消費している。さらに、我が国

の化学品の製造では、産業部門全体の約 13％、日本全体の約 5％の CO2を排出している。 

一方、世界的に石油消費量が拡大する中、輸入に頼る石油の価格上昇や枯渇リスク、CO2

排出量の増大に伴う温暖化問題に直面しており、化学品製造の革新的イノベーションの実現

により、こうした課題を乗り越えていくことが急務となっている。将来的に石油資源の供給

リスクを克服し、かつ、持続可能な低炭素社会を実現していくためには、非可食性バイオマ

スの利用等、様々な非石油由来原料への転換が必要である。 

このような背景から、非石油由来原料として、非可食性バイオマスを活用した化学品製造

プロセス開発が世界的に活発化してきている。例えば、米国において、平成 12 年頃から木

皮由来フェノールからの木材接着剤の開発等の非可食性バイオマス由来の化学品製造が検

討されている。またヨーロッパにおいて、平成 20 年頃から木材の前処理技術の開発や、木

質系バイオマス複合材の開発等の非可食性バイオマス由来の化学品製造が検討されている。 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO」という。）では｢グリ

ーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発｣において平成 21 年度から平成 24 年

度まで、非可食性バイオマスの利活用による化学品製造プロセスを開発した。このプロジェ

クトにおいては、例えば、木質系バイオマスから抽出したリグニンを活用したリグニン樹脂

の開発等、非可食性バイオマスから得られるセルロース、ヘミセルロース、リグニン等を個

別に活用する化学品製造プロセスの基盤技術開発を推進した。 

 

2)目的 

国内においては、非可食性バイオマスからの化学品製造プロセス開発は、これまでに基盤

技術開発まで進められているものの実用化に達しているものは少ない。したがって、このよ

うな開発を促進し、早期の実用化を加速することは、石油枯渇リスクを早期に低減するため

に重要である。 

そこで、本プロジェクトでは研究開発項目①として、前処理技術が簡易で、早期実用化が

期待できる、草本系バイオマス等の非可食性バイオマスから化学品までの一貫製造のための

実用化技術の開発を助成事業により実施する。 

一方、非可食性バイオマスのうち木質系バイオマスは、原料調達面で安定的に大量入手の

可能性があるため、その活用は重要である。しかしながら、その実用化には、石油由来化学

品に対してコスト競争力が必要であり、木質系バイオマスから得られるセルロース、ヘミセ



2 
 

ルロース、リグニンの三成分を無駄なく有効活用できるプロセス等の開発が重要である。ま

た、木質系バイオマスの利用においては前処理技術の難易度が高い等、多くの開発要素が残

されている。 

そこで、研究開発項目②として、実験室レベルでの前処理技術や有効成分を無駄なく活用

するプロセスの要素技術開発、それらの要素技術を活用した一貫製造プロセスの構築、実験

室レベルからベンチスケールへのスケールアップ技術の開発等、実用化までに時間を要する

木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセス開発を、委託により実施する。 

本プロジェクトは、非可食性バイオマスの特徴を生かしやすいポリアミドといった高性能

プラスチック等の高付加価値品を主なターゲットし、非可食性バイオマスへの原料転換を目

指す。また、これによる石油枯渇等のリスク低減をアウトカム目標とする。 

 

3)実施内容 

 本研究開発では、上記目標を達成するために以下の研究開発項目について、実施する。 

 

【研究開発項目】 

 [助成事業（助成率：2／3以内）] 

①非可食性バイオマスから化学品製造までの実用化技術の開発 

[委託事業] 

②木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発 

 

(2)規模 平成25年度予算（一般）7.5億円（委託、助成2／3以内） 

 

(3)期間 平成 25年度～31年度（7年間） 

研究開発項目① 最長 4年、研究開発項目② 最長 7年 

 

4.評価内容 

(1)プロジェクトの位置付け・必要性について 

 1)ＮＥＤＯプロジェクトとしての妥当性 

非可食性バイオマスから化学品を製造するには、全工程をカバーする業界横断的な連携

が必要である。また、プロジェクト実施にあたっては、企業だけでは成しえない難易度の

高い要素技術の開発等を大学・公的研究機関の協力が必要である。以上のことから、民間

企業単独では成しえず、また、中長期的視点において、特に内外の資源・環境問題の解決

にも貢献する点から、NEDOが実施することは妥当である。 

 

2)目的の妥当性 

我が国の化学品の大半は石油由来の原料から製造されており、現状では石油消費量の約

23％を原料として使用する等、化学産業は化石資源を大量に消費している。さらに、我が

国の化学品の製造では、産業部門全体の約13％、日本全体の約5％のCO2を排出している。 

一方、世界的に石油消費量が拡大する中、輸入に頼る石油の価格上昇や枯渇リスク、CO2

排出量の増大に伴う温暖化問題に直面しており、化学品製造の革新的イノベーションの実
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現により、こうした課題を乗り越えていくことが急務となっている。将来的に石油資源の

供給リスクを克服し、かつ、持続可能な低炭素社会を実現していくためには、非可食性バ

イオマスの利用等、様々な非石油由来原料への転換が必要である。 

このような状況の中、非可食性バイオマスから化学品までの実用レベルの製造プロセス

を開発し、石油枯渇等のリスクを低減するという本プロジェクトの目的は妥当である。 

 

(1)プロジェクトの位置付け・必要性についての総合的評価 

川上から川下の業界横断的な連携、及び、技術的な難易度も高く産官学の連携が必要であ

り、また、我が国の化学品製造に対する将来的な石油枯渇等のリスク低減対策として大きな

貢献が期待できるため、 NEDOプロジェクトとして妥当である。 

 

(2)プロジェクトの運営マネジメントについて 

 1)成果目標の妥当性 

非可食性バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスを構築し、石油由来化学品と比

較して、性能が同等以上かつコスト競争力のある化学品を開発する。 

研究開発項目①では、前処理技術が簡易で、早期実用化が期待できる、草本系バイオマ

ス等の非可食性バイオマスから化学品までの一貫製造のための実用化技術の開発を進め

る。 

研究開発項目②では、前処理技術の難易度が高い等、多くの開発要素が残されており、

実用化までに時間を要する木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセス開発を

実施する。 

石油由来化学品と比較して、性能が同等以上かつコスト競争力のある化学品の開発を目

指すことで、非可食性バイオマスへの原料転換による石油枯渇リスク低減が期待できるた

め、目標として妥当である。 

 

2)実施計画の想定と妥当性 

研究開発項目①の草本系バイオマス等の非可食性バイオマスから化学品までの一貫製

造のための実用化技術の開発は、前処理技術が簡易で、早期実用化が期待できるため、最

長 4年の助成事業として進めることは妥当である。 

研究開発項目②の木質系バイオマスから最終化学品までの一貫製造プロセス構築は、前

処理技術の難易度が高い等、多くの開発要素が残されており、開発に長時間を有するハイ

リスクな技術開発であり、最長 7年の委託事業として実施することは妥当である。 

 

3)評価実施の想定と妥当性 

研究開発項目①については、4 年以内の比較的短期の事業のため、事業開始から 4 年後

に事後評価を行う。 

研究開発項目②については、7 年間の長期の事業のため、事業開始後 3 年目および 5 年

目に中間評価、事業終了後に事後評価を行う。 

 

4)実施体制の想定と妥当性 
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原料確保や前処理技術に関する知見を豊富に有する川上側の企業と、非可食バイオマス

から得られる中間体から最終化学品への誘導に関し豊富な知見を有する川下側の企業と

の連携による一貫プロセス構築を想定しており、開発見通しは十分ある。また、公的機関

の参画も想定しており、実施体制としては、妥当である。 

5)実用化・事業化戦略の想定と妥当性

非可食性バイオマスの特徴を生かしやすいポリアミドといった高性能プラスチック等

の高付加価値品を主なターゲットとし、石油由来化学品と比較して、性能が同等以上かつ

コスト競争力のある化学品の開発を目指す。これにより、早期石油枯渇リスク低減が期待

でき、実用化戦略として妥当である。 

6)知財戦略の想定と妥当性

共同実施を行う企業間での合意を想定している。 

7)標準化戦略の想定と妥当性

国際標準化については、プロジェクト内での標準化活動は想定していない。バイオプラ

スチックの認証等の動向は随時確認する。

(2)プロジェクトの運営マネジメントについての総合的評価

石油由来化学品と比較して、性能が同等以上かつコスト競争力のある化学品の開発を目指

すことで、非可食性バイオマスへの原料転換による石油枯渇リスク低減が期待できるため、

目標として妥当である。また、川上から川下企業との連携、および、産官学の連携による、

開発見通しが十分ある体制を想定しており、妥当である。 

(3)成果の実用化・事業化の見通しについて

1)プロジェクト終了後における成果の実用化・事業化可能性

本プロジェクトで開発する最終化学品として、ポリアミドといった高性能プラスチック

等の高付加価値品を想定しており、実用化ターゲットは明確である。プロジェクト終了時

には、非可食性バイオマスから最終化学品までの一貫製造プロセス技術が得られ、石油由

来化学品と比較して性能やコスト競争力のある化学品開発の目処が得られるため、実用化

の可能性は十分ある。 

プロジェクト終了後、プロジェクトの知見を生かし、パイロットスケールなどの検討に

移行し、3年～5年程度を目処に、実生産の開始を想定している。 

2)成果の波及効果

本分野における主要企業、大学等の技術者の参画による実用レベルの技術開発を通じて、

本分野における人材育成が期待できる。 

プロジェクトの成果として得られる中間体から誘導される最終化学品として、プラスチ

ック以外の様々な化学品への応用が期待できる。 

(3)成果の実用化・事業化の見通しについての総合的評価



5 
 

 

本プロジェクトで開発する最終化学品として、ポリアミドといった高性能プラスチック等

の高付加価値品を想定する等、実用化のターゲットは明確である。また、プロジェクト終了

時には、原料から最終化学品までの一貫製造プロセス技術が得られ、石油由来化学品と比較

して性能やコスト競争力のある化学品開発の目処が得られるため、実用化の可能性は十分あ

る。 



 

「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発 基本計画（案）」に対するパブリックコメント募集の結果について 

 

平成 25 年 6 月 5 日 

NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 

 

NEDO POST 3 において標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

みなさまからのご協力を頂き、ありがとうございました。 

 

1. パブリックコメント募集期間 

平成 25 年 4 月 8 日～平成 25年 4月 22 日 

 

2. パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計 2件（以下、項目ごとに分類し記載しております） 

 

3. パブリックコメントの内容とそれに対する考え方 

ご意見の概要 ご意見に対する考え方 基本計画への反映 

 全体について   

 [意見 1] 

日本の資源の状況を考えれば、化石資源代替技術を保有する意義は大き

く、その実用化に向けた取り組みは、国家プロジェクトとして実施すべ

きである。 

[考え方と対応] 

プロジェクトの目的への賛同のご意見大変ありが

とうございました。 

 

[反映の有無と反映内容] 

特になし。 

 

 

[意見 2] 

バイオマスは石油に比べて精製に手間がかかり、大規模で展開するにも

制約が多いなどから、これまで事業化されたものは少ない。これまでの

同様の研究開発による成果を生かしたプロジェクトになることを期待

する。 

[考え方と対応] 

ご指摘の通り、コストや原料入手が実用化への課題

の一つであり、本プロジェクトはその点を考慮し、

原料から化学品までの一貫製造プロセスの開発を

目標としております。 

[反映の有無と反映内容] 

特になし。 

[意見 3] 

将来の環境、そして日本の技術立国としての存在感のためにも本プロジ

ェクトの推進は重要。 

[考え方と対応] 

プロジェクトの推進への賛同のご意見大変ありが

とうございました。 

[反映の有無と反映内容] 

特になし。 



 その他   

 [意見 1] 

バイオマス利用について、技術面以外での国の推進策と歩調を合わせて

ほしい。 

[考え方と対応] 

国の取り組みについて、状況を把握しながらプロジ

ェクトを推進したいと考えます。 

[反映の有無と反映内容] 

特になし。 

 

以上 
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２．分科会公開資料 
次ページより、プロジェクト推進部署・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明す

る際に使用した資料を示す。 















































 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料１ 分科会議事録 

 



研究評価委員会 

「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発／ 

木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発」（中間評価）分科会 

議事録 

 

日 時：平成27年9月2日（水）9:30～18:00 

場 所：WTCコンファレンスセンターRoom A 

〒105-6103 東京都港区浜松町2-4-1世界貿易センタービル 3階 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長   廣瀬 重雄 福井工業大学 環境情報学部 環境・食品科学科 教授 

分科会長代理 近藤 昭彦 神戸大学大学院 工学研究科 応用化学専攻 バイオ生産工学研究室 教授 

委員     筒井 俊雄 鹿児島大学 産学官連携推進センター 特任教授 

委員     中村 嘉利 徳島大学大学院 ソシオテクノサイエンス研究部 ライフシステム部門 教授 

委員     西野 孝  神戸大学大学院 工学研究科 応用化学専攻 高分子制御化学研究室 教授 

委員     松村 晴雄 株式会社旭リサーチセンター 常務取締役 主席研究員 

委員     三輪 浩司 月島機械株式会社 産業事業本部 技監 

 

＜推進部署＞ 

山崎 知巳 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 部長 

畠山 修一 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主任研究員 

森田 保弘 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 

河中 裕文 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 

浦野 章  NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 

 

＜実施者※メインテーブル着席者のみ＞ 

前 一廣 （PL）京都大学大学院 工学研究科 教授 

小林 良則（SPL）一般財団法人 バイオインダストリー協会 先端技術・開発部 つくば研究室長 

種田 英孝（SPL）日本製紙株式会社 研究開発本部 主席研究員 

矢野 浩之  京都大学 生存圏研究所 教授 

石川 正敬  王子ホールディングス株式会社 イノベーション推進本部 革新事業推進センター ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｼﾞｬ  ー

河崎 雅行  日本製紙株式会社 研究開発本部 CNF事業推進室 室長 

佐藤 明弘  星光ＰＭＣ株式会社 新規開発グループ 課長 

北川 和男  地方独立行政法人 京都市産業技術研究所 経営企画室 研究戦略フェロー 

宮脇 正一  日本製紙株式会社 総合研究所 新素材研究室 主席研究員 

山本 祥史  宇部興産株式会社 研究開発本部 有機化学研究所 触媒化学グループ グループリーダー 

酒井 亮   日本化薬株式会社 イノベーション創出研究センター チームリーダー 

山田 勝成  東レ株式会社 先端融合研究所 研究主幹 

 

＜評価事務局等＞ 

岡田 明彦 NEDO 技術戦略研究センター 研究員 

1
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佐藤 嘉晃 NEDO 評価部 部長 

徳岡麻比古 NEDO 評価部 統括主幹 

保坂 尚子 NEDO 評価部 統括主幹 

渡邊 繁幸 NEDO 評価部 主査 
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議事次第 

（公開セッション） 

1．開会、資料の確認 

2．分科会の設置について 

3．分科会の公開について 

4．評価の実施方法について 

5．プロジェクトの概要説明 

5.1 ｢事業の位置付け･必要性｣｢研究開発マネジメント｣｢研究開発成果｣｢実用化･事業化の見通し｣ 

5.2 質疑応答 

（非公開セッション） 

6．プロジェクトの詳細説明 

6.1  高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部材化技術開発 

6.1.1 全体説明 

6.1.2 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し 

6.2  木質バイオマスから各種化学品原料の一貫製造プロセスの開発 

6.2.1 全体説明 

6.2.2 前処理Ｇ 

6.2.3  セルロースＧ 

6.2.4 リグニンＧ 

6.2.5 糖利用Ｇ 

6.2.6  全体質疑 

6.2.7 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し 

6.2.7.1  日本製紙（前処理Ｇ） 

6.2.7.2  宇部興産（セルロースＧ） 

6.2.7.3  住友ベークライト（リグニンＧ） 

6.2.7.4  三井化学（糖利用Ｇ） 

7. 全体を通しての質疑 

（公開セッション） 

8．まとめ・講評 

9．今後の予定、その他 

10．閉会 

議事内容 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

・開会宣言（評価事務局） 

・配布資料確認（評価事務局） 
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2．分科会の設置について 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料１に基づき評価事務局より説明 

・出席者の紹介（評価事務局、推進部署） 

3．分科会の公開について 

評価事務局より資料2に基づき分科会の公開について説明があり、議題６.「プロジェクトの詳細説明」、及び

議題7.「全体を通しての質疑」を非公開とすることが了承された。 

また、評価事務局より資料3に基づき、分科会における秘密情報の守秘及び非公開資料の取扱いについての、補

足説明があった。 

4．評価の実施方法について 

評価の手順及び評価報告書の構成について、評価事務局より資料4-1～4-5の要点をまとめたパワーポイント資

料に基づき説明し、評価事務局案どおり了承された。 

5．プロジェクトの概要説明 

5.1 ｢事業の位置付け･必要性｣｢研究開発マネジメント｣について、推進部署より資料5-1に基づき説明が行われた。

また、「研究開発成果」「成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し」について、資料5-2に基づき

説明が行われた。 

5.2 質疑応答 

【廣瀬分科会長】 ただいまのご説明に対して、ご意見、ご質問等がございましたらお願いします。技術の詳細に

つきましては、後ほど議題6で議論しますので、ここでは主に事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメン

トについてご意見をお願いします。 

【近藤分科会長代理】 絞り込みについてお伺いします。前処理をいくつか実施して、すべてに適した前処理とい

うのはないとの表現もあったと思います。いくつか伺いたいのですが、1 点目は、そのへんを今後どのように

進められていくか、お聞かせください。 

【前 PL】 歴史的には前処理は難しく、特にリグニン利用などは非常に難しい。いまやっている作業として、そ

れぞれの前処理から出てくるサンプルを後段のほぼすべてのところで利用してみて、スペックが出るかどうか

という星取表は、一応完成しつつあります。そのあたりをベースに、前処理プロセスの一本化と言っても、大

量生産と少量生産がありますから柔軟に考えて、いまからプロセスを組みます。少量生産に関しては、一部は、

これは高機能でものすごく付加価値があるからハイブリッド型にするということを考えていけば、クリアでき

ると想定しています。 

【近藤分科会長代理】 わかりました。前先生は化学工学専門なのでそのへんはしっかりやっていただけると思い

ますが、非常に難しい問題ですね。これに関連しますが、一貫化を来年度以降ベンチでやるとなったとき、ど

こかにそのようなものをコアファシリティとしてつくる方向なのか、それとも各社に分散された設備に原料を

渡して実施するかたちにするのか。一貫化ということを大きく言うのであれば、やはり公的な場所、アクセス

しやすい場所にそういうことができるものがあったほうが良いと思いますが、いかがでしょうか。 

【前PL】 畠山PMから説明があったように、これからの2年間についてもう一度中間評価を行い、残り2年あ

ります。一貫化で、どこかにコアを置くことにする場合は、ラスト2年だと思います。だからこれから向こう

2 年は、個別に、たとえばベンチをやって、エンジニアリングデータを取っていくという段階になると思いま

す。 

【中村委員】 実用化・事業化に向けた戦略として、海外展開、および日本ですとその地域、地域での地域分散型

になると聞いています。これは原料として、たとえば針葉樹と広葉樹とで、前処理条件とかリグニンの形状と

かがまったく違ってくると思うのですが、実際にいまは何を原料としているのですか。 
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【前 PL】 いまのところ、スギとユーカリです。方式のイメージとしては、切替えでやると思います。事業に係

ることは私の個人的な立場からは言えませんが、皆さん想像されるように、リグニンに対してはスギがいいと

か、ユーカリがいいとかのオプションは当然出てくるわけで、そのあたりを今後どうしていくか、この半年ぐ

らいでアウトラインを決めたいと思います。 

【中村委員】 わが国でやるとしたらスギしかなく、海外だったら、広葉樹のユーカリ系になると思います。その

場合、この2番目のグループでいろいろ検討しているのを一つに絞ることになると、スギの場合とユーカリの

場合で、別の最適な状態が出る可能性があると思いますから、これを1本に絞り切っていいのかなと思います

が、1本に絞るのですか。 

【前 PL】 プロセスデベロップメントの上では 1 本に絞る必要がある。ところが、オペレーションコンディショ

ンとしては1本に絞る必要はなくて、たとえば「北海道の製紙業ではスギを使います。岩国ではユーカリを使

います」と、こういったパターンで、近在する化学企業が所望するようなパターンで、分散型ですからランダ

ムに立ち上げていけばよいと考えています。 

【西野委員】 今回のこの事業の世界における位置付けを伺いたい。先ほど個々は世界初ということで、非常に成

果が上がっているというお話を聞きました。外国との競争、特に実用化という観点において、このプロジェク

トの位置付けを教えていただきたい。 

【前 PL】 私の知る限りということでお答えします。個別のターゲットに関しては、たとえばヨーロッパでもベ

ンチャーベースが多くてこういうことができますよというのは出てきていますし、どちらかと言えば後流側の

化学メーカーが、原料の多様化の観点で、バイオマスオリエンテッドなものからコアなプロダクトが生産でき

ないかという開発は、どんどん進んでいます。原料として、安いものを探していけばいいという発想での開発

はものすごく進んでいます。それがドライビングフォースで、製紙業のほうからこんな化学製品を出していき

ましょうという展開は、海外にはそんなにないと思います。ですから、今回はそのあたりを融合し、今回の技

術がうまく事業化に乗ってくれば、コストは確実に勝てると思います。難しいところですが、例えば合弁会社

をつくるとかすれば、基本的にはコストエフェクティブに勝負できると考えています。 

【松村委員】 リグノセルロースナノファイバーについて伺いたい。この前のプロジェクトで純粋なセルロースナ

ノファイバーができて、今年の暮れには製品が出てくるような話も聞いていますが、今回あえてリグノセルロ

ースナノファイバーをやるというのは、どういう狙いなのでしょうか。 

【前 PL】 リグニンが存在するということを積極的に利用して、いままでのピュアセルロースナノファイバーと

はまったく違う物性を出している。詳細は後半のセッションで説明すると思いますが、非常に簡易な前処理で

できる。ですから、一貫製造プロセスでコストエフェクティブになると同時に、普通のピュアなナノファイバ

ーでは出なかった特質を出しているというあたりが最大の特徴で、ウィン・ウィンになっていると思います。 

【三輪委員】 パルプ工業と化学プラントを組み合わせることは非常に斬新な考えですし、現実性があると思って

います。一つお聞きしたいのは、今後商業化を目指したときに、パルプ工業はそういう生産面での余力をいま

沢山持っておりそれを有効利用しよう、そういう考えでよろしいでしょうか。 

【前 PL】 私の理解では、そういう考えてよいと思います。特に、古紙回収でセルロースが回ってきており、セ

ルロース・リッチになっていることもありますから、基本的には紙だけで生きていくということではなくて、

いまもデータをお見せしましたように生産のポテンシャルに対して減産している状況にあるということで大丈

夫だと思います。 

【廣瀬分科会長】 この成果について、海外での販売なども目指しているということですが、権利化とか海外特許

とか知財の関係の見通しはいかがでしょうか。 

【前PL】 このプロジェクトが実質的に始まったのはH25年の夏頃からです。この成果（特許件数）は本年6月
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頃までに出したものをまとめたものですから、2年弱で17件ぐらい出ています。今後は、（例えば）東レの場

合ではPTC出願するとか、外国特許への展開の手前だと考えていただければと思います。 

【筒井委員】 2 点あります。一つはバイオマス由来の製品の位置付け、事業戦略は従来品の石化ベースの製品に

対してどういうポジション、あるいは特徴を狙っているのか。もう一つは、原料から見ると、私もいままで石

油業界にいたこともありますから、リファイナリーという考え方はよくわかります。リファイナリーでは原料

は全部利用しなければいけませんが、全部使おうと思ったときに、収益の取れるものとそうでないものが必ず

出てきます。どこをドライビングフォースとして使っていくか、このへんの戦略はどう考えておられるのか。 

【前 PL】 前半はほとんど答えられません。個々の会社によって事業戦略が違いますから。詳細は非公開のセッ

ションで二つ三つ例が出てくると思います。そのあたりは、私が責任を持って答えるわけにはいきません。一

つだけ言いますと、数値は公開できませんが、それぞれのところが各原料とか中間プロダクトのコスト設定を

しています。当然事業化を考えたうえで、「このプロダクトはこのスペックでこれだけの値段が出ればいい」と

いうところから起こしてコスト設定をしていますから、各社で事業化に関してはきちんと考えたうえでのプロ

ジェクト入りをしていることだけは保証しておきます。 

2 点目ですが、当然無駄なものが出てきます。しかしいまの収率を考えると、石油化学産業は蒸留を多用しま

すから、実は石油化学産業よりも選択率が良い。基本的にはリグニンが全部使えなくて、一部がたぶん無駄に

なり、これは燃やすしかないと思っていますが、幸いなことに選択率が還元反応ベースになりますから、バイ

オの反応と同様に化学変換でも還元反応ベースになるので、9 割以上の選択率を確保できるようなルートをバ

イオリファイナリーは持っています。このあたりは石油よりも無駄は少ないと理解していただければいいと思

います。 

【近藤分科会長代理】 いまのに関連するのですが、LCA を考えると通常リグニンをある程度燃やさないと CO2

ガス排出削減にならないのかもしれないと思うのですが、そういう意味で二律背反的なところがあるのは、リ

ファイナリーとしては全部使いたい、ところが LCA を考えてしまうと、特に木質を出発点とすると全部使う

とプロセスオペレーションの熱エネルギーはどこから持ってくるのかと。このあたりの全体戦略がたぶん必要

になってくると思います。そのあたりはプロジェクト内ではいかにお考えなのでしょうか。 

【前 PL】 現時点では一貫プロセスがまだ成立していませんから、私の PL としての個人的な考えですが、CO2

は積分値です。積分値ですからバイオマスも育成速度を考えますと、速度論で考えると10年、20年です。と

いうことは、10年、20年のスパンでCO2が増えているか、減っているかということをきちんと評価するべき

です。それを考えた場合に、基本的にプラスチック製品で、固体で 10 年使って固体としてホールドしてその

あと焼却する。逆に、燃やすのではなしに、プロダクトとしてホールドしたほうが、速度論的にはマッチする

と感覚的に思っています。 

【松村委員】 テーマ 2（木質バイオマスから各種化学原料の一貫製造プロセスの開発）は参加している企業がた

くさんいて、ある意味コンペですし、できれば皆さんで活発に情報交換したほうがいいと思いつつ、各社で隠

さなければいけないところもあると思います。そういったところのマネジメントはどんな工夫をされているの

でしょうか。 

【前 PL】 これは一部ファクトデータ紹介がありましたが、基本は各グループの内では守秘を保って、グループ

内では完全オープンになっています。それぞれのグループにグループ幹事がいますので、毎月 1 回、2 時間ぐ

らい幹事会をやっています。そこでいろいろな情報交換をしています。PL の私は各グループ会議にもできる

だけ、8 割ぐらいは出ています。その中で私は全体的なことを言って、この中でこういう位置付けでやってい

ただきたいとか、そういったディスカッションをしています。 

【近藤分科会長代理】 いまのことと関連しますが、国プロなので、要素基盤など各社が横串のように使えるもの、

あるいは知財の有効相互利活用など、そういったことが先ほどの知財戦略の中にもあったかと思います。マネ
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ジメント的にも1社で開発をするよりも加速できるような取り組みということになるかと思います。そのあた

りはかなり積極的に取られているのでしょうか。 

【前 PL】 それは当然で、前処理にぶら下がって、各 3 成分をうまいことみんなで分配して使っていかなければ

いけないというプロジェクトでの一貫プロセスですから、いままで私が20年近く経験したNEDOプロの中で

は一番コミュニケーションが図られていると思います。 

【近藤分科会長代理】 安心しました。特にテーマ2のほうは、会社が多いので、こういうプロジェクトではだれ

でも経験するのですが、たぶんご苦労が多いことと思います。よろしくお願いいたします。 

【廣瀬分科会長】 どうもありがとうございます。だいたい皆様のご質問も出たようですので、ほかにもご意見、

ご質問等あろうかと思われますが終了いたします。ここで10分ほど休憩を取りたいと思います。 

（非公開セッション） 

6．プロジェクトの詳細説明 

省略 

7．全体を通しての質疑 

省略 

（公開セッション） 

8．まとめ・講評 

【廣瀬分科会長】 それでは議題8、「まとめ・講評」です。順番に、三輪委員から始めて、最後に私という順序で

講評したいと思います。まず三輪委員からよろしくお願いします。 

【三輪委員】 今日は一日発表を聴かせていただきありがとうございました。実際やっている皆様のご意見を聴く

ことによって、それに対する熱意、技術的な深まりがよく理解できたと思います。 

午前中のリグノセルロースナノファイバーに関しては、予想以上に開発が進んでいて、その実現性も近いので

はないかという感想を得ました。それに対して午後の一貫プロセスは、非常に多数の会社がかかわっているの

で、開発のバランスなどに危惧を抱いて今日まいりましたが、実際に聴いてみると、皆さん同じ方向を向いて

新しい事業領域を起こしていきたいということを非常に感じました。 

特に、前先生をリーダーにしたプロジェクト体制で、皆さんの方向性をしっかり合わせられていることを了解

しました。その中で特に今日の発表中にも申し上げましたが、やはり紙パと化学の融合は非常に大きな将来性

を感じさせるコンセプトだと思いますので、ぜひこれを実現に向けてますますご活躍いただきたいというのが

私の実感です。 

【松村委員】 今日はたくさんおもしろい話を聞かせていただき、ありがとうございます。 

リグノセルロースナノファイバーについては、京都の実験場所も見学し、暑い中、皆さん本当に熱心にやって

いるというのがまず感想です。今日のお話から、かなり実用化が近づいており、もっと加速して本当に製品に

なればと私は勝手に思うのですが、東京オリンピックのときにマラソンの先導車とかパトカーがそういうコン

ポジットを使っているというぐらいのスピード感でやっていただけるとありがたいなと思います。 

テーマ2については、アメリカなどでもバイオリファイナリーと言っていますが、実際にはバイオコハク酸の

単品生産とかリファイナリーになっているものはありません。そういう意味で非常に期待しています。私はも

ともとセルロースから糖をつくって化学品をつくるというのはありえないと思っていましたが、今日のお話を

伺って、高く売れるリグニンでまず売って、3 成分をつくるところがそのお金を自分のポケットに入れてしま

うのではなくて、セルロースを安くつくるほうに回し、それをまた川下に回すと、すごくよく考えた良いシス
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テムだと思います。ただ、1 社でやるのであれば、それは成り立つと思うのですが、オールジャパンでいろい

ろな会社がいたときに、本当に成り立つのか。プロジェクトをやっている間はいいのですが、終わってからも

本当にその精神でやっていただければありがたいと思います。 

【西野委員】 多数の皆さんが参画し、これをマネジメントすることは本当に大変なことだと思います。関係の皆

様のご努力に頭が下がる思いがします。 

この話の一つは、オールジャパンでセルロースの一つにナノファイバーを考える。私見ですが、セルロースナ

ノファイバーは結構やんちゃでとんがったヤツと私は思います。というのは、たとえばポリマーになったとき

に、ポリ塩化ビニール、あるいはペットは非常に優等生、それに対してセルロースナノファイバーは無茶苦茶

すごいところと実はちょっとすごく弱いところがあるという材料だといつも考えています。そうしたときに、

特に川下の企業にお願いしたいことを一つだけ申します。いままででもさまざまな新しい樹脂が出てきました。

そのときに、その樹脂にとってものすごくかわいそうなことをした例がいろいろあります。あれにも使える、

これにも使えるといって、その樹脂の不得意なところにも使うことによって、市場の評価が「あれは大したこ

とはない」ということになってしまった例も多々あります。ですから、やんちゃな赤ん坊だと思うのですが、

それを非常にうまく使うという分野に絞る。それこそマラソン選手に高跳びをさせて「お前、大して跳べない

じゃないか」と言うようなことはしないと言うけれど、普及するほうで前のめりになると、どうもそういうこ

とで悪い評判が立ってしまった樹脂もないわけではありません。是非、セルロースナノファイバーを皆さんで

育てていただければと切に考える次第です。 

【中村委員】 本日はいろいろな方面からバイオマスを利用ということで本当に興味深く聴かせていただきました。

木質バイオマスをやる場合、日本ではいま林業が衰退していますからどの流れでもいいですから、やはり一刻

も早く実用化し、一つの道筋をつくっていただきたいと思います。そうすれば供給する林業も再生できますし、

スギ、ヒノキなどの用途が、先ほどスギは20円/kgということでしたが、もっと下げて供給も出ます。私は徳

島県にいますが、徳島県とか地方はやはり過疎化など山間部では新たな雇用等も含めて、地域で新たな産業を

起こすという意味でも本日お聴きしたことが、とにかく一つでも二つでも三つでも実用化していただければ、

地方にとってもありがたいと思います。今後の発展を期待しています。 

【筒井委員】 今日は非常に興味深いお話を聴けて私自身も非常に有益だと思いました。というのは、この時代に

価値ある話であり、そして難しいと思った課題が皆さんの努力でこうやって実現できたことはこのプロジェク

トがあるからだろうと思います。 

最初のナノファイバーですが、お話を聴いていて、私は専門家ではないのですが、商品イメージが割とはっき

りしているということ、これまで 10 年以上努力されているというバックグラウンドもあって、ターゲットも

自動車部門での展開とはっきりしている。最初の成功が大事なので、是非、ここをタイミングのいいところで

実用化に結びつけていただければと思います。まだコスト的にいろいろ気になる点もあるかもしれませんが、

まず使えるところからやっていただきたいと思います。 

2 番目のリファイナリーですが、これも非常に大事な価値ある仕事をされていると思います。化学工学的な観

点から言うと、今日は基本のところの話は聴きましたが、ぜひスケールアップ、実用技術の生産技術のところ

を、中間評価以降、開発を広げて展開していただきたい。 

一つ気になる点がありました。私もバイオマスを考えるといつも思うのですが、原料、応用の化学会社の間の

成分分離も含めて中間のところ、製紙会社と化学会社の間の仕事をだれがやるのか。それは非常に大事なこと

だと思います。これは他人事だから言えますが、自分がその中にいたらものすごく苦しいことだろうと思って

います。ですからいろいろな出口があり、いろいろなビジネスモデルを持っておられるのだけれど、バイオリ

ファイナリーは全部使うということから考えると、そこをどういうふうにうまく使うのか、皆さんで知恵を出

し合っていただきたい。さまざまなビジネスモデルとか将来構想がないとやれないと思います。単純に経済原

則とか新規商品開発だけではなく、次の時代をつくるという何か明確なコンセプトを基に持っていかないとい
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けないということです。非常に価値ある仕事ですので進めていただければと思っています。 

【近藤分科会長代理】 今日お聴きして、ほとんどの課題、目的、成果達成、あるいはそれ以上というところまで

進んでいるということで、前先生をはじめとしたリーダーの方々、あるいは実施者の方々、本当にご苦労さま

です。今後の発展も大変期待を持ってお聞きしました。 

  化学的なアプローチと発酵的なアプローチが本当にガッツリ組みながら、しかも前半部の原料供給的なところ

から最終的なところまで一貫という言葉がありましたが、世界で見ても、意外とあるようでない部分があるか

と思います。ぜひそういうところを活かして展開していただければ、大変ありがたい。 

  前半のリグノセルロースナノファイバーのほうは、イメージが明確でプロセスもだいぶ固まってきています。

ただ、肝心の化学法のところのスケールアップ、化学的な修飾のところ、そのあたりの展開がたぶんこれから

大きなカギになっていくと感じました。また、ユーザーに合わせて一般論で1000円/kgと言っても、だれにど

んなものを供給するかによってかなり変わりますので、そのあたりをうまく最適化することが重要です。最初

のユーザーがだれで、そこからどんどん展開していくというところもあると思いますので、ぜひ頑張っていた

だきたい。 

  午後の後半の部分ですが、本当に大変な開発をうまくマネージされていると思います。多くの、ある意味相反

するリクエストを持った企業のメンバーに満足してもらう開発をすることは大変です。絞り込み、あるいは一

貫プロセス化するというところが今日何回か出てきましたが、一方で適正ということがありますので、今後そ

こをどう調和させていくか。それが1個のプロセスに絞り込まれるのか、あるいはそんなにたくさんはできな

いと思いますが、二つぐらいになるのか。前処理とリグニンと後ろのところは、今年それを決めるということ

ですが、うまくマネージしていただきたいと思いました。 

化学法とバイオ法、同じ原料でそれは行けるのか、前半部の前処理とかリグニンはいわゆるナフサをつくると

ころに当たる工程だと思いますので、その意味で、それがどういうふうに調和できるのかは、このプロジェク

トならではの、化学法とかバイオ法を一生懸命やられている方がたくさん入っているというところで、ぜひう

まくマネージして戴きたい。その意味で、機関、あるいは実施者によって、求めるものが違ってくる部分も間

違いなくあるので、一貫プロセスを実現していくところは、今度は正念場になるかなと思いました。ぜひ最終

的にはコンビナートが実現できるような仕組みに発展させていただければと思います。また、今後のことを考

えると、ユーザーネットワークの構築という試みも非常に重要になりますが、そういったところをプロジェク

トの中にちゃんと入れ込んでいることは、大変期待できます。 

【廣瀬分科会長】 今日は興味深いお話をいろいろ聴かせていただきまして、どうもありがとうございました。 

本プロジェクトは参画機関が多数になっており、非常に大きなプロジェクトであり、前先生がプロジェクトリ

ーダーになられて各組織間の意思疎通を非常にうまくできていると感じました。こういうバイオマス利用技術

の開発は、国際的にも非常に重要なテーマの一つになっています。わが国でも本プロジェクトのように積極的

にバイオマスリファイナリーを目指したプロジェクトは非常に重要なテーマであると感じています。 

前半のナノファイバーの研究については、だいたい目標値以上の結果も出ていて、今後の実用化に向けた研究

にとても期待をしています。後半の成分利用については、これは一番重要な部分になると思いますが、成分分

離の方法でどれを選ぶか、それがこのプロジェクトのキーポイントになるのではないかと感じました。一つに

限らず、ぜひ適切な成分分離法の選択をして、川下の成分利用の研究が生きて製品化、実用化まで発展できる

ように望んでいます。 

最終的に製品が実用化されて、このプロジェクトが成功することを希望しております。推進部長、およびプロ

ジェクトリーダーから一言何かございましたらお願いいたします。 

【前 PL】 本日は長丁場ありがとうございました。時間の制限があり、細かいところまですべて紹介できていま

せんが、事業原簿にはしっかり書いていますので、公平な評価をしていただければと思います。 
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今日、私は白州に立って怒られるつもりで来たのですが、皆さん好意的に、ポジティブな意見をたくさんいた

だきました。我々がすでに認識している課題とプラスアルファで新たな視点もいろいろコメントいただきまし

た。このコメントをしっかりと受け止めて PL として各グループに今後さらに展開できるように反映させて頑

張っていきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

【山崎部長】 本日は廣瀬分科会長、近藤分科会長代理をはじめ委員の皆様に、本当に貴重なご意見、ご助言をい

ただき、まことに感謝申し上げる次第です。 

私は最近NEDO電材部長に着任したのですが、このプロジェクトが立ち上がるときに経産省の化学課にいて、

いま実施者となられている皆様や前先生をはじめ大学の先生といろいろ議論してこのプロジェクトをつくり込

んで立ち上げてきたという経緯もあり、実は思い入れの深いプロジェクトです。今日来るときに、期待半分、

不安半分という状態でしたが、委員の皆さんの温かみのあるコメントを頂きまして、本当にほっとしたという

か安心しているところです。実施者の皆さんが一生懸命取り組んでいるところがちゃんと反映されていると思

いますし、前先生に PL になっていただいて、有機的連携をとりながら、中はしっかりオープンでという方針

が行き渡っていることを今日の発表を聴いていて感じたところです。 

これまでの取り組みとしては、中間目標を達成しているかなということかと思いますが、今後のことで言うと

3 成分分離について特に今日議論になったと思います。私どももここが本当に正念場、キーポイントだと思っ

ております。石油コンビナートをバイオコンビナートに変えていくときには、一貫生産プロセスをつくってい

かなければいけないので、どれかの方法に絞り込まないといけない。前先生が言っていたように地域ごと、ま

た材料によってやり方が違ってもということも実際にはあるので、あまりバサバサやるということではなくて、

いろいろなケースを考えつつ、その代替技術として残す必要のある成分分離の方法もしっかり温めていきたい

と考えておりますし、これから先生、実施者の皆さんと相談をしながら、どうしていくかを考えていきたいと

思っています。 

今日、経産省の紙業服飾品課、化学課、また、文科省や環境省、農水省と役所の方々に勢ぞろいで出てきてい

ただきまして本当にありがたいと思います。政府を挙げて連携して取り組む体制になってもらえるようですし、

私がいたときに化学課と紙業服飾品課の連携は、実は結構大変なことでしたが、それが府省を挙げてやってい

ることに私どももそういう強い後押しをありがたく思っているところです。NEDOとしても今日も話に出てき

た海外動向がどうだという調査もしっかりやっていきたいと思いますし、必要に応じて加速予算による研究の

前倒しもしっかり行いたいと思っております。 

9．今後の予定、その他 

10．閉会 
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参考資料２ 評価の実施方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

参考資料 2-1 
 

 
 
本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて実施する。 

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価では、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明 

評価結果公開 

推進部署 
分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会 

推進部署
評価結果の事業等への反映 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）確定 

理事長

報告

評価報告書（案）作成 

実施者プロジェクトの説明 

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

評価部 

研究評価委員会 

推進部署
評価結果の事業等への反映 

国 民



 

参考資料 2-2 
 

１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する 

としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

 
また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外し、ま

た、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価に関与していない者を主体

とする。 
これらに基づき、委員を分科会委員名簿の通り選任した。 
なお、本分科会の事務局については、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構評価部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発／木質系バイオマスから化学品までの

一貫製造プロセスの開発」を評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。 
 
 
 
 
 



 

参考資料 2-3 
 

 
４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリングと、それを踏まえた

分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実施者側等との議論等により評

価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO

が定める「標準的評価項目・評価基準」をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局が

カスタマイズしたものである。 
評価対象プロジェクトについて、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の意義、実

用化に向けての取り組みや見通し等を評価した。 



資料 4-2 

「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発／ 

木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発」に係る 

評価項目・評価基準 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) 事業目的の妥当性

 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国

際貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。 

(2) ＮＥＤＯの事業としての妥当性

 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の

関与が必要とされる事業か。 

 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費

との比較において十分であるか。 

２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性

 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。

 達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。

(2) 研究開発計画の妥当性

 目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）

か。 

 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。 

 計画における要素技術間の関係、順序は適切か。 

 継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込ん

で活用を図っているか。 

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

 技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。 

 指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。 

 成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与

する体制を構築しているか。 

 目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係

は明確であり、かつ機能しているか。 

 目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みがあり、

かつ機能しているか。 

 大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、企業の取り

組みに貢献しているか。 
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(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。 

 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、

必要に応じて適切に対応しているか。 

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性

 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。 

 知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）

を整備し、かつ適切に運用しているか。 

３．研究開発成果について 

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

 成果は、中間目標を達成しているか。 

 中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確に

しているか。 

 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。 

 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、

積極的に評価する。 

 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。 

(2) 成果の最終目標の達成可能性

 最終目標を達成できる見通しはあるか。 

 最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。 

(3) 成果の普及

 論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。 

 成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及する取り組みを実用化・

事業化の戦略に沿って適切に行っているか。 

 一般に向けて、情報を発信しているか。 

(4) 知的財産権等の確保に向けた取り組み

 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適

切に行っているか。 

４．成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しについて 

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されるこ

とであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、

企業活動(売り上げ等)に貢献することをいう。 
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(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略

 成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。 

 想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。 

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取り組み

 実用化・事業化に取り組む者の検討は進んでいるか。 

 実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化・事業化の見通し

 実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。 

 想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しはある

か。 

 競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しは

あるか。 

 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積

極的に評価する。 
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「プロジェクト」の中間評価に係る標準的評価項目・基準 

 

 

「実用化・事業化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されるこ

とであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、

企業活動(売り上げ等)に貢献することをいう。 

 

なお、「プロジェクト」が基礎的・基盤的研究開発に該当する場合は、以下のとおりとする。 

 ・「実用化・事業化」を「実用化」に変更する。 

 ・「4. 成果の実用化に向けての見通し及び取り組みについて」は該当するものを選択する。 

 ・「実用化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されるこ

とをいう。 

 

1. 事業の位置付け・必要性について 

(1)  事業の目的の妥当性 

 ・内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献可

能性等の観点から、事業の目的は妥当か。 

 ・特定の施策・制度の下で実施する「プロジェクト」の場合、当該施策・制度の目標達成のため

に寄与しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

(2) NEDO の事業としての妥当性 

 ・民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の関与が必

要とされる事業か。 

 ・当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費との比較

において十分であるか。 

 

2. 研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 

 ・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。 

 ・達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。 

(2) 研究開発計画の妥当性 

 ・目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）か。 

※「プロジェクト」の特徴に応じて、評価基準を見直すことができる。 
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 ・目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。 

 ・計画における要素技術間の関係、順序は適切か。 

 ・継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで活用を

図っているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

(3) 研究開発の実施体制の妥当性 

 ・技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。 

 ・指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。 

 ・成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与する体制

を構築しているか。 

 ・目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係は明確で

あり、かつ機能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

 ・目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みがあり、かつ機

能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

 ・大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、企業の取り組みに貢

献しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

 ・研究管理法人がある場合、研究管理法人の役割は必要・明確であり、かつ機能しているか。【該

当しない場合、この条項を削除】 

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性 

 ・研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。 

 ・社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必要に応

じて適切に対応しているか。 

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性 

 ・知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。 

 ・知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）を整備

し、かつ適切に運用しているか。 

 ・国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。【該当しない場合、

この条項を削除】 

  

3. 研究開発成果について 

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

 ・成果は、中間目標を達成しているか。 

 ・中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確にしている

か。 

 ・成果は、競合技術と比較して優位性があるか。 

 ・世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積極的に

評価する。 

 ・設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。 

(2) 成果の最終目標の達成可能性 
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 ・最終目標を達成できる見通しはあるか。 

 ・最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。 

(3) 成果の普及 

 ・論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。 

 ・成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及する取り組みを実用化・事業化

の戦略に沿って適切に行っているか。 

 ・一般に向けて、情報を発信しているか。 

(4) 知的財産権等の確保に向けた取り組み 

 ・知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適切に行っ

ているか。 

 ・国際標準化に関する事項を計画している場合、その計画は順調に進捗しているか。【該当しない

場合、この条項を削除】 

 

4. 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場

合を除く】 

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略 

 ・成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。 

 ・想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。 

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

 ・実用化・事業化に取り組む者の検討は進んでいるか。 

 ・実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化・事業化の見通し 

 ・実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。 

 ・想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しはあるか。 

 ・競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しはあるか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評

価する。 

 

4. 成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて  【基礎的・基盤的研究開発の場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略 

 ・成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。 

(2) 成果の実用化に向けた具体的取り組み 

 ・実用化に向けて、課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化の見通し 

 ・想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評

価する。 
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  【基礎的・基盤的研究開発の場合のうち、知的基盤・標準整備等を目標としている場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略 

 ・知的基盤・標準の整備及び活用の計画は、明確かつ妥当か。 

(2) 成果の実用化に向けた具体的取り組み 

 ・知的基盤・標準を供給・維持するための体制の検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化の見通し 

 ・整備する知的基盤・標準についての利用の見通しはあるか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評

価する。



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料３ 評価結果の反映について
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「非可食性植物由来科学製品製造プロセス技術開発／木質系バイオマスから化学品までの一貫製造プロセスの開発」（中間）の評価結果の

反映について 

 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

① 今後、要素技術の統合が課題となるため、テーマ１と 
テーマ２の連携、テーマ２内部での連携に関する仕組みを強化する

推進体制を構築してほしい。 
 
 
 
 
 
② 海外も含めて、可能な限りより多くの知的財産の権 
利化が行われることを期待する。 
 
 
 
③ 製紙産業と化学産業の連携という基本構想に沿ってどの様に利

益を相互に確保して事業化が行えるか、具体例の構築が望まれる。 
 
 
④ セルロースナノファイバーは、できるだけ速やかに製造技術を

確立し、ユーザー評価を促進することが望まれる。 

 

① テーマ１、２間については、ＰＬとともに、技術推進委員会や

各テーマ会議体への参加等を通して、テーマ間連携について継続的

に検討する。特に、前処理後サンプル利用に関しては、今後前処理

技術やサンプル評価技術などを確立し、連携の条件が整った後に、

改めて検討を行う。 
テーマ２内では、リグニン利用最大化に向けて、前処理技術とリグ

ニン利用技術に関して、連携強化を図る。 
 
② テーマ１では、現在特許分析の専門家を配置し、計画的に特許

出願・権利化を進めている。 
テーマ２については、特に、ターゲット化学品のマーケットを意識

した海外出願を強化し、権利化を進める。 
 
③ 基本計画に「開発した一貫製造プロセスがコスト競争力がある

ことを示す」と記載されており、来年度の取り組みの中で事業化の

具体例を示していく。 
 
④平成 28 年度からのサンプル提供先拡充を計画しており、製造技

術の確立・改善とユーザー評価を連携させた体制を強化する。 



 

 

 

本研究評価委員会報告は、国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集

しています。 
 
 NEDO 評価部 
 部長 徳岡 麻比古 

 統括主幹 保坂 尚子 

 担当 渡邊 繁幸 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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